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第１章 研究の概要 
 
１.１ 本研究の問題意識と目的 
 
 わが国の地域社会はますます変質してきているように思われる。従来からあった地域や家
族における相互の結びつきや絆、相互扶助、さらには相互信頼が大幅に崩れてきている結
果、地域コミュニティにおける個々の生活での疎外や孤立化はますます強まってきている。
このことは、周辺を見るだけでも明らかであろう。こうしたことが地域や個人の活力、本
来持っているはずの「豊かになる能力」さえも奪ってきている。一方、ニート（労働・教
育・職業訓練に無関心層）や引きこもりの増大に見られるように、個人の行動や社会協力
への無力化・無関心化、失業の長期化、高齢者等弱者を対象とした凶悪犯罪の多発により、
個々人の地域コミュニティにおける生活の安心・安全・確実が根底から危ぶまれてきてい
る状況にある。 
 こうした状況に対し、人と人との絆の劣化、相互扶助の精神や、相互信頼といった要素
を回復し、こうした問題解決を図ろうという主張がある。わが国でも、たとえば、内閣府
(2005)は、ようやくこの問題に注目し、地域社会や地域コミュニティの抱える現状と問題
について、次のように整理している。 
 
（１）コミュニティを巡る様々な潜在的問題の発生 
① 個々人及びその周辺に起因する問題 
個々人のライフステージに応じて様々な問題（育児、進学、就職、福祉等）がある。 
② 産業構造の変化などに起因する問題 
我が国の産業構造の変化やそれに伴う企業の振る舞いの変化により、コミュニティや
コミュニティの構成員への負荷が高まりつつある状況にある。 
③ コミュニティの立地特性に起因する問題 
都市部、ニュータウン、地方部などコミュニティの立地特性は、そこでの構成員のみ
ではいかんともしがたい大きな問題を投げかけつつある。 
  
このように、コミュニティにおいては、具体的には、高齢者の孤独化、若者の離散、
教育現場の荒廃と学力の低下、また、地元産業の低迷によるリストラの進展、さらには、
都市化と過疎化の並行的進展、ニュータウン世代の団塊的高齢化の進展といった潜在的
問題が深く潜行している状況にある。 
 
（２）人と触れ合う機会や人間関係の希薄化 
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一方、一定水準以上の富裕化が進んだこととそれに伴う家族機能の崩壊と私事化など
により、人と人とが生に触れ合う機会の減少と人間関係そのものの希薄化が助長されて
いる。そのことは次のようなコミュニティもしくはその構成員の状況を生み出している。 
① 様々な問題の解決の糸口が見つからない 
地域の抱える様々な課題に対し、地域にある様々な資源を結集して対処していくとい
ったムーブメントを起こしにくく、解決の糸口が見つからない状況にある。 
② 心配事の解消につながらない 
生活する上での様々な問題や悩みに関し、一人で思い悩み、誰にも相談できないとい
った孤立した状況に陥る傾向が高まっている。 
 
こうした状況下にあって、特に核家族化の進展による家庭の孤立化が進み、相互扶助や
隣組の精神といった絆意識が薄れた結果、日本社会が伝統的に包含していたとされるコミ
ュニティスピリットの喪失が指摘されている。 
 
（３）潜在的な問題の顕在化 
我が国における多くの地域コミュニティでは、上記の（１）（２）があいまって、時
として大きな問題として顕在化するという悪循環に陥っている。 
 
これらを図式化したものが図１－１である。 
 
図１－１ コミュニティーに対する現状認識 
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 ここで強調されているのが、問題のきっかけを個々人のライフステージの変化・多様化に
見出し、それが個々人間の触れ合いの機会や関係の希薄化を生じせしめてきている点であ
る。そして、これを解消し、個々人の活力や地域の活性化および人々に豊かな生活を回復
させるためには、社会的結びつきとしてのネットワークの再構築が必要と結論付けられて
いる。これについて、加藤（2005）は、水上勉の短編を原作にした映画「はなれ瞽女（ご
ぜ）おりん」において、村の長老をはじめとする村人たちが盲目の哀れな女性に生きる道
と就職の世話をすることで主人公が救われていく様を引用し、人と人との結びつきの大切
さを強調しているほどである。 
 この個々の結びつきの希薄化によるコミュニティにおける人々の生活不安や不確実性の
増加、自信喪失に起因する地域荒廃から生ずる様々な問題発生は、わが国のみならず他の
先進諸国においても共通して見られるように思われる。例えば、英国では、ニート（NEET: 
Not in Employment, Education or Training，この呼称は、英国発祥である。）の急増、
失業者・求職者の求職期間の長期化、公立学校での暴力増加・学級崩壊、人々の地域への
協力意欲の減退など地域崩壊の問題点が指摘されてきている。また、米国では、英国で見
られるこれらの問題に加え、学校中退、青少年の非行、地域暴力、貧困からの脱却不能な
いしは固定化などの事態が問題視されてきている。これらは、いずれも個々人の絆や結び
つきの希薄化がもたらした弊害と位置づけられよう。 
 こうした地域の荒廃に対して、内閣府(2005)はもとより、欧米の多くの特に経済学・社会
学と情報ネットワーク論を融合してその解決策を模索している論者たちは、これら諸問題
の解決にはソーシャルキャピタルの整備が必要であると主張する。では、これら論者が言
及するソーシャルキャピタルとは何なのか、その本質と現実的意味は何なのか。さらには、
それがどのような分野において有効となるのであろうか。それらが明らかにならないこと
には、ただそれが解決策であるというだけで説得力を持ち得ない。また、いたずらに議論
を錯綜させ、明確な政策的指針を提示し得ないことが懸念される。 
 事実、内閣府(2005)の主張は、ソーシャルキャピタルの代理変数として、ＮＰＯやボラ
ンタリーな諸団体の結成率を置き、これと犯罪率や失業率との相関を調べ、ＮＰＯの結成
を高めるための方策を模索するべきとする示唆の提示にとどまっている。こうした問題意
識や考察の結果は、一つの仮説を提示するものである。また、一定の指針を与えてくれる
ものと期待はできるものの、その政策実行の有効性や具体性の吟味や考察が欠けているこ
とを考慮するならば、この提言自体をソーシャルキャピタルの本質を踏まえた普遍的な問
題解決策として採用するには、不十分である。特にわが国における、今日的ソーシャルキ
ャピタルのとらえ方、政策的な踏まえ方に鑑みると、社会ネットワークの特性や構造効果
を綿密に踏まえ、より大所高所から、その活用による地域社会の活性化・安定化を目指す
べきものとの思いを強くする。また、そうすることで、はじめて、社会ネットワークがも
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たらしうる効果や機能を最大限に発揮し、地域社会の活性化、安定化を促進するための具
体的施策の検討に資することが可能となるものと考える。 
 これに当たっては、特に、本研究では、地域社会に存在する既存の社会インフラの潜在
的機能に着目する。本研究で言う「社会インフラ」とは、商店、コンビニ、郵便局、銀行、
市役所といった、地域社会における地域住民の日常生活にとって密接なサービスを提供す
る施設である。たとえば、日常生活においては、こうしたサービス提供施設が、その本来
のサービス業務の範囲を超えて、住民間の相互作用や絆の強化に貢献している事例がまま
ある。地域住民の各種地域活動における結節機能や、イベントの事務局機能等、地域のご
意見番、後見人的な機能を担うことにより、関係者の結びつきを強め、共通の目的に向か
って協調行動を取る上で意義ある機能を発揮している事例が見られる。こうした社会イン
フラが発揮しうる潜在的機能に焦点を当て、既に地域社会に存在する有効な資源としてこ
れを再定義し、その活用を進めることの理論的枠組みを構築することは、今日的社会問題
の大きさに鑑みると、それ自体が大きな意味を持ってくるように思われる。 
ソーシャルネットワーク論では、そのネットワーク結節の形態を「結合」と「橋渡し」
の２形態に分類している。ちなみに、「結合型」とは、組織の内部における人と人との同
質的な結びつきを意味し、内部での信頼や協力関係、強力な絆を生むものであるのに対し、
「橋渡し型」は、異なる組織間における異質な人や組織を結び付けるネットワークである
と位置付けられる。一般的には、「結合型」は社会の接着剤とも言うべき強い絆を意味し、
例えば、同じコミュニティに属するというアイデンティティと感覚を醸成し、親密感を通
じ、安全を担保するものと考えられている。すなわち、相互関係と協調行動により、信頼
を喚起する効果が期待できるとされる。しかし、これと同時に、強固な紐帯関係は、内部
志向的であるがゆえに、時にこの性格が強すぎると「閉鎖性」、「排他性」につながる場
合もあるとされる。これに対して「橋渡し型」は、そこでの紐帯関係は、より弱く希薄で
あるものの、同時に、「開放的」、「横断的」であるがために、異質な情報や外部のアク
ターへの受容性が高く、社会の潤滑油とも言うべき役割を果たしうると位置付けられる。 
この観点に照らすと、既存の各種社会インフラは当該インフラ自身を包含するネットワ
ークにおいて、そのどちらのベクトルに向けた結節機能を発揮しており、また、発揮すべ
きなのであろうか。また、そもそも、そうした機能を発揮しうるとする仮説自体が、思い
過ごしであり、実際の地域住民は、そうした機能を認知も評価もしていないかもしれず、
まず、こうした潜在的機能の評価度を客観的に計測することが、考察の出発点になるので
はないか。もちろん、それぞれの社会インフラの本来的機能やサービス提供の実態により、
また、個別の地域の事情等により、その潜在性を一概に論じることには無理もあろうが、
少なくとも、その潜在性につき、実際の利用者である地域住民たちがどう認知し、評価し
ているかを、謙虚にかつ客観的に把握することの意義は大きいものと考えられる。 
いわゆるコミュニティにおける結合型に基づく社会ネットワークとしては、日本には、
確固たる伝統がある。たとえば、江戸時代には、古代の五保制にならった近隣五戸を一組
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とする最末端の行政組織であり、相互監視組織でもあった「五人組」が存在したし、農村
では、人と人との結合体であり、相互扶助組織である「結（ゆい）」が存在した。この「結」
は、家族単位の労働力を基準に、田植えや稲刈りなど、特に、労力を短期集中的に必要と
される農繁期において、金銭の授受を伴わない労力の貸し借り、助け合いを特徴とするも
のであった。 
それでは、今日の地域社会において、こうした伝統的な人的結節の仕組みをそのまま導
入・復活することで問題解決に資することはできるのであろうか。ここに挙げた２つの人
的つながりは、いわゆる「結合型」の典型と言え、そこでは、同一の価値基準に基づき、
ネットワーク自体が内部志向的に凝集性を持ち、外向的な発展性や異質・新規なものへの
受容性を持ち合わせるものとは言い難かろう。ＩＴ技術の進展もあり、社会ネットワーク
自体が複合的に拡大する今日の状況にあって、むしろ、異質なメンバーを歓迎し、新規性
ある情報や資源を獲得し取り込むことで、ネットワーク自体を活性化することの意義は今
や無視できないのではないか。その意味で、今日求められる社会ネットワークは、橋渡し
的機能を発揮することを要請されているのではなかろうか。そして、社会ネットワークの
橋渡し機能を強化し、そこでの相互作用や信頼醸成を促進する上で効果的な方策とは何な
のか。 
こうした問題意識のもと、本研究では、地域崩壊の救済あるいは脱却、個々人の豊かな
生活確保、地域コミュニティでの安全・安心・確実な生活確保のために、問題解決に役立
つとされるソーシャルキャピタル論の本質を明らかにし、その理論の今日的有効性と問題
点を整理することとする。特に、これに当たっては、地域社会における既存の各種社会イ
ンフラが、橋渡し的機能を発揮することを通じ、人と人とを結びつけ、異なる資源や情報
を獲得し、ネットワークを活性化し、そこでの相互作用及び信頼醸成を促進していく可能
性を検証する。これにより、コミュニティが抱える諸問題解決を図る上で、潜在的に大き
な機能を発揮しうる社会ネットワーク及び社会インフラの機能と価値を確認しつつ、わが
国におけるソーシャルキャピタルの有効性を実証分析により論証することとする。 
 
１．２ 本研究の必要性 
 
 今日、地域コミュニティでの生活は非常に不安・不信に満ち満ちている。いつわが身に
犯罪、失業、自己努力では解決できない問題が降りかかってくるか、まるで予測がつかな
い状況にある。これでは実際、何を信用し、何に頼って生活していくべきかもわからない。
その場その場における目に見える確実性だけを頼りに生活を送らざるを得ない状況である。
こうした状況下では、相互信頼や相互扶助による個々人の能力、あるいは組織、さらには
地域におけるそれらの持てる活力を十分に発揮することはおぼつかない。これは社会にと
って大きな損失であろう。したがって、こうした状況の早期打開と問題解決が急がれる。 
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 これまで問題の解決策としてソーシャルキャピタル論が展開されてきた。ところが、そ
の定義や射程すら論者によってさまざまであり、一言でソーシャルキャピタルと言えども、
その本質については、何かしら曖昧さがつきまとう。したがって、同じ用語を使いながら
も、その捉え方が輻輳しているがために、明確な方向性を持っての有効な政策展開への貢
献がかなわないのが実情である。 
 こうした現状に対して、本研究では、まず、ソーシャルキャピタルの本質を明らかにし、
各論者の論点を整理し、それを実証研究で論証するアプローチをとる。そうすることで、
今日のわが国の地域コミュニティを活性化し、活力を回復し、さらには安心・安全・確実
な個々人の生活確保に向けた重要かつ有効な地域政策立案に繋がっていくものと確信する。 
 また、その過程において、経済原則にのっとった効率化政策の下にあって、そのネット
ワークを縮減しつつある既存の各種社会インフラの潜在的価値と橋渡し機能発揮における
活用可能性を確認し、これらを地域社会問題の解決において、活用すべき有効な資源とし
て再定義することの意義は大きく、また、喫緊の課題であるものと思われる。 
これが本研究が要請される大きな理由である。 
  
１．３ 本論文の構成 
 まず、次章ではソーシャルキャピタルの定義を明確化するために、各論者の理論展開、実
証研究の成果を整理し、その特徴と問題点を明らかにする。次にそれを踏まえ、ソーシャ
ルキャピタルをソーシャルネットワークと同一視する考え方の妥当性を論証する。これを
受けて行う実証研究は、第３章から第６章の４章にわたり、いずれも、その考察対象とし
て、今日的政策課題に関わるネットワーク事例を取り上げる。第３章では、ソーシャルキ
ャピタルを人と人との結び付きであるヒューマンネットワークとして捉え、中でも、いま
だ社会的弱者の立場に留め置かれている有職女性群の自発的ネットワークを取り上げ、わ
が国におけるキャリアウーマンの活力ある生活確保へのネットワークの有効性を検証する。
第４章では、ソ－シャルキャピタル論の本質をソーシャルネットワークと捉える考え方に
依拠し、ネットワークの情報普及の有効論として「スモールワールド型モデル」に着目し、
社会インフラの情報流通促進機能を検証する。すなわち、ここでは、それを実社会の情報
流通に当てはめ実証的に分析を行うことで、理論の正当性と問題点を明らかにする。これ
によって、ソーシャルキャピタルの政策展開の方向性が確保できよう。第５章では、わが
国のコミュニティにおける社会ネットワークの現状とその信頼・結束状況をネットワーク
を結ぶノードとしての社会インフラの役割に着目しながら実証解析し、社会ネットワーク
論の現実妥当性と地域コミュニティにおける各社会インフラのあり方を考察する。第６章
では、地域荒廃の防止、地域活性化を実現させるための方策として、社会ネットワークに
おける情報普及と信用を活用する英国での政策展開に着目する。そこにおいて、信用リス
クを軽減しつつ信用拡大し、その結果、豊かな地域社会を実現している英国の各都市の姿
が明らかにされ、これを通じて、社会ネットワークの重要性が再確認される。 
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 これら、４本の実証分析を総括しつつ、最終章において、本研究の結論を述べる。 
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第２章 先行研究のレビューと実証分析において考察を加える論点 
 
２．１ ソーシャルキャピタル論 
  
本章では、まず、ソーシャルキャピタルの本質を明らかにし、各論者の論点を整理し、
それを実証研究で考察する論点の抽出を行う。そもそも、ソーシャルキャピタル論の概念
の系譜を紐解くと、それは、19 世紀の社会科学の文献にまでさかのぼることができる。用
語としては、新しいソーシャルキャピタルも、その底辺に流れる概念は、決して新しくは
ない。すでに１９世紀において、人々の関係性と民主主義の成否を論じる論者を中心に、
これへの言及が見られる。たとえば、Alexis  de Tocqueville は、著書“Democracy in 
America”(1835)の中で、新世界である米国における民主主義の交流の実態に触れ、男女を
含む社会参加がこれを下支えしていると論じ、そこに見られる人と人との関係性と地域社
会に対する積極的なコミットメントを驚愕を持って肯定的に評価している。また、時代は
さかのぼり、Jacobs（1965）は、都市開発論の中で、この用語を、「長期間にわたって醸
成され、交差する個人間のネットワークであり、コミュニティにおいて、信頼、協力、共
同行為の基礎となるもの」とし、人間中心のコミュニティ、都市開発を進める上での貴重
な資源として位置付け、当時の大都市開発のあり方を真摯に批判した文脈でこの用語を用
いている。次いで、Loury(1977)は、人種間の不平等を論じる中で、「人的資本の特徴の獲
得を促進する社会的なポジションの結果を表すための概念」とし、ここに、ソーシャルキ
ャピタルは人的資本との関連において論じられるようになった。 
一方、経済学の分野では、Hirschman,A.が展開した「社会共通資本」論としての位置付
けが主流であったと考えられる。社会資本を巡る議論がさかんに行われるようになったの
は、国際的には 1940 年代以降の発展途上国開発論以降であると考えられるが、その代表的
論者である彼は、社会共通資本 (Social Overhead Capital)という概念を提示し、これ
を、通常それなくしては、 第 1次、 第 2次および第 3次生産活動が機能しえない基礎的
用役から構成されるものと定義した。灌漑・排水組織のような農業上の間接資本はもとよ
り、運輸、通信、動力、水道にいたる一切の公益事業が社会共通資本に包含されるとした
彼の定義は、日本の近代経済学者にとっては一般的なものとなっている。すなわち、そこ
では、道路や橋、港湾、空港といった個々の社会資本、特に生産、供給行動にコスト効率
的に大きく寄与しうるものを社会が公共投資を通じて整備することで、活力ある経済シス
テムが実現されうるという概念とアプローチがとられてきた。経済発展ないしは社会の発
展・安定のためのインフラ整備と公共投資の重要性に着目して、これらを社会資本として
捉え、経済の安定発展のための資本として位置づける。つまり、経済において、社会資本
というものは、産業社会の活動の支えと生活の安定化、豊かさ確保のため寄与しうるもの
と考えられてきたわけである。 
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これに対し、最近では、新自由主義の浸透から、経済社会における市場競争が激化する
中で、それらの劣化が進んできた。市場経済のあり方あるいは伝統的ガバナンスの限界へ
の問題意識から、Putnam が地域崩壊に着目し、その理由をソーシャルキャピタルの劣化に
求める議論を提起し、それを出発点として、今日的ソーシャルキャピタル論の展開と発展
がみられるようになった。その議論は、Fukuyama,F.（1995）に代表される「信頼」への着
目とその醸成におけるネットワーク機能への期待、また、これを開発・援助の枠組みに応
用的に展開しようとする世界銀行に代表される立場、そして、Cohen,Prusak に代表される、
企業マネジメントや経営の分野に実践的に応用しようとする共同的概念化といった系譜に
分岐しつつある。このように、いわゆる今日的ソーシャルキャピタル論においては、個人、
組織、集団、社会といった分析のスコープや対象は異なるものの、社会ネットワークにお
いて醸成・強化される「信頼」といったネットワークが生み出す｢価値｣に着目し、これが
社会問題解決に発揮しうる側面を重点的に考察する傾向が顕著な共通点となっている。 
以下の節において、今日、重視されているソーシャルキャピタルの本質と問題点を明ら
かにしていく。すなわち、ここでの目的は、ソーシャルキャピタルの本質をソーシャルネ
ットワークの価値と位置付け、その活用を図ることの意義と有効性の確認である。これに
より、本研究が目指す、社会の安定化・活性化において、社会ネットワークの活用の可能
性を検証することが可能となるものと期待される。これと同時に、ネットワークモデルの
パタンから、特に、情報伝搬力に優れ、効率的で有効性が高いとされるスモールワールド
型モデルに着目し、これを、実社会における人と人とのコミュニケーションに当てはめた
場合の論点を整理する。 
 
２．１．１ ソーシャルキャピタルの本質 
 
ソーシャルキャピタルとは、社会資本、市民社会資本、社会共通資本などと訳されること
もあるが、最近では、経済学、社会学、政治学等の分野で大いに注目を集めている概念で
ある。「信頼」、「相互依存」、「協調」、「相互扶助」等、組織内やコミュニティにお
いて形成されたネットワークと、そこで暮らす人々の精神的な絆1までを射程においた概念
であり、コミュニティガバナンスへの動員により、地域社会の活性化・安定化を円滑かつ
効率的に進める機能を持つものとして関心を集めている。第１章で述べたように、現在、
地域社会が抱える数多くの諸問題の解決に、新たなる可能性と道筋を与えてくれるものと
して、政策当局を含め、各方面において関心と期待を集めている。また、宮脇（2004）は、
財政危機、少子高齢化、過疎の進行、失業問題、治安の悪化など地域社会をめぐる環境は
急速に悪化しており、地域の将来にも強い閉塞感をもたらしている現状に対して、「政策
                                                 
1 
少年犯罪などを社会関係からの逸脱として研究の対象としたアメリカの社会学者Ｔ．ハーシは、社会的な絆（ソーシ
ャルボンド）の強さやその種類が逸脱行為の出現を規定すると主張した。ハーシ自身は、社会的絆として、愛着（集
団と個を結ぶ情緒的な絆）、コミットメント（集団から得られるベネフィット）、巻き込み（日常生活の様々な活動
への参画の度合い）、規範観念（所属する社会の基本的な価値観）の４つを挙げている。 
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の窓」を開けてくれるものとしてソーシャルキャピタルを論じている。宮脇によれば、ソ
ーシャルキャピタルとは、地域のネットワークによってもたらされる規範と信頼を意味し、
地域共通の目的に向けて協働するモデルと定義する。すなわち、共通目的の実現に向けて
資する地域のコンピテンシーということもでき、伝統的な社会資本の概念である施設等の
物的な資本ではなく、行政・企業・住民を結びつけ、人間関係、市民関係のネットワーク、
あるいは、「社会ネットワークとして協働関係資本」とも言うべき性格を有するものと位
置付ける。  
確かにソーシャルキャピタルの概念は、社会科学の分野で急速に発展し、研究成果も膨大
なものを生み出している。しかしながら、その実態がつかみにくいこと等からその定義や
スコープに混乱が見られることも事実である。これにより、ソーシャルキャピタルの活用
による地域政策立案といった場面においても、常に曖昧さがつきまとい、関係者間で具体
的な共通認識を得るのを困難にしているように思われる。そこで、ここでは、まず、ソー
シャルキャピタルに関する代表的論者の定義を引用した上で、他の資本と比較しつつ改め
てその本質を、｢社会ネットワーク｣に求めることの妥当性を検証する。 
そもそもソーシャルキャピタルは、物理的資本や人的資本とは異なるものと考えられてい
るが、それは、内生的に成長し、蓄積する機能を持つことによると考えるとわかりやすい。
その概念に関しては、たとえば、Field, Schuller and Baron(2000）は、次のように述べ
ている。 
 
Social capital ‒ broadly, social networks, the reciprocities 
that arise from them, and the value of these for achieving 
mutual goals ‒ has become an influential concept in debating 
and understanding the modern world. It features in much  
scholarly discourse, across a variety of disciplines; it also 
reverberates through the politics of the centre-left, as well as 
in new thinking about international economic development 
and social renewal. An idea that draws attention to the 
importance of social relationships and values such as trust in 
shaping broader attitudes and behaviour is clearly highly 
attractive to many people. (P1) 
 
Field, Schuller and Baron は、すなわち、これを、広義の社会ネットワークに代表させ、
そこから創出される互酬、共通の目的に向かって協調する価値観として説明を試みている。
ソーシャルキャピタル論が、社会ネットワークにおける関係者間の社会的関係性とそこで
の人々の態度と行動に大きく影響を与える信用といった価値の重要性に注目すべきことを
うたっている点は、多くの研究者にとって魅力的なものとなっていると主張する。 
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また、彼らは、ソーシャルキャピタルの代表的論者として、Bourdieu、Coleman、そして
Putnam を挙げ、彼らの代表的定義と概念を、表２－１のとおり整理している。 
 
表２－１ 代表的論者のソーシャルキャピタルの定義 
論者 記述と出典 
Bourdieu，P. the aggregate of the actual or potential resources which are 
linked to possession of a durable network of more or less 
institutionalised relationships of mutual acquaintance and 
recognition…which provides each of its members with the 
backing of collectively-owned capital. (1997:51). 
Social capital is defined by its function. It is not a single
entity but a variety of different entities, with two elements in
common: they all consist of some aspect of social structures,
and they facilitate certain actions of actors ‒ whether persons
or corporate actors ‒ within the structure. (1988:98). 
What I mean by social capital in the raising of children is the
norms, the social networks, and the relationships between 
adults and children that are of value for the child’s growing
up. Social capital exists within the family, but also outside
the family, in the community…in the interest, even the 
intrusiveness, of one adult in the activities of someone else’s
child. (1990:334) 
Coleman，J. 
Social capital is the set of resources that inhere in family 
relations and in community social organisation and that are 
useful for the cognitive and social development of a child or
young person. (1994:300) 
By “social capital” I mean features of social life ‒ networks,
norms, and trust ‒ that enable participants to act together
more effectively to pursue shared objectives. (1996:56) 
Putnam, R. 
…connections among individuals ‒ social networks and the norms 
of reciprocity and trustworthiness that arise from them. 
(2000:19) 
注）下線は筆者による追記。 
 
いずれの論者も、ソーシャルキャピタルの特徴や機能として、社会ネットワークにおける
相互作用とそれにより醸成される信用に着目し、それがゆえに、関係者間の協調行動を促
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し、共通の目的に向かって効率的なアクションを可能とする側面に着目している。明示的
に network に言及するものもあれば、含意としてそれを暗示する形で、ソーシャルキャピ
タルが定義されていることがわかる。特に、Coleman(1988)は、教育を受ける権利を考察す
る中で、余りにも人的資本論の視点に重点を置いてこれを論じる傾向が強い点を批判し、
むしろ、ソーシャルキャピタルが、より大きく深遠な影響を与えることを強調した。こう
した主要論者の定義を踏まえ、時折、混同・混乱を招いている人的資本とソーシャルキャ
ピタルについて、Field, Schuller and Baron（2000）は、その違いを表２－２のとおり整
理している。 
 
表２－２ 人的資本とソーシャルキャピタルの比較 
 人的資本 ソーシャルキャピタル 
主たる対象 個人 関係 
測定手段 持続時間、質 メンバーシップ/参画、信用
のレベル 
アウトプット 直接的：収入、生産性 
間接的：健康、市民活動 
社会的結びつき、経済的達
成、より多くのソーシャルキ
ャピタルの蓄積 
モデル 線形 交互的、循環 
政策 熟練、アクセシビリティ、リ
ターンの率 
市民性、キャパシティ確立、
エンパワメント 
Table 14.1 Field et al.(2000)より、再構成。 
 
また、社会排除問題等地域社会が抱える問題への対処に関連して、Putnam(1993)は、ソー
シャルキャピタルの有効な考え方を提示している。それは、「結合型」と「橋渡し型」の
２類型である。社会排除問題解決においては、「橋渡し型」は解決を図る方向に機能する
と考えられるが、一方の「結合型」は、逆にこれを悪化させる危険性を孕むものと考えら
れる。貧困問題解決を研究テーマに据える Sen,A.（1999）は、ソーシャルキャピタルの主
要要素である信頼についても、そうした視軸からこれを論じている： 
 
There are social functions that an organization like the Mafia 
can perform in relatively primitive parts of the economy, in 
supporting mutually beneficial transactions. …Since the effective 
reach of the government can be limited and slow in this field,  
many business transactions proceed on the basis of trust and  
honor. (1999: 267-8) 
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まさに、「信頼」が、ひとたび結束の堅い「結合型」社会関係において強化されると、そ
こでの相互作用は更なる凝集性を生み出し、集団として社会的に負のアウトプットをもた
らすケースも生じ得る。これは、極端な例であるが、ソーシャルキャピタルの２類型を考
える上で、一つの大きな示唆を与えてくれるものと言えよう。換言すれば、これは、社会
ネットワークにおけるアクターの相互作用が行き過ぎた内部志向的に陥り、異質なものが
ネットワーク内に混入することを排除する可能性を意味する。 
ところで、ソーシャルキャピタルという用語が示すように、一般的には、これも資本の一
種として位置付けることが適当であろうが、その解釈や理解にも多様性が生まれている。
一つのメルクマールとして、ここでは、Sen(1999)の分類と定義を整理してみたい。彼は、
社会排除問題、特に貧困解決という課題に照らし、複数の「資本（capital）」の分類を行
う過程において、これを、次のように整理している（表２－３）。そこでは、５つの形状
あるいはタイプに整理されるとする。 
 
表２－３ Sen（1999）による５つの資本（capital）の説明 
資本（capital）の形状、タイプ 機能と特徴 
1. Financial Capital 
（金融資本） 
 
個人レベルでは、継承、勤勉な就業、節約等により
獲得される金融資産。国家レベルでは、外貨の豊富
な蓄積や、逆に、貧困国の蓄積した負債。（金融資
産や責任は、有形の実在する「資源」ではないもの
の、これを他の資本と峻別することは有用であり便
利である。） 
2. Physical Capital 
（物理的資本） 
物理的資本は、多くの形状がありえるが、ここでは
「私的な資本」に限定され、３．以下で定義する公
的な資本とは区別される。個人にとっての土地や工
場の所有である。コミュニティは、囲い込まれた
（gated）地所かもしれない。国家レベルでは、石
油等。 
3. Human Capital 
（人的資本） 
個人の能力や教育、訓練等に裏付けられたスキル。
コミュニティや国家レベルでは、個人の人的資本の
蓄積を意味する。 
4. Public Infrastructure 
（公的インフラ） 
下水道、学校、病院、道路等。集号的物理資本とい
うべき性格を持つ。 
5. Social Capital 
（ソーシャルキャピタル）  
ネットワーク、規範、規則、社会的価値を含む。換
言すれば、人的資本の集合的要素であり、集合的人
的価値とそこでの関係性の総体と位置付けられる。
ソーシャルキャピタルは、安全性が高く、相互に支
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援的、友好的、寛容であり、創造的で開放的な社会
において豊富に蓄積されるものと考えられる。逆に
犯罪率が高く、荒廃している地域においては、その
レベルは低いとされる。 
 
なお、最後のソーシャルキャピタルに関する概念は、大筋多くの論者に共通なものであ
るが、混乱を惹起することには、世界銀行は、ソーシャルキャピタルを、ここでの４．公
的インフラを包含するものとして論じている（Richardson and Mumford, in Hills et 
al.,2002）。 
ここに挙げた各カテゴリーのソーシャルキャピタルには、多くの特徴と並んで相違点を
包含している。たとえば、金融資本と物理資本は、交換可能であるが、他の資本はそうで
はない。物理的資本と公的インフラは、触知可能であるが、他の資本はそうではない。金
融資本と人的資本は可動性があるが、他の資本はそうではない。そして、人的資本の流動
は、ソーシャルキャピタルに影響を及ぼす。しかし、全ての資本は、その蓄積には投資が
欠かせず、将来の生活レベルを規定するという点で共通項があり、そこに、社会排除問題
の解決において、ここに挙げる各資本の充実が求められる理由がある。 
そして何よりも、資本の一種としてのソーシャルキャピタルは、ネットワーク要素を不
可欠かつ根幹なものとして包含しており、その機能そのものが、ネットワークにおいて展
開される相互作用であり、そこで醸成される信頼であることが明らかとなる。本研究では、
こうした論者の定義や先行的研究の示唆するところを踏まえ、ソーシャルキャピタル論を
社会ネットワーク論と位置付け、議論することの妥当性を認めるものである。 
 ちなみに、Putnam(2000)は、社会ネットワークについて、「個人間を結びつけ、そこか
ら生まれる広範囲にわたるネットワーク、及びそこにおける互酬の規範、信頼から構成さ
れるもの」と定義している。すなわち、ソーシャルキャピタルの根幹をなす本質は、互酬
の規範や信頼をはぐくみ、醸成する母体としての「社会ネットワーク」である。 
  
２．１．２ ソーシャルキャピタルの２類型 
 
Putnam(1993)は、近世イタリアにおける南北州政府のパフォーマンスと市民生活の充実
度の違いをソーシャルキャピタルの視点から解き明かしている。その成果は、表２－４の
とおりである。 
 
表２－４ Putnam の尺度によるイタリア州南北政府の比較 
 北イタリアの州政府 南イタリアの州政府 
市民性(civicness)：市民の社会
参加、政治参画等 
連帯、参加、統合 規制、無力感、疎外感 
 16
連帯性（associativeness）： 
ｺﾐｭﾆﾃｨ活動参画等 
活発 不活発 
州政府の効率性（efficiency）：
制度のﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽと市民の満足度 
良好、高満足度 不良、低満足度 
社会の歴史的背景 市民社会 ﾉﾙﾏﾝ的権威主義下の保守的
保護社会 
ネットワークのイメージ 水平 垂直 
ソーシャルキャピタルの変化 増加 増加 
Putnam(1993)より再構成。 
 
彼は、ソーシャルキャピタルが豊かな市民社会を規定することを測る尺度として、市民自
らの積極性、特に政治参画意欲や姿勢に着目した。つまり、市民性（civicness）として、
政治的参画に意欲的な風土が成立しているかいないかが当該地域の州政府のパフォーマン
スを決定づける重要な要因であるとし、歴史的に市民参加型の政治風土が存在する北イタ
リアと、政治への無関心や倦怠感が蔓延している南イタリアを比較し、その因果関係を検
証している。Putnam がもう一つ提示し、採用している尺度は、連帯性（associativeness）
である。これは、人々が、私的な団体やクラブを構成したり参画しているかにより計測さ
れる。この尺度に照らすと、北イタリアの住民たちは、高い連帯性を示す。彼らはあらゆ
る目的の団体を構成し、これに属している。その傾向は、南イタリアのそれとは著しく異
なっているとする。もう一つ Putnam が重視する尺度は、州政府の相対的な効率性である。 
Putnam は、また、実際に州政府の役人や住民の政府への評価を聴取し、その結果も、北
イタリア政府への満足度は南のそれに比べ、圧倒的に好結果となっている点を強調してい
る。もちろん、この精力的なリサーチ結果にも、若干曖昧な点は残されている。それは、
南イタリアにおけるソーシャルキャピタル蓄積の処方箋に関わる部分である。すなわち、
彼は、ゆっくりとしたペースで着実にソーシャルキャピタルを蓄積することで、市民社会
としての伝統を新たに構築するとし、具体的には、交代制の信用組合への参加といった小
規模の集団の構成とそれへの参画を例に挙げる。彼は、そうした取り組みを通じ、次第に
信用や協調が生まれ、徐々に成熟し、市民の自発的参画や相互の連携を基調とする健全で
繁栄する市民社会に至ると主張する。これは、理論的には、妥当なものと考えられるが、
残念ながら、Putnam は、いかにして、この端緒となる契機をつかむか、また、ひとたびこ
の循環が開始した場合に、いかにしてそれを順調に回転させ続けるかについての方策には、
何も言及していない。 
こうした疑問点は残されるものの、Putnam(1993)の整理した、ソーシャルキャピタルを巡
る定義は大いに示唆に富むものと言えよう。すなわち、彼は、これを「人々の協調行動を
活発にすることによって社会の効率性を改善できる、信頼、規範、ネットワークといった
社会組織の特徴」と定義し、ソーシャルキャピタルが豊かであれば、そこに住まう地域住
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民は相互に信頼しあい、協調関係を自発的に構築し、いわゆる社会的ジレンマを自ずから
解決するようなシステムを内包しうることを強調した。Putnam は、そこに、民主主義を機
能させる要因と可能性を見出している。執筆当時、東欧の民主化がグローバルな課題とな
っていたこと等に照らすと、彼が提示した問題意識は、南イタリアの民主化を目指すソー
シャルキャピタルの蓄積という政策課題の範疇にとどまらず、世界的視野で民主化を推進
する上で応用可能な政策的インプリケーションを提示するものであったと位置付けられよ
う。特に、Putnam は、ソーシャルキャピタルの３要素として、｢信頼｣、「ネットワーク」、
「規範」を挙げているが、特に、「信頼」があると、そこから自発的な協力が生み出され、
自発的な協力関係は、また「信頼」を育てるという循環関係が生まれるとの解釈を示して
もいる。Putnam は、先の表２－１にもあったとおり、「信頼」、「ネットワーク」、「規
範」の３要素について、互酬性の規範と市民の積極的参加によるネットワークから社会的
信頼が生成され、社会的ジレンマを自発的に回避するようなシステムが制度化される可能
性を指摘し、これら３要素は、以下のイメージの通り、相互に補完的、強化的である点を
指摘している（図２―１）。 
 
図２―１ ソーシャルキャピタル要素の相互作用 
 
 
     
     
               ソーシャルキャピタルは、 
社会ネットワークにおける 
相互作用で生まれる規範、 
信頼を包含したもの                 
 
 
ところで、ソーシャルキャピタルには、いくつかの類型があるとして、Putnam は、ソー
シャルキャピタルをおおむね表２－５のように分類している。 
 
表２－５ ソーシャルキャピタルの類型化 
性質 Bonding（結合型） 
例：民族ネットワーク 
Bridging（橋渡し型） 
例：環境団体、圧力団体 
形態 Formal（フォーマル） 
例：PTA、労働組合、学会 
Informal（インフォーマル） 
例：バスケットボールの試合 
程度 Thick（厚い） 
例：家族の絆、恋人どうし 
Thin（薄い） 
例：知らない人への相槌 
社会 
ネットワーク 
 
互酬性の規範 
 
信頼 
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志向 Inward Looking（内部志向） 
例：商工会議所、結社 
Outward Looking（外部志向） 
例：赤十字、ボランティア団体 
Putnam(1993)より再構成。 
 
ソーシャルキャピタルの概念を理解する上で、「結合型」と｢橋渡し型｣の２類型の考え
方は有効であろう。「結合型」は、組織の内部における人と人との同質的な結びつきを意
味し、内部での信頼や協力関係、強力な絆を生むものであるのに対し、「橋渡し型」は、
異なる組織間における異質な人や組織を結び付けるネットワークであると位置付けられる。
他の多くの論者も、この類型パタンに沿った分析を展開するが、一般的には、「結合型」
は社会の接着剤とも言うべき強い絆を意味し、例えば、同じコミュニティに属するという
アイデンティティと感覚を醸成し、親密感を通じ、安全を担保する、相互関係と協調行動
により、信頼を喚起する効果が期待できるとされる。しかし、同時に、強固な紐帯関係は、
内部志向的であるがゆえに、時にこの性格が強すぎると「閉鎖性」、「排他性」につなが
る場合もあるとされる点は、Sen(1999)の指摘の通りである。これに対して「橋渡し型」は、
紐帯関係は、より弱く希薄であるものの、同時に、「開放的」、「横断的」であるため、
異質な情報や構成員への受容性が高く、社会の潤滑油とも言うべき役割を果たしうると位
置付けている。 
 
２．１．３ ソーシャルキャピタルと「信頼」  
 
Putnam（2000）は、また、自国であるアメリカにおけるコミュニティの崩壊、すなわち
ソーシャルキャピタルの衰退に注目した研究成果を公表する中で、地域のボーリングクラ
ブに加入せず、一人で黙々とボーリングをする孤独なアメリカ人の姿を象徴的名称として
書名に採用し、アメリカにおけるソーシャルキャピタルの衰退状況を、州毎のマクロデー
タを示しつつ実証した。たとえば、アメリカにおいては、政治団体、市民団体、宗教団体・
協会、各種組合、専門組織、社交の場などに対する市民の参加率が著しく低下しているこ
とを示し、これをアメリカにおけるソーシャルキャピタル衰退の結果と捉えている。その
主な要因として、Putnam は、まず TV 視聴時間の増大と核家族化、人々の地理的流動性の増
大やライフスタイルの変化、世代によって異なる価値観や行動の変化を指摘し、世代間変
化などをソーシャルキャピタルの衰退の原因に挙げる。 
協力的な人間関係がソーシャルキャピタルの基本をなすとするのは、それが新たな価値
を生み出す機能をもっているからである。そして、そのような協力関係は、共同体や集団
を構成する成員相互の信頼（trust）に基づいて成立するとされる。例えば社員間の信頼関
係が強固な企業では、業務がスムーズに遂行されることにより、生産性が高まり、結果的
に業績が向上することが推測される。この信頼に着目した Fukuyama(1995)は、その機能を、
冷戦終結後の自由市場経済における繁栄の鍵を握るものとして重視する。彼によれば、信
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頼とは「コミュニティの成員たちが共有する規範に基づいて規則を守り、誠実に、そして
協力的に振る舞うことについて、コミュニティ内部に生じる期待」であり、この信頼が社
会的に広く行き渡っていることから生じる能力をソーシャルキャピタルとして定義する。  
また、彼は、典型的な高信頼が組織社会に大きく寄与している事例として、日本の企業
組織にも着目している。特に、トヨタ自動車が完成し、世界にもその名をとどろかせてい
るリーン生産システムでは、組立ラインの労働者に多くの意思決定権限が与えられており、
水平的情報ネットワークの緊密さにより、無駄、無理を極力排し、その結果、非解雇とい
う高信頼の結束（bonding）と橋渡し（bridging）の結びつきの緊密化を促進することで、
高信頼を構築してきている。これが、同社を世界でも有数の企業組織として君臨させてき
たといわれている。かくして、信頼を核にする社会ネットワークが、営利を追求する企業
組織においても、きわめて重要な役割を果たすことの証左であろう。また、Sako（1992）
は、企業間の多元的な社会ネットワークに支えられた系列企業の協力関係の特性は、英国
の契約主義や能力評価に基づく信頼関係の構築とは一線を画し、互恵的に相互貢献する「善
意に基づく信頼」にあるとした。この「善意に基づく信頼」こそ、中小系列および下請け
企業の共存共栄に大きく貢献してきていることは、明白である。ところが、昨今、1980 年
代に言われた系列関係が非効率と非難され、今日、経済利益追及の視点から、企業取引が
行われる傾向を強め、価格に応じられない中小企業は、倒産ないし、収益悪化の苦境に追
いやられてきている。これは今後の中小企業、日本の産業界を支える基盤的中小企業の存
続を危うくしてきているものであり、日本の産業社会全体の行方に関わる重要な問題であ
ろう。 
地域社会における人々の関係性を強化し、共感を高め、相互扶助の精神を培い、地域の
問題解決という共通の目的に向かって協調行動を取る上では、社会ネットワークにおける
信頼の醸成は大きな鍵となろう。 
 
２．２ ネットワークへの埋め込み理論 
  
ここまで見てきたように、ソーシャルキャピタルを巡る議論は、Putnam(1993)の２類型
の峻別とそこでの相互作用がもたらす信頼が発揮するインパクトが異なる方向に働くこと
を確認しつつ、常に社会ネットワークにおける関係者の相互作用とネットワークが生み出
すアウトプットに着目している。このことは、ソーシャルキャピタルを巡る考察において
は、これを社会ネットワーク論と言い換え、これを分析する手法に学ぶ点が多いものと想
定される。すなわち、社会ネットワーク分析において常に考察される、ミクロな連鎖やそ
こでの行為がマクロな集合体としての行為にどのような影響を与えるかを検討する視点は、
ソーシャルキャピタルを巡っても有効性が高いと考えられる。そこで、本節では、ネット
ワーク分析におけるアプローチの一つである「埋め込み」理論に関する先行研究から論点
を抽出し、次章以降での実証分析において考察を加える点を整理する。 
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２．２．１ 埋め込みアプローチ 
  
 Granovetter(1985)は、企業や個人が、まさに社会ネットワークに埋め込まれていること
を意味し、その社会的ネットワークの関係や構造、特徴が、具体的な個別の社会経済活動
にインパクトを及ぼすことを強調した。こうした「埋め込み」アプローチにおける視点は、
集約すると、「経済行為は社会関係から自律的になりうるのか」という問いに行き着くよ
うに思われる。これを彼は、「企業活動は、社会的コンテクストに埋め込まれ、企業は自
社が埋め込まれた社会的、専門的かつ交換のネットワークの中で他の組織化された主体者
たちと関係を結ぶ」のであり、分析される行動と制度は、進行中の社会関係に拘束されて
おり、各自の行動や制度が社会関係から独立して展開できると解釈するのは重大な誤解で
ある」と簡明に整理している。 
 森岡（2005）は、「埋め込み」アプローチによる社会ネットワークの見方として、ネッ
トワークパースペクティブを紹介している。これによれば、経済的行動はそれが埋め込ま
れている社会的コンテクストによって影響を受けると同時に、その経済的行動は、ソーシ
ャルネットワークにおける主体者のポジションによって影響を受ける可能性があると考え
る。これを概念図として示すと、図２－２のとおりであるが、企業は埋め込まれたネット
ワークが与える機会と制約を受け、他の主体者と関係する中で、不確実性を減じるために、
情報探索を行うのであり、これは、埋め込みの前提となっていて、その探索は、組織行動
の複数のメインドライバー（動因）の一つとして確認されているとする（Granovetter 
1985）。 
図２－２ネットワークパースペクティブの概念図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらには、社会ネットワークが「裏切り」を抑制する社会メカニズムを果たすだけでは
なく、市場外にある社会的な資源や機会を含めた広範なリソースと機会をもたらすと主張
されている(Granovetter 1985=1998, Uzzi 1996;1997)。この「埋め込み」の特徴や構造が
もたらす経済的派生効果については、企業行動にとどまらず、非公式な人間関係や、教育
社会的コンテクスト 
他者 
主体者のポジション 
主体者の経済的行動 
主体者 
紐帯 
構造的・認知的・制度的・文化的要素とし
て分類可能（Uzzi,1996） 
 21
の場面、生徒どうしの関係性や地域と個人との関係といった多くの分野・シーンに展開可
能な概念であると考えられるが、現在のところは、主に企業活動分野における実証結果の
蓄積がさかんに行われている状況にある。そこで、まず、以下では、主に企業の信頼性と
社会ネットワークとの関係を巡る先行研究に集中してそこで提起される論点を整理・考察
することとする。 
 
２．２．２ 互酬、評判の信頼へのインパクト 
  
社会ネットワーク分析においては、ネットワーク上を流通する、「互酬」と「評判情報」
の二つの相互作用に注目するのが一般的である(Ring 1997)。これについては、企業間で互
酬関係が一定期間以上安定的に継続されると、その結果、関係者間に互恵的な協力の意図
が共有され、安定した協力関係に発展しやすく(Smith-Ring and Van de Ven 1994)、また、
ネットワーク内で、ある企業の能力や業績についての過去の評判情報が豊富に蓄積・循環
し、関係者がこれにアクセスしやすい状況にあれば、他企業は、その企業を信頼するに足
ると評価し、取引関係が安定しやすくなる(Gulati 1998)との仮説が提示されている。 
企業間での継続的な取引や協力の関係の広がりは、経済学的には「中間組織」と位置づ
けられる(今井ほか 1983)が、その際、市場取引に近い仕組で機能している企業間での継続
的取引関係においては、起こりうる取引者同士の機会主義（裏切り）の問題をいかにして
抑制し、取引費用を低く抑えうるかが課題となる。特に、中間組織での取引関係は、関係
的契約であり（Milgram and Roberts, 1992）、不完備契約の下で、互いに取引上派生する
問題解決に関しては、調整スキームについて合意して済ませることが一般的であり、企業
間ネットワークが、協調関係においてうまく機能するためには、企業間の信頼関係こそが
重要なポイントであると考えられている（Rosseau et al. 1998）。 
また、Child and Faulkner (1998)は、相互作用と互恵性発展の観点から、組織間関係に
おける信頼は、「計算可能性」→「相互理解」→「心理的結合」と段階的に展開するとし
た。さらに、Rowley et al. (2000)は、「埋め込み」アプローチの観点から、社会ネット
ワークにおける互酬関係が善意に基づく互恵性を発達させる点を強調している。 
ところで、社会ネットワーク論における「埋め込み」アプローチは、信頼の発達に影響
を与える側面に着目する「社会的交換2」のアプローチの系譜に属する。そこでは、個人の
信頼の認知構造に主たる関心が向けられ、社会構造全般における信頼の位置づけを考察す
るというよりは、ミクロ的に分析する傾向があるように見受けられる。これに対し、「埋
め込み」アプローチは、よりマクロ的に社会システムにおける信頼の位置付け、関係者間
                                                 
2 社会的交換アプローチの代表的論者である Blau(1964=1974)によれば、社会的交換（他者が返すと期待されるところ
の返礼によって動機付けられる、諸個人の自発的行為）という結合の概念を機軸にして、経験的かつ理論的に単純な
社会過程から複雑な社会過程を分析し、社会過程が規定する社会構造を理解することに主眼を置く。また、換言すれ
ば、このアプローチにおいては、主に、相互依存関係の本質が資源のやり取りにあると捉え、安定した協力関係がど
のように成立し維持されるのかを考察することに関心がある。 
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の信頼の醸成とそれへのコミュニケーションの役割を関心の主柱に据える点が特徴的であ
る。安田(2001)は、個人どうしの関係や、組織と個人、コミュニティと個人といった社会
的関係性の構造特性そのものが、個人や組織の信頼性評価に与える影響を考察の対象とし
て重視すべきと強調する。社会ネットワーク分析では、特に、社会的交換におけるコミュ
ニケーション、互酬、信頼が果たす機能に主たる関心を持つ。ここにも、社会ネットワー
ク分析の視点が、ソーシャルキャピタルの機能を考察する上で、有効性を発揮する理由が
ある。 
「埋め込み」アプローチの基盤をなす社会的交換理論の代表的論者、Blau, P.(1964=1974)
は、社会的交換における互酬は特定できない義務関係を作り出すことで信頼を発達させる
と説明する。経済的交換は、一般的に貨幣を媒介し、財やサービスの対価を支払い交換を
終えるが、社会的交換は、経済財と異なり交換価値は特定されず、見返り・対価も、そし
てそこから生じる義務関係も特定化されないために交換自体が完結しないケースが起こり
うる。ここに、ある社会関係がひとたび互酬関係に発展すると、特定化されない義務関係
が重複的に蓄積され、将来にわたり安定的なコミットメントが確立される可能性が存在す
る。この点は、翻って本研究のテーマである、健全な地域社会構築を考える場合、関係者
間に関係的コミットメントとそこでの互酬関係を確立し、地域社会への帰属意識や相互の
信頼関係からなる絆の強化をもたらし、共通の目的に向かって協調行動を促進する効果が
期待できることを示唆するものとも言えよう。また、Coleman(1990)は、社会的交換のネッ
トワークでは、仲介者もしくは第三者機関が評判についての情報を媒介し流通促進する場
合、市場においてその情報が関係者間で共有されやすい点を指摘する。Colemanは、格付け
機関のような客観的評判媒介スキームが制度化されているケースでは、広い範囲での信頼
を確立することを可能とする点を指摘している。 
「埋め込み」アプローチが議論する信頼について、若林(2002)は、その質を①個人や組
織が個別的関係への将来的なコミットメントを行おうとする意図への「関係的信頼」と、
②個人や組織の「能力」やパフォーマンスについて一般的に評価された期待の高さである
「一般的信頼」の２つに区別するべきと主張する。そしてこの２つの信頼は異なるコミュ
ニケーションのメカニズムにより補強・強化されるとするが、「埋め込み」アプローチで
は、特に、互酬は、関係者との間に成立する互恵的な関係（コミットメント）に関しての
「関係的信頼」を高めるとするのに対し、一方の評判は、相手の能力への「一般的信頼」
を高めるものとし(Gulati 1998; Rowley et al. 2000)、互酬は、特定の関係者間に、価値
や規範の形成と共有を進め、凝集性を創出することで、コミットメントへの強化がもたら
されるものと考える（若林 2002）。このことは、社会ネットワークの「結合型」化を促
進するものとも位置づけられる。一方、「能力」は、「評判」が与える一般的な評価であ
るので、「一般的信頼」を提供するにとどまるとする3。すなわち、「埋め込み」アプロー
                                                 
3 若林(2002)は、さらに流通構造や権威ある第三者の格付けなどシステム的に客観的に決定されるとし、システム信頼
のメカニズムにより生成されるものと位置づけている。 
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チは、社会ネットワークの関係や構造の特性が、「関係的信頼」に基づく関係的コミット
メントに与えるインパクトに特に着目しており、この点は、ネットワーク内での信頼醸成
により共通の目的達成を図る上で重要と考えられる良質なソーシャルキャピタルの蓄積を
進める方策を検討する際、意義ある視点を提供してくれるものと期待される。 
 
２．２．３ 埋め込みの特性と信頼 
 
ここまで見てきたように、「埋め込み」アプローチは、個人や組織間での社会ネットワ
ークが持っている関係と構造の特性が、ネットワーク構成員間の信頼関係の発展・減退に
影響するが、その影響は、①その関係の強さである紐帯強度、②構造特性からもたらされ
る情報や資源の流通構造の形態特性、の２局面を通じて派生すると論じる。Granovetter
（1985=1998）やUzzi（1996）によれば、その影響の現れ方は、前節で論じた２つの信頼と
関連付けて整理することができる。ネットワークにおける関係が強く情報が流通しやすい
状況では、構成員間に安定した「関係コミットメント」、すなわち信頼が醸成されるとす
る。強い紐帯があると、強い互酬的な関係が存在するので、特定化されない義務関係の構
築を通じて、互恵的に振る舞うと思われる相手の「意図」に対する期待が強化される。一
方、情報や評判が流通しやすい場合には、ある個人や組織の評判が構成員に広く提供され
るので、当該構成員関する「能力」についての期待を発展させる効果を持つとされる。 
社会ネットワークが経済行動に与える構造的埋め込みを分析するに当たっては、紐帯の
強弱に着目することも有効であろう。Granovetter(1995)は、社会ネットワークでの埋め込
みを分析する場合には、①ネットワークを構成する各紐帯の内容・特性に関わる関係的次
元としての「関係的埋め込み」と、②紐帯構造自体の特性に関わる構造的次元としての「構
造的埋め込み」の２つの面で行うべきと強調した。ここでいう「関係的埋め込み」では、
行為者間の結合関係それぞれの紐帯強度や直接結合(cohesion)の長さがもたらすネットワ
ークにおける情報流通や情報獲得効果が考察対象とされ、ネットワーク構成員間での互酬
関係が強く、関係者間での規範や価値の共有化が行われやすく、同質性、凝集性が高まる
とされる (Rowley et al. 2000)。これに対し、「構造的埋め込み」ではむしろネットワー
クの構造形態とそこでの構成員の位置付けによるインパクトに関心が寄せられる。Burt
（2000）は、「構造的ホール」を巡る議論において、ネットワークの結節が切れているこ
とに着目し、そこに情報ブローカーとしての機能を派生せしめる可能性を見出す研究など
に見られる分析の視点である。もっとも、この両者の埋め込みは相互に関係的であり、構
造的な分析を行う場合にも、紐帯関係等関係的埋め込みの状況分析が前提となるものであ
る。 
Rowley et al.（2000）は、明らかに、個人や組織間の社会ネットワークにおける関係と
構造は、信頼関係のあり方に違いをもたらすが、それに関する考察は、すでに述べた２つ
の「埋め込み」の区分に従って行うべきとし、「関係的埋め込み」の次元では、互酬を生
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み出す関係の特性が関係的信頼を促進すると位置づけた。そこでのネットワークの特性と
して、直接結合があるか紐帯強度が強い場合には、構成員間の互酬が高まり、そこから強
い凝集性が生まれやすく、同じ価値や行動様式への同質化圧力が高まり(Friedkin 1998)、
特定化されない義務関係が発展しやすいとされる。すなわち、将来に向けた互恵的で安定
的な関係コミットメントへの意図に対する期待が共有されるので、関係的信頼が強まるこ
ととなる。それぞれのコミットメントの強さや内容は、個々の紐帯の関係性に大きく依存
する。これに対し、「構造的な埋め込み」の次元では、ネットワークにおける紐帯密度が
高かったり、評判情報を仲介する第三者の介在がある場合、ある構成員の評判情報が構造
的に流通しやすく(Rowley et al.2000)、特定の者の評価情報が円滑に流通するため、当該
者の能力に対する期待が高まりやすくなる。それと同時に、構成員の行動に関するフィー
ドバック情報も流通するため、ネットワーク自体が構成員の行動の監視装置としても機能
することとなり、トータルとして、構成員全体の行動への計算可能性が高まることで信頼
性が高位に維持されることとなる。２つの埋め込みと信頼に関する論点については、概略
表２－６のとおり整理できる。 
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表２－６ 関係的埋め込みと構造的埋め込みの比較 
 
 
このように、異なるネットワーク特性とそこから派生する信頼の機能や効果は、実際の
ネットワーク構成員にどのように認知され、評価されているのか、次章以下の実証分析に
おいては、これを検証・考察していくこととする。 
 
２．３ ＩＴが及ぼす紐帯関係へのインパクト 
 
 関係的埋め込み 構造的埋め込み 
定義 直接的つながりへの埋め込み つながりのある主体同士が相手
も含めた「広義のつながり」へ
の埋め込み 
醸成される信頼 関係的信頼 一般的信頼 
埋め込みが影響を与え
る経路 
 
 
 
 
 
 
互いに強く結節した特定の主
体者たちの間で、互酬が高ま
り、価値や規範の形成と共有化
（主に、直接的情報交換を通
じ、行動の適用可能性（utility）
に関する理解が共有される）を
通じ、凝集性を生み出し、コミ
ットメントが強化される。 
主体者間の直接の情報交換では
なく、能力に関する評判情報が
流通し、能力に対する期待が高
まりやすくなるという、つなが
りの影響の間接的な経路が行動
に影響を与える。 
 
 
埋め込みの効果 主体者たちの間にある不確実
性を減じ、信頼を促進する情報
をもたらす。また、同一の価値
観や行動様式への同質化圧力
が高まり、特定化されない義務
関係が発達、上記の経路を通
じ、互恵的で安定的なコミット
メントが生まれる。 
１人のパートナーと結びついた
者は、そのパートナーから他者
に関する信頼できる情報を獲得
し、利用することができる。特
に、第三者仲介機関が存在する
等客観的な情報流通機関が存在
する場合、他者の行動の監視装
置としても機能し、構成員全体
の行動への計算可能性が向上、
信頼性が高位に維持される。 
変化プロセス 互酬→凝集性・同質性→互恵性
の意図への期待 
評判と監視→構造の媒介→一般
的能力への期待 
関係特性 個別的・無限定的 普遍的・限定的 
分析の視点 ダイアド（dyad:１対１）視点 ネットワーク視点 
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ところで、最近ソーシャルキャピタルや社会ネットワーク分野における議論の中で、特
に注目され、さかんに議論されているのが、人々の紐帯関係に及ぼすＩＴのインパクトで
ある。そこでは、ＩＴの進展が人々の関係性や、そこでの相互作用、そこから醸成される
信頼といったソーシャルキャピタルの変容に及ぼす影響について考察されている。本節で
は、まず、先行研究や調査が明らかにする２つの異なる仮説を整理する。 
 
２．３．１ 楽観的か悲観的か 
ＩＴが人々の関係性に与えるインパクトについては、これを肯定的に位置づけ、その効
果を計測しようとするアプローチと、逆に、これを悲観的に論じるアプローチとの二つに
大別できるように思われる。前者の立場を取る Cohen & Prusak（2001）は、特に開発途上
国における経済格差解消のために、上質のソーシャルキャピタルの蓄積を通じ、これを制
度化し、社会的なメンテナンスを継続すべきとの政策的提言を行う中で、ＩＴの技術的支
援を通じた関係者間の連携促進、情報共有化が不可欠とする立場からＩＴの持つインパク
トを肯定的に位置づけて論じている。また、Alter and Marilyn（2002）は、ソーシャルキ
ャピタルの醸成、すなわち、有効な社会ネットワークの構築とＩＴ投資との間に相関があ
ることを指摘している。彼らはＩＴを積極的に活用することにより、円滑な情報流通を可
能とし、そこに関与する関係者相互の協調行動や意思決定の円滑化に資する可能性を主張
している。一方、ソーシャルキャピタルの衰退をＩＴの興隆と関連付けて悲観的に論じた
Putnam（2000）は、後者のアプローチを取る代表的識者であるが、アメリカ民主主義崩壊
の要因をソーシャルキャピタルの衰退に求め、その背景に、女性の社会進出やＴＶ視聴時
間の増大、ＩＴの興隆による人間関係の希薄化があることを実証データに照らして綿密に
検証しようとした4。 
 
２．３．２ インターネットを巡る２つの仮説 
 
最近では特に、インターネットが人々の紐帯関係やそこでの信頼関係、すなわち、社会
ネットワークの構造や性格に与える影響についても多くの議論が展開されている。ネット
上のコミュニティに関する議論においては、①対面的な接触に基づく共同作業や社会的相
互作用といった伝統的形態を代替しうるものか、②新しい技術の登場により、かえって「デ
ジタルディバイド」の様相を呈し、社会的不平等を拡大することがありうるのではないか、
③そもそもネット上のバーチャルな交流のみによって、信頼が醸成されることはありえる
                                                 
4 もっとも、この Putnam の議論については、多くの批判がなされており、その後、2002 年の著作において、Putnam 自
身が、米国の経験を他の脱工業化社会に適用することには慎重になっている。なお、IT の興隆がかえってその格差を
生むことを通じ、ソーシャルキャピタルの格差を派生させ、かえって経済的格差を助長する側面を懸念する世界銀行
の分析は有名である。この立場によれば、IT による情報不完全性の補完に対する期待は大きく、IT の興隆によりソー
シャルキャピタルが蓄積され、人々の間の関係性や協調性が向上し、情報へのアクセスがしやすくなるメリットはあ
るものの、同時に、IT の「下向きのインパクト（Downside Information Technology Social Capital 
Development）」への注意喚起を行っている。http://www1.worldbank.org/prem を参照のこと。 
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のかどうか、といった点が焦点となっている（宮川・大守 2004）。ＩＴの進展により形
成が促進される緊密かつ閉鎖的な集団は、かえって負の外部性をもたらすとする懸念も表
明されていることは、まさに、社会ネットワークが経済行動に与える構造的埋め込みの分
析に当たって、強い紐帯から構成されるネットワークでは、大変濃密な情報交換が行われ、
凝集性や結束が高まる反面、異なる情報や排斥する傾向を孕んでいるとの仮説に沿った論
点である。これと同時に、インターネット上での各種バーチャルな活動への参加において
は、接触範囲を拡大する「橋渡し型」（bridging）の傾向を強化するとの反論も出されて
いる（宮川・大守 2004）。 
インターネットの利用増大が、人と人との絆の強度に与えるインパクトとしては、２つ
の準仮説に大別できるように思われる。すなわち、①デジタル時代における超多元性がゆ
えに同一の信条や価値観を持つ社会集団内の相互作用と交換を促進し、退出の自由により、
当該集団内では同一、強固なイデオロギーが構築される傾向が強く、ネット上の集団への
参画は、同質的な利害や背景を持つ人々の社会的紐帯を強化する可能性が高いとする準仮
説１（結合機能に着目するアプローチ）と、これに対し、②「あなたが犬であることを誰
も知らない」（Holmes 1997） に代表されるようなインターネット上の匿名の交流促進が、
従来、分断されていた各セクター（ジェンダー、人種、年齢等）の接合を実現する（Norris 
2002）、つまり従来は基盤や手段がなく疎外されていた弱者も参画が容易であり、ネット
上のコミュニティは、ひとたび創設されれば、公平にメンバーを受け入れる柔軟性を持ち、
ネット上での活動は、異質な利害や事情を持つ人々の間の社会的接合を高める可能性が高
いとする準仮説２（橋渡し機能に着目するアプローチ）、の２つである。こうした考え方
を Norris は、次の通り、インターネット上の集団を類型化している5（表２－７）。 
 
インターネット上の集団の類型
高い同質性 高い異質性
イデオロ
ギー的に同
質
イデオロ
ギー的に異
質
結束型：既存の社会的
イデオロギー的ネット
ワークを強化、排他的、
強固
混合型：社会的には多
様性を甘受するが、イ
デオロギー的には均質
性の高い集団を結集
混合型：社会的には均
質だが、イデオロギー
的には多様性を甘受し、
異なる集団を結集
接合型：社会的・イデオ
ロギー的に多様性を認
め、異なる集団を結集、
多様性を拡大
宮川・大守（２００４）ｐ１６５をもとに、
報告者が作成。
 
  
                                                 
5 Norris 氏の類型にかかる「結束型」及び「接合型」は、宮川・大守(2004)の訳（呼称）であり、Putnam(1993)の類型
とその和訳である内閣府（2003）における「結合型」及び「橋渡し型」と同義である。いずれも原語はそれぞれ、「bonding」、
「bridging」である。本論においては、内閣府の訳に従い、「結合型」、「橋渡し型」を統一的に用いることとする。 
表２－７ インターネット上の集団の 型例 
宮川・大守(2004)p165 をもとに再構成。 
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２．３．３ ＩＴと社会ネットワーク分析の課題 
 
こうした異なる準仮説が提示する論点は、今後益々拡大するであろうネット社会におけ
る人々の関係性を考察する上で、重要な視軸を与えてくれるものと考えられる。Lin(2001b)
は、サイバーネットワークにおける人々の関係性の動向に特に着目している。しかしなが
ら、2001 年当時、彼は、サイバースペースやサイバーネットワークの隆盛が社会ネットワ
ーク分析やソーシャルキャピタル論に与えるインパクトを、「余りに甚大で、予測不能」
と論じている。しかし、少なくとも、この分野の研究においては、考察すべきテーマとし
ていくつかの重要なポイントが存在するものと考えられる。たとえば、まず、ネット上の
集団について、これらがいかにして構成され、発生するかのプロセスの考察である。また、
ひとたびネット上に誕生した集団が内包する規範やルールの運営、いかなる属性の個人が
どのように組み込まれ、そこでの情報の流通形態はどうかといった考察は、その集団の特
徴を反映し、ネット上での人々の関係性の状況や変容の実態を把握する上で有益であると
考えられる。この研究テーマは、まさに、表２－７が提示する類型化のフレームワークを
援用することで円滑に進めることが可能となる。 
 特に、インターネットが国境や言語、文化の差を超越して異なる集団をリンクする機能
を持つことにかんがみれば、まず、何よりも、ネットワークの拡大により、多くの人々、
情報や資源へのアクセス可能性に格差が生じる側面に注意が必要であろう。このことは、
表２－７の極端な 2類型、結束型か接合型かという峻別に照らせば、性別や年齢、言語と
いった属性により異なる集団が参集し、交流する接合的機能を持ち合わせつつも、その属
性がゆえにアクセス状態に格差が生じ、結局、サイバースペース上での接合機能に限界が
生じることを意味するものかもしれない。より重要な点は、ネット上の集団のいずれがい
かにして優位な地位を獲得し、その優位性を維持しうるのか、主従の関係を作り上げるの
か、また、いかなる機能がそうした関係をもたらしたりもたらさなかったりするのか、と
いう点であるものと思われる。 
 
２．４ 社会ネットワーク分析におけるネットワークモデル 
 
 ここまで、ソーシャルキャピタル論を巡る代表的論者の定義や先行的研究結果から、ま
ず、ソーシャルキャピタル論とは社会ネットワーク論にほかならず、その考察に当たって
は、社会ネットワーク分析の視点が有効性を発揮することを確認するとともに、複数の論
点の抽出を行ってきた。本節では、現実社会におけるコミュニケーションにおけるネット
ワークのインパクトを考察する上で欠かせないと考えられるネットワークモデルの類型化
を試み、各モデルの特徴と機能を整理することとする。社会ネットワークの分析において
は、「ノード(nodes)」と「つながり(ties)」という視点から社会的関係性を考察する。ノ
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ードとは、ネットワークに関わりを持つ行為者（actor：アクター）を指し、つながりとは、
アクター間の結びつきを表すものである。 
社会ネットワークの態様は、それを形成するアクターにとって、そのネットワークの有
益性を左右すると考えられ、例えば強い紐帯による「結合型ネットワーク」、多くの穴（い
わゆる構造的ホール）を含むもの、弱い紐帯により、外部志向型の「橋渡し型ネットワー
ク」など、そのパタンにより各アクターが得べかりし便益は異なると考えられている。社
会ネットワーク分析は、ネットワーク上でのアクター間の関係性や結びつきの特性に着目
することを特徴とし、このアプローチは、多くの現実世界における現象を説明するのに有
益であることが明らかになりつつある。以下、ネットワークのモデル化とその強み弱みを
サーベイし、現実の社会構造を考察する上での視点を抽出することとする。 
 
２．４．１ 社会ネットワークにおける情報流通 
 
ネットワークシステムを分類する場合には、ネットの結びつきがきちんと決まっている
「レギュラー型」、結びついてはいるものの、結びつき方が気ままで、不確定な「ランダ
ム型」、その中間のある程度結びつきが固定し、情報が固定した先から得られるが、ある
部分では不確定であるような「スモールワールド型」の３つに大別することが主流となっ
ているが、情報流通の観点からすると、３番目の「スモールワールド型」が情報伝播力に
優れ、効率的かつ効果的なモデルと言われている6。 
  
２．４．１．１ モデル化 
 
それでは、実際にスモールワールドを、ネットワーク（グラフ）構造の観点から位置付
けるとどうなるか。そこで、まず、グラフ理論が提示するネットワークモデルに照らし、
それぞれの結節の特徴と機能を順次考察していくこととする。最初に提示されるのは、す
べてのノードが、他のすべてのノードを知っているという完全グラフで、そのイメージは、
図２－３のとおりである。 
 
図２－３ 完全グラフモデル 
 
                                                 
6 Watts D. J. and Strogatz, S. H. (1998) 
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このネットワーク上でノードが情報交換をする場合のメリットは、おおむね次の 3点に
集約できよう。すなわち、 
①個々のノードがネットワーク上の情報（ノード）をすべて既知である。 
②どのノードもほかのノードと 1ホップで通信が可能となる。 
③あるノードに障害が発生しても、他のノードと通信が可能であり、いわゆるボトルネッ
クが存在しないため、柔軟性が高い。  
しかしその一方で、  
①ノードの数の増加に伴い、n*(n-1)/2 個のリンクを設定、維持するコストが増大する（n
はネットワーク上のノード数）ため、物理的な拡張性が低くならざるを得ない。 
②個々のノードが、自分以外の他のノードすべて（n-1 個のノード）を知り得ることができ
るとは限らない。  
という重大な欠点を持っている。この欠点を回避するネットワーク構造として、次に、
図２－４のようなスター型のネットワークが考えられる。 
 
図２－４ スター型ネットワークモデル 
 
 
  このモデルでは、中央のノードがハブとなり、他のノードはすべてこのハブと接続する。
コンピュータネットワークになぞらえれば、ハブやスイッチ、ルータを介した接続と位置
づけることができる。また、分散システムの文脈でいえばディレクトリサービスを介した
接続などが、このモデルの応用例といえよう。また、航空会社のフライト路線も、ハブ空
港を核としてネットワーク化された路線を設定するのが一般的である。ここでは、このモ
デルをスター型ネットワークと称することとする。このスタイルのメリットは、 
①任意のノード間には 2つの隔たりしかなく高速で接続が可能。 
②ネットワーク構造が直感的に理解しやすく、なじみも深い。 
③ノード間に張るリンクの数が節約でき、結果、リンク維持のコストは比較的低く収まる。 
等である。しかし、その一方で、次のようなデメリットがある。 
①ノード間での情報交換には、必ずハブを経由する必要があるため、いったんハブに障害
が発生すると、すべての通信が遮断され、ネットワーク全体が機能停止に陥り、耐障害性
は低くなる。 
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②ノード数が増加すると、ハブ自体が通信上のボトルネック化しやすく、拡張性が低い。  
上記 2つのネットワークモデルの欠点、つまり拡張性の低さを打破するモデルとして考
えられるのが、次の、スター型＋完全グラフの構造である（図２－５）。 
 
図表５ スター型＋完全グラフモデル
 
これは、スター型ハブを複数設置し、ハブ同士を完全グラフとして接続するものである。
このモデルにおいて、ハブ Aに障害が生じても、ノード 2、3、4は互いに通信可能である
（ノード 1は通信不可として残される）。分散システムにおいてディレクトリサービスを
複数個連結するような、いわゆるフェデレーション構成はこの応用例といえる。 
 このほか、ツリー型のネットワーク構造も拡張性を備えたモデルといえよう（図２－６）。 
 
図２－６ ツリー型モデル 
 
  
このようなツリーモデルは、大量の情報管理に一般的に利用される。例えば、ファイル
システムのディレクトリ構造、ディレクトリサービスの内部構造や、学校や職場の緊急電
話連絡網の例は、このモデルに該当する。このネットワークの利点は、 
①構造を直感的に理解できる 
②ノード数の増加に対して拡張性があり、ノードのトレースが容易である。  
その反面、デメリットとしては、次のようなものが考えられよう。 
①親ノードに障害が生じると、その下部にあるノードは遮断される。 
②情報流通においては、ツリーを上下する必要があり、ノード間のホップ数が大きくなる
傾向がある。 
図２－５ スター型＋完全グラフモデル 
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③ノードの移動や、リンクの差し替え、リルートなどを行う際、柔軟性に欠ける。  
 こうした欠点を打破するための拡張モデルとしては、図２－７のようなネットワーク付
きツリーモデルが考えられる。 
 
図２－７ ネットワーク付きツリー型モデル 
 
   
これは、ツリー内のノード（同一の親ノードに接続しているノード）を完全グラフで接
続することにより、 
①ツリーを上下せずにノード間の情報流通を実現できる（図２－７で、ノード 3とノード 6
の通信は 3-2-6 のパスで実現できるが、純粋なツリーの場合には 3-1-2-6 とより多くのス
テップが必要となる）。 
②親ノードを通じることなく、兄弟ノード間でダイレクトに情報交流できる。  
というメリットが生まれる。 
 このように、一見確実で手堅く見える完全グラフモデルは、ネットワークの機能に照ら
すと必ずしも好ましくはないが、一方で、ネットワーク付きツリーやスター型＋完全グラ
フモデルのように、ネットワーク内の一部分が完全グラフになっていることのメリットは
大きく、柔軟性、耐障害性等の観点からも望ましいことがわかる。 
 改めて、完全グラフモデルと対比しつつ、図２－８のモデルを提示したい。 
 
図２－８ ランダムモデル 
 
 
 33
 ランダムグラフと呼ばれるこのモデルは、ノード間のリンクをランダムに結んだグラフで
ある。このメリットとしては、 
①あるノードが障害に陥ってもネットワーク全体が機能停止に陥ることはない。 
②ノード数の増加に対してネットワークは全体として拡張性を維持できる。 
③ノード間を接続するホップ数がそれほど大きくない。 
ただし、③については、モデルの構造自体、ランダムなリンク付けが行われるため、場
合によってはホップ数が大きくならざるを得ないケースもあるし、任意の 2点間が接続し
得ないケースすらありうる。  
 
２．４．１．２ 現実の社会ネットワークの特徴とスモールワールド 
 
人間関係をはじめとする社会的なネットワークは、確率的に予測できるものではなく、
事前に決定づけることも現実的ではない。しかし、かといって、ランダムにつながってい
るというのも非現実的である。ネットワークを人間関係に置き換えるならば、一見ランダ
ムに見える人間の関係も、実は、家族、所属組織、同好の士のクラブ、企業、同窓会、居
住地域などにより、ところどころに、強固で密接、親密なクラスターが存在しており、そ
れらが結節していると考えるのが自然であろう。これを、スモールワールドモデルに照ら
せば、社会的なネットワークは、ノードのクラスターと、少し離れたノードへの近道を併
せ持つネットワークと位置づけることができよう。実際に我々が、「世間は狭い」と感じ
るのは、親密で強固なクラスター以外に、その間に架橋するような「顔の広い」人間7が介
在しているからだといわれる(松尾 2004)。 
スモールワールド、すなわち、小さな世界という呼称は、そもそもアメリカの Watts and 
Strogatz(1998)に由来する。複数の点と点を結節し、ネットワーク化することを考える。
規則的なつながりをベースとしながら、時々ランダムな結節を持つような状態が、もっと
もネットワークが活性化し、全体の経路が短縮することを発見し、これをスモールワール
ドネットワークと呼んだことに端を発する。このスモールワールドモデルを、レギュラー
型、ランダム型との比較により示したイメージは、図２－９のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                 
7 Gladwell, M.(2002)は、これを”connector"と呼び、情報の爆発的伝達上重要な役割を果たすとした。彼は、こうし
た情報の爆発的伝達を起こすポイントを“tiiping point(ティッピングイント)”と呼んだ。 
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図２－９ スモールワールド型モデルイメージ 
 
（注）ワッツ(2004)P99 のグラフより。 
 
これに先駆け、米国の Milgram が 1967 年に行った実験がある。任意に選んだ協力者に、
ある人宛に荷物を郵送してくれるように依頼する。直接、宛先を知らない協力者は、そ
の到達点を知っていそうな知人を介する方式で順次取り次いでいく。その結果、荷物の
４つに１つが目的とした宛先に到達し、その間、連携して配達に寄与した人数が平均し
て６人だったことから、世界の誰とでも６人でつながるとして有名になった。この結果
に基づき作られた舞台（A Play “Six Degrees of Separation”by Guare J.（1990），
Vintage，New York）は、『私に近い 6人の他人（Six Degrees of Separation：1993 年
アメリカ、UPI 配給）』という映画にもなり、大人気を博した。情報流通におけるスモー
ルワールドの実験情報は、図２－１０のとおりである。 
 
図 ２－１０ スモールワールドモデル実験情報 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、類似の概念を表すものに、ベーコン数やエルデシュ数として知られるものがある。
出演した映画の共演者をたどることで何人目にケビン・ベーコンに行き着くかを表すのが
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情報流通におけるｽﾓｰﾙﾜｰﾙﾄﾞﾓﾃﾞﾙ
"the small-world phenomenon"
Six degrees of separation
American Midwest a set N of people, what is 
the probability that each 
member of N is connected 
to another member via k1, 
k2, k3...kn links?
ネット上のe-mail メッセージの伝達を分析（48,000人/19 targets (157か国））：平均6
人の仲介で到達。
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Connectors* are people in 
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large numbers of people 
and who are in the habit of 
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*http://en.wikipedia.org/wiki/Connectors
**Gladwell, Malcolm (2002). The Tipping 
Point: How Little Things Can Make a Big 
Difference, Boston: Little, Brown and 
Company 
情報伝達上のカタリスト＝connectors、
あるいはハブ機能への着目
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ベーコン数、共演していたら１、彼と共演している人と自分が共演していたら２と数え上
げる。たいていの役者はベーコン数３までにおさまるとされる。これは、バージニア大学
のグループが行った実証結果である8。一方のポール・エルデシュ（1913-1996）はハンガリ
ーの数学者で、この場合は論文の共著者をたどっていく。自身も多数の人々との共著で少
なくとも 1,400 を超える論文をものしたことで有名であるが、彼自らのエルディシュ数は、
定義上ゼロとなる。エルディシュ数１を持つ誰かと共同論文を書いたエルディシュ以外の
者は、エルディシュ数が２となる。エルディシュと誰かをつなぐ共同執筆者との連鎖がま
ったくない者のエルディシュ数は無限大とされる。 
ここまで、典型的なネットワークのモデル化を通して、スモールワールドモデルの特徴を概観した
ところであるが、そこからは、現実社会におけるコミュニケーション、社会ネットワークに関する事例
について、スモールワールドモデルの情報伝播力の強さ、効率性、ネットワーク活性化効果を実証
するケースが多数見られるところである。たとえば、西口（2004）は、中国浙江省、温州の経済的発
展の背景にあるネットワークの意味付けについて分析を行っている。一人の革職人が欧州で職を
得、現地で評判を得、血縁を呼び寄せ生産を拡大する。さらに販路が拡大し、より多くの親類縁者、
知人が招請され、やがてイタリアを中心に温州人の人的ネットワークが構築される。そのネットワー
クにより経験を蓄積し、生産のノウハウ・販売の秘訣等を体得した何人かが故郷に凱旋し、そこで
工場を設立し、血縁・地縁をベースにしながら生産を開始、拡大して行く。時間とともにランダムに
機会探索を繰り返し、情報取得を通じて販売を拡大し、さらに生産活動を拡大していく実態を、ス
モールワールド型ネットワークの典型的な成功事例として挙げている。 
このように、スモールワールド型モデルは、ローカルには密接していて、グローバルに
はまばらなネットワークと定義でき（松尾 2004）、クラスターをつなぐノードの結節者や
機関が、情報流通の促進上意味を持っていることが想像できる9。このことは、「顔の広い」
人間が情報伝達上大きな役割を果すことに照らすと、そうした積極的な情報交換や伝達の
「場」についても、ネットワーク効果を考察する上で大きな意味を持つことが予想される。 
そこで、地域社会における情報流通を通じた社会ネットワークの活性化上、もっとも効
果的であるとされる、このスモールワールドモデルを念頭に置き、これを実際の社会現象
としてのコミュニケーションに当てはめ、次章以下の実証分析においては、特に、社会ネ
ットワークにおける構成員たる個々人を結節するconnector=「ハブ」、そして、その「場」
において発揮される情報交流や相互作用を促進する「カタリスト的機能」に関心を持ちつ
つ考察を進めることとする。すなわち、ここでの問題意識は、情報流通における人々の結
節点、すなわちハブにおけるカタリストとしての情報流通促進機能に着目した場合、既存
の各種社会インフラが、潜在的に大きな役割を果たしうるのではないかという仮説の検証
                                                 
8 http://www.Cs.virginia.edu/oracle/center.html 
9 これに関し、Wikipedia は、スモールワールドネットワークの特徴として、” high representation of cliques, and 
subgraphs that are a few edges shy of being cliques”を持ち、”いずれの２つのノードの間にも結節の存在があ
ることによって特徴付けられるサブネットワークを持つ“と定義する。 
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である。次章以降において、非公式の同質的ヒューマンネットワークや地域社会における
各種社会インフラへの信頼度に関するアンケートから得られた実証データをもとに、この
仮説の検証を行っていくこととする。 
 
２．５ 実証分析において考察を加える論点 
 
本節では、前節までのソーシャルキャピタルの根幹をなす社会ネットワーク分析の論点
を踏まえ、次章以下の実証分析において検証を試みる論点を整理する。ここでの主要論点
は、おおむね、以下の４点に集約される。 
 
（１） ネットワークは弱い紐帯がいいのか、強い紐帯がいいのか。 
（２） ネットワークは閉鎖型がいいのか、開放型がいいのか。 
（３） 重要なのは、埋め込まれた資源か、ネットワークの位置か。 
（４） そもそもそソーシャルキャピタルの機能は何か。何で捕捉するのか。 
 
２．５．１弱い紐帯か、強い紐帯か。あるいはブリッジか。 
 
 この論点は、Granovetter(1973)の博士論文における実証分析結果から得られた「弱い紐
帯」理論と、紐帯の弱さをブリッジの相関物に過ぎないとして、むしろ、ブリッジかどう
かにこそ着目すべきとした Burt(1992,2000)における「構造的ホール」との対比に照らして
提示される。Granovetter(1973)は、ネットワークを通じた転職について、専門技術職に就
いている 100 人の男性のうち個人的つてを頼って職を得た人に、「仕事の情報をくれた人
とどのくらいの頻度で会っていたのか」を聞いた結果(N=54)、「しばしば(often; 少なく
とも週 2回以上)」が 16.7%、「時々(occasionally; 年 2 回以上、週 2回未満)」が 55.6%、
「まれに(rarely; 年 1 回もしくはそれ以下)」が 27.8%という結果を得たことから、これを
「弱い紐帯の強み」として理論化した。これに対し、Burt(2000)は、ネットワークにおけ
る集団（clique：クリーク）間を結ぶブリッジ形成能力としての「構造的ホール」に着目
し、そのホールに人工的に橋を架けることで創業機会、すなわちビジネスチャンスが生ま
れる点を強調した。Burt によると、異なるクリーク間にこうした架橋能力の高いアクター
が、ソーシャルキャピタルが潤沢であることになる（図２－１１）。 
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図２－１１ クリーク間のブリッジのイメージ 
 
Granovetter によれば、弱い紐帯は強いネットワーク同士をつなげる「ブリッジ」として
働き、情報を広く伝播させる上で非常に重要な役割を果たすとし、強い紐帯によって構成
されるクリークは、同質性や類似性が高く、その求心力がゆえに、同質の情報、異質なも
のを排斥する傾向すら孕む点を指摘しているが、その意味では、Granovetter も Burt も、
同じ問題意識に立って、紐帯＝ブリッジに着目したと言い得るかもしれない。Granovetter
の新規性は、ブリッジは強い紐帯であるという概念を覆し、弱い場合が存在し、またその
場合のメリットに注目したことにある。弱い紐帯によって伝達される情報や知識は、受け
手にとって価値が高いことが多く、強い紐帯関係で強固な関係を構築しているネットワー
ク内部では接触こそ頻繁だが、逆にたわいない日常的会話や些細な情報の交換に終始して
いる仲良しクラブ的ケースが多いのに対し、弱い紐帯では関係性が弱いにもかかわらず連
絡を取るほど、新鮮な内容が得られる場合が多いとも考えられ、実感に合致すること、パ
ラドクシカルな題名とともに、大いに関心を持たれることとなった。 
これに対して、White & Houseman(2002)は、社会ネットワークにおいては、時として、
強い紐帯が、貴重な資源や情報にアクセスする上で、有用な場合があることを実証的に検
証しようとしている。特に、親類縁者や結婚において、また、中東における自発的ネット
ワークの事例には強い紐帯の強みが見られるとし、今後、企業文化やビジネスネットワー
クにも応用可能であると将来展望を述べている。同様に、Krackhardt(1992)は、就職情報
の入手においては、弱い紐帯が有用かも知れないが、一定の条件下、たとえば、環境が激
変したり、不確実性が高いような場合には、むしろ、強い紐帯によって獲得される情報の
方が、関係者間に信頼を醸成する可能性が高く、変化に対抗して安定的に生活する上では
有効性が高いことを示している。このように、紐帯の強さに着目した論点は、社会ネット
ワークにおける紐帯の強さとその便益について異なる結論を提示している。 
  
２．５．２ ネットワークは閉鎖型がいいのか、開放型がいいのか。 
 
クリ クーA クリ クーB
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 ネットワークの「閉鎖性」と「開放性」を巡る議論としては、そもそも、ソーシャルキ
ャピタルの集合的資産としての性格を巡り、その再生産の観点から、社会的関係およびそ
のネットワークは閉鎖的であり、濃密であるべきとする議論が存在する。こうした論点は、
Bourdieu(1986)、Coleman(1988,1990)、Putnam(1993,1995)等に見られる。Bourdieu は、そ
の階級を巡る考察において、ソーシャルキャピタルを、支配的階級のメンバーの投資と見
なし、グループやネットワークが、相互認知や承認を通じて集団の連帯感を維持・再生産
したり、集団の支配的地位を保持したりすることを目指すとする。集団のメンバーシップ
は血筋や肩書き等により明確に確定され、部外者とは一線を画している。つまり、そこで
は、集団内の強固な結束と閉鎖性、密接な関係性が要求される。Coleman は、Bouridieu 流
の階級の視点によって社会を考察してはいなかったが、彼もまた、社会ネットワークの再
生を重視した。 
Coleman(1988)は、社会的行動について、社会学の立場では、規範・ルール・義務に従う
行動がいかに形成されるかに関心があり、行動のエンジンに関する議論がないとし、また、
経済学の立場では、到達すべき目標を設定し、これに向かって個人は独立的に合理的な選
択により行動するとされるが、そこに社会的文脈が欠落している点を批判的に考察し、こ
うした２つの異なる視点を融合し、あくまで合理的選択理論の立場から、社会システムを
分析する上でのツールとしてソーシャルキャピタルに着目した。さらに、ソーシャルキャ
ピタルを、合理的行動の枠組みの中で、各アクターが活用可能な資源と位置づけ、アクタ
ーのある行動を容易にする、他の資本と同様、それなしではできないことを可能にするよ
うなもの（facilitater）と位置付け、アクター相互の関係構造に埋め込まれたものと定義
している。そして、ソーシャルキャピタルを醸成する社会構造として、(1)規範を確立しう
る関係の閉鎖性、(2)社会構造の安定性、(3)イデオロギーが重要であるとした。特に、Coleman
は、(1)の閉鎖性を重要視し、ネットワークが閉鎖的であれば、それだけ内部での結束が高
まり、凝集性が増し、規範への帰属圧力は高まり、強制力が強まる点に着目している。 
 一方、Burt(2000)は、この Coleman の「閉鎖性」と自らの「構造的ホール」を比較的に
位置づけ、収入や昇進といった経済的メリットを比較した。そこで、Coleman が考察した米
国高校生の中退率の場合には、確かに閉鎖性がパフォーマンスを示すものの、会社に就職
した後の企業活動や業績などにおいては、「閉鎖性」あるいは「凝集性」よりはむしろ、
「開放性」が意味を持ち、「構造的ホール」に架橋することでビジネスチャンスを創出し、
成果を上げるアクターが好成績を残している事例を提示し、このネットワークの閉鎖性と
開放性の議論の統合を試みている。 
 Lin(2001b)は、これに対し、ネットワークの閉鎖性や高密度の関係は、ソーシャルキャ
ピタルの有用性を考えた場合現実的でないと批判する。彼によれば、閉鎖性や高密度を要
請するのは、特定のアウトプットが望まれる場合である（Lin,1986,2001a,2001b ほか）。
たとえば、表出的アウトプットとして、資源の保持や維持のためには、より濃密なネット
ワークが効果的かも知れない。Bouridieu(1986)は、ある階級が、自らが保持する一定の資
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源を維持することを望む場合には、閉鎖性を確保して、これを集団内に閉じ込め、再生産
することを論じているし、Coleman(1990)は、子どもの母親が、子どもの安全を確保するた
めに、結びつきの強いコミュニティに移住するケースを指摘している。他方、道具的アウ
トプットとして、現時点では保持していない資源を新たに確保するためには（就職や転職
情報の獲得などが該当する）、ネットワーク内でのブリッジを通じ、あるいはブリッジを
延長することで異質性、新規性に到達することが有効であるとする。 
その後も、ネットワークの「閉鎖性」と「開放性」の経済的メリットについては、多く
の実証分析の蓄積を見ているが、紐帯の強弱を巡る議論と同様、いずれの場合も、具体的
事例や事象を取り巻く社会的文脈や固有の事情を前提としなければ意味がない。これにつ
いて、Lin(2001b)は、「閉鎖性」と「開放性」のいずれがより有効かという主張を行うよ
りは、(1)いかなる条件で、いずれのアウトプットを目指す場合に、どちらがより大きなリ
ターンを得る上で有効かについて概念化を行うこと、(2)具体的仮説の立案を行い、実証的
検証を試みるべきこと、が重要であると強調している。本論における実証分析においては、
この点をアンケート調査項目に綿密に盛り込むことにより、ネットワークアクターが、い
かなるケースにおいて、いかにこれを認知し、評価しているかを把握するように試みるこ
ととする。 
 
２．５．３ ネットワークの位置か、埋め込まれた資源か。 
 
社会ネットワークにおいて、重要なのは、そこに埋め込まれた資源か、あるいは、ネッ
トワーク上の位置か、という議論がある。これについて、研究者たちは、異なったアプロ
ーチを行っているように見受けられる。１つは、ネットワークにおける個人の位置を、社
会ネットワーク上の重要要素として重視する Burt(1992)らに代表されるアプローチである。
彼らは、個人のノードに着目することで、ネットワークにおけるブリッジのような戦略的
に重要な場所から、どのくらい離れ、どういった位置関係に存在しているのかを評価する
手法をとる。Burt は、ネットワークにおける戦略的ポジションをうまく利用することで、
そこに位置どりした個人は、より多様で有用な情報にアクセスできることにより、競争的
優位を確保できる点に着目した。Granovetter(1973,1974)も、同様に、ネットワーク上の
位置を重視する。ブリッジに関する認識は、Burt とは異なるものの、ネットワークを構成
する集団、すなわちクリークを結ぶブリッジが情報獲得上重要な機能を果たす点に着目し
た。これ以外にも、ネットワーク上の位置を重視し、この機能を確認する研究者たちは、
密度(density)、規模(size)、近接性(closeness)、間隔性（betweenness）、固有ベクトル(eigenvector)
等に着目し、これを計測することを目指す（Borgatti, Jones and Everett 1998 ほか）。
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この手法においては、暗黙にであれ、明示的にであれ、社会ネットワークにおける資源獲
得効果を決定づけるのは、ネットワーク上の位置どりだという認識が根底にある10。 
もう一方のアプローチは、ネットワークに埋め込まれた資源に着目する。社会資源論の
立場からは、殆どの社会における価値ある資源は、富、権力、そして地位に代表される(Lin 
1982)が、個人が、直接的、あるいは間接的な紐帯を通じ、それら資源をいかにしてどれだ
け獲得しえたかにより、ネットワーク効果を判断しようとする立場である。そこでは、資
源は、ネットワーク上の資源と結節点における資源とに明確に峻別される。ネットワーク
資源とは、ある個人の自己(ego)中心的なネットワークに埋め込まれており、一方、結節点
の資源は、道具的目的（たとえば転職情報の獲得等）を達成するに当たってサポート的機
能を発揮する結節点に埋め込まれているとする。換言すれば、ネットワーク資源とは、通
常、当該アクターが容易にアクセスできる資源であり、一方の結節点資源とは、道具的目
的達成のため、動員すべき資源と言える。結節点の資源の計測は直裁的で、たとえば、そ
の職業、社会的地位、権威、収入といったもので捕捉できるとされる。 
Lin(2001b)は、この２つの異なる埋め込まれた資源へのアクセスに関して、ソーシャル
キャピタルの機能に照らせば、社会関係におけるネットワーク上の位置どりは、より良い
資源へのアクセスをもたらしうるものと考えている。Lin は、ソーシャルキャピタルの基本
構造を、簡潔に図２－１２の機能のように考えている。 
 
図２－１２ ソーシャルキャピタルの基本構造 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                 
10 ネットワークの構造把握、中心性把握における質問項目例は、付録 Bに掲載した。これにより、ネット
ワーク構造を計算する手法が用いられるのが一般的である。 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
投資行為 
社会関係 
＝社会ネットワーク
リターン②【表出的】
精神的支援、生活の満
足、幸福感等 
リターン①【道具的】
富、権力、よりよい仕
事、収入等 
現時点で保有して
いない資源 
現時点で保有してい
る資源の維持拡張 
Lin(2001b)をもとに、再構成。
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このリターンを、道具的、表出的に分類して論じているところに Lin(2001b)の新規性が
ある。Lin は、道具的か表出的かの、この２つのアウトプットの性格によって、その目的達
成のための情報獲得に有利なネットワーク構造や社会関係が異なってくると主張する。例
えば、転職情報を獲得しようとする場合、Granovetter（1973）が指摘したように、確かに、
ブリッジをわたって、異質の情報にアクセスしてこれを獲得することは有用性が高いこと
は容易に想像がつく。しかしながらその場合、ブリッジの向こうにいるクリークについて、
転職先として希望する大企業の社員群であればその情報は意味を持つが、ヘルスクラブの
会員群では、目的達成には効果が期待薄である（Lin 2001b）。 
つまり、ブリッジの全てが、個人にとって有意な情報を運んで来るわけではない。すな
わち、ソーシャルキャピタルの価値を計測したりその機能を考察する場合に、個別のケー
スに照らし、社会的文脈に照らしてアドホックに検証することが要請される理由がここに
ある。たとえば、幼い子どもを育てる母親にとっては、居住地域の住民の移動が激しく、
不安をかき立てるような環境よりは、濃密な近隣つき合いが確立しており、地域内の紐帯
関係が強く、外界への開放性が少ないような閉鎖性を好むと考えられる。また、劣悪な労
働環境にいる弱者（パート、女性等）や、家庭生活に課題を抱える者のような場合、時と
して、同じ問題に悩み、精神的な苦痛を共感し、共有しやすい同質の仲間うちであつまる
ことで精神的支援を獲得するといた表出的リターンを求めていると考えられ、その場合に
は、幸福で満足した生活を送っているような異質なクリークと接することは、かえって負
のリターンを獲得することになりかねない。 
こうした考察の結果、ネットワークの位置は、内因的変数としてよりも、ソーシャルキ
ャピタル自身にとっての外因的変数として扱うべきであろう。Lin(2001b)は、「埋め込ま
れた資源か、ネットワークの位置か」との論点への彼の見解として、ソーシャルキャピタ
ルは、単なる社会関係やネットワークにとどまらず、埋め込まれた資源を喚起し、これに
アクセスしうる環境を整えるものと定義している。もっとも、Lin も認めているように、埋
め込まれた資源は、ネットワーク構造の特徴とそこでのアクターの関係性を把握すること
なくしては捕捉することは不可能である。この意味で、ネットワークの位置は、埋め込ま
れた資源を考察する上での前提条件と言うべき性格のものであろう。従って、ソーシャル
キャピタルの計測においては、ネットワークの位置と、埋め込まれた資源の両面に着目し
てこれを行う必要があると考えられる。 
  
２．５．４ そもそもその機能は何か、何で捕捉するのか。 
 
 Coleman(1990)は、ソーシャルキャピタルを「その機能によって定義づけられ」、また、
「単体の実態」ではなく、「社会的構造のいくつかの側面から構成され、その構造におけ
る個人の一定の行動をファシリテイトするもの」と論じている。この「機能」という用語
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と概念が、同語反復（tautology）であるとの批判がある。確かに、原因と結果を同時に「構
造」の中に押し込めて議論することは適当ではない。社会ネットワークに埋め込まれた資
源（たとえば知り合いの多さ等）がよりよい就職の機会を得る可能性を拡大するといった
仮説を立てその因果関係を検証することを否定するものではないが、原因と結果とは、明
確に分離し、独立の指標によって計測すべきものであろう。 
 また、彼は、その一方で、こうした機能面の課題を踏まえ、ソーシャルキャピタルが、
社会科学において、他の資本、例えば金融資本や物理的資本、人的資本のように定量的な
概念として有用性を持ちうるのかどうかについて自問自答している。むしろ、彼は、その
一義的価値は、社会システムの定性的分析において有用性と意義を博すべきであり、定量
的分析においては、質的な指標を用いるべきであることを指摘している。そして、改めて
Coleman は、ソーシャルキャピタルの議論を巡る混乱の原因を、多くの研究が、ソーシャル
キャピタルの概念を超え、社会的関係や社会的ネットワークに置くべきその根源を逸脱し
ている点にあると自戒を込めて論じている。しかしながら、未だ、その計測や効果を巡る
議論においては、あくまでも定量的指標化の試みが先行しており、質的データによる分析
の蓄積と成果は熟していない状況にある。 
この観点に照らすと、先に述べた Lin のネットワークへの投資の回収モデルは、大いに
参考になる。これは、資源動員的考え方に基づくモデルと位置付けられようが、Lin
（2001a,2001b）は、社会的ネットワークがもたらすアウトプットとして、その道具的
（instrumental）側面のみならず、表出的(expressive)側面にも焦点を当て、社会生活上
の満足度や幸福感、健康の維持といった機能を考慮すべき点を指摘したことにより、社会
福祉論への展開も見せており、間口の広いアプローチを可能にすることとなった。この視
点は、広く、社会ネットワークをソーシャルキャピタルに立脚して分析する上で大いに有
効な視点を提供してくれるものと考えられる。つまり、目指すべきアウトプットの性格に
より、最も望ましいネットワーク構造や紐帯関係が異なるとの示唆は、そこから、政策的
インプリケーションを抽出する場合、有意義な視軸を与えてくれるものと考えられるから
である。 
以下の章では、これまでの議論を踏まえ、ソーシャルキャピタルの本質としての社会ネ
ットワークを実証研究していく。
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第３章 女性キャリア群のヒューマンネットワーク分析 
 
３．１ はじめに  
 
本章では、ソーシャルキャピタルを人と人との結びつきとしてヒューマンネットワーク
として捉え、わが国における働く女性群の活力ある生活確保へのネットワークの有効性を
検証することを目的とする。そもそも本研究は、地域社会が直面する諸課題に当たり、人
と人との結びつきというソーシャルキャピタルの強化による信頼回復、関係性の変容を通
じた信頼の醸成等によって問題解決を図ろうとする議論について、具体的な事例に基づい
て、その妥当性や正当性を検証し、社会ネットワークの活用が地域社会の安定化や活性化
に貢献しうることを立証することが目的である。 
そこで、本章では、特に、地域社会というネットワークが存在する場面を、ヒューマン
ネットワークにおけるコミュニティに置き換え、まず、そこに見られる集団特性と情報獲
得効果に関する認知の実態を把握する過程で、先行研究が提示する論点を踏まえて立案さ
れた仮説の検証を行う。ここで、考察対象となるのは、女性キャリア群の同質的・非公式
なヒューマンネットワークであり、インターネット上及びそこから派生した対面方式のフ
ォーラム活動の双方に参加した経験を持つサンプルを対象に行ったアンケート結果である。 
分析においては、特に、(1)ネットワーク構成員は、インターネット上のバーチャルなネ
ットワークと、対面方式によるネットワークという異なる媒体に基づく２つのネットワー
クの構成や機能を峻別して認知、評価している、(2)結節の２類型（結合型、橋渡し型）が
もたらすアウトプットをそれぞれの集団特性に照らし、複合的かつ補完的に使い分けてい
る、(3)ここで考察対象とする女性群は、社会的に弱い立場に置かれており、同質的集団に
おける表出的アウトプットを求める傾向が強い、(4)フォーラムの場、すなわち、対面方式
での集まりの機会が、情報流通や交換において大きな機能を果たしており、普通であれば
知りあわないような遠くのクラスターに属する人々から有益な情報を獲得しうるカタリス
ト的効果について、参加者はこれを認知・評価している、との仮説を置き、この検証を試
みる。 
  
３．１．１ 分析における問題意識と特徴 
  
分析においては、前章で整理したように、昨今関心を集めている、ＩＴとソーシャルキ
ャピタルの関係についても念頭に置くこととし、これに関する一般的な先行研究が、イン
ターネット上のコミュニティ活動と対面方式による場合とを比較的に考察する中で、それ
ぞれに、高い凝集性と異質性を排斥するような「結合型」と異質なものや多様なものへの
受容性が高い「橋渡し型」の２類型に照らして検証する手法をとるケースが多いことを踏
まえ、本章では、特に、実際のネットワーク構成員が、インターネット及び対面方式によ
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るネットワーク活動でのメンバー相互の結節について、これをどう認知・評価しているか
を把握する。 
また、これと同時に、ソーシャルキャピタル論を巡る争点のうち、「紐帯の強弱」、「ネ
ットワークの閉鎖性、開放性」を巡るポイント、Lin(2001b)が指摘する２つのアウトプッ
ト（道具的、表出的）に関する設問をアンケートに盛り込み、ネットワーク構成員の意識
データの収集とその分析を可能とした。なお、アンケート結果の定量分析を補う形で、イ
ンタビュー形式による定性分析を実施し、自発的に構築された非公式なヒューマンネット
ワークの構成員の意識データを定量・定性的両面から実証的に分析することにより、当該
ヒューマンネットワーク構造が構成員に及ぼす影響までを広く射程に置き、各種仮説の検
証を行うこととした。 
本章におけるネットワーク分析においては、自主的に構成される非公式な同質的ヒュー
マンネットワーキングにおける関係的コミットメントと安定的な互酬関係の蓄積により、
関係的信頼が醸成され、対価を求めない安定的な協力関係を醸成するとされる点に照らし、
社会的には一定の地位を確立しながらも、内面では、仕事と家庭との両立に悩み、公言し
にくい諸問題を抱えているという意味で、いまだ社会的弱者との立場に置き去りにされて
いる女性キャリア群が、安心して本音で話ができ、穏やかな関係性の中で、自らにとって
かけがえのない有用かつ有効な情報を獲得し、また、精神的支援を共助共援により獲得す
るといった相互扶助のネットワーク効果を検証し、彼女たちの活力ある生活確保へのネッ
トワークの有効性の確認を目指す。 
 
３．１．２ 分析のフレームワーク 
 
本章で考察対象とする非公式なヒューマンネットワークに関する分析のうち、インター
ネットという媒体に着目して実施された実証分析としては、Pew 社の「The Internet and 
American Life (2001)」調査がある。そのデータ分析の結果からは、米国におけるオンラ
インコミュニティ活動は、類似の信念を持つ者の間での紐帯関係を強化する傾向があるこ
とを指摘する結果が得られている。すなわち、この分析結果においては、アメリカにおけ
るインターネットの機能に関する利用者評価の視点として、因子分析結果から、まず結束
因子が、ついで接合因子が抽出されている11（表３－１）。 
 
 
 
 
                                                 
11 これについては、前章までで使用したソーシャルキャピタルの類型における「結合型」をここでは「結束因子」と、
「橋渡し型」をここでは「接合因子」と呼称する。いずれも、Pew 社の調査結果分析に関する Norris 氏のレポート（和
文）による命名。 
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表３－１ 米国オンラインコミュニティ評価の因子分析結果 
インターネットはあなたにとってどの程度役立ちましたか？ 結束因子 接合因子
すでに所属している団体や手段により深く関与する上で役立った。 0.802
あなたの済む地域にある団体等に接触する上で役立った。 0.754
あなたと同じ関心を共有する人たちや団体を見つけるのに役立っ 0.745
あなたと同じ信条を共有する人たちや団体を見つけるのに役立っ 0.655
異なる人種的・民俗的背景の人たちと接触するのに役立った。 0.860
異なる経済的背景の人たちと接触するのに役立った。 0.806
異なる年齢層、世代の人たちと接触するのに役立った。 0.732
寄与率 33.8 30.8
累積寄与率 33.8 64.6  
【出所】Norris, P. "Social Capital and ICT's:  
Widening or Reinforcing Social Networks? (in Japanese)." 
Eco-Forum 22.1 (2003) pp31-41 
 
本章では、インターネット活動から派生したフォーラム参加者を対象に実施したアンケ
ート結果をもとに、ヒューマンネットワークの情報収集機能の評価と可能性及びインター
ネットと対面方式によるフォーラム活動に集う人々の結節状態の特徴に着目するが、そこ
に見られるネットワークへの期待や認知の計測の手法としては、Lin(2001b)が強調する異
なる２つのリターンに基づいて分析を行うこととし、特に、ネットワークから得られる便
益のうち、直接的な経済効果（昇進・昇格効果や経済的利得の増大効果など）に代表され
る明確な「道具的」アウトプットと並んで、「表出的」アウトプットにも着目した。ここ
で想定される「道具的」リターンとしては、「他人の成功例・失敗例の事例研究」、「自
分の進歩につながる有益な情報へのアクセス」、「他人の仕事関係の情報獲得」、「キャ
リア探索」、「非公式のマーケティング用具」、「戦略的思考の鍛錬」といった要素であ
り、直裁的な昇進効果や転職情報にいたる可能性の高い要因と考えられるものを選定した。
一方の「表出的」リターンとしては、「寂寥感の緩和」、「親交・交流の深化」といった
要素であり、これらを厳密に峻別することには困難が伴う部分もあるが、いずれも、金井
(1994)の質問体系を参考にして再構成した。 
こうしたアプローチを採用することにしたのは、次の理由による。すなわち、社会ネッ
トワークに「埋め込まれた」ネットワーク構成員が実際にその構造や位置からダイレクト
な「道具的」リターンとしての具体的経済効果を計測しようとする研究成果には一定程度
の蓄積が見られるものの、逆に上記のようなソフトな「道具的」リターン及び精神的満足
や安心感といった感覚的に把握される「表出的」リターンの認知レベルを重視してこれを
検証した研究蓄積は少ない。そこで、ネットワークに埋め込まれた個々人の主体的なネッ
トワークへの期待や評価を把握し、ネットワーク構成員相互間でいかなる信頼性が醸成さ
れ、そこから何を享受していると認識されているのかという意識データを分析することで、
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翻って社会的ネットワークの構造が構成員一人ひとりに与えるインパクトや効果、機能を
捕捉し、ネットワーク構成員が、その厚生を増大せしめる契機とする上でのヒントを得る
ことが可能となると考えた次第である。 
 
３．２ データ収集 
 
今回実施したアンケートは、インターネット上でメーリングリストを用いて配信される
メールマガジンの購読者のうち、オフサイトミーティング、定例会等に複数回参加した経
験を持つメンバーを対象にメール送信により実施、回収したものである。対象者は、「英
語でお茶会12」、「英国大好きさんサークル13」、「赤坂アフタヌーンティー倶楽部14」、「OL
応援歌15」の４フォーラムへの参加者である(以下、これら４つの会合を「フォーラム」と
総称する)。これらフォーラムは、それぞれ 1998 年から 1999 年にかけて代表的メルマガ発
信機能「まぐまぐ」を利用して配信を開始して以来、休刊される 2002 年までの間に、都内
で定期的に開催されていたオフ会である。今回のアンケートは、これらフォーラムに出席
したことのある参加者合計約６５０名に対しメールにより送付され、その中から３１７の
有効回答を得た。これら４フォーラムのいずれもが、現在、各主宰者の出産・育児や海外
転勤等の理由で、2002 年中に、メルマガの発行および定例的なフォーラム活動の双方とも
を休止しているが、その中核的メンバーは、相互に連絡を取り合い、情報交換、情報発信
を行っている。これら４つのメルマガは、いずれもマガジン発行エンジン「まぐまぐ」に
おける発行ジャンルが共通であったことから、各メルマガ発行者の間に交流が生まれ、オ
フ会レベルでもジョイント開催したり、イベントを共催したり交流が深まっていた。 
オフ会の活動状況としては、たとえば、「英語でお茶会」を例にとれば、1998 年から 2002
年までの間、テーマを決めたディスカッションを主体とする月１回程度の定例会開催を中
心に、総開催回数は 42 回を数える。メンバーのほとんどは、30 代から 40 代前半のいわゆ
る女性総合職であり、企業や公的機関の管理職ポストにある。それ以外のフォーラムは、
                                                 
12本フォーラムの名称は「英語でお茶会」となっているが、これはフォーラムの立ち上げの中心となったメンバーが、
海外留学経験者であり、帰国後、その語学力を維持・向上することを主目的として創設したことに由来するが、1998
年の創設以来、毎月の定例会の回を重ねるにつれ、その目的は、語学力維持・向上から相互の交流、情報交換等にシ
フトしていった。 
13
英国や紅茶といった風物を好む同好の士的な色彩が強いフォーラム。配信されていたメールマガジンの内容も、英国
人のエッセイや現地レポート、米語とは異なる英語の言い回し、英国で視聴率の高いＴＶ番組評論など、英国マニア
を主要読者としており、東京近郊在住の読者のフォーラム参加率は極めて高かった。 
14
英国大好きさんサークルの兄弟メルマガとして、同じく、英国風物や紅茶セミナーのレポート、紅茶コーディネータ
ー資格やアロマセラピー資格取得に関する情報を発信していた。フォーラムでは，本場のアフタヌーンティーを楽し
みながらの懇談をメインにしていた。  
15
主宰者は、働く女性を対象に、文字通りエールを送る趣旨でメルマガを配信していたが、そこから発展してカウンセ
リングやアドバイスを行う会合を定期的に開催。前者３つのフォーラムとコラボレーションにより、紅茶セミナーや
アフタヌーンティーパーティーの企画開催なども手がけ、これら４フォーラムへの参加者には重複する者もいた。 
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年齢や性別、職業による制限を設けてはいないが、大半がパート・アルバイトを含む有職
女性である。 
質問構成は、｢参加動機｣「フォーラムの雰囲気の評価」「参加により得られる便益の実
現度」「参加により得られる便益の重要度認識」「ネットワーキング指向」の５ジャンル
に加え、「フォーラム参加の総合満足度」「フォーラムのインターネット代替許容度」等
について、各評価項目をリッカート型７点または５点尺度で選択してもらった16。得られた
回答データをもとに定量分析を行うとともに、回答者の中から、インタビューに応じた４
名をメンバーとするミニ・フォーカスグループディスカッション（FGD）17及び、実際にオ
フ会を主宰していた者へのデプスインタビューからなる定性分析により、一連の定量分析
による仮説検証を補完する手法をとった。 
 
３．３ ネットワーク評価視座に関する実証分析 
 
 本節では、アンケート調査結果から、実際のネットワークメンバーの評価視座の抽出を
目指し、定量的及び定性的な分析手法に基づき、考察を行う。 
 
３．３．１ フォーラム参加者のネットワーク評価に関する定量分析結果 
 
 まず、対面方式でのフォーラム活動への参加に関する評価の視点を、定量的に分析する。 
 
３．３．１．１ フォーラム参加者のネットワーキングに対する認識の分析と把握 
 
フォーラム参加者の当該ネットワーキング参加の評価の実態を把握するため、アンケー
ト調査項目のうち、フォーラム評価に関する５ジャンルについて、それぞれ因子分析を行
い、固有値１以上を目安に抽出された因子の解釈から、回答者のネットワーク評価や期待、
実際得られた便益と重要度認識の違い等を把握した。 
「参加動機」については、表３－２のとおり２因子が抽出できた18。各因子の解釈と名称
は、表３－３のとおりである。「参加動機」としては、まず、通常は出会えないような他
の参加者と交流し、真実の情報を得て自らの成長の糧にしようとする「成長向上因子」が、
ついで、他から情報を獲得し、学びつつ関係者と親交を深めようという「情報交流因子」
が抽出された。 
 
                                                 
16
アンケート項目は、金井（1994）を参考に作成し、2004 年 12 月 30 日から翌 2005 年 1 月 7日にかけてメールにより
送信・回収された。 
17
各人へのインタビュー参加への受諾を経て、フォーカスグループディスカッションは2005年3月20日に実施された。 
18
因子表の網掛け欄は、因子負荷量の絶対値が 0．5 以上の項目。以下、同じ。 
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表３－２ 「参加動機」から抽出できた因子表 
項  目 第１因子 第２因子
(1)他から学ぶ 0.042 0.84
(2)多元的な情報に触れたい 0.138 0.681
(3)親交・交流を深めたい 0.374 0.7
(4)悩み相談の相手を探して 0.317 0.58
(5)社会人としての成功例・失敗例を学び学習したい 0.725 0.263
(6)ネット上では得られない真実の情報に触れたい 0.772 0.146
(7)向上心を刺激されたい 0.7 0.287
(8)安心して生活する上での貴重な情報を獲得したい 0.846 0.098
(9)参加することで自分が成長できそう 0.75 0.213
初期の固有値 4.485 1.668
寄与率 35.008 24.706
累積寄与率 35.008 59.714  
因子抽出法：主因子法 
回転法：Kaiser の正規化を伴うバリマックス法（3回の回転で収束） 
 
表３－３ 「参加動機」に関する因子の名称と解釈 
因子 名称 解釈
第1因子 成長向上因子
他の参加者の経験や情報から自分の成長
の糧をみつけ，自らの成長の契機にしよ
うとする向上心あふれる因子．
第2因子 情報交流因子
多元的な情報を積極的に吸収し，また，
自らが抱える問題や懸念について相談し
つつ親交を深めようとする因子．
 
 
 ついで、「場の評価」に関しては、表３－４のとおり３因子が抽出され、その各因子の
解釈と名称は、表３―５のとおりである。そこでは、フォーラムの場は、同質的似た者同
士が凝集し、お互い共感を覚えつつ励まし合っているような雰囲気に加え、時には、熱し
た議論による向上が図れたり、ネットワークのオープン性を評価しつつも、必ずしも本音
を吐露してはいない部分もあることを認識しているものと解釈することができる。 
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表３－４ 「場の評価」から抽出できた因子 
項目 第１因子 第２因子 第３因子
(1)会の目的や趣旨が曖昧だ 0.127 0.495 0.246
(2)血みどろの激論もしばしばだ 0.212 0.649 0.037
(3)誰でも参加できるし受け入れら
れる -0.098 0.063 0.737
(4)面子を保ちたがるええかっこし
いが多い 0.03 0.176 0.699
(5)共通の懸念や心配事項で盛り上
がれる 0.365 0.129 0.477
(6)有益な情報が得られ，自らの進
歩につながる 0.344 0.252 0.388
(7)激論もあるが傷を舐めあう感が
ある 0.819 0.194 0.089
(8)お互いに身近な相談相手となっ
てくれる 0.867 0.203 -0.005
(9)集団療法を受けているような錯
覚に陥ることもある 0.585 0.149 0.148
(10)似たもの同士が集まっている 0.82 0.26 0.001
(11)いつも同じような話に終始
し，新規性に欠ける 0.646 0.419 0.057
(12)形式張っていない 0.141 0.454 0.278
(13)参加すると役に立つ情報が得
られるという期待感がある 0.324 0.646 0.074
初期の固有値 4.903 1.946 1.22
寄与率 25.396 13.458 12.217
累積寄与率 25.396 38.854 51.07  
因子抽出法：主因子法 
回転法：Kaiser の正規化を伴うバリマックス法(4 回の回転で反復が収束) 
 
表３－５ 「場の評価」に関する因子の名称と解釈 
因子 名称 解釈
第１因子
集団傷舐め
合い因子
相談相手としての関係者の機能を評価しつつも，
似た者同士が肩を寄せ合い集団療法を受けている
かのような雰囲気があることを認識していること
を示す因子．
第２因子
激論・高め
合い因子
激論も辞さずに討議をする厳しさがある一方，参
加することで何らかのメリットが享受できること
を認識している因子．
第３因子 かっこつけ
因子
誰もが参加できるオープンな性格を評価しつつ
も，その場に集う者の中には，周りの目を気に
し，面子を気にする参加者もいることを認知して
いる因子．  
 
「便益の実現度」については、表３－６のとおり３因子が抽出され、その名称と解釈は
表３－７のとおりである。これによれば、フォーラム参加で実現し得たと評価している便
益としては、キャリアアップのための道具的情報や同質のメンバーたちの経験を学び、そ
の場を擬似的な戦略的思考の鍛錬の機会と位置付け活用し得たとして評価している実態が
明らかとなった。 
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表３－６ 「便益の実現度」から抽出できた因子 
項目 第１因子 第２因子 第３因子
(1)自分以外の人の仕事の関する知識 0.133 0.695 0.111
(2)寂寥感の緩和 0.193 0.645 0.019
(3)女性管理者としてのケーススタディ 0.248 0.738 0.281
(4)共通意識の醸成 0.236 0.668 0.279
(5)自己のアイデンティティ 0.707 0.343 0.06
(6)広範な接触 0.741 0.249 0.012
(7)アイディアの移入 0.688 0.204 0.239
(8)仕事環境の情報入手 0.919 0.101 0.058
(9)キャリア探索 0.77 0.166 0.188
(10)絆や人間関係の進化 0.311 0.381 0.381
(12)非公式のマーケティング用具 0.538 0.165 0.197
(13)経験共有化 0.116 0.179 0.854
(14)戦略的思考の鍛錬 0.139 0.16 0.768
初期の固有値 2.623 2.229 1.912
寄与率 16.18 13.092 11.008
累積寄与率 16.18 29.272 40.28  
因子抽出法：主因子法 
回転法：Kaiser の正規化を伴うバリマックス法(５回の反復で回転が収束) 
 
表３－７ 「便益の実現度」に関する因子の名称と解釈 
因子 名称 解釈
第１因子
仕事関係情
報因子
他の参加者の仕事環境に関する情報
を獲得し，自らのマーケティング用
具として他の参加者を活用したり，
キャリアアップ，ステップアップに
関する情報探索を行おうとする因
子．
第２因子 肩寄せ合い仲間因子
お互いの経験や情報を共有し，あわ
せてケーススタディも行いながら，
寂寥感を緩和するための肩寄せ合い
機能を評価する因子．
第３因子 経験共有鍛錬因子
関係者と共通の経験や情報を確認し
た上で，社会人としての戦略的思考
を訓練する機会としての機能を当該
フォーラムに期待していることを表
す因子．  
 
一方、「便益の重要度」については、表３－８のとおり３因子が抽出でき、その名称と
解釈は、表３－９のとおりである。ここから、便益の重要度認識としては、便益の実現度
認識の場合とほぼ同様の因子が抽出されているが、そこには、道具的アウトプット、表出
的アウトプットの双方が混在して認識されていることがわかる。 
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表３－８ 「便益の重要度」から抽出できた因子 
項目 第１因子 第２因子 第３因子
(1)自分以外の人の仕事の関する知識 0.113 0.624 0.056
(2)寂寥感の緩和 0.178 0.555 0.098
(3)女性管理者としてのケーススタディ 0.224 0.859 0.145
(4)共通意識の醸成 0.258 0.599 0.237
(5)自己のアイデンティティ 0.824 0.179 0.108
(6)広範な接触 0.775 0.23 0.108
(7)アイディアの移入 0.643 0.246 0.183
(8)仕事環境の情報入手 0.91 0.153 0.126
(9)キャリア探索 0.78 0.246 0.159
(10)絆や人間関係の進化 0.309 0.327 0.343
(12)非公式のマーケティング用具 0.561 0.19 0.309
(13)経験共有化 0.184 0.19 0.907
(14)戦略的思考の鍛錬 0.175 0.137 0.852
初期の固有値 2.623 2.229 1.912
寄与率 16.18 13.092 11.008
累積寄与率 16.18 29.272 40.28  
因子抽出法：主因子法 
回転法：Kaiser の正規化を伴うバリマックス法(4 回の反復で回転が収束) 
 
表３－９ 「便益の重要度」に関する因子の名称と解釈 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今回行った因子分析の結果からは、便益の「実現度」と「重要度」については、差が見
られなかった。この双方とも、３つの因子が抽出され、各因子を構成する因子負荷量の大
きな項目も、各因子において、同一の変数が選択された。これは、ある意味、当然の結果
と言えるかもしれない。しかしながら、本調査に先立って実施したプレ調査19の結果におい
ては、たとえば「実現度」においては、まずアイディアの移入や自分以外の仕事に関する
知識の取得と自己確認の側面が認識されているのに対し、「重要度」としては、非公式な
                                                 
19 サンプル数は「英語でお茶会」参加者のうちの 22 名と限定的であった。 
因子 名称 解釈
第１因子 仕事関係情
報因子
他の参加者の仕事環境に関する情報
を獲得し，自らのマーケティング用
具として他の参加者を活用したり，
キャリアアップ，ステップアップに
関する情報探索を行おうとする因
子．
第２因子
肩寄せ合い
仲間因子
お互いの経験や情報を共有し，あわ
せてケーススタディも行いながら，
寂寥感を緩和するための肩寄せ合い
機能を評価する因子．
第３因子 経験共有鍛
錬因子
経験の共有化を踏まえ，社会人とし
ての戦略的思考を訓練する機会とし
ての機能を当該フォーラムに期待し
ていることを強調する因子．
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マーケティング用具としての機能や戦略的意思の鍛錬の機会、ケーススタディの機会など
道具的20・功利的側面を重視する傾向が強いとの差が把握できたところである。 
今回の分析結果からは、両者の差を把握することは難しいが、個別の因子負荷量に着目
すると、そのウェイトにはいくつかの差が垣間見られる。そこで、この差を定量的に検証
するため、便益の「実現度」と「重要度」につき Wilcoxon 検定21を行い、個別の項目に関
するフォーラム参加者の評価の視座の把握を試みたところ、その結果は、表３－１０のと
おりである22。これによると、「寂寥感の緩和」「共通意識の醸成」「広範な接触」「仕事
環境の情報入手」の４項目以外の９項目について、回答者はそれぞれの「実現度」と「重
要度」に関して異なる評価をしているとの結果が得られた。しかも、統計的に有意な差が
みられた９項目全てにおいて、「実現度」が「重要度」を凌駕して高く評価されているこ
とが判明した。 
 
表３―１０ Wilcoxon の符号付順位検定結果 
  重要度平均 実現度平均 実現度-重要度 Z 漸近有意確率 (両側)
（１）自分以外の人の仕事に関する知識 3.92 4.08 + 3.03 0
（２）寂寥感の緩和 3.83 3.89 + 0.74 0.46
（３）女性管理者としてのケーススタディ 3.65 3.86 + 3.37 0
（４）共通意識 3.53 3.61 + 1.48 0.14
（５）自分のアイディアの試験的確認 2.61 2.76 + 3.2 0
（６）広範な接触 2.64 2.63 - 0.06 0.95
（７）アイディアの移入 2.93 3.12 + 3.14 0
（８）仕事環境の情報入手 2.53 2.62 + 1.8 0.07
（９）キャリア探索 2.74 2.84 + 2.19 0.03
(10)絆や人間関係の深化 3.28 3.76 + 7.11 0
(12)非公式のMKG用具 2.63 2.84 + 3.95 0
(13)経験共有化 3.26 4.14 + 10.71 0
(14)戦略的思考の鍛錬 3.28 4.15 + 10.38 0
P<0.05を有意とする．
 
 
この９項目を考察すると、フォーラム参加者は、ネットワーキングから得られる情報や
知識の価値を評価していることに加え、社会人としての仕事関係の新規情報や自らのアイ
ディアの試験的確認といった側面、特に、道具的な機能面にかかる便益の実現度について
高く評価していることがわかる。これは、インターネット活動から派生したフォーラム活
                                                 
20 金井(1994)においては、Lin(2001b)が整理したネットワークの「道具的」リターンを「用具的」リターンと称して
おり、本章における実証にかかる調査設計においても、それを踏襲し、マーケティング用具、用具的便益等と表記し
たが、本論では、「道具的」という用語に統一する。その意味するところは、原語で「instrumental」であり、同意
である。 
21
対応のある２群の標本集団において、それらの母集団平均値に差があるかを検定する手法。各ペア間で絶対値の差を
とり、その差の大きさの順位を付けて、第一群が大きいペアの順位合計と、第二群が大きいペアの順位合計を求め、
これら順位合計のうちの小さい方を検定統計量として用いる。母集団の分布を仮定しないノンパラメトリック検定。 
22
漸近有意確率が低いほど２つのサンプルの母集団に差があることを意味する。ここでは、有意確率（両側）0.05 を帰
無仮説棄却の基準とした。 
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動に参画する過程を通じ、より目的合理主義的にネットワーク機能を活用し、そこから当
初期待していた以上の便益を実現できたとして、フォーラムの対面方式によるヒューマン
ネットワークの「道具的」リターンをもたらす投資効果を肯定的に評価しているものと解
釈することができよう。 
最後に、「ネットワーキング指向」からは、表３－１１のとおり３因子が抽出できた。
その名称と解釈は、表３－１２のとおりである。 
 
表３－１１ 「ネットワーキング指向」から抽出できた因子 
項目 第１因子 第２因子 第３因子
(1)自分が与えた恩への見返りは期待してしまう 0.734 0.105 0.229
(2)参加者は早期に入れ替え活性化が望ましい 0.445 0.186 0.325
(3)他人には依存したくない 0.808 0.18 0.166
(4)専門家より経験者の知恵のほうが重みがある 0.775 0.216 0.114
(5)フォーラムの安定化のためにはメンバーシップの
固定も一案だ 0.493 0.584 0.143
(6)旧知の人以外とは共通の話題がない 0.666 0.428 0.029
(7)一度会っただけでも友人だと思える 0.408 0.757 0.228
(8)とりあえずは似た者同士でつるみたい 0.493 0.739 0.127
(9)他人の助けは借りたくない 0.65 0.542 0.084
(10)友人はコネ機能がゆえに重要だ 0.668 0.35 0.131
(11)緩やかなネットワークでの情報探索が好み 0.034 0.425 0.261
(12)ネットワークはギブアンドテイクだ 0.145 0.026 0.824
(13)対人ネットワークの中に自分のロールモデルがい
る 0.134 0.231 0.773
(14)自分ひとりで情報源を模索するより人づてに探索
するほうがラク 0.149 0.199 0.704
初期の固有値 6.723 1.896 1.129
寄与率 28.699 17.558 15.366
累積寄与率 28.699 46.257 61.623  
因子抽出法：主因子法 
回転法：Kaiser の正規化を伴うバリマックス法(6 回の反復で回転が収束) 
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表３－１２ 「ネットワーキング指向」に関する因子の名称と解釈 
因子 名称 解釈
第１因子
功利的自立
因子
友人をコネ機能がゆえに評価する功
利的側面をもちながら，他人に依存
したり助けを借りることを潔しとは
しないとする因子．
第２因子
似た者同士
閉鎖サーク
ル因子
とりあえずは，話しやすい似た者同
士でつるみたいと考えており，関係
者の固定的安定的関係を重視，これ
に期待しつつも，自らは自立してい
るとの認識を表す因子．
第３因子
ちゃっかり
因子
必要な情報獲得において，他のメン
バーから得られる情報価値を認識・
評価しつつ，ネットワークを用具的
にフル活用しようとする因子．  
 
これらを解釈すると、ネットワーク構成員は、自らは自立しており、他人に依存したり、
助けを借りることは潔しとしないながらも、似た者同士＝同質的なメンバーで凝集するこ
とを好んでいる傾向がうかがえるのと同時に、ネットワークから何らかの情報を獲得しう
るとする機能とその価値を認識しており、特に経験者や人生の先輩格から得られる新規情
報を貴重なものと位置付けている。これは、いわば、現時点では持ち合わせていない情報
へのアクセスを可能とするネットワークの「道具的」リターンの典型的パターンとも言え
よう。一方で、今回の実証分析の結果からは、ネットワーク構成員は、いわゆる情報探索
における「弱い紐帯の強み」を経験値として認識し、これを自らのネットワーク活用のメ
リットとして明示的に意識しているとの結果は得られなかった。 
また、ネットワークの開放性の代替変数と位置づけた「参加者の早期入れ替え活性化が
望ましい」や「一度会っただけでも友人だと思える」、一方で、閉鎖性の代替変数と位置
づけた「フォーラムの安定化のためにはメンバーシップの固定も一案だ」、「旧知の人以
外とは共通の話題がない」、また、特に「とりあえずは、似たもの同士でつるみたい」と
いった項目については、各ネットワーク構成員の意識における代表的視座に包含される傾
向であると言え、一概に、ネットワークの閉鎖性と開放性のいずれが指向されているかを
断ずることはできないとの結果となった。しかし、これと同時に、ネットワークにおける
「ギブアンドテイク」の関係は自覚されており、互酬の繰り返しと相互のコミットメント
を通じた関係的埋め込みの強化による相互信頼の派生と互恵的関係の創出、そして、そこ
で行われる情報探索により、道具的、表出的両面にわたるリターンが獲得されるというネ
ットワーク効果については、明確に認識されていると解釈することができる。 
 
３．３．１．２ フォーラム参加者のネットワーキング評価の要因解析の試み 
 
ついで、フォーラム参加者の「総合満足度」を規定する要因の解析を試みる。ここでは、
乗法的な評価モデルを仮定して、総合満足度を被説明変数とし、便益の実現度に関する各
変数および各個人のネットワーキング指向に関する変数を対数化して説明変数候補とし、
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重回帰モデル式の構築を行ったところ、その決定係数は 0.561、分散分析結果からもモデル
は信頼できるものと判断した（表３－１３、３―１４）。 
 
表３－１３ モデルの決定係数 
.753(d) 0.567 0.561 0.22213
推定値の標
準誤差ﾓﾃﾞﾙ R R2 乗
調整済み
R2 乗
 
 
表３－１４ 分散分析結果 
ﾓﾃﾞﾙ  平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 18.119 4 4.53 91.802 .000(d)
残差 13.816 280 0.049  
全体 31.934 284    
 
ここで得られたモデル式の係数（表３－１５）に着目し、その解釈を試みると、フォー
ラム参加に関する総合満足度を規定する要因として、「人づての情報探索」、「共通認識
の醸成」、「非公式なマーケティング用具」、「ネットワークにロールモデルがいる」の
４変数が要因として選択され、参加者のフォーラム評価の視座としては、対面方式の会合
参加により、人脈による情報獲得機能にとどまらず、その前提となる「共通認識の醸成」
や「非公式なマーケティング用具」、「ネットワーク上のロールモデルに学ぶ」といった
目的に資する合理主義的要因や自己向上のための機会としての機能が満足度を規定してい
ると解釈できる。 
 
表３－１５ 総合満足度を規定する項目と係数 
標準化係数 t 有意確率
B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ   
0.053 0.066  0.801 0.424
0.423 0.047 0.47 8.918 0
0.209 0.048 0.193 4.319 0
0.121 0.03 0.172 4.067 0
0.157 0.053 0.154 2.979 0.003
共通認識の醸成
 非公式なマーケティング用具
 ネットワークにロールモデルがいる
非標準化係数
(定数)
人づての情報探索
 
 
次に、こうした対面方式のフォーラム活動とインターネット上に限定したバーチャルな活
動とを対比する観点から、フォーラム活動のインターネット代替許容度に関する回答デー
タを用い、代替許容度を規定する要因解析を行った。乗法的な評価モデルを仮定し、ネッ
ト代替許容度を被説明変数とし、便益の実現度と各人のネットワーキング志向に関する項
目を説明変数候補として重回帰モデル式を得た。その決定係数は0.471、また分散分析の結
果等から当該モデルは信頼できるものと判断した(表３－１６、３－１７)。 
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表３－１６ モデルの決定係数 
.686(a) 0.471 0.415 0.28691
推定値の標
準誤差ﾓﾃﾞﾙ R R2 乗
調整済み
R2 乗
 
 
表３－１７ 分散分析 
ﾓﾃﾞﾙ  平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 18.73 27 0.694 8.427 .000(a)
残差 21.074 256 0.082  
全体 39.804 283    
 
モデル式に照らすと、「メンバーの早期入れ替えを望む」等５つの変数が選択された（表
３－１８）が、対面方式のフォーラム活動に参加する者の意識において、潜在的、顕在的
を問わず、インターネット活動とは異なる便益が評価されているとの解釈が成立する。た
とえば、「メンバーの早期入れ替えを望む」程度が高まる、つまり、ネットワークの開放
性を望む傾向が高いと、インターネットで十分対応できる、つまり、有効な情報獲得にお
けるインターネットの橋渡し的機能を肯定的に評価する傾向が強いことを意味する。この
ことは同時に、固定的メンバーシップを好むほど、インターネットでは代替できない凝集
性や同質性といった強固な関係性から得られる効果や機能を対面式のフォーラムに求める
傾向が強まることを意味すると考えられる。また、他人に依存したくないとする程度が高
まると、インターネットでは代替できず対面方式のフォーラムへ機能への期待が高まる。
また、緩やかなネットワークによる情報収集が好みとする傾向が強まると、インターネッ
トでは代替できず、対面方式のフォーラム活動に期待する向きが顕著になるという結果を
得た。これは、ある意味、インターネットにおけるネットワーク構造が、閉鎖的あるいは
結合的な傾向に陥りがちであるとし、有益な情報を探索するには、より開放性があり、異
質な情報源を持ちうる異質な集団とのリンケージを可能とする対面式のフォーラム機能を
より評価することを意味するものとも解釈できる。 
さらには、旧知の人以外とは共通の話題がないとする傾向が強まると、ネットを評価する
傾向が強まることがわかる。これは、インターネットのネットワークの紐帯構造として、
「結合的」機能面に期待する傾向が強まることを意味しているものと考えられる。また、
一度会っただけでも友人と思える、すなわち、当該者が、橋渡し的な柔軟で開放的指向を
持っている場合には、ネット上での相互作用で他のメンバーと十分に親しくなることが可
能であり、有用な情報の獲得等を円滑に行いうるとして、対面方式にこだわることなく、
インターネット上での活動を評価（ネットでの代替を許容）する傾向が強まると解釈でき
る。 
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表３－１８ ネット代替許容度を規定する項目と係数 
標準化係数 t 有意確率
B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ   
(定数) 0.264 0.121  2.176 0.03
メンバーの早期入れ替
えを望む -0.141 0.06 -0.149 -2.347 0.02
他人には依存したくな
い 0.175 0.073 0.191 2.384 0.018
旧知の友人以外とは共
通の話題がない -0.149 0.074 -0.174 -2.029 0.043
一度会っただけでも友
人と思える -0.232 0.089 -0.239 -2.588 0.01
緩やかなネットワーク
による情報収集が好み 0.583 0.064 0.522 9.041 0
非標準化係数
 
 
これらを総合的に解釈すると、他人には依存したくないというように自立心が旺盛で、
ネットワークを駆使して情報を積極的に獲得しようという意欲的な傾向が高いと、インタ
ーネットばかりでなく、対面方式のフォーラム機会を評価する傾向が高まる一方で、固定
的なメンバーシップを好んだり、友人関係の構築に慎重であったりする場合には、インタ
ーネットで得られるリターンだけでは満足することなく、顔を合わせて関係的コミットメ
ントを確認しつつ強化し、互恵性の繰り返しによる関係的信頼を醸成することを通じ、効
果的な情報交流、情報獲得に帰結していく傾向があると解釈できる。 
なお、インターネット代替許容度の要因解析におけるモデル式の決定係数が若干低かっ
たことから、これを補足するべく、インターネット活動関連の変数により制御をかけた場
合の偏相関の結果は、表３－１９のとおりである。 
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表３－１９ インターネット活動関連の変数により制御をかけた場合の偏相関 
 
制御変数  なし ネット利用頻度 チャット・掲示板 メルマガ 非公式会合
相関 0.038 0.096 0.050 0.033 0.038
有意確率 (両側) 0.506 0.289 0.381 0.566 0.511
相関 0.008 0.147 0.013 0.004 0.001
有意確率 (両側) 0.886 0.103 0.826 0.949 0.987
相関 0.153 0.342 0.158 0.149 0.152
有意確率 (両側) 0.007 0.000 0.005 0.009 0.008
相関 0.194 0.344 0.198 0.191 0.193
有意確率 (両側) 0.001 0.000 0.000 0.001 0.001
相関 0.111 0.057 0.127 0.116 0.120
有意確率 (両側) 0.049 0.525 0.025 0.041 0.035
相関 0.094 0.081 0.102 0.098 0.099
有意確率 (両側) 0.097 0.369 0.074 0.086 0.082
相関 0.095 0.103 0.106 0.097 0.102
有意確率 (両側) 0.091 0.254 0.062 0.089 0.075
相関 0.140 0.106 0.148 0.142 0.145
有意確率 (両側) 0.013 0.238 0.009 0.013 0.011
相関 0.160 0.182 0.177 0.168 0.171
有意確率 (両側) 0.004 0.042 0.002 0.003 0.003
相関 0.251 0.426 0.248 0.245 0.248
有意確率 (両側) 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
相関 0.263 0.272 0.268 0.262 0.265
有意確率 (両側) 0.000 0.002 0.000 0.000 0.000
相関 0.238 0.321 0.232 0.230 0.232
有意確率 (両側) 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
相関 0.272 0.348 0.267 0.266 0.267
有意確率 (両側) 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
問3(３)参加便益の実現度　-　共
通意識の醸成
問3(３)参加便益の実現度　-　社
会人としてのケーススタディ
問3(３)参加便益の実現度　-　寂
寥感の緩和
問3(３)参加便益の実現度　-　自
分以外の人の仕事の情報を得る
問3(３)参加便益の実現度　-　戦
略的思考の鍛錬
問3(３)参加便益の実現度　-　経
験の共有化
問3(３)参加便益の実現度　-　非
公式のマーケティング用具
問3(３)参加便益の実現度　-　人
間関係、絆の深化
問3(３)参加便益の実現度　-
キャリア探索
問3(３)参加便益の実現度　-　仕
事環境の情報入手
問3(３)参加便益の実現度　-　ア
イディアの移入・拝借
問3(３)参加便益の実現度　-　広
範な接触
問3(３)参加便益の実現度　-　自
己のアイデンティティの確認
 
 
これによると、特に、インターネットの利用頻度で制御した場合のネット代替許容度と
各機能の実現度評価の相関に着目すると、「社会人としてのケーススタディ」「共通意識
の醸成」「キャリア探索」「人間関係の深化」「非公式のマーケティング用具」といった
項目との相関が高まることがわかる。すなわち、これら項目が実現したとの評価が高いほ
ど、インターネットでの代替が可能とする傾向は弱まる、つまり、対面方式での会合を評
価する傾向が強まるという結果を得た。これを、ネットワーク効果としての「道具的」、
「表出的」リターンに照らして解釈しなおすと、「ケーススタディ」、「キャリア探索」、
「マーケティング用具」としての活用といった「道具的」リターンに加え、「共通認識の
醸成」や「人間関係の深化」といった「表出的」リターンが得られたとする場合には、イ
ンターネット上のネットワークよりも対面でなされる濃密な交換関係に期待し、これを評
価する傾向が高いことがわかる。この結果からは、ネットワークが構成される媒体の如何
によって、リターンの性格が異なるという明確な機能分離が認識されているわけではなく、
各ネットワーク構成員の個々のネットワーク指向にも依存しつつも、その異なる２つのネ
ットワークの特徴や機能を複合的に認識・評価され、補完的にこれらを活用していること
が実証できたと考えられる。 
 
３．３．１．３ フォーラム参加者のネットワーキング類型 
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 なお、ここまで考察してきた、フォーラム参加者のネットワーキングに関する多面的な
認識の実態をソーシャルキャピタルの２類型に照らして改めて再整理を試みると、主に、
「参加動機」からは、橋渡し機能（情報交流因子）、「場の評価」からは、結合機能（集
団傷舐め合い因子）、「便益の実現及び重要度」からは、結合機能（肩寄せ合い因子等）
と橋渡し機能（仕事関係情報因子）、「ネットワーキング指向」からは、結合機能（似た
者同士閉鎖サークル因子）及び橋渡し機能（ちゃっかり因子）の両面が抽出され、ネット
ワーキングに伴う集団のパタンを、結合型と橋渡し型に明確に峻別して位置付けることは
必ずしも適当ではなく、両面併せ持つ傾向が見られるところである（図３－１）。 
 このことは、前述の Norris 氏の類型化にいう混合型が意味するように、少なくとも、今
回分析対象としたフォーラム活動に参画する各人の意識や評価の体系においては、同質の
メンバーシップで内向的に強固な紐帯関係を構築することを望み、そこでのネットワーク
リターンを評価する結合的傾向と、同質的ネットワークにおいても、異なる集団やクラス
ターに属するメンバーとも積極的に交流し、そこでのネットワークリターンを評価する橋
渡し的傾向とが混在することにより、トータルとして、ヒューマンネットワークの機能を
評価していると解釈すべきであろう。そして、そこで実現し得たとして評価されている便
益やその重要視度においては、ネットワーク参加のアウトプットとして、どちらかという
と同質的仲間とのネットワーキングにおいて、その共通基盤上にありながら、多様な経験
を積み、多くの壁を乗り越えてきた他者の自らとは異なる経験に学び、自らの鍛錬の機会
としての活用価値を認めていたり、表出的な肩寄せ合っての励まし合いというリターンに
も評価の目が向いている。これらのことを総合的に勘案するならば、本章で調査対象とし
た女性キャリア群をメンバーとする自発的・同質的ネットワークにおいては、先に第２章
において、ソーシャルキャピタル論に関して整理した論点のうち、紐帯の強弱について、
強い紐帯を巡るいくつかの仮説を裏付けるものとも位置付けられよう。すなわち、社会的
に少数派であり、公私にわたり種々の課題に直面している彼女たちが、同様の状況にある
同質のメンバーシップにおける内向的な強固な絆における精神的な支援や情報交換を一義
的には求めていることを検証し得たとも考えられる。しかし、そこでは単なる「表出的」
リターンをのみ期待し、評価するのではなく、「道具的」リターンを獲得しようとする積
極的な姿勢も垣間見えるところであり、そうしたネットワーク効果については、参加の回
数を重ねるに連れ、実感として彼らの間に認識され、その過程で体験する互酬の繰り返し
は互恵性を生み出し、メンバー相互間に関係的コミットメントと信頼を醸成しているもの
と考えられる。 
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図３－１ フォーラム参加者のネットワーク評価視座 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．３．３ フォーラムのネットワーク評価に関する定性分析結果 
 
本節では、前節における定量分析手法により、得られた結果を補足するため行った２つ
の定性分析結果を考察する。定性分析としては、より具体的に対面方式のフォーラム参加
者のネットワーク機能から得られるリターンの認識の実態を把握し、彼女たちの安心・安
全な生活確保において、社会ネットワークが有効であることを検証することを目指し、モ
デレーター以外４名から構成されるフォーカスグループディスカッション23（以下、「ＦＧ
Ｄ」と略する。）と、フォーラムの主宰者へのデプスインタビューを行い、一連の定量分
析結果による仮説検証をさらに補足することとした。 
 
３．３．３．１ ミニフォーカスグループディスカッションから得られた知見 
 
最初に、複数のメンバーから構成されるＦＧＤから得られたネットワーク機能と便益に
関する認知と評価に関する知見を考察する。まず、４名の参加者には、フォーラムから実
                                                 
23 「フォーカスグループディスカッション」方式は、「当該テーマに対して関心度の高い人」「気後れせず積極的に
発言する人」を 7、8 名程度選別し、ディスカッションを通じて集団内の参加者同士の交互作用と彼らの自発性を活用
する点を特徴とする。今回は、研究計画上の時間的制約から、モデレーター以外の参加者を４名とする、ミニ・FGD
形式により実施した。 
ネットワーキング指向
場の雰囲気の認識
参加動機
実現された便益 重要視する便益
成長向上、情報交流
因子【橋渡し指向に
よる新規性へのアク
セス】
集団傷舐めあい、療法的
激論・高めあい
【結合指向による表出的
（+道具的）アウトプット指向】
　　仕事関係情報、経験共有鍛錬
　　　・・・　【道具的アウトプット指向】
　　肩寄せ合い
　　　・・・　【表出的アウトプット指向】
　【同質性・凝集性の中での多様性指向】
功利的自立、
似た者同士閉鎖サークル、
ちゃっかり因子
【結合・橋渡し的傾向の混在】
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際に得られた便益を、①表出的便益24、②確認的便益25、③用具的便益26の 3 要素に分類し、
総合得点が 100 点となるように点数を相対的に割り振ってもらった上で、自由な発言を促
した27。そこから、「KJ 法28」および「評価グリッド法29」の手法を用い、回答者が潜在的
に認識している評価や期待についてキーワードの抽出を行った。なお、このＦＧＤへの参
加者 4名の属性およびプロフィールは、表３－２０のとおりである30。 
 
表３－２０ ＦＧＤ参加者のプロフィール 
Ａ氏：英国の某マーチャントバンク（当時）に入行．その後，シカゴ
大学，英国ロンドン大学留学．現在，外資系金融機関管理職．既婚，
三児の母．国際結婚．
Ｂ氏：中央官庁管理職，地方自治体管理職（単身赴任）を経て，現
在，公益法人に出向中．既婚，二児の母．
Ｃ氏：国内大学修士課程，博士課程修了後，英国カーディフ大学留
学．現在，都内私立大学助教授．独身．
Ｄ氏：米国高校，大学を経てロンドン大学留学．外資系コンサルティ
ング企業を経て，現在，研究機関のシニアリサーチャー．独身．
 
 
この結果、フォーラムにおける情報獲得機能の潜在的評価視点として、①公的立場を離
れた情報獲得、②緊急性の高い生活情報獲得、③問題遭遇時の対処策と精神的支援、④転
職情報の獲得、の４点が抽出でき、冒頭、評価機能として分類した３要素のうちの「道具
的」機能面が顕著に評価されているとの結果を得た。参加者たちは、一様に、「日ごろ仲
の良い旧知の仲間には話しづらい秘密事項も、利害関係なしで情報交換がしやすく」「中
核的参加者が連れてくる一見さん的参加者から得られる情報に価値の大きいものが多かっ
                                                 
24
気がかりなこと、心配や問題点などを意見表明し、周りの人々の言うことに耳を傾けること。あるいは、自分の悩み
や懸念について、とにかく聞いてもらうこと。言いっぱなしでもかまわないとする要素を、ここでは「表出的便益」
と定義した。 
25
他の人の経験や助言を通じ、自分のやっていることを再確認し、納得すること。あるいは、他の人との情報交換を通
じ、自分のアイデンティティを確認し、自信を回復する要素を、ここでは「確認的便益」と定義した。 
26
自己の目的を実現する上で必要な情報を獲得すること。また、そのために必要な情報の所在を確認する等、他の人々
を実用的な資源として活用する要素を、ここでは「用具的便益」と呼称する。これは、金井（1994）の訳による。Lin(2001b)
の「道具的（instrumental）」と同義である。 
27
この３分類方式は、金井(1994)に倣った。 
28
「KJ 法」は、「フォーカスグループディスカッション」から得られた意見、または各種の調査の現場から収集された
雑多な情報を１枚ずつカードに書き込み、それらのカードの中から近い感じのするもの同士を２、３枚ずつ集めてグ
ループ化し、それらを小グループから中グループ、大グループへと組み立てて図解する作業の中から、テーマの解決
に役立つヒントやひらめきを把握する手法。 
29「評価グリッド法」はパーソナルインタビューで用いられることの多い手法の一つで、人間が「何を知覚して」その
知覚から「どのような理解をし」、そこに「どのような価値を見出して」いるのか、という回答者が持つ評価構造を
明らかにし、視覚的に階層構造として表現することを可能とする。客観的かつ具体的な理解（例：商品スペックや具
体的な施設名など）を下位概念に、「入りやすい⇔入りにくい」といった感覚的理解を中位に、さらに「快適な市民
生活に役立つ⇔役立たない」といった抽象的価値判断を上位概念とした、各人に固有の「物事を理解・判断する階層
的な仕組み」を明らかにする。 
30
FGD メンバーの 4 名は、いずれも「英語でお茶会」の参加者である。 
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た」「親密すぎず、相互に似た者同士という暗黙の仲間意識が心強く感じられる」、「異
業種や普段出会わないような参加者との交流は実に刺激的であった」といった発言が得ら
れ、対面方式による情報交換の意義について、いわば、橋渡し型ネットワーキングの機能
評価、またそこで得られる道具的、表出的リターンの数々が、明確に認知され、評価され
ていることがうかがえた31。 
また、彼女等は、フォーラム活動をインターネット活動と比較した場合の特徴として、
①顔をあわせることで親近感が増す、それは少ない回数であったとしてもインターネット
上での濃密な交流をはるかに超える印象と信頼感をもたらす、②その場におけるサプライ
ズな出会いが期待できる、③顔を合わせて交流を重ねるうち、お互いを尊重しあえる仲間
関係、仲間意識が醸成される、④共通の経験と共感を相互的に語り合うことで新しい発見
の中で、自らのアイデンティティ確認ができ、明日への自信を回復することにつながった、
と形容していた。このことは、特にインターネットという異なる媒体上のネットワーク機
能と、対面方式のネットワーク機能とを比較した場合、顔が見えること、インターネット
上の匿名性が排除されること等により、個別的・無限定的な関係特性が強く認知され、ダ
イアド関係による関係的信頼の醸成が生み出す効果が評価されているものと考えられる。
さらには、そのことが、インターネット上の活動に比べ、より「表出的」リターンを増幅
する効果があると認識されており、特に、社会的にいまだ少数派としての弱者としての位
置に留め置かれている彼女たちが、非公式の同質的ネットワークへの参加を通じた「確認
的」リターンの獲得機能についてこれを明示的に認識しているとの結果が得られた。なお、
サプライズな出会いへの期待という表現で、ネットワークの開放性のメリットに言及して
いる点も見逃せない点であろう。 
今回実施したＦＧＤの参加者は、いわゆる女性総合職のみであったことから、学歴、職
歴等が、フォーラム評価に何らかの影響を及ぼしていたとも考えられ、ただちに一般化す
ることには慎重にならざるを得ないが、ここで得られたフォーラム評価の視点は、対面方
式による社会的ネットワーク機能について、道具的、表出的リターンの双方からこれを肯
定的に評価し、また、フォーラムの開催という会合の機会そのものを、情報交換の場とし
て、そこで培われる互酬の繰り返しによる互恵性の確立、それがゆえに強固に構築されて
いく安定的な関係的コミットメント、さらに、そこで培われる相互作用と信頼効果として
のリターンの獲得について、認知し、評価しているとの実態が明確に把握できた。特に、
定量分析を補足するべく実施したＦＧＤインタビューからは、キャリア群としての同質性
を持ちながらも、異業種という異なるクリークに属する他者との関係性の確立によっては
じめてもたらされる情報の価値や、そこから得られる「普通では出会えないような斬新か
つ“驚愕”のコンサルティング」の場ともなっていた非公式の社会ネットワークの機能は、
                                                 
31
Ａ氏は、配偶者の突然のリストラと渡英を機に、２人の小学生の子供の教育問題に直面し悩んでいた際、フォーラム
を通じなければ出会わなかったであろう参加者から有益なアドバイスを受け、精神的支援といった表出的リターンと
あわせ、その橋渡し機能による道具的リターンを極めて高く評価しているとのコメントがあった。 
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明確に意識され、高く評価されており、これは、本フォーラムへの参加を通じて得られた
ビビッドな実体験の数々は、実際に彼女たちの安心・安全な生活を確保する上で大きな意
味を持って認識されている。 
 
３．３．３．２ フォーラム主宰者へのインタビューから得られた知見 
 
 ついで、実際にメルマガを発行しつつ、その読者を対象としたフォーラムを主宰した経
験を持つ E氏へのデプスインタビューを行い、インターネット活動と対面方式のフォーラ
ムに関する機能分担、期待の把握とあわせ、社会ネットワークの効果認識の捕捉を試みた32。
E氏は、メルマガ「OL 応援歌」を発行しつつ東京都内で定例的なフォーラム活動を主宰し
ていた。その期間は、1999 年秋から 2002 年夏までの約３年間である。また今回のアンケー
ト調査対象とした４フォーラムの各種コラボレーションを企画する上でも中心的な役割を
担っていた。インタビューにおける主な質問項目は、表３－２１のとおりである。 
 
表３－２１ デプスインタビューにおける主な質問事項 
 
主宰者として， 
メルマガのメリットは？ 
  フォーラムのメリットは？ 
  なぜ手間のかかるフォーラムを開催しようと思ったのか？ 
  両者の機能を比較すると，その特徴，強みはどう表現できるか？ 
両者にそれぞれ一番期待することは何か？ 
 
 
 このインタビューを通じ、フォーラム活動に関して、Ｅ氏から得られたコメントからは、
おおむね、次のキーワード、キーフレイズが得られた。 
①顔の見える安心感：メルマガ読者、HP 訪問者の中には、匿名性をかさに、ハンドリン
グネームを複数使い分けたり、攻撃的な書き込みをする者もないわけではなく、メルマ
ガ発行自体を休止せざるをえなかった事例33もあった。これに対し、フォーラム活動にあ
っては、顔を合わせた上で、名前や連絡先を含む個人情報を開陳することもあり、信頼
感をもって付き合える関係に発展することは容易であった。 
②異質なメンバーの相互刺激関係の創出：バーチャルな場面でのメルマガ購読や HP 訪問
の枠を踏み出し、実際にフォーラム開催場所まで足を運んでくる参加者は、おしなべて、
当該会合の開催趣旨やテーマに関して好意的、前向きで積極性にあふれる傾向があった。
                                                 
32 デプスインタビューは、2005 年 4 月 9 日に行われた。 
33 E 氏がメルマガの編集後記において、自らの出産・育児の経験談を短文で披露していたところ、読者の一部から、
メルマガの本来の趣旨にそぐわない、発行者の私的事情の情報には関心がないとして否定的な反応が少なからずあり、
一時期は廃刊も検討したとのことであった。 
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意欲的かつ異質なバックグラウンドを持つ参加者相互の交流を通じ、世話役的な中核的
メンバーも生まれ、フォーラムの企画にも参加してくれる関係に発展した。彼らを中心
に、フォーラムの場では、相互刺激、交互作用が生まれ、異なる経験談や解決策等の積
極的交換が促進され、和気藹々とした中にも向上心あふれる会に発展していく過程が見
られた。 
③主宰者へも新たな情報のフィードバック：フォーラム主宰者として、そこから得られ
る経済的メリット34は、フォーラムの準備にかかるコストや労力に比べると決して大きく
はないが、得られる達成感は何ものにも変えられない。また、自らも多様な参加者から
“斬新かつ驚愕の”経験談が聞けたり、異業種の最新動向を把握しうることもしばしば
で、フォーラムの場は、毎回、自らの勉強の場でもあった。 
もっとも、こうした心理的な便益も含め、フォーラム効果は、インターネット活動のみで
は享受できなかったものであろうが、逆に、インターネット上での活動がなければ、フォ
ーラムも誕生せず、メンバーとも出会うことはなかったこと、また、自らの留学カウンセ
リング、留学斡旋・手配という業務上の成約状況をみると、フォーラム参加者との契約成
立率がネットのみでのやりとりから達成される率よりもはるかに高いこと等が付言された。
また、フォーラムにおいては、ネット上での活動以上に、橋渡し的機能が大きく認識され
ていることが判明した。 
特に、ここで得られたコメントを、社会ネットワークを巡る論点に照らして整理するなら
ば、何よりも、ダイアドな関係性の確立による関係的コミットメントの強化により、無限
定的な関係的信頼が醸成され、ネットワークがもたらす開放性がゆえに獲得可能となる異
質かつ新鮮な情報価値は、橋渡し的な紐帯関係がもたらす経済価値とあいまって、道具的
リターンとして明確な価値をもって認識されていると解釈できる。 
 
３．４ 分析結果の評価とまとめ 
 
本章においては、２つの異なる媒体における自発的かつ非公式なヒューマンネットワー
クを取り上げ、その紐帯関係やそこでの関係性、得られるリターンの評価等につき、これ
をネットワーク構成員の主体の認知に照らして検証することを通じ、人と人との結びつき
がわが国における働く女性群の活力ある生活確保へのネットワークの有効性を考察するこ
とが目的であった。特に、ソーシャルキャピタルの争点のうち、紐帯の強弱、ネットワー
クの閉鎖性、開放性に関する命題と、昨今、急増するインターネット上のコミュニティに
おけるソーシャルキャピタルの構成に関する基本命題となっている「結合型」か「橋渡し
型」か、という問題意識に照らしてネットワーク機能と効果を考察した。 
                                                 
34
正式のカウンセリングや留学先手配フィーなどの獲得を念頭に置き、周知宣伝のツールとしてメルマガ発行やフォー
ラム主催を開始した経緯がある。 
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ここでの実証研究においては、ネットワーク効果として、具体的な昇進効果等の経済効
果を直接的に測定するのではなく、ネットワーク関係者の意識視座に基づき、「道具的」、
「表出的」というリターンの種類に応じてこれを把握することを通じ、ネットワークの潜
在的可能性と効果を確認することを目指したものである。 
本章で冒頭提示した４つの仮説の検証結果を以下に整理する。 
まず、(1)「ネットワーク構成員は、インターネット上のバーチャルなネットワークと、
対面方式によるネットワークという異なる媒体に基づく２つのネットワークの構成や機能
を峻別して認知、評価している」との仮説については、社会的紐帯関係としての橋渡し的
結節効果として、異質なクリークからの新たなる情報を獲得することで得られる「道具的」
リターンについては、対面方式のネットワークにおいて、より強く認識されているとの結
果が得られた。その一方で、インターネット上の活動においては、結合的機能がゆえにも
たらされる同質的情報価値としての「表出的」リターンがより明確に認知され、評価され
ているとの結果を得たが、ネットワークメンバーはこれらの異なる媒体上のネットワーク
の機能やそこから得られるアウトプットについて、必ずしもこれらを峻別して優劣をつけ
て評価しているとの結果は得られず、時と場合により、また、各メンバーのネットワーク
指向にも影響されつつ複合的に情報獲得効果を認知している。すなわち、媒体のいかんに
かかわらず、そこから得られるアウトプットを積極的に評価する姿勢が明確に浮かび上が
ってきたことにこそ注目すべきであろう。 
   次に、(2)「結節の２類型（結合型、橋渡し型）がもたらすアウトプットをそれぞれの集
団特性に照らし、複合的かつ補完的に使い分けている。」との仮説については、特に対面
方式によるフォーラム活動におけるリターンの評価について、ネットワーク参加の動機や
便益に関する期待と実現度を計測する過程で考察した結果、ネットワークの「結合性」と
「橋渡し性」の双方が混在して認知・評価されており、ネットワークメンバーは、ネット
ワークへの参加を通じ、互酬関係を継続することを通じ、結果として相互に互恵的な協力
や支え合いの精神や満足度といった表出的リターンと、非公式ながらも、アイディアの交
換や異なる経験の疑似体験、さらには、キャリア探索や非行式のマーケティング用具等の
道具的リターンを獲得しており、こうした２つのアウトプットを複合的に使い分け、便益
として認知・評価していると解釈できる。 
(3)「ここで考察対象とする女性群は、社会的に弱い立場に置かれており、同質的集団に
おける表出的アウトプットを求める傾向が強い。」との仮説については、ここで分析対象
とした同質的・非公式なヒューマンネットワークについて、ネットワーク構成員の属性、
社会的状況等がゆえに、互いに強く結節した特定の関係性における互酬の繰り返しと互恵
性の強化を通じ、関係的コミットメントが安定的関係に発展し、そこではダイアド（1対１）
の個別的・無限定的な関係特性が生じている実態が把握できた。当該ネットワークメンバ
ー間には、本来、同一の価値観や共通的経験が存在しており、こうしたネットワーク構築
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とネットワークにおける関係性の繰り返しによって、さらに、同一的価値観が強化・共有
され、メンバー間に更に強い相互作用と凝集性、同質性が生まれている実態が概観された。 
   しかしながら、当初想定したように、同質的集団における表出的アウトプットを求める
傾向のみならず、積極的に同質性の中での多様性とも言うべき道具的アウトプットを指向
する傾向を併せ持っているとの結果が得られ、このことは、彼女たちが、非公式なヒュー
マンネットワークを駆使して有効な道具的アウトプットをも獲得する効果を明確に認知し
ていることを意味するものと考えられる。 
最後に(4)「フォーラムの場、すなわち、対面方式での集まりの機会が、情報流通や交換
において大きな機能を果たしており、普通であれば知りあわないような遠くのクラスター
に属する人々から有益な情報を獲得しうるカタリスト的効果について、参加者はこれを認
知・評価している。」との仮説については、特に、ここで行った定性分析結果からは、フ
ォーラムの場、すなわち「情報の溜まり場」的機会が情報流通・獲得上大きな機能を果た
しており、普通であれば知り合わないような遠くのクラスターに属する人々から有益な情
報を獲得しうる効果、「橋渡し機能」について、参加者は経験的にこれを認識し、評価し
ているという結論が得られた。しかし、それについても、先に述べたとおり、基盤におか
れるのは、ネットワークメンバーの同質性と内向的志向、つまり結合要素であり、その中
での多様性や新規性を認めるといったいわば限定的橋渡し機能への期待と位置付けるべき
であろう。これは、ソーシャルキャピタルの論点の１つである「強い紐帯」が便益をもた
らす一例と位置付けることができよう。 
今回分析対象としたアンケート調査は、事前に行ったプレ調査結果を踏まえ、大規模な
サンプルを集めて実施したものである。その回答者は、４つのフォーラムにまたがってお
り、必ずしも統一的な回答データを収集しえていない懸念も残るところであり、ここで得
られた知見が単純には一般化できないものであることは十分承知するものである。しかし
ながら、本章における定量および定性分析の結果からは、そうした限界や課題を超え、女
性群が安心して生活する上で、社会ネットワーク機能が有効性を発揮することについては、
ほぼこれを確認し得たと評価したい。 
ここでの分析においては、社会においてはいまだ少数派であり、個々の社会的立場にお
いては、周りに同質的仲間と呼べるクリークがなく、社会的弱者としての立場に留め置か
れている彼女等が、非公式なヒューマンネットワークを自発的に構築し、さらには、当初
はインターネット上でのバーチャルな活動を展開していたものを、対面方式のフォーラム
活動へと発展させ、双方の機会を積極的に活用している実態を考察対象とした。そこでは、
公私にわたる社会生活を安心して営み、生存競争を勝ち抜く上で、精神的支援や寂寥感の
緩和といった表出的リターンに加え、異質かつ新規の情報や経験則を「道具的」リターン
として橋渡し的ネットワーク機能を通じて獲得しており、彼女たちは、これを高く評価し
ている実態が明らかとなった。つまり、今回分析対象とした回答者群において、社会ネッ
トワークの橋渡し機能の有効性について、彼女たちがこれを認知し、評価し、積極的に活
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用する明確な意志をもっていることを把握し得たことは、社会ネットワークの機能に大い
に期待することができ、これを活用していくべきとの示唆を与えてくれるものと考えられ
る。
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第４章 スモールワールドモデルに依拠したコミュニティネットワーク解析 
 
４．１ はじめに 
 
本章では、ソーシャルキャピタル論の本質を社会ネットワークと捉える考え方に依拠し、
そのネットワークの情報普及の有効論として「スモールワールドモデル」に着目する。こ
れにより、それを実社会における情報流通に当てはめ、実証的に分析を行うことで、理論
の正当性と問題点を明らかにすることを目指す。そこでは、特に、「スモールワールドモ
デル」において、情報伝播に大きな影響を有する connector 機能に照らし、地域社会に存
在する社会インフラが、社会ネットワークにおいて果たしうる情報流通促進上の connector
＝ハブ機能、あるいはカタリストとしての潜在的機能を発揮しているとする仮説の検証を
行う。 
 
４．１．１ 分析における問題意識と特徴 
 
 地域社会における共通価値・規範の醸成を通じた協調行動の促進による諸問題解決とい
うシナリオは大いに魅力的であり、昨今、中央政府、地方自治体をはじめ関係者において
も関心を持ち、その実践的応用も試みられているところであるが、その場合の分析のレベ
ルは、経済社会システムに置かれることが一般的であり、必ずしも社会ネットワークに根
差した解決方策の検討は行われていない状況にある。つまり、社会ネットワーク活用の観
点から必ずしも明確な指針が得られていない状況下にあって、特に、ネットワークにおけ
る信頼醸成上のカタリスト的アクターの存在が明らかになることにより、社会ネットワー
ク活用のためのヒントが見えてくることが期待される。 
すなわち、現実社会でのコミュニケーションの実態をスモールワールド型モデルにあて
はめて考察し、そこでの情報流通実態と connector 機能を発揮する一定のアクターの存在
を確認することで、翻って connector 機能を併せ持つアクターの活用可能性を検証するこ
とを目指す。こうした問題意識から導かれる本章での研究結果は、社会ネットワークに埋
め込まれたアクターの相互作用と、そこで醸成される信頼や連帯性を効率的に高める方策
を検討する上での道筋を示し、従来は、集団の再生産の側面に主たる関心がもたれていた
政策ベクトルを、社会ネットワーク機能の積極的活用に向けた明確な方向へと転換するこ
とを可能とするものと期待される。 
 
４．１．２ 本節で検証を試みる仮説 
 
そもそも経済を活性化させるためには各生産要素の生産性を向上させなければならない。
労働もその生産性を上昇させるためには、それぞれの持つ能力を向上させなければならな
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い。樋口(2003)は、各労働者がもつ潜在力をも含めた能力、あるいは生産力可能性を「人
的資本」と呼び、この資本の価値向上は自己の学習と情報の獲得で実現されるとする。こ
こでは、この情報獲得というプロセスこそ、社会的ネットワークがネットワーク構成員の
能力向上において寄与しうるところであるとの立場をとる。ここでいう情報獲得によって
得られるリターンとしては、「道具的」、「表出的」双方が想定されるが、それを可能と
する情報へのアクセス、という意味合いである。 
本章では、社会インフラの潜在的機能を地域社会の活性化問題に照らして考察した後、
地域住民を対象に実施したアンケート調査結果から、住民は、スモールワールド型の情報
流通の実態において、特に、社会インフラの本来業務面にとどまらない、外延的・付随的
な情報交流上の connector、カタリスト的機能を発揮している点を認知し、また評価してい
るとの仮説の検証を行う。 
 
４．２ 社会ネットワークにおけるハブ機能への着目 
 
本章における実証分析の考察対象とするのは、地域社会に存在する社会インフラである。
そこで、本節では、次節以降で行う、わが国の社会インフラの機能評価に関するアンケー
ト実施に先立ち、その存在意義や、これへの地域住民の信頼度について、英国の地域社会
における社会インフラや人と人との結節とそれを介在するハブ機能の存在を暗示する事例
から、それらの外延的・波及的効果とコミュニティ活性化を図る上で注目すべきポイント
を抽出することを試みる。 
 
４．２．１ ロンドン東部の荒廃地域におけるコミュニティスピリット 
 
ロンドン大学経済学・社会科学大学院（LSE; London School of Economics and Political 
Sciences）の社会排除問題分析センター（CASE; Centre for Analysis of Social Exclusion）
の Piachaud, D.(2003)は、非公式な規範や地域とのつながり、人と人との連帯感といった
要素が貧困や社会排除問題解決の上で、大きな役割を果たしうるとし、一方で、これらを
踏まえつつ、それ以外の人的資本、金融資本、物的資本、自然資本などと協調し、トータ
ルとして貧困や社会排除問題解決に対抗し、地域レベルでも、国家レベルでも問題解決に
際して活用すべき資源として、ソーシャルキャピタルを位置づけている。荒廃地域におけ
る社会問題調査を精力的に行っていることで知られる CASE は、イギリス国内で 1980 年半
ば以降大ヒットを記録している BBC１の長寿ＴＶ番組“East Enders”を彷彿とさせる調
査報告レポートを発表している。East End といえば、ロンドン東部の典型的な下町、荒廃
が進んだ地域としても有名であるが、このレポートにおいて、当該地域におけるソーシャ
ルキャピタルが地域再生・活性化において果たしうる役割と可能性について、エスノグラ
フィックな手法に基づき、綿密に分析している。 
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 この中で、ロンドン大学、CASE の副所長 Anne Power 教授と同センタ－のリサーチオフィ
サーKatharine Mumford 氏は、ロンドン市内東部のハックニー地区及びニューマン地区（ロ
ンドン市内でも最貧困地域に属する）において、約 100 の家庭にヒヤリング調査を実施し、
社会排除問題の現状と当該地域住民の生活意識に関するフィールドワークを行い、その結
果を、“East Enders: family and community in east London”(2003)にとりまとめた。
そこでは、回答者全般的に、地域住民相互の社会的ネットワークへの期待と評価が極めて
高く、地域社会すなわち、社会的ネットワークの構成員としての誇りとそれへの帰属意識
が強いことが明らかとなっている。また、本レポートでは、多民族の混合地域における共
存関係の構築の実態等とあわせ、子供たちの将来への親世代の不安、解決の道筋への展望、
公的機関支援への期待等が詳細に考察されている。 
たとえば、公的インフラ面、すなわち、鉄道、住宅、店舗、道路、公園といった物理的
インフラの充実に比べ、犯罪の低年齢化や暴力行為の増大といった社会的状況は悪化の傾
向をたどっているが、これらの深刻な状況にもかかわらず、ハックニー地区及びニューハ
ム地域の住民は、他地域の住民に比べ、近隣住民や地域の友人たちとの密接な関係の維持
に心を砕き、特に子育て世代の母親たちは、近隣者等「知った顔」への依存度がきわめて
高く、常に「お互いに求め合っている」傾向が強いことを指摘している。すなわち、経済
社会的指標の多くが悪条件を抱える地域であることを示すにも関わらず、そこに住まう地
域住民の社会的・地域的ネットワークへの評価と依存度は高く維持されている。 
Michael Young と Peter Willmott の共著による、1950 年代のロンドン東部社会を如実に
現した著書、”Family and Kinship in East London”（1992）では、社会システムが、強
固な家庭の絆や将来を見通した職業、地域ネットワークを維持しつつゆっくりとした変化
を遂げる様を分析しているが、今日は、当時に比し、社会関係ははるかに不確実性を増し
ている。その要因の一つは、伝統的に白人の労働者階級が大半を占めていたロンドン東部
地域へのクルド、西部アフリカ及び東部欧州等からの移民たちの流入であるが、依然とし
て、この地域の住民たちの大半は、他民族が自分たちの地域に移民として住み着くことを
肯定的に受け止め、特に、人種が混在することが、子供たちの将来には好ましい結果をも
たらすであろうと、社会ネットワークのオープン性、多様性や異質性への受容性の高さを
表す結果となっている。 
一方で、この地域では、他地域に比較して、人種差別、激しい威嚇や身体的攻撃等は４
倍以上の発生率に上る。人種的な緊張関係は高く、また、ほぼ全家庭が、就労の機会、居
住環境、学校のあり方、政府の援助支援の欠如等に対し、大きな危機感を持っている。し
かしながら、こうした状況にもかかわらず、調査対象家庭の９０％にものぼる大多数の住
民が、コミュニティにおける近隣者との紐帯関係、コミュニティ意識はきわめて重要であ
り、自らはこうしたネットワークの一員であることを誇りとして認識しており、他民族へ
の対抗意識や疎外意志といったものを持っていない。グローバル化の進展下にあっては、
一般的に、都市住民が激変する居住環境や人口移動、文化や民族の差異等多くの阻害要因
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に圧迫され、地域への帰属意識を弱めていくといった、広く受け入れられている議論とは
相反する結果を導いている点が実に興味深い。これは、ネットワークにおける互恵性の確
立と関係的コミットメント、そこから醸成される関係的信頼の強みが、地域が包含する悪
条件的諸要素を凌駕して認識され、ネットワーク構成員間に望ましい相互作用を惹起し、
社会ネットワークの開放性と異質性への寛容性を維持している事例と位置づけることがで
きよう。 
このリサーチの結論によれば、これらの地域における社会排除問題、あるいはその要因
は実に深刻であるものの、隣組意識やコミュニティ意識といった地縁性や人々のネットワ
ークの紐帯意識はいまだ強力に残っており、崩壊の兆しは見えない。事実、こうした意識
を測る一種の尺度ともなりうる、不動産物件の価格や地元小中学校のパフォーマンス、雇
用機会などは、事実、依然低位ではあるものの、緩やかな上昇傾向にあることを指摘して
いる。そこに、同書の筆者たちは、コミュニティの存続や進化、成長の鍵を見るのである。
そして、それを支持するキーファクターは、「コミュニティにおける共通の空間とサービ
スを共有するローカルな結節（local links between people who share common spaces and 
services）」であるとされる。そして、その共通の空間では、コミュニティスピリットが
醸成され、これにより、「コミュニティを円滑に機能せしめる友好的な関係性」が確立さ
れると結論づけている（Power & Mumford 2003）。 
また、特に、アクター間の協調行動を促進し、相互の情報交流や交換を通じ、信頼性を
上昇せしめるとともに、具体的な支援策や環境整備といった支援施策の重要性はきわめて
大きく、増大する社会問題、犯罪等の解決のためには、地元政府、公的機関等のタッグの
下、特に、最前線の家庭、母親たちへの支援は財政・精神面ともにさらに積極的な政策の
実施が要求されるべきことを強調している。そのためには、コミュニティに固有の条件、
状況を踏まえた上での柔軟な対応、コミュニティオリエンテッドな公的な基準、スタンダ
ードの導入こそが求められるとしている。 
 
４．２．２ 社会インフラのハブ機能の定性的考察 
 
前節で述べた問題意識に関連し、地域社会における人と人との結節や交流の場としての
既存の施設やスペースが発揮する潜在的効果に着目したリサーチがある。イーストアング
リア大学の O’riordan 教授は、英国内の市町村における社会インフラ衰退のインパクトを
整理した図式を提示して、ソーシャルキャピタルの重要性を論じるにあたり、既存の社会
インフラに着目している（図４－１）。 
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図４－１  イギリス西部地域における市町村荒廃のイメージ 
 
店舗，パブ，郵便局，
学校等社会インフラの
廃止，消滅
社会的結びつきの欠如，コンパ
ニオンシップの欠落
家庭，家族の概念の崩
壊
地域のプロキュアメントの喪
失，地元での労働力供給，需
要の機会喪失
ネットワ クー性サ ビース，銀行
業，クレジット会社，地域交通
網等の廃止，外部との連携に
依存する企業活動の喪失
交通手段の欠如から，アクセ
シビリティが低下，村落の孤
立・衰退
　パブ，銀行，郵便局，街角の
小規模ショップ
1996-2000　30,000消滅
2005までに28,000以上が消滅
するものと予測
2010年までに，3000程度の市町
村が自立的に自らの地域から経済
発信ができなくなるものと予測
銀行貸し出しなどのマネー
フローの実態が喪失，ク
レジットの減衰等による経
済活動の衰退
地域の食料生産インセンティブの減
退（高栄養価の食料，食品等のホ
テルやレストランへの供給ル トーの
カット（食品チェーンの欠如→地元
経済への投下減少）
健康減退，犯罪増加
地域経済の衰退と社会的格差の拡大
財政的破綻，就職機会の減少
コミュニティにおける店舗数
　　　1995　225,000
　　　2003　170,000
　　　2010　140,000
 
“Ghost Town Britain”（2002）（New Economic Foundation）および University of East 
Anglia における Tim O’riordan 教授の“Social Capital and Rural Services”講義録（2004
年 第 10 週）より筆者が加筆作成。 
 
これは、地域経済、地域住民の生活において、学校や郵便局、店舗、パブといった施設
や機関が、その本来の業務内容を超え、外延的な機能として、地域におけるさまざまな経
済社会活動にとって大きな意味を持っていることをわかりやすく図示したものである。
O’riordan 教授が、代表的な社会資本として、パブを上げているのは、お国柄とも言え、
大変興味深いものがあるが、パブは、単にその場所でビールを飲むという機能にとどまら
ず、そこに集う人々の交流を通じた相互関係の強化、信頼関係醸成へのインパクトに着目
すべきことを示唆しているものといえよう。事実、英国では、いかに小さな村であっても、
そのハイストリートに最低何軒かはパブがあり、人々の情報交換や交流のための集会場的
機能を果たしている35。 
                                                 
35
British Beer and Pub Association によれば、英国内のパブにおいて、全英国人の 10 人に 8 人は、行きつけのパブ
を持っており、１５百万人が最低週に１回はパブで酒を飲んでいる。また、９０万人がパブ関係の業界に就職してお
り、平均的なパブは、地元経済圏に年間 7万ポンド以上に及ぶ酒類や食料の供給を依存している。 
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こうした英国の市町村の荒廃に対する地域の安心・安全の回復のための方策として、パ
ブ、銀行、郵便局、街角のコーナーショップの役割が再評価されてきているが、こうした
英国の状況に対し、わが国について、このような主張はどの程度当てはまるであろうか。 
以下、わが国のコミュニティにおいて住民生活に密着したサービスを提供している８つ
の社会インフラ（商店、コンビニ、病院・診療所、郵便局、銀行・出張所・信金等、市役
所・区役所・町役場、交番、消防署・分団署36）の利用者評価の視点を分析することを通じ、
それら社会インフラが果たしうる潜在的情報流通促進機能について考察を進めることとす
る。それにあたっては、各インフラの本来業務にとどまらない外延的機能が、人々の相互
間の情報流通や信頼感の醸成、ひいては自己実現や自己確認に役立ち、ネットワークを通
じた情報入手において社会インフラが発揮しているこうした潜在的機能は、ネットワーク
メンバーに明確に評価されているとの仮説を立て、実証データからその検証を試みる。 
  
４．３ わが国におけるコミュニティでの情報流通と社会インフラの機能 
 
本節では、前節での議論を踏まえ、実際にわが国の地域社会に存在する各種社会インフ
ラへの利用者の期待と評価の位相を探るべく、アンケート調査結果の分析を行う。分析に
当たっては、「地域社会インフラとしての郵便局の信頼度に関する調査研究（郵政総合研
究所）」（以下、「社会インフラ調査」と略す。）結果を利用し、各インフラの評価要素
を抽出し、利用者の情報獲得における評価視座の抽出を行った。同調査の概要は、以下の
通りである。 
 
【社会インフラ調査概要】 
① 対象とする地域社会インフラ 
地域住民の日常生活と関わりの深い施設であって、職員が常駐している次の８施設。 
①商店(スーパー、食料品店、薬局など) ⑤銀行・出張所(信金・農協などを含む) 
②コンビニエンスストア ⑥市役所・区役所・町役場 
(支所・出張所などを含む) 
③病院(診療所・医院を含む) ⑦交番(派出所を含む) 
④郵便局 ⑧消防署(分団署を含む) 
（注）以下の記述では、『コンビニエンスストア』については、『コンビニ』と表記。 
 
② 調査時期：平成 15年 11 月中旬～12 月下旬に実施。 
③ 調査地域 
                                                 
36
ここでは、地域社会における地域住民の日常生活にとって密接なサービスを提供する施設として、これら８インフラ
を調査対象とした。 
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全国の都道府県から、地域特性等を勘案し、石川県、岡山県、福岡県の３県を選定。都
市部(県庁所在市)・非都市部(人口４万人未満の市町)の別及び郵便局による住民票の写
し等の交付事務実施の有無により各県４地区、合計 12 地区を選定。 
④ 調査方法：(社)新情報センターの調査員訪問によるヒヤリング調査。 
 
分析に当たっては、「社会インフラ調査」における設問の一つ、『安心できる地域社会
生活という観点から、「気楽に入りやすい」、「安定・確実なサービス」、「商品・サー
ビスについて尋ねやすい」、「トラブル時の適切な対応」、「人とのつながり機会の提供」
の５項目』の評価に関する回答を指標として用い、因子分析により地域住民の調査対象８
インフラに対する評価の要素を抽出するとともに、これら定量分析を補足するべく実施し
たインタビュー結果により、利用者の各インフラへの期待、実際の生活における位置づけ、
意味合い等について幅広く意見を聴取し、評価視座の把握に努めた。 
 
４．３．１ 因子分析による各社会インフラの評価 
 
「社会インフラ調査」における安心できる地域社会生活に貢献する機能という観点から
収集された各インフラへの評価データについて、因子分析を行った。その結果抽出された
因子は、表４－１のとおり初期値１以上で３因子である。 
 
表４－１ 因子分析結果 
 第１因子 第２因子 第３因子 第４因子 第５因子 
ｱ気楽に入りやすい 0.937 0.151 0.255 0.173 -0.061 
ｲ安定確実 0.477 0.581 0.127 0.646 0.040 
ｳｻｰﾋﾞｽ尋ね易い 0.771 0.401 0.312 0.244 0.295 
ｴﾄﾗﾌﾞﾙに対応 0.198 0.930 0.248 0.184 0.037 
ｵ人とのつながり機
会 0.279 0.225 0.930 0.079 0.029 
寄与率 36.4% 28.7% 22.1% 10.9% 1.9% 
累積寄与率 36.4% 65.1% 87.2% 98.1% 100% 
因子抽出法：主因子法 
回転法：Kaiser の正規化を伴うバリマックス法（５回の反復で回転で収束） 
 
ここでは、その累積寄与率に着目し、第１から第３因子に着目した。まず第１因子は、
「気楽に入りやすい」と「サービスについて尋ね易い」が強い説明力を持っていることか
ら、「親しみやすい」要素を持っている因子であると考えられる。同様に、第２因子は、
「トラブルに対応」が強い説明力を持っていることから、「いざというときに頼りになる」
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といった要素、第３因子は、「人とのつながり機会」が強い説明力を持っていることから、
「出会い、友好、コミュニケーション」的な要素を持っている因子であると解釈した（表
４－２）。 
表４－２ 因子の解釈と名称 
因子 名称 解釈 
第１因子 親近感因子 気楽に入りやすく，サービスを尋ねやすいなどの
親しみやすさを表す因子． 
第２因子 信頼度因子 トラブル対応に強いなどのいざというときの信頼
度を表す因子． 
第３因子 コミュニケーション
因子 
人とのつながりの機会を提供してくれる，出会い
や友好的なコミュニケーションの場を表す因子．
 
また、この因子毎に得点を付け、各インフラの順位付けを行うと、その結果は表４－３
のとおりである。 
表４－３ 第１因子から第３因子の得点順位表 
 第１因子 第２因子 第３因子 
 インフラ 得点合計 インフラ 得点合計 インフラ 得点合計 
1 位 商店 16.911 郵便局 20.294 郵便局 14.672
2 位 コンビニ 15.721 交番 9.548 商店 11.688
3 位 郵便局 12.762 消防署 5.407 病院 3.735
4 位 銀行 10.551 商店 1.145 市役所 3.261
5 位 病院 9.014 銀行 -1.046 銀行 -6.171
6 位 市役所 5.069 病院 -1.795 交番 -7.075
7 位 交番 -22.815 市役所 -6.847 消防署 -7.399
8 位 消防署 -47.213 コンビニ -26.704 コンビニ -12.712
 
この結果をみると、第１因子については、商店・コンビニ・郵便局が上位、交番・消防
署が下位に位置している。第１因子は「気楽で親しみやすい」要素であることから、比較
的店舗に入りやすいインフラが上位にきており、気安く立ち寄るような性格ではない（特
段の用件でもないと入ろうとも思わない、そもそも入る必要性がない）社会インフラが下
位にきていることが読みとれる。第２因子については、郵便局・交番・消防署が上位、コ
ンビニが下位に位置している。第２因子は、「いざというときに頼りになる」といった要
素であることから、何かあったときにすぐ対応してくれそうだと考えられている社会イン
フラが上位にきており、そうではないインフラが下位にきていると解釈することができる。 
第３因子については、郵便局・商店が上位、交番・消防署・銀行・コンビニが下位に位置
している。第３因子は、「出会い、友好、コミュニケーション」的な要素であることから、
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暖かみのある印象があり、そこに集えば楽しい時間が過ごせそうであるという利用者の期
待を表すインフラが上位にきており、一方、公権力行使型、あるいはサービス自体が形式
的という印象をもたれているようなインフラが下位にきていることが読みとれる（図４－
２、４－３）。 
 
図４－２ 因子分析結果（得点合計・第１因子＆第２因子） 
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（注）図表中の円は因子得点合計をクラスター分析した結果をもとに判別したもの．実線は第１因子得
点合計での判別。点線は第２因子得点合計での判別したもの。 
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図４－３ 因子分析結果（得点合計・第１因子＆第３因子） 
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（注）図表中の円は第３因子得点合計をクラスター分析した結果をもとに判別したもの。 
 
  ここでの各インフラへの評価の視点としては、特に、社会ネットワークの紐帯構造に
照らし、第３因子として得られた「コミュニケーション因子」に着目することとしたい。
すなわち、この因子が意味するところは、各インフラの地域社会における「フォーラム」
機能としての外延的・付随的機能への認知を表すものと位置づけられ、そこで展開され
る情報交換や新たな人と人との結節をもたらすようなネットワーク拡大、あるいは異質
なクリークとの結節等開放性につながる可能性を秘めた要素が認識されていることの
現われと考えることができる。 
  この第３因子にかかる因子得点順に調査対象のインフラを並べた場合、上位に「郵便局」、
「商店」が位置し、下位に「消防署」、「交番」が位置している37ことは、まさに、これら
の社会インフラの本来業務が外延的・付随的機能の範囲を規定するであろうというある意
味当然のことを表しているとも考えられるが、サービス提供インフラとしてのこれら上位
インフラが、地域社会における情報流通のネットワークにおいては、より親しみやすく、
他のメンバーを受け入れ、そこで交流効果を促進し、情報流通・交換のハブであり、カタ
リストとしての機能を発揮しているとの仮説を裏付けるものと解釈できよう。  
 
                                                 
37
最下位にコンビニが位置していることについては、上位に位置する「商店」との比較において、何らかの示唆を与え
るものとも考えられる。 
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４．３．２ フォーカスグループディスカッションによる評価要素把握 
 
これまでの議論で、アンケート結果に対する因子分析により、利用者の各インフラへの
評価の実態と評価視点の抽出を試みた結果、利用者は、各インフラが兼ね備えた、親しみ
やすさ、信頼度、人とのつながり機会といった機能や特徴に着目している側面を把握する
ことができた38。また、これを情報流通のモデルに照らし、特に、第３因子として生成され
た「コミュニケーション因子」に着目すると、これら社会インフラの利用者は、これらの、
情報流通上のハブ、カタリストとしての潜在的な機能を認知していると考えられる。 
本節では、こうして得られた知見を補足し、更なる仮説検証を行うため、協力意思を示
した６名からなるフォーカスグループディスカッション39（以下、「ＦＧＤ」と略する。）
方式により、特に、コミュニティにおける情報流通における社会インフラの情報交流の場
（以下、これを「フォーラム」機能と称す。）としての評価視点の抽出を試みる。そのた
め、前節の定量分析結果から得られた結果を踏まえ、お客様ロビーを併設し、サービスを
提供している社会的インフラとして、郵便局、市役所等公的官署（含む集会所・出張所）、
銀行の３インフラを「地域におけるサービスインフラ」と定義し直し、これらインフラ施
設を、①「安心のよりどころ」、②「信頼の醸成機能」、③「情報発信、獲得の拠点」、
④「ネットワーク性、他との連結機能」、⑤「コンサルティング、よろず相談機能」、⑥
「交流の機会機能」の５つの仮説的機能に照らし、順次、自由な発言を促した。 
さらにそこから、前章における定性分析においても採用した「KJ 法」および「評価グリ
ッド法」の両手法を再度用い、回答者が潜在的に認識している各インフラの強み・弱みや、
評価におけるキーワードの抽出を行い、前段の定量分析の補完を行うことを目的とした。
インタビューにあたっては、各インフラの持つ本来業務機能面については、討議の対象外
とし、当該インフラの外延的機能面に注目するよう注意を喚起しつつインタビューを進め
た。参加者の属性は、男性２名、女性４名の計６名で、居住地は、東京都区部２、東京都
下１、神奈川県逗子市１、千葉県群部１、茨城県群部１、年齢は、３０代１、４０代２、
５０代２、６０代１の構成である。この結果、各回答者のサービスインフラのフォーラム
機能を評価する上での潜在的視座として、おおむね、①寂寥感の緩和、②地域への帰属意
識の醸成、③地域への愛着の醸成、④情報獲得拠点としてのオープン性、⑤自己実現・自
己能力発揮、⑥自己アイデンティティ確認の６つのキーワードが得られた（図４－４）。 
                                                 
38
今回の「社会インフラ調査」については、調査地域が限定されていること、調査対象とした社会インフラの定義や選
定基準に曖昧さも残されており、回答性向にばらつきが生じた可能性も否めない。また、交番や消防署などの信頼度
を明示的に測定するための設問がなく、その評価が低位に出る結果となったこと等を考えあわせると、社会インフラ
がスモールワールド的ネットワークの機軸として、情報流通のハブ機能を果たしている実態をより詳細かつ正確に把
握するためには、検討課題が多いことを認識するものである。 
39 「フォーカスグループディスカッション」方式は、「当該テーマに対して関心度の高い人」「気後れせず積極的に
発言する人」を 7、8名程度選別し、ディスカッションを通じて集団内の参加者同士の交互作用（Group Interaction）
と彼らの自発性を活用する点を特徴とする。今回は、時間的制約等から、モデレーター以外の参加者を６名とする、
ミニ・FGD 形式により実施した。 
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図４－４ ＦＧＤから得られたキーワードのイメージﾞチャート 
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注）太線は，特にインタビューの中で参加者の発言が目立った関係を示す． 
 
今回のＦＧＤに参加した回答者は、その居住地のいかんにかかわらず、全般的にこれら
社会インフラのフォーラム機能を高く評価していることが判明したが、インタビューにお
いて、お客様ロビーを併設するという物理的条件から討議対象のインフラを限定したこと
により、回答者のイメージとしては、いずれも、当該インフラにおいて開催されるカルチ
ャーイベントや講演会、セミナーといった機会の評価に関する発言が多いと結果を招き、
今回の調査から得られる結果とそこから抽出されるインプリケーションの一般化には注意
が必要となるものと思われる。事実、インタビューの中でも、当該フォーラムでのイベン
トや作品発表の参加経験があり（いけばな展、絵手紙展、ふるさと物産展への出品・観覧
等）、また、定常的に、絵手紙教室、年賀状の版画教室、高齢者パソコン教室、体力測定
会といった参画型のイベントの開催について、掲示板等で情報をまめにチェックし、その
認知度や評価、参加の意向も高いことが判明した。そこでは、イベントそのものを楽しむ
ことに加え、毎月定期的に連れ立って参加する仲間と信頼しあえる人間関係を築いたり、
フォーラム外でもしばしば集まる機会を持つなど関係を発展させているケースが多いこと
もわかった。まさに、フォーラムが新たな別のフォーラム機会を創出しており、そうした
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拡大する緩やかな人間関係から得られる情報価値や、他のメンバーから得られるコンサル
ティング機能への評価が高い。 
なお、年齢的属性もあってか、年金相談や財産運用情報会といった各サービスインフラ
が本来的に持つ機能について、その情報拠点としてのフォーラム機能を高く評価している
ことに加え、他の参加者から得られる「おばあちゃんの知恵」的な情報が貴重なものとし
て認識されている側面も浮き彫りとなった 。 
図４－４から得られた潜在的評価視座として提示された６つの項目を、ソーシャルキャ
ピタル及び社会ネットワーク分析における論点に照らし、「紐帯の強弱」、「得られるリ
ターン（道具的、表出的）」の区別に従って再整理すると、表４―４のとおりである。 
 
表４－４ ネットワーク構造から見た社会インフラの評価視座 
 リターンの区別 
紐帯の強弱、ネットワークの
閉鎖性・開放性 
道具的 表出的 
強（閉鎖的） ・自己実現・自己能力発揮 ・ 寂寥感の緩和 
・ 地域への帰属意識の醸成
・ 地域への愛着の醸成 
弱（開放的） ・情報獲得拠点としてのオー
プン性 
・自己アイデンティティの確
認 
 
このように、各インフラの評価について、補足的に行った定性的実証分析においては、
本来業務にとらわれない外延的・付随的機能面に着目して設問を設定したこともあり、そ
の機能評価の視座としては、その大半が、「表出的」リターンによって計測されている結
果となった。Lin(2001b)が論じたように、ネットワークの「紐帯の強弱」や「閉鎖性・開
放性」がもたらすメリットについては、具体的事例や事象を取り巻く社会的文脈に基づい
て考察すべきである。そこで、表４―４で整理した社会インフラの評価視座を、情報流通
における社会ネットワーク機能やその特徴に照らして再考するならば、社会ネットワーク
構成員としての各インフラの利用者は、各インフラを基点としたネットワーク自体が内包
する紐帯構造の強弱両面を認知し、またそれぞれに期待し、リターンを享受している実態
を認識していると考えられる。特に、強い紐帯関係としてのネットワーク効果として、住
民間に、地域への帰属意識が醸成されたり、地域への愛着が醸成される側面を評価する実
態は、森田（1998)が主張するような、そこでは、共通の情報自体が求心力となって、ネッ
トワーク内の結束を強め、凝集性を高めるとする仮説を裏付けるものと言えよう。 
 
４．３．３ 社会インフラの評価の視点 
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これらの定量、定性分析の結果から、社会インフラに対する機能評価においては、まず、
本来業務面にとらわれない、「親しみやすさ」、「コミュニケーションの機会」といった
暗黙値的な評価の要素およびこれらインフラが兼ね備えているフォーラム機能の情報発信、
獲得における外延的・付随的機能面がその視座に包含されている点が確認された。そして、
「コミュニケーション因子」として生成された第３因子が示すように、各インフラが、人々
とのつながりや連結の基点、いわゆるハブとしての機能を発揮しているとの認識が持たれ
ている実態を把握することができた。 
このことを、改めて、ネットワークモデルのうち、最も情報流通上の伝播力に優れ、ネ
ットワークが活性化しているとされる「スモールワールドモデル」に照らして考えるなら
ば、当該モデルにおいて、情報流通を促進する上で積極的な機能を発揮する connector＝ハ
ブ機能として、コミュニティに存在するこれら既存の社会インフラは、そこでの人々の交
流を促進し、接触・結節を促し、相互作用のカタリストとしての効果を発揮していると解
釈することができよう。特に、ＦＧＤで提示した「交流の機会」としての機能については、
異なるクリークとの橋渡し的機能を発揮するオープン性として地域住民には明確に認識さ
れており、そこでの新たな人間関係の構築をナーチャーリングする上で、各社会インフラ
のハブとしての機能を積極的に活用しようという意思と期待を生み出しているように思わ
れる。このことは、実際のコミュニティにおける情報流通においては、社会インフラをそ
の connector の１つとして介在しながら、スモールワールド型の様相を呈しているものと
解釈することを可能とする。また、それと同時に、社会インフラが提供するフォーラム機
会への参集を通じ、寂寥感が緩和されたり、自らと地域とのかかわりを再認識したり、あ
るいは自己アイデンティティを見直す機会が得られる等の表出的副次効果は明示的に認知
され、肯定的に評価されている点が浮き彫りとなった。 
 このことは、今後ますます、少子高齢化が進み、独居老人や核家族が拡大する時代の趨
勢にかんがみると、大きな示唆を与えてくれているように思われる。各人が必要な情報を
容易かつ効率的に獲得・活用する上で、また、自己アイデンティティの確認や友人関係の
維持・拡大にも貢献する機能に着目すれば、社会ネットワークにおけるハブ機能を発揮し
うるこれら社会インフラを貴重な資源として位置付け、これらの本来機能に限定すること
なく、付随的機能までを含めて、さらに有効活用していくべきことを意味していると解釈
できよう。今回の定量・定性分析の結果を踏まえると、地域社会における社会インフラの、
特に、橋渡し的結合をもたらす機能を認知し、評価していると結論づけることができるも
のと思われる。 
 
４．４ 分析結果の評価とまとめ 
 
 本章では、地域社会におけるソーシャルキャピタルの本質を、社会ネットワークと捉え、
そこでの情報流通上のカタリスト的機能を発揮するアクターの存在に着目して分析を行っ
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た。特に、ネットワーク構成員の一員である既存の社会インフラについて、利用者たるア
クターたちは、情報獲得による「道具的」、「表出的」リターンの獲得効果をはじめ、そ
のネットワークにおけるハブ的機能、あるいはそこでのカタリスト的機能について、潜在
的にこれを認識し、評価している実態が把握された。 
そこに見られるネットワークアクター間の相互作用や関係的コミットメントの強化によ
る信頼の醸成機能は、確実に当該ネットワークにおける各メンバー相互の関係性の安定に
貢献しており、共通の目的に向かって協調行動を促進するような付随的効果を、これら社
会インフラは発揮しているとの解釈が成立する。特に、定性分析結果からは、それらのイ
ンフラが発揮するフォーラムとしての機能については、主に、寂寥感の緩和や、地域への
帰属意識・愛着の醸成をはじめとした表出的リターンの創出を通じ、当該地域における豊
かな人間関係の構築、仲間意識の涵養等に貢献しうる側面が高く評価されていることが判
明した。このことは、本研究の目的である、数多くの今日的社会問題の解決において、こ
れら社会ネットワークの機能発揮に期待する上で、社会ネットワークにおける一定のアク
ターが、特に、connector、あるいはカタリストとして重要な機能を発揮しうる可能性を秘
めており、地域社会の安定化という政策課題に対処するため、これらのアクターを積極的
に活用し、機能発揮に期待しうるとの示唆を与えてくれるように思われる。 
 現在わが国においては、社会の在り方ついて、さまざまな観点と価値基準に基づいて議
論がなされている。例えば、政府の掲げる構造改革ひとつをとっても、それらの議論にお
けるキーワードとして、ネットワークやソーシャルキャピタルが関心を持って論じられて
おり、ソーシャルキャピタルの重要性については、すでに各方面で共通認識となっており、
今後もその蓄積を通じた社会構成員の協調行動の促進や社会の安定化装置としての活用は、
重要な政策課題として位置づけられるものと思われる。 
しかし、その一方で、ソーシャルキャピタルの定義や射程が曖昧なままこれを論じるが
ためにもたらされる混乱もあり、ソーシャルキャピタルの本質である社会ネットワークの
活用とその機能への着目に基づく明確な政策的指針はいまだ得られていないのが現状であ
る。さらには、本章で検証したように、社会ネットワークにおける情報流通上のハブ機能
を発揮し、人々の相互関係や信頼感の醸成において重要なカタリスト的機能を発揮しうる
既存の社会インフラについては、効率化や経費節減といった政策的命題の下、地域社会の
構造改革の一環として、その統廃合があたりまえのように論じられているのが現状である。 
地域社会の構造改革を推進していく上で、そこにおける社会ネットワークに埋め込まれ
たアクターの相互作用に着目し、そこで醸成される信頼や連帯性が発揮する機能に期待す
ることで、総合的に政策コストを減じ、効率的な地域社会運営を実現する可能性について
は、さらなる考察の蓄積が待たれるところであるが、健全な地域社会の再生や活性化を推
進するためには、必要とされるリソースとしての情報の流通と獲得が前提となることに鑑
みれば、本章で念頭に置いた「スモールワールドモデル」における情報普及上の優位性と、
そこに存在する connector 機能については、大いにこれに着目すべきであり、今回、仮説
 83
的にその機能を考察対象とした各種社会インフラを通じ、当該地域における社会ネットワ
ークを強化し、個人一人ひとりでは得ることのできないような情報をネットワークを通じ
て効率的に獲得し、活用する道を拓くことが、地域社会に固有の社会的文脈における個別
のニーズに対応した課題解決に役立てていく上でも大いに意味のあることであると期待さ
れる。 
また、こうした社会ネットワークにおける情報流通とその獲得については、進展著しい
ＩＴ技術、情報システムの成果を活用することが重要であることは言うまでもないだろう。
しかしそれ以上に、整備されたハードを最大限活用し、使いこなして成果を挙げるために
は、コミュニティに存在するノウハウやリソースを有機的に結びつけ、総合的にその価値
を高めていくことが鍵となる。昨今、各地域におけるＩＴを駆使した地域興し、街作りの
取り組みには、経験と学習の蓄積が多く見られ、ＩＴの利用活用面でのノウハウの充実は、
今後の展開におけるＩＴ活用の潜在性をさらに高めているものと考えられる。それぞれの
地域社会における特色ある「スモールワールド型のネットワーク」形成過程へのＩＴ・イ
ンターネット活用のインパクトや有効性の実証的確認についても、重要な研究課題である
と認識するものであり、あわせて、今後、全国の事例をサーベイし、地域の特性を射程に
おいた上で考察していくべきテーマであろうと考えている。 
今後、技術的支援を受けて、ますます縮小するであろう社会的ネットワーク、スモール
ワールドの中にあって、ネットワーク構成員間の相互作用を円滑に促進し、そこでの互恵
性の確立と安定的コミットメントから関係的信頼を醸成し、無限定的関係特性を創出する
ことで、地域社会の健全性の下支えを行うことが、こうした一定のメインアクターに期待
される重要な機能であると考えられる。今回実施したアンケート調査から収集した回答デ
ータにかかる定量分析は、いまだ探索的分析の段階にとどまっており、本章で主たる目的
とした、ネットワークにおける情報流通におけるカタリストとしての社会インフラの潜在
的機能をより詳細かつ精緻に把握するためには、設問体系の改善・精緻化とさらなる実証
分析の積み重ねが必要であると考えている。また、社会インフラが果たしうる情報流通ネ
ットワーク上での機能の重要性や期待度は、地域性によっても異なるものと考えられ、異
なるコミュニティやエリアにおける複数の並行調査を行い、その結果を綿密に分析、評価
することを通じ、より詳細な仮説立案と検証が可能となることも期待できる。 
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第５章 わが国コミュニティにおける社会ネットワーク評価 
 
５．１ はじめに 
 
本章では、わが国のコミュニティにおける社会ネットワークの現状とその信頼・結束状
況を、ネットワークを結ぶノードとしての各機関の役割に着目しながら実証解析し、社会
ネットワーク論の現実妥当性と地域コミュニティにおける各機関のあり方を考察する。す
なわち、ここでは、コミュニティネットワークにおけるノードとしてのハードの社会イン
フラと、ソフトとしてのネットワークの結びつきとを区別して念頭に置くこととする。そ
して、結合（bonding）と橋渡し（bridging）の両面にわたるネットワークの帰結としての
信頼を構築するノードの役割を検証し、これを評価するのが、本章での目的である。 
具体的には、「コミュニティにおける身近な施設の利用者評価調査（以下、「身近な施
設調査」と略す。）」（平成 17 年 1 月）及び米国ハーバード大学が開発した「ソーシャル
キャピタル・コミュニティベンチマーク調査（以下、「SCCB 調査」と略す。）」の枠組み
を日本版にアレンジしたアンケート調査「日本版 SCCB 調査」（平成 17 年 8 月）により収
集した２つのデータセットから、コミュニティにおける社会ネットワークのノードとして
の社会インフラの信頼度測定を試み、それを通じて、社会ネットワークの潜在性を把握す
る手法を取る。特に、コミュニティのソーシャルキャピタル指標としてのベンチマークの
生成を試みる中で、社会インフラへの信頼度がどのような重みをもってこれに投影される
かを検証することとする。 
米国ハーバード大学が開発したベンチマークは、各地域に存在する社会ネットワークに
おける互恵性や信頼といった要素を包含した良質なソーシャルキャピタルの蓄積を測る一
つの指標として位置づけられ、繰り返し実査を行い、調査票の度重なる修正を経て、ソー
シャルキャピタル要素の計測指標としての妥当性が高いと考えられている。その日本版の
調査結果から、わが国の地域住民が意識として持っている、当該地域に存在する社会イン
フラへの信頼度や期待が、社会ネットワークとしてのコミュニティ全体の評価にどのよう
に反映するかを確認することを通じ、ノードとしてのハードの各社会インフラが、人と人
との結びつきを図ることを通じ、ソフトとしてのネットワークを活性化し、機能向上に寄
与しうるとの仮説の検証を目指すものである。 
 
５．１．１ 分析の問題意識と手法 
 
 本章では、ハードとしての社会インフラが、社会ネットワークにおけるノードとして発
揮する機能を検証するのが目的である。そこでは、社会ネットワークにおける相互作用と
関係的コミットメントの強化と信頼の醸成、ソーシャルキャピタルの蓄積による健全なコ
ミュニティ維持のための政策的インプリケーションの抽出を最終的に目指すこととするが、
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これに当たっては、コミュニティに存在する複数のアクターによる相互作用という考え方
をさらに一歩進め、コミュニティにおける既存の社会インフラがノードとして発揮しうる、
ネットワークにおける信頼醸成上のカタリスト機能を、具体的な客観的指標として可視化
するための手法として、ベンチマークの生成過程に着目することとする。 
これまで、健全なコミュニティの維持発展のため、社会的ネットワークに埋め込まれた
既存の各種社会インフラが、各地域におけるアクター間の協調行動を促進する上でカタリ
スト機能を発揮し、また、人々の安心と信頼の拠点としての潜在的存在価値を有している
との仮説の検証は少なからず行われている（大江・樋口 2004；大江・樋口 2005a；大江・
樋口・椎名 2005 他）。また、既存の社会インフラのネットワーク性に注目し、その正の
外部性がゆえに、当該地域への経済的に正のスピルオーバー効果を持つ可能性についての
議論も提示されているところである（大江・樋口 2005b）。しかしながら、そのいずれも、
地域社会における各種インフラの信頼度の測定に終始する等現状追認的な段階にとどまっ
ており、また、社会ネットワークにおけるノードとしての機能に着目し、コミュニティと
いう社会ネットワークの中にこれを位置づけての分析ではない。 
一方、現在、社会科学分野で広く研究の範囲とスコープを拡大しているソーシャルキャ
ピタルを巡る各種研究においては、既述のとおり、ソーシャルキャピタルの計測の試みは
蓄積を見ており、一定程度合意された計測モデルも構築されつつあるところであり、その
代表的モジュールの一つが、ここで援用する米国ハーバード大学が開発した「SCCB 調査」
体系である。本章では、この既存の枠組みを援用し、わが国における複数地域を取り上げ、
当該地域のソーシャルキャピタルの蓄積度合いを測る指標において、各種社会インフラに
対する地域住民の信頼度が、これにいかに反映し、構成するかを把握することを通じ、社
会ネットワークにおけるノードとしての社会インフラの潜在的機能を捕捉することを目指
すものである。 
 これにより、これまでほとんど考察の対象とされてこなかった、地域社会におけるアク
ターとしてのハードの社会インフラ施設（郵便局、商店、役所、金融機関等）が、住民間
の相互作用、関係的コミットメントや関係的信頼の醸成を強化し、また、本来業務に付随
する外延的機能として、相互作用の「場」としての潜在性を秘めており、地域住民は、実
際このことを認知し、期待してもいるとの仮説の検証を行う。すなわち、これら社会イン
フラへの信頼度が、ソーシャルキャピタルを計測するベンチマーク要素に、いかに投影さ
れるかを検証することで、翻って、ソーシャルキャピタル蓄積に貢献している実態を確認
する手法を採ることにした。 
また、あわせて、住民が利用するコミュニケーション様式とそれへの評価に着目し、こ
れが良質のソーシャルキャピタル蓄積と、それを通じた地域社会の諸問題解決に潜在的に
果たしうる可能性の検証を試みる。これは、調査の段階で、付随的に派生した問題意識で
あり、精緻化する余地を多々残しているものの、人と人との連携や結節という社会的紐帯
関係を考えるとき、これを補完あるいは強化するコミュニケーション手段の機能を把握す
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ることとした。具体的には、手紙と携帯メールという異なる２つのメディアへの利用者の
評価や認識を把握することを通じ、人と人とのネットワーク構造へのインパクトや、相互
の信頼関係を醸成する上で、これら２つのメディアの機能を考察し、その結果を、先に分
析したコミュニティベンチマークと合わせて考察することで、コミュニティにおけるソー
シャルキャピタル醸成や強化に一定のコミュニケーション手段を活用することの可能性を
仮説的に論じるものである。 
 
５．１．２ コミュニティベンチマーク生成の試み 
 
具体的な分析手法としては、まず、「身近な施設調査」の回答データを用い、コレスポ
ンデンス分析および因子分析により、利用者の社会インフラへの信頼度把握を試みる。つ
いで、「日本版 SCCB 調査」の回答データを用い、ソーシャルキャピタル指標とコミュニケ
ーション指標の生成を行った上で、コミュニティにおける社会ネットワークの活性化を図
り、安心・安全な地域生活を可能とする上で、ネットワークのノードとしての社会インフ
ラ活用の可能性を確認するとともに、地域住民相互の紐帯関係を補完・強化するコミュニ
ケーション手段の潜在的機能を考察する。 
コミュニティベンチマークの生成の試みとしては、すでに述べたように、ハーバード大
学ケネディ行政院が、各州の中から代表的エリアを選定し、大規模な社会調査により、各
エリアのソーシャルキャピタルの蓄積度把握を試みている。”Civic Engagement in 
America”というレポートでも有名な、「SCCB 調査」は、2000 年の第１回調査以降、2001
年 10 月、2002 年とその後調査票の微修正を重ねつつ、その簡略版は、地方政府や関係当局
が、既存の独自調査に追加して、ソーシャルキャピタルの実態を把握するためのモジュー
ルを提供するものとなっている。そこでは、コミュニティにおけるソーシャルキャピタル
を構成する要素として、社会的信用、政治的活動度、地域貢献度といった中項目を立て、
これに沿って設問が構成されている。 
 これまで、「SCCB 調査」は全米 29 州において実査され、2万 6,200 を超える回答サンプ
ルを集めるにいたっている（2005 年 8 月現在）。その基本的な調査目的は、コミュニティ
における紐帯関係とも換言できるソーシャルキャピタルの本質をなす社会ネットワークが、
そこでの相互作用を通じ、信頼、互酬といった規範を育み、個人や社会にとってポジティ
ブな結果をもたらすことを実証しようとするものである。しかし、ソーシャルキャピタル
を実際に計測するとなると困難な問題があり、またその計測方法にも異なるアプローチが
存在することは既述のとおりである。通常、ソーシャルキャピタルは、「知性や知能」の
ように、首尾一貫した概念として認識されるが、一言で知性があると評しても、その内容
は千差万別である。ソーシャルキャピタルも同様に、その蓄積度合いを論じる場合、複数
の次元や尺度に応じてソーシャルキャピタルの質を論じるべきとする論議もある。この観
点から、異なる質のソーシャルキャピタルを計測するために、いかなる設問が最も効率的
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で効果的であるかを精査し、体系化したものが、この「SCCB 調査」であると位置づけられ
る40。「SCCB 調査」の基本形には、約 100 の異なる設問が盛り込まれ、回答者の社会的な結
合状態や紐帯関係を把握する上で合理的とされる項目を網羅するものになっており、米国
のコミュニティに特有の項目としては、異なる人種への信頼度・受容度、異なる宗教への
寛容度や慈善的活動状況といった事項が含まれている。この調査結果からは、より多くの
友人を持つ者は投票率が高く、教会に頻繁に通い、リーグを組んでボーリングをする傾向
があることがわかっている41。また、ソーシャルキャピタルの高い社会は、教育的水準、政
府機関の貢献度が高く、経済成長率は高水準で、犯罪率や暴力事件の発生率は低いとされ
る。そして、そうしたコミュニティに住まう住民たちは自らを幸福であると認識する傾向
が強く、より健康で、長生きするとの見込みを持っているとされる（Putnam 2001）42。  
この米国における「SCCB 調査」の体系に倣い、これをわが国用にアレンジした「日本版
SCCB 調査」（平成 17 年８月実施）の結果と「身近な施設調査」（平成 17 年 1 月実施）の
結果とを合わせて分析することを通じ、健全なコミュニティの維持、安定化に欠かせない
社会ネットワークの活性化に貢献している社会インフラの機能の把握を試みる。これらの
調査結果から、地域住民同士および地域住民のコミュニティへの帰属意識、愛着、信頼性
の醸成において、既存の社会インフラが有意に働いているとの仮説を検証することを目指
す。その際、主たる関心の対象である社会インフラへの信頼度を把握する項目に加え、良
質で健全なソーシャルキャピタルの蓄積を支えるために不可欠である人と人との交流、コ
ミュニケーション43のあり方、すなわち、人と人との結びつきに関する状況把握に関する項
目を設問体系の主柱に据えた。 
 
５．２ データ収集 
 
５．２．１ 「身近な施設調査」の実施 
 
 「身近な施設調査」は、平成 17 年 1 月 7日から 27 日にかけ、全国 8地域各 300 サンプ
ル、合計 2,400 サンプルを訪問聞き取り調査方式によって行われた。調査対象地域は、都
市部と非都市部各４地域である。この調査は、それぞれの地域における具体的な施設（身
近な施設）に対する回答者の信頼度を把握することを目的として企画・実施されたもので
ある。 
                                                 
40 http://www.ksg.harvard.edu/saguaro/pdfs/socialcapitalshortform.pdf を参照のこと。 
41 Ｒ.D.Putnam(2001)以来、ソーシャルキャピタルを測る一つのベンチマークとなっている。 
42 概括的レポートは、http://www.cfsv.org/communitysurvey を参照のこと。 
43 米国版の SCCB 調査においては、コミュニティのリーダーとの近接度や訪問度をはじめ、異人種への寛容度、政治的
ジャンルを含む各種活動への参画度など多岐にわたって回答者の評価を把握する構成となっているが、わが国版の
SCCB 調査においては、主に知人・友人宅の訪問・招聘度合を中心に設問を構成した。 
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（１）調査地域 
都市部：福岡市南区（井尻地区）、栃木県宇都宮市、岐阜県岐阜市、香川県高松市 
非都市部：福岡市糟屋郡新宮町、栃木県烏山市、岐阜県山県市、香川県東かがわ市 
（２）調査対象施設 
商店、コンビニ、民間金融機関、郵便局、学校、市役所・町役場、公立の会館 
（３）調査項目 
身近な施設に関する評価項目として、以下の 13 項目44。 
① 気楽に入りやすい 
② 利用しやすい場所にある 
③ 利用にあたってわからないことがあっても尋ねやすい 
④ 利用時のﾄﾗﾌﾞﾙへの対応が適切である 
⑤ 人とのつながりの場所となっている 
⑥ 身近な相談相手となっている 
⑦ 地域の生活や活動に根付いている 
⑧ 地域の情報交換の場となっている 
⑨ 安心して地域生活を送るうえで有効な情報を得られる 
⑩ 商品やサービスの内容が信頼できる 
⑪ 災害発生時に拠点となる 
⑫ 全国的にどこでも同一のサービスが得られる 
⑬ 全国的（他地域）につながっている 
（４）調査時期 平成 17 年 1 月 7日から 1月 27 日 
（５）調査方法 調査員による訪問聞き取り調査45（各地域 300 サンプル×８地域） 
 
５．２．２ 「日本版ソーシャルキャピタル・コミュニティベンチマーク調査」の実施 
 
前節における「身近な施設調査」の実施を踏まえ、さらに、よりマクロ的視点から、わ
が国の地域社会における地域住民の結節や紐帯関係、特に各種社会インフラへの信頼度等
を把握し、コミュニティにおける社会ネットワークにおけるノードの機能評価の視点を探
るため、「日本版 SCCB 調査」を実施した。これは、先に述べたように、米国版「SCCB 調査」
の調査票をアレンジして実施したもので、その概要は、次の通りである。その質問構成に
当たっては、米国版の調査項目にある人種間の交流や流入による多様性への許容度や宗教
的活動度等に関する項目に代え、わが国のコミュニティの社会ネットワークの実態の計測
                                                 
44 各項目の評価を５段階リッカート選択肢で把握した。なお、⑫⑬の設問は、民間金融機関と郵便局のみについて聞
いた。それ以外のインフラについては、11 項目で評価した。 
45 一部留め置き、事後回収方式を併用した。 
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に適した内容構成とするよう工夫した46。調査対象地域は、「身近な施設調査」の対象８地
域のうち、福岡市南区、栃木県宇都宮市、香川県東かがわ市の３地域を包含する３市とし、
各市約 300 サンプルずつ回収した47が、その調査実施方式は、その時間的制約等から、Web
モニターを対象とするインターネット調査とせざるを得なかったため、「身近な施設調査」
の対象地域を超える地理的範囲からサンプルを集めることとなり、２つの調査結果を厳密
には統合して分析するにはおのずと限界があることは十分承知するものである。しかしな
がら、一定の地域的状況や風土を反映した結果が得られているとの前提に立ち、異なる２
つのデータセットを一部並行して考察の対象としたものである。なお、これら３市につい
ては、それぞれ、都市部として経済的にも堅調な福岡市と、市内の空洞化が進み、経済の
建て直し・健全化が政策課題となっている宇都宮市に加え、非都市部から旧過疎地域を含
んで合併し、市となった東かがわ市という経済社会的状況に特徴のある地域を選定したも
のである。 
「日本版 SCCB 調査」における主な質問項目は、以下の 35 項目である。 
 
＜ソーシャルキャピタル関連項目 21 項
目＞ 
＜コミュニケーション様式項目 14 項目＞ 
① 相手への信頼度 
② 周りの集団やグループへの信頼度 
③ 警察への信頼度 
④ 市役所、役所への信頼度 
⑤ スーパーや商店への信頼度 
⑥ 郵便局への信頼度 
⑦ 銀行や金融機関への信頼度 
⑧ 国政への興味・関心度 
⑨ 地方行政への興味・関心度 
⑩ 投票行動の有無 
⑪ 保守（vs ﾘﾍﾞﾗﾙ）度 
⑫ コミュニティ活動 
⑬ 献血経験 
⑭ 住民集会などへの参加 
⑮ ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄなクラブや集会への参加 
⑯ ボランティア活動への参加 
① TV は最大の楽しみ 
② 手紙を書くのはいい習慣だ 
③ 携帯電話は、不可欠のメディアだ 
④ 手紙は意義あるライフスタイル 
⑤ 自分の生活で人との絆の重要性は増す 
⑥ 切手、手紙の素材選びは趣味として発展
⑦ 年賀状は一年の総決算として有意義 
⑧ 年賀状は日頃の非礼や無沙汰を帳消し 
⑨ 年賀状は相手に対する信頼や友情の証 
⑩ もらった年賀状は住所録代わり 
⑪ 家族写真つき年賀状はうれしい 
⑫ 年賀状は今さらやめるにやめられない
⑬ 年賀状は虚礼だ 
⑭ 年賀状は相手と一緒にやめなければや
められない 
 
                                                 
46 米国版の「SCCB 調査」の基本的質問構成は、
http://www.ksg.harvard.edu/saguaro/communitysurvey/results_pr.html を参照のこと。 
47 有効回答サンプルは、地域により若干異なっており、福岡県福岡市（N=334）、香川県東かがわ市（N=333）、栃木
県宇都宮市（N=333）の 20～69 才男女個人のインターネットモニターである。 
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⑰ チャリティ目的の寄付 
⑱ 友人や知人を自宅に招く 
⑲ 友人や知人宅への訪問 
⑳ コミュニティリーダーの訪問 
21 地域コミュニティの役回り 
 
＜調査時期＞平成 17 年 8月 11 日～14 日 
＜調査方法＞インターネットモニターによる Web 調査（各地域 300 サンプル×３地域） 
 
５．３ 実証分析 
 
５．３．１ 各社会インフラのイメージ把握 
 
まず、「社会インフラ」調査の対象 7インフラと共通の 11 評価項目のレベルにより、コ
レスポンデンスマップの作成を試みる。その結果得られたマップは図５－１のとおりであ
る。たとえば、公民館と学校は、地域との関連性や災害時のシェルター機能と密接に関連
づけて認識されていることがわかる。また、コンビニと商店は、気楽に入りやすい、利用
し易い場所にある、商品・サービス内容が信頼できるといった機能と関連付けて認識され
ている。一方、人とのつながり機能は、いずれの社会インフラとは一義的には関連付けら
れて認識されてはいないことがわかる。 
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図５－１ 社会インフライメージマップ 
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 次に、調査対象 7インフラに関する 11 項目の評価データから、因子分析により評価視点
を生成した結果、次のとおり、２つの因子が抽出された（表５－１）。 
 
表５－１ 因子分析結果  
 項　目 第１因子 第２因子
気楽に入りやすい場所にある -0.562 0.752
利用しやすい場所にある -0.589 0.421
尋ねやすい -0.162 0.979
ﾄﾗﾌﾞﾙ時に適切対応 -0.068 0.935
人とのつながり機会 0.788 -0.462
相談相手 0.941 -0.126
地域生活に密着 0.951 -0.136
地域情報の交換 0.928 -0.312
情報獲得の場 0.943 -0.012
信頼できる -0.213 0.914
災害拠点 0.7 -0.548
寄与率 48.99 36.88
累積寄与率 48.99 85.87   
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そこから抽出された因子を次のように解釈･命名する。特に、強い正のインパクトを持つ
項目に着目し、各因子を命名・解釈すると、第１因子『地域・紐帯因子』は、その構成要
素から、人とのつながり機会や情報獲得拠点としての機能を評価する因子であり、第 2因
子『本来業務評価因子』は、気楽に入りやすい、商品内容に関して質問がしやすい等本来
業務内容が信頼できると評価する因子と位置付けられる。 
得られた２つの因子得点をもとに、各インフラのポジション比較を試みた結果は図５－
２のとおりである。すなわち、地域・紐帯機能に着目すると、市役所・公民館が高い評価
を得ており、郵便局は中位グループに属していることがわかる。また、本来業務への評価
視点に照らせば、郵便局は最高の評価を得ており、次いで、銀行、市役所、商店、コンビ
ニが続く。地域・紐帯機能で高位の評価を得た公民館と学校は低い評価にとどまっている。 
 
図５－２ 第１因子『地域・紐帯因子』・第２因子『本来業務評価因子』 
 
ついで、地域毎の利用者評価の違いを定性的に把握するため、福岡市南区および香川県
東かがわ市の各 300 サンプルの回答データを用い、それぞれ因子分析を行い、各インフラ
の得点マップを作成すると、第１因子である『地域・紐帯因子』について、各インフラの
順位が異なっていることが見てとれる（図５－３）。 
 
 
 
 
第１因子 
第２因子 
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図５－３ 調査地域によるインフラ評価の相違例 
 
たとえば、都市部である福岡市において中位評価を得ていた郵便局や商店が、非都市部
である東かがわ市においては、高位評価群に属し、また、福岡市でそこそこの評価であっ
た市役所は、東かがわ市では最高評価を得るなどコミュニティにおける安心・信頼のより
どころ、人々との紐帯の拠点としての潜在的機能が異なって評価されている実態が浮き彫
りとなった。 
 
５．３．２ ソーシャルキャピタル指標の生成（クラスター分析及び因子分析） 
 
ついで、｢日本版 SBCB 調査｣結果より各地域におけるソーシャルキャピタルの要素として
想定される項目を網羅した２１項目に対するカテゴリカルデータの分析手法として、クラ
スター分析、因子分析手法により、設問項目のクラスター化を試み、いかなるソーシャル
キャピタル要因を回答者がグループ化して認知しているかの把握を行った。分析にあたっ
ては、３地域全サンプルのデータを用いた。クラスター分類48の結果は図５－４のとおりで
ある。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                 
48 階層クラスター分析による。クラスター化は、グループ間平均連結法、間隔の測定は、平方ユークリッド距離によ
る。 
 
                       
                        
 
 
 
 
 
 
 
福岡市南区 東かがわ市 
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図５－４ ソーシャルキャピタル要因のクラスター分類結果 
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  C 商店等信頼  5   ØÝ Ù 
  D 警察信頼    3   Ø8Øà 
  E 役所信頼    4   ØÝ ßØÞ 
  F 他人信頼    1   Ø8Øà Ù 
  G 集団信頼    2   ØÝ Ù ßØØØØØÞ 
  H 活動役職   21   ØØØÝ Ù     Ù 
  I 政治政策信頼8   Ø8ØÞ Ù     ßØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØÞ 
  J 地方政治信頼9   ØÝ ßØÝ     Ù                                     Ù 
  K 投票行動   10   ØØØÝ       Ù                                     Ù 
  L 政治志向   11   ØØØØØØØØØØØÝ                                     Ù 
  M 自宅に招聘 18   ØØØ8ØØØØØØØØØØØØØØØÞ                             Ù 
  N 友人訪問   19   ØØØÝ               Ù                             Ù 
  O ｲﾍﾞﾝﾄ参加  12   ØØØ8ØÞ             Ù                             Ù 
  P 集会参加   14   ØØØÝ ßØÞ           ßØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØØÝ 
  Q 献血協力   13   ØØØØØà Ù           Ù 
  R ﾘｰﾀﾞｰ訪問  20   ØØØØØà ßØØØØØÞ     Ù 
  S ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動16   ØØØØØÝ Ù     ßØØØØØÝ 
  T ﾁｬﾘﾃｨ寄付  17   ØØØØØØØÝ     Ù 
  U 私的集会   15   ØØØØØØØØØØØØØÝ 
 
この結果から、回答者は、ソーシャルキャピタルの要因として、大別すると、社会イン
フラ、人や集団への信頼度を含む「各種行動の積極性や公的活動に関するクラスター」と、
「人付き合いや互助の精神に関するクラスター」に二分されることがわかった。 
サービスインフラ信頼 A,B,C 
公的インフラ信頼 D,E 
人･集団信頼 F,G 
活動役職 H 
政治信頼 I,J 
投票行動 K
???????????????
人付き合い M,N 
ｲﾍﾞﾝﾄ集会 O,P 献血・ﾘｰﾀﾞｰ訪問・ボラ
ンティア Q,R,S 
チャリティ・私的集団 T,U 
??????????
 
政治志向 L 
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さらに、因子分析により、クラスター分析の結果を補足したところ、７因子が抽出49され
たが、その第１因子として社会インフラへの信頼度因子が抽出されるなど整合性ある結果
が得られた。本章では、因子分析により回答者の視点を生成することにより、調査対象３
地域におけるコミュニティにおけるソーシャルキャピタル関連指標の作成を試みることが
主目的である。個別２１項目の回答データの基本統計量、各項目間の相関および因子分析
結果はそれぞれ表５－２から表５－４のとおりである。 
 
表５－２ 設問項目の基本統計量 
相手の
信頼度
周りの
集団や
グルー
プへの
信頼度
「警察」
信頼度
「市役
所、役
場」信
頼度
「スー
パーや
商店」
信頼度
「郵便
局」信
頼度
「銀行
や金融
機関」
信頼度
「国政」
興味・
関心度
「地方
行政」
興味・
関心度
「投票」
有無
合    計 1914 3625 3217 3151 3523 3612 3471 3772 3534 3068
平    均 1.91 3.63 3.22 3.15 3.52 3.61 3.47 3.77 3.53 3.07
標準偏差 0.53 0.81 0.98 0.97 0.74 0.81 0.86 0.98 0.97 0.92  
         
保守
（vsリ
ベラ
ル）度
コミュ
ニティ
活動
献血
住民集
会など
参加
プライ
ベート
なクラ
ブや集
会
ボラン
ティア
活動
チャリ
ティ目
的の寄
附
友人や
知人を
自宅に
招く
友人や
知人宅
への訪
問
コミュ
ニティ
リー
ダーへ
の訪問
地域コ
ミュニ
ティの
役回り
2975 2565 1955 2239 2845 2085 2487 3423 3753 1849 1453
2.97 2.57 1.96 2.24 2.85 2.09 2.49 3.42 3.75 1.85 1.45
0.87 1.08 0.88 1.05 1.66 1.20 1.07 1.46 1.39 1.04 0.64  
 
表５－３ 設問項目間の相関 
相関行
列
相手の
信頼度
周りの
集団や
グルー
プへの
信頼度
「警察」
信頼度
「市役
所、役
場」信
頼度
「スー
パーや
商店」
信頼度
「郵便
局」信
頼度
「銀行
や金融
機関」
信頼度
「国政」
興味・
関心度
「地方
行政」
興味・
関心度
「投票」
有無
保守
（vsリ
ベラ
ル）度
コミュ
ニティ
活動
献血
住民集
会など
参加
プライ
ベート
なクラ
ブや集
会
ボラン
ティア
活動
チャリ
ティ目
的の寄
附
友人や
知人を
自宅に
招く
友人や
知人宅
への訪
問
コミュ
ニティ
リー
ダーへ
の訪問
地域コ
ミュニ
ティの
役回り
相手の信頼度 1.000
周りの集団やグループへ 0.310 1.000
「警察」信頼度 0.187 0.215 1.000
「市役所、役場」信頼度 0.199 0.267 0.583 1.000
「スーパーや商店」信頼度0.241 0.276 0.328 0.458 1.000
「郵便局」信頼度 0.196 0.229 0.428 0.551 0.476 1.000
「銀行や金融機関」信頼 0.189 0.206 0.435 0.492 0.427 0.603 1.000
「国政」興味・関心度 0.157 0.121 0.107 0.118 0.092 0.048 0.068 1.000
「地方行政」興味・関心度 0.106 0.125 0.133 0.126 0.082 0.080 0.097 0.683 1.000
「投票」有無 0.188 0.096 0.180 0.187 0.155 0.122 0.117 0.457 0.381 1.000
保守(vsリベラル）度 -0.013 0.019 0.045 0.048 0.003 0.029 0.049 -0.117 -0.072 -0.050 1.000
コミュニティ活動 0.104 0.101 0.038 0.036 0.043 0.029 -0.024 0.066 0.167 0.127 0.044 1.000
献血 0.028 0.045 0.010 -0.004 0.012 0.023 0.028 0.076 0.069 0.111 0.014 0.142 1.000
住民集会など参加 0.115 0.079 0.125 0.100 0.052 0.056 0.042 0.152 0.203 0.196 0.039 0.518 0.138 1.000
プライベートなクラブや集 0.091 0.166 0.077 0.074 0.027 0.049 0.024 0.114 0.119 0.110 -0.027 0.297 0.046 0.318 1.000
ボランティア活動 0.086 0.139 0.107 0.097 0.096 0.045 0.016 0.110 0.139 0.153 -0.024 0.340 0.192 0.354 0.402 1.000
チャリティ目的の寄附 0.037 0.149 0.047 0.043 0.100 0.040 0.013 0.122 0.127 0.138 -0.074 0.191 0.187 0.203 0.213 0.299 1.000
友人や知人を自宅に招く 0.066 0.203 -0.012 0.002 0.037 0.011 -0.007 0.012 0.093 0.008 0.011 0.263 0.005 0.187 0.259 0.147 0.159 1.000
友人や知人宅への訪問 0.059 0.194 -0.034 -0.003 0.015 -0.016 -0.035 0.015 0.059 -0.015 0.006 0.270 0.047 0.138 0.285 0.184 0.162 0.686 1.000
コミュニティリーダーへの 0.074 0.092 0.079 0.020 0.017 -0.053 -0.023 0.119 0.207 0.172 0.043 0.339 0.135 0.411 0.345 0.378 0.177 0.306 0.280 1.000
地域コミュニティの役回り 0.074 0.031 0.089 0.075 0.019 0.059 0.017 0.137 0.167 0.190 -0.016 0.354 0.118 0.500 0.260 0.350 0.130 0.129 0.107 0.371 1.000  
                                                 
49 モデルの信頼度は、KMO の標本妥当性は.799、Bartlett の球面性検定結果も有意確率.000 と良好であ
った。 
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表５－４ 因子分析結果 
 項目 第１因子 第２因子 第３因子 第４因子 第５因子 第６因子 第７因子
相手の信頼度 0.141 0.112 0.115 -0.064 0.848 -0.074 0.017
周りの集団やｸﾞﾙｰﾌﾟへの信頼 0.259 0.011 0.056 0.264 0.659 0.138 -0.019
警察信頼 0.715 0.127 0.104 -0.051 0.03 -0.045 0.035
役所信頼 0.806 0.067 0.092 -0.003 0.075 -0.032 0.015
ｽｰﾊﾟｰや商店信頼 0.649 -0.017 0.034 0.03 0.258 0.097 -0.064
郵便局信頼 0.812 -0.002 0.002 0.005 0.06 0.025 -0.004
銀行等信頼 0.783 -0.041 0.043 -0.002 0.033 0.016 0.052
国政興味・関心 0.036 0.047 0.885 0.012 0.072 0.036 -0.091
地方行政興味・関心 0.074 0.125 0.852 0.104 -0.016 0.014 -0.018
投票有無 0.141 0.179 0.653 -0.101 0.122 0.099 -0.002
保守(vsﾘﾍﾞﾗﾙ)度 0.055 0.039 -0.093 0.042 0.008 0.009 0.886
ｺﾐｭﾆﾃｨ活動 -0.019 0.666 0.038 0.178 0.089 0.086 0.112
献血 -0.02 0.096 0.078 -0.081 0.004 0.799 0.226
住民集会など参加 0.06 0.786 0.124 -0.002 0.027 0.03 0.086
ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄなｸﾗﾌﾞ・集会 0.049 0.539 0.008 0.286 0.095 0.058 -0.243
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動 0.069 0.61 0.008 0.058 0.073 0.349 -0.189
ﾁｬﾘﾃｨ目的の寄附 0.053 0.187 0.073 0.174 0.031 0.648 -0.284
友人・知人自宅招聘 -0.004 0.186 0.016 0.87 0.054 -0.008 0.024
友人・知人宅訪問 -0.034 0.167 -0.013 0.871 0.061 0.058 0.005
ｺﾐｭﾆﾃｨﾘｰﾀﾞｰ訪問 -0.034 0.626 0.145 0.266 -0.007 0.075 0.08
地域ｺﾐｭﾆﾃｨの役回り 0.047 0.743 0.111 -0.076 -0.047 -0.034 -0.012
寄与率 14.2 13.6 9.7 8.8 6.1 6 5
累積寄与率 14.2 27.9 37.6 46.4 52.5 58.5 63.5  
 
この７因子の名称と解釈は表５－５の通りである。 
 
表５－５ 得られた因子の名称と解釈  
  
因 子  名 称  解 釈  
第 １ 因 子  社 会 イ ン フ ラ 信 頼 度 因 子 警 察・市 役 所 等 地 域 に お け る 社 会 イ ン フ ラ が コ ミ ュ
ニ テ ィ に お け る 精 神 的 よ り ど こ ろ と し て 潜 在 的 に
依 拠 し て い る こ と を 示 す 因 子  
第 ２ 因 子  地 域 密 着 度 因 子  コ ミ ュ ニ テ ィ 活 動 や 、住 民 集 会 参 加 、地 域 の 中 核 的
人 物 と の つ き あ い な ど 、地 域 密 着 の 度 合 い を 示 す 因
子  
第 ３ 因 子  政 治 関 心 度 因 子  国 政・地 方 政 治 へ の 関 心 度 や 投 票 行 動 へ の 参 加 度 を
示 す 因 子  
第 ４ 因 子  人 付 き 合 い 度 因 子  友 人 ・知 人 と の 招 待 、訪 問 な ど 人 付 き 合 い 度 を 示 す
因 子  
第 ５ 因 子  他 人 信 頼 度 因 子  他 人 や 集 団 ・ グ ル ー プ 等 へ の 信 頼 度 を 表 す 因 子  
第 ６ 因 子  チ ャ リ テ ィ ・ 地 域 貢 献 度
因 子  
チ ャ リ テ ィ 寄 付 や 献 血 な ど 貢 献 マ イ ン ド に あ ふ れ
た 地 域 貢 献 活 動 度 を 表 す 因 子  
第 ７ 因 子  保 守 度 因 子  自 ら を 保 守 的（ あ る い は 、リ ベ ラ ル ）と 認 識 し て い
る 因 子  
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本章では、ここで得られた７因子得点を「ソーシャルキャピタル指標」と呼称すること
とし、これについて、以下において、調査対象３地域における差を考察する。今回実施し
た調査結果から、ソーシャルキャピタルの指標として７尺度が得られたことになるが、こ
れら７尺度の地域間の相違を考察することにより、今後、各地域のソーシャルキャピタル
の蓄積度合と当該地域のマクロ経済指標やその他の先行指標との関係を考察するに当たっ
ての一定の基準が得られるものと期待できる。以下、分散分析により得られたソーシャル
キャピタル指標 7尺度について、その因子得点から地域間の相違を見ると、その結果は、
表５－６のとおりである50。ここから、「人付き合い度」尺度が７尺度中最も地域差を反映
していることがわかる。 
 
表５－６ ３地域のソーシャルキャピタル指標の比較 
福岡 栃木 香川 福岡vs栃木
栃木vs
香川
福岡vs
香川
社会インフラ信頼度 0.076 -0.077 0.000 - * - -
地域密着度 0.105 -0.028 -0.078 - - - *
政治関心度 -0.020 0.017 0.003 - - - -
人付き合い度 -0.137 0.043 0.094 ** * - **
他人信頼度 0.009 0.004 -0.012 - - - -
チャリティ・地域貢献度 0.054 0.051 -0.105 - - * *
保守度 -0.035 0.047 -0.012 - - - -  
 
以下、得られたソーシャルキャピタル指標と「社会インフラ調査」結果との突合により、
特に第１因子＝「社会インフラ信頼度」尺度に着目し、インフラの分布と利用の実態、利
用者人口カバー率（カバレッジ）が影響するであろうインパクトを考察するとともに、社
会インフラのより具体的な評価視座として、現状評価と重要度認識の位相との関係、また、
インフラへの親密度との関係性などを掘り下げた上で、改めて、コミュニティにおけるソ
ーシャルキャピタル要素のひとつである社会インフラ信頼度が、いかなるパスにより、地
域社会の健全性に貢献する可能性を秘めているのかにつき、複合的次元から検討を行うこ
ととする。 
 
５．３．３ ソーシャルキャピタル強化・蓄積に貢献するコミュニケーション手段を巡る
試論 
 
本節では、これまでの分析で得られたソーシャルキャピタル指標と人と人とを結ぶコミ
ュニケーション様式の関連を探るため、「日本版 SCCB 調査」設問中、年賀状や他のコミュ
                                                 
50 右欄は、分散分析結果。＊で５％、＊＊で１％有意差。 
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ニケーション手段の評価に関する意識データから、因子分析手法51により、回答者のコミュ
ニケーションに関する視点を生成した上で、先に得られたソーシャルキャピタル指標のう
ちの第４因子＝「人付き合い度」尺度との関連に着目し、考察を進めることとする。分析
に供したコミュニケーション手段評価項目の因子分析の結果は、表５―７のとおりである。 
 
表５―７ 因子分析結果 
 
ここで得られた４つの因子の名称と解釈は、表５－８の通りである。 
 
表５－８ 因子の名称と解釈 
 解釈 名称 解釈 
第１因子 年賀状シンパ
因子 
年賀状の節目性や人間関係の維持、相手から家族の動静など
を知る上で好機会と認識している因子 
第２因子 手紙シンパ因
子 
人と人との絆を重視し、その維持のため手紙を書くという習
慣自体を評価している因子 
第３因子 年賀状ネガテ
ィブﾞ因子 
年賀状は、やめたくてもなかなかやめられない呪縛的慣習だ
とネガティブに評価する因子 
第４因子 携帯・TVシンパ
因子 
ＴＶ視聴を最大の楽しみとし、携帯電話のツール性について
も高評価する因子 
  
ついで、この４因子に関する得点で、３地域の差を考察する52（表５－９）。これら４因
子得点をここでは、便宜上、「コミュニケーション指標」の４尺度と命名することとする。 
                                                 
51
同じく、主因子法により行った。バリマックス回転。 
52
右欄は、分散分析結果。＊で５％、＊＊で１％有意差。 
項　目 第１因子 第２因子 第３因子 第４因子
TVは最大の楽しみ 0.229 -0.166 0.194 0.565
手紙を書くのはいい習慣だ 0.111 0.718 -0.115 0.109
携帯電話は不可欠のメディア -0.013 0.234 -0.048 0.803
手紙は意義あるﾗｲﾌｽﾀｲﾙ 0.09 0.789 -0.03 -0.054
自分の生活で人との絆の重要性は増す 0.192 0.572 -0.087 0.345
切手、手紙の素材選びは趣味として発展 0.314 0.574 0.042 -0.101
年賀状は一年の総決算として有意義 0.767 0.214 -0.136 0.144
年賀状は日頃の非礼や無沙汰を帳消し 0.733 0.118 0.148 -0.073
年賀状は相手に対する信頼や友情の証 0.823 0.142 -0.046 0.078
もらった年賀状は住所録代わり 0.658 0.167 0.034 0.029
家族写真付き年賀状はうれしい 0.634 0.089 -0.101 0.218
年賀状は今更やめるにやめられない 0.043 -0.026 0.783 0.129
年賀状は、虚礼だ -0.462 -0.01 0.653 -0.065
年賀状は相手と一緒にやめなければやめられない 0.077 -0.108 0.772 -0.007
寄与率 22.1 14.3 12.5 8.6
累積寄与率 22.1 36.4 48.9 57.5
 99
表５－９ コミュニケーション指標４尺度＝４因子得点の地域比較 
 
 
 
 
 
これについて、ソーシャルキャピタル指標とコミュニケーション指標の各項目の相関を
見た結果は、表５―１０の通りである。ここから、ソーシャルキャピタル指標の７尺度と
コミュニケーション指標の４尺度との関連について、全地域の全サンプルで見ると、「人
付き合い度」が増すと、手紙・年賀状を肯定的に評価する傾向と同時に、TV や携帯電話を
含むコミュニケーション手段全般の評価も高まる傾向が見られる。また、「他人信頼度」
が高まった場合にも、同じく、コミュニケーション手段の評価が高まることがわかる。た
だし、その相関係数は決して高くはなく、統計的に有意な結果を得るには至っておらず、
今後、更なる調査実施とデータ分析の蓄積を待つことが必要と考えられるものの、その傾
向は明らかである。 
表５－１０ 各指標の地域間の検定結果 
■因子間の相関(地域ごと）
無相関の検定  * :5%  **:1%
3地域 単相関 年賀状ポジ
手紙ポ
ジ
年賀状
ネガ
携帯・
TV
年賀状
ポジ
手紙ポ
ジ
年賀状
ネガ
携帯・
TV
社会インフラ信頼度 0.186 0.083 0.001 0.093 ** ** **
地域密着度 0.170 0.090 0.080 0.045 ** ** *
政治関心度 0.052 0.143 0.067 0.011 ** *
人付き合い度 0.091 0.169 -0.144 0.176 ** ** ** **
他人信頼度 0.109 0.142 -0.062 0.118 ** ** * **
チャリティ・地域貢献度0.028 0.102 -0.024 -0.016 **
保守性 0.126 -0.149 0.109 0.048 ** ** **
1福岡市 単相関 年賀状ポジ
手紙ポ
ジ
年賀状
ネガ
携帯・
TV
年賀状
ポジ
手紙ポ
ジ
年賀状
ネガ
携帯・
TV
社会インフラ信頼度 0.127 0.110 0.005 0.136 * * *
地域密着度 0.168 0.050 0.202 0.015 ** **
政治関心度 0.076 0.193 0.034 0.017 **
人付き合い度 0.105 0.196 -0.119 0.192 ** * **
他人信頼度 0.116 0.084 -0.072 0.159 * **
チャリティ・地域貢献度-0.004 0.131 -0.092 0.055 *
保守性 0.117 -0.118 0.043 0.072 * *
2宇都宮
市 単相関
年賀状
ポジ
手紙ポ
ジ
年賀状
ネガ
携帯・
TV
年賀状
ポジ
手紙ポ
ジ
年賀状
ネガ
携帯・
TV
社会インフラ信頼度 0.190 0.063 0.091 0.080 **
地域密着度 0.169 0.095 0.012 0.013 **
政治関心度 0.059 0.158 0.053 0.066 **
人付き合い度 0.072 0.119 -0.158 0.104 * **
他人信頼度 0.033 0.177 -0.040 0.116 ** *
チャリティ・地域貢献度0.007 0.122 0.038 -0.045 *
保守性 0.127 -0.136 0.193 0.089 * * **
3東かが
わ市 単相関
年賀状
ポジ
手紙ポ
ジ
年賀状
ネガ
携帯・
TV
年賀状
ポジ
手紙ポ
ジ
年賀状
ネガ
携帯・
TV
社会インフラ信頼度 0.230 0.069 -0.063 0.061 **
地域密着度 0.175 0.128 0.027 0.123 ** * *
政治関心度 0.021 0.073 0.114 -0.054 *
人付き合い度 0.102 0.196 -0.193 0.227 ** ** **
他人信頼度 0.170 0.169 -0.070 0.083 ** **
チャリティ・地域貢献度0.088 0.051 0.004 -0.046
保守性 0.138 -0.188 0.098 -0.011 * **  
地域 分散分析
平均 福岡 栃木 香川 福岡vs栃木
栃木vs
香川
福岡vs
香川
年賀状ポジ 0.028 -0.055 0.027 - - - -
手紙ポジ 0.043 -0.045 0.002 - - - -
年賀状ネガ -0.150 0.064 0.087 ** ** - **
携帯・TV -0.013 -0.074 0.087 - - * -
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さらに、コミュニケーション指標４尺度にかかる因子得点を、先に得られたソーシャル
キャピタル指標 7尺度の各因子得点とあわせて一覧すると、３市の傾向に大きな特徴が見
られる。すなわち、他の２市に比べて「人付き合い度」が最低である福岡市では、年賀状
や手紙をポジティブに評価し、それと同時に、年賀状をネガティブに評価する傾向が相対
的に低くなっている。（図５－５）。このことは、表５－１０が示すように、個人レベル
で見た場合には、「人付き合い度」が高いとコミュニケーション手段への評価は向上し、
また、「人付き合い度」が低いとコミュニケーション手段への評価が低下するという一般
的傾向があるにもかかわらず、これを地域全体で見ると、「人付き合い度」が相対的に低
い大都市福岡市においては、この傾向は一変し、他の地方２都市に比べ、コミュニケーシ
ョン手段の評価が高い、特に、年賀状をネガティブに評価する傾向が下がる（年賀状への
悪い印象を持っていない）傾向が際だっていることに気づく。 
 
図５－５ ソーシャルキャピタル指標およびコミュニケーション指標の地域比較  
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これについては、表５－９から、年賀状ネガティブ尺度のみが、地域間で有意な差を呈
しているところ、これと図５－５の結果とを検討すると、「人付き合い度」、すなわち、
人と人との親近性や緊密度といった紐帯関係が希薄な場合、これを補完する上で、年賀状
のような特定のコミュニケーション手段が発揮しうる可能性を示唆するものと位置付ける
ことが可能であると想われる。つまり、人付き合いが低いという実態を認識している地域
住民は、実際の日常生活における社会関係の希薄さを補う上で、こうした一定のコミュニ
ケーション手段の機能を重視し、またこれに期待していることが、評価の高さにつながっ
ていると解釈すれば、人々の紐帯関係を強化することを通じ、社会ネットワークの潜在性
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を高め、そこでの相互作用を活性化することにより、良質なソーシャルキャピタルを蓄積
する上で、あるコミュニケーション形態は機能を発揮しうるとする仮説が成立する余地が
ある。また、ソーシャルキャピタル指標のうち、「人付き合い度」が高まると、全般的に
手紙・年賀状や携帯電話を問わず、コミュニケーション手段を肯定的に評価する傾向につ
いては、人と人とのネットワークにおける紐帯関係が強化されると、コミュニケ―ション
による交流が増大し、それがさらに、ネットワークにおける紐帯を強化するという循環的
構造を暗示しているものとも考えられる。 
 
５．４ 分析結果の評価とまとめ 
 
 本章では、わが国のコミュニティにおける社会ネットワークの現状とその信頼・結束状
況をネットワークを結ぶノードとしての各機関の役割を実証解析し、社会ネットワーク論
の現実妥当性と地域コミュニティにおける各機関のあり方を考察することを目指してきた。
以下、本章で行った分析の結果の評価を行う。 
 
５．４．１ 社会インフラへの信頼度把握 
 
本章では、コミュニティネットワークにおけるノードとしてのハードの社会インフラが、
ソフトとしてのネットワークの結びつき、すなわち、社会ネットワークの活性化と機能向
上に寄与しうるとの仮説をもとに、ネットワークの結合（bonding）と橋渡し（bridging）
の両面にわたるネットワーク機能を強化・向上する上での社会インフラの潜在的機能面を
検証した。これに当たっては、米国ハーバード大学が開発したベンチマークサーベイの枠
組みである「SCCB 調査」の体系を援用し、日本版にアレンジしたアンケート調査により収
集したデータから、地域社会の信頼度を測るソーシャルキャピタル指標としてのベンチマ
ークの生成において、社会インフラの信頼度がどの程度の重みを持ってこれに反映するか
を確認する手法をとった。 
ここでいうベンチマークとは、各地域に存在する社会ネットワークにおける互恵性や信
頼といった要素を包含した良質なソーシャルキャピタルの蓄積を測る一つの指標として位
置づけられるもので、米国版「SCCB 調査」の項目は、調査を追うごとに修正を重ね、具体
的なソーシャルキャピタルの本質である社会ネットワークを評価する上で、妥当性が高い
とされる。しかしながら、ここでの主目的は、ベンチマーク自体の生成とそれによる各地
域のソーシャルキャピタル蓄積度合いの比較にあるのではない。あくまでも、ベンチマー
ク指標において、地域社会に存在する各種社会インフラへの信頼度がいかに投影され、反
映するかを把握することにより、そこから当該地域のソーシャルキャピタル醸成への影響
度を検証することが目的であった。 
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本章冒頭で述べたように、これまで、健全な地域社会の維持発展のため、社会的ネット
ワークに埋め込まれた一アクターとしての各種社会インフラが、各地域におけるその他の
アクター間の協調行動を促進する上でカタリスト機能を発揮し、また、人々の安心と信頼
の拠点としての潜在的存在価値を有しているとの仮説については、いくつかの検証がなさ
れてきた（大江・樋口 2004；大江・樋口 2005a；大江・樋口・椎名 2005 他）が、それら
は、現状追認型の部分的仮説検証の段階にとどまっていた。本章での分析は、こうしたこ
れまでの考察の対象を拡大し、ソーシャルキャピタルを巡る各種研究の成果を踏まえつつ、
より明確な形で、実際の政策局面への多大なるインプリケーションの提示を行うことを目
指し、社会ネットワーク分析の視点に依拠し、社会ネットワークに埋め込まれた各アクタ
ーの相互関係と信頼醸成、それによる安定的なコミットメントの確立を通じた社会問題の
解決における、ネットワークのノードとしての社会インフラの潜在性を把握することを目
指した。その結果、日本版のソーシャルキャピタルベンチマーク生成過程において、社会
インフラへの地域住民の信頼という不可視な評価視座をベンチマークという可視的な指標
に投影する中で、明確に地域住民は、これら機関の潜在的機能を認識し、期待もし、評価
している実態を把握し得たことは、大きな成果と位置付けられよう。 
わが国におけるソーシャルキャピタル論の蓄積と、実際のガバナンスへの応用は、内閣
府を中心に精力的に進められているところであるが、そこでは、政策目的として、ＮＰＯ
やボランティアの活用という具体的なアウトプットを正当化し、理論的に支持することを
目的とするようにも見受けられ、このことは、ソーシャルキャピタル論を巡る論点の一つ
として、Coleman(1990)が、その機能を図る上で、Tautology に陥っているとして批判的に
指摘している点に重なるものとも考えられる。伝統的な従前の公共政策的ガバナンスモデ
ルが妥当性を減じ、地域社会のネットワークメンバーを積極的に動員する新たなガバナン
スを実行するに当たっては、もちろん、そうしたＮＰＯやボランタリーな団体の機能発揮
に期待しうる部分は大きいものがあろう。しかしながら、豊かなソーシャルキャピタルを
蓄積し、これを利用することで健全な地域社会を構築しようとする場合、そうした限定的
な射程にとどまることなく、よりマクロ的な社会ネットワーク分析の視点に依拠し、ネッ
トワークの機能を活用し、これの強化・活性化を通じた、より複合的、総合的な視点を持
つべきであると考えられる。その意味で、ネットワークに埋め込まれたアクターであり、
また、カタリスト的機能を発揮するノードとしての社会的インフラに着目したことで得ら
れた本章の結果の意義は大きいものと考えられる。 
 本章における実証分析の結果から、これまでコミュニティガバナンスを巡る議論におい
ては、ほとんど考察の対象とされてこなかった、地域における主要なアクターとしての既
存の社会的インフラ施設（郵便局、商店、役所、金融機関等）が、社会ネットワークにお
けるノードとして、住民間の相互作用、関係的コミットメントや関係的信頼の醸成を促進
し、また強化し、それぞれが持つ本来業務に付随する外延的機能として、相互作用の「場」
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としての潜在性を秘めており、また、地域住民は、実際これを認知し、期待してもいると
の仮説は、ほぼ実証できたと考えられる。 
あわせて、住民が利用するコミュニケーション様式と評価に着目して収集したデータの
解析結果から、一定のコミュニケーション手段について、これが良質のソーシャルキャピ
タル蓄積と、ひいては地域社会の健全性に潜在的に果しうる可能性を有するものであると
の仮説の立案に至った。これは、調査設計の段階で、付随的に派生した問題意識であり、
本章における分析からは、明確な方向性を得るまでには至らなかったものの、人と人との
連携や結節という社会的ネットワークの紐帯強度を補完あるいは強化するコミュニケーシ
ョン手段の機能に関し、その検証を重ねていくことは有意味であると考えられる。 
 
５．４．２ 生成されたソーシャルキャピタル指標におけるネットワーク要素 
 
本章では、ソーシャルキャピタル論に依拠しつつ、「日本版 SCCB 調査」結果から得られ
たコミュニティにおけるソーシャルキャピタル指標のひとつ、「社会インフラ信頼度」尺
度を軸に、「社会インフラ調査」の結果と突合しつつ、地域における各種社会インフラの
利用者の評価視座と潜在的機能発揮の可能性を検証してきた。今回の分析に用いた２つの
データセットは、そのサンプルを異にし、調査地域も完全には一致していないこと、また、
その時期と方法を異にすることから、分析結果の評価とそこからのインプリケーションの
抽出には、慎重にならざるを得ないものと承知している。しかしながら、こうした限界を
踏まえた上でも、今回、ソーシャルキャピタル指標における第１因子として、「社会イン
フラ信頼度」尺度が得られたこと、また、その信頼度については、「社会インフラ調査」
によって綿密に把握した具体的項目により、その内容とイメージが理解しやすくなったも
のと期待される。 
さらには、ソーシャルキャピタル指標のうちのひとつである「人付き合い度」尺度に着
目した場合、ソーシャルキャピタル蓄積を補完する一定のコミュニケーション様式への期
待ができそうであるとの仮説の立案に至ったことは、思わぬ副産物であった。今後は、今
回得られたソーシャルキャピタル指標をわが国におけるコミュニティのソーシャルキャピ
タル蓄積度を測るベンチマークとして活用し、具体的な地域比較から地域品質、ひいては
社会品質に関する分析を行う足がかりとなることが期待される。 
米国におけるソーシャルキャピタルベンチマークの各種取り組み、精力的な先行研究を
見ると、その大半は、各地域（米国であれば、全州レベルでの比較の試み）のソーシャル
キャピタル蓄積度と客観的マクロ経済指標との因果関係を究明し、社会政策上のインプリ
ケーションを抽出・提示しようという明確な意思が垣間見られる53。そこでの代表的な、被 
                                                 
53 最新の研究成果としては、たとえば、Kilkenny, M.(2005)。 
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説明変数は、所得格差、地域住民の健康度、医療機関利用度、自殺率などである。米国の
場合、多様な人種への態度や交流の実態、移民への寛容度、教会のボランタリー機能とそ
れを支える住民の宗教的活動の活発度は非常に意味ある説明変数として採用されているが、
わが国においては、こうした変数には現実味がなく、当然のこととして、わが国独自の風
土・文化を踏まえたわが国流のソーシャルキャピタル指標の開発と、被説明変数と説明変
数の検討、選択が喫緊の課題であるように思われる。いずれにせよ、今回仮説的に得られ
たわが国流のソーシャルキャピタルベンチマークについて、複数地域で継続的なデータ収
集を行い、仮説とその検証を重ねつつ、健全な地域社会の維持・発展に資する政策的方向
性を見出していくことは、大いに意義あることと考える。 
 
５．４．３ 社会ネットワーク紐帯関係へのコミュニケーションのインパクトに関する考
察 
 
当初、わが国における社会ネットワークの評価のために「日本版 SCCB 調査」の設計を行
った段階では、特に、コミュニケーション指標の作成を念頭に置いてはおらず、補足的か
つ参考程度に、調査対象３地域での回答者の傾向差を定性的に把握し、また、ソーシャル
キャピタルの本質である社会ネットワークの実態を計測するための一尺度として、「人と
人との絆」度を測ることが有効であると考え、これを補助的データとして収集することに
したものである。中でも、内閣府（2005）に倣い、日本人のライフスタイルに根付いてい
る年賀状利用に関する意識データを把握すること等により、人と人との紐帯関係を測る指
標候補として挿入したものであった。しかし、得られた結果から生成されたコミュニケー
ション指標の４尺度を、先に得られていたソーシャルキャピタル指標 7尺度と合わせて考
察することにより、大都市といわれる福岡市の回答において、その社会ネットワークの状
況は、他２地域とは明らかに異なる傾向が見られ、そこから、「人と人との絆」の強化、
すなわち、社会ネットワークの強化を通じたソーシャルキャピタルの蓄積を促進する方策
の潜在的可能性を読み取ったところである。今回の分析結果は、あくまで３地域をのみ調
査対象としたデータセットに基づくものであり、この結果を一般化するには慎重にならざ
るを得ないことは、前述のとおりであるが、今後の研究を進める上で大きな指針を与えて
くれるものと評価したい。 
社会ネットワークとこれへのＩＴのインパクトについて、最近では、特にインターネッ
ト上のコミュニティに着目し、結合型あるいは橋渡し型のネットワーク構造のいずれをよ
り強化する方向に働くかというテーマは、多くの研究者が関心をもって取り組んでいるテ
ーマである54が、いわゆるオールドメディアといわれる手紙について、この観点から分析し
                                                 
54 インターネット上の活動とそこから派生するフォーラム（オフ会）活動とを比較的に考察し、２つの異なる「結合
型」及び「橋渡し型」の集団特性や、そこからもたらされるアウトプットの相違を実際のネットワークメンバーがい
かに認知し、評価しているかについては、本論第５章で論じたところである。 
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た先行研究はほとんど見当たらない。平成 17 年 7 月、「文字・活字文化振興法」（平成十
七年七月二十九日法律第九十一号）が成立したが、その第一条では、「文字・活字文化が、
人類が長い歴史の中で蓄積してきた知識及び知恵の継承及び向上、豊かな人間性の涵養（か
んよう）並びに健全な民主主義の発達に欠くことのできないものであることにかんがみ、
文字・活字文化の振興に関する基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明ら
かにするとともに、文字・活字文化の振興に関する必要な事項を定めることにより、我が
国における文字・活字文化の振興に関する施策の総合的な推進を図り、もって知的で心豊
かな国民生活及び活力ある社会の実現に寄与することを目的とする」と宣言しているが、
今後、文字文化、活字文化振興の必要性を再確認し、たとえば、学校教育の指導教育要領
においても、文字の読み書きに関する課題を重視することが予想される中にあって、ソー
シャルキャピタル醸成上の機能発揮に照らしてコミュニケーション様式のひとつである手
紙の意義を再認識し、改めて捉え直すことは、時宜を得た研究テーマであるように思われ
る。  
また、年賀状やり取りのネットワーク分析としては、たとえば、森岡他（2001）がある
が、そのいずれも、社会的ネットワークの現状把握の試みであり、これとソーシャルキャ
ピタル蓄積度合いを関連付けて考察するものではなく、また、実際に年賀状を出した者に
対するヒヤリング結果を定性的に整理することで特徴を浮き彫りにする手法が中心であり、
定量的にそのネットワーク構造や特徴、利用者の意識の構造を把握するものとはなってい
ない。こうした数少ない、貴重な年賀状を含む手紙の社会的ネットワーク分析をより精緻
に拡大・充実していくことを含め、手紙をはじめとする異なるコミュニケーション様式の
ソーシャルキャピタル醸成への貢献を分析することは、各種コミュニケーションサービス
を提供する各種事業体経営上も貴重な参考資料となりうるものと期待される。 
そして、何よりも、本論が目的とした、実際の社会が抱える諸問題の解決において、社
会に埋め込まれた複数のアクターの相互作用の活用や、そこで醸成されるべき信頼性の操
作といったソーシャルキャピタルを巡る遠大な政策課題に思いを致すとき、今回試行的に
生成を行ったコミュニティベンチマーキングが与えてくれる示唆は、複数のアクターのう
ち、すでにその地域に長年存在する一種のリソースとも言うべき各種公的インフラへの信
頼性の向上が、実際の地域住民の立場からは大きな比重を占めることと相まって、これを
コミュニティガバナンスに援用していくことは有意義であると考えられる。社会ネットワ
ークにおける各人、各機関を原子化した上で、ガバナスにおけるアクターとして同列に論
じるのではなく、また、「埋め込み」アプローチからは、第三者的情報の仲介者として考
察対象とされる、いわゆるゲートキーパー機能を持つ者としてのみ位置付けるのではなく、
当該ネットワークにおけるノードを結節し、情報交換を促進するプラットフォームとして
の「場」としても意味を持つと考えられる一定のアクター、すなわち社会インフラが果た
しうる機能には、今後も大いに着目していくべきことを示唆するものと言えそうである。   
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ここでの関心は、社会ネットワーク上で構成員間に相互作用をもたらし、互恵関係を確
立することで関係的信頼を強化する機能を発揮しうる、いわばカタリスト機能をも併せ持
つアクターの機能の検証であった。これまで数多くの社会ネットワーク分野、ソーシャル
キャピタルの議論がとかく混乱し、実際の政策展開における具体的指針を提供するまでに
は至りにくいことの主たる原因の一つが、あまりに多くのアクターを同時並行的に論じる
がためにもたらされる客観性の喪失と議論の混乱、焦点の曖昧さであったものとも考えら
れる。そうした中、本研究において、特に、社会ネットワークのノードたる一定のアクタ
ーに着目し、そこでの相互作用と信頼醸成促進上のカタリスト的機能に着目し、その潜在
性と可能性を確認し得たことは、評価できるものと考えている。 
こうしたカタリスト機能の潜在的有意性と重要性は、今後一段とネットワーク化が進展
し、そこでの信頼醸成のあり方が政策的に意味を持つ場面が増えるであろう中にあっては、
益々増大し、また、そうした機能を有効に駆使し、ネットワーク上の資源や情報を意義あ
る形で動員することを可能とする上でのハブとして政策的意義はいや増して拡大すると思
われる。また同時に、こうした一定のアクター自体の再評価を通じ、現在、経済的効率化
の見地から推進されている規制緩和やネットワーク縮減といった課題に直面する時、社会
ネットワークの活用と信頼醸成における重要な視点を提起してくれるとも考えられる。 
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第６章 社会ネットワークの活用と地域の活性化 
 
６．１ はじめに 
 
本章では、地域荒廃の防止、あるいは地域活性化を実現させるために、社会ネットワー
クをいかに有効に活用するかについて検証する。まず最初に、技術革新、すなわちイノベ
ーションの情報普及が社会ネットワークを通じて行われることによって地域経済の活性化
につながっている英国地域経済の事例に着目をする。さらに、信用供与について、社会ネ
ットワークを使うことによって、そのリスクを軽減させ、結果的に荒廃した地域経済の活
性化に寄与している状況を考察する。そこにおいては、社会ネットワークを断絶する金融
排除の無効性を指摘し、低所得階層においても、社会ネットワークにおける信頼の構築を
ベースに経済的活性化を図るべき点を強調する。具体的なテーマとしては、地域社会にお
ける諸問題、特に弱者の社会ネットワークからの疎外、すなわち社会排除問題への対処や
地域活性化という視軸から、それへの政策的対抗策におけるネットワーク活用の実態と効
果に関する定性的分析を行う。 
今日、わが国をはじめとする先進諸国における地域社会が抱える問題には枚挙に暇がな
い。犯罪率の上昇、地域住民の地域への帰属意識の低下とモラル低下、青少年の非行率の
上昇等、こうした諸問題をはじめ、地域産業の活力の低下や整理統合による拠点の撤退な
ど地域住民の利便性の低下には著しいものがある。こうした傾向は、非都支部のみならず、
都市部においても多くの荒廃地区を生み出し、大きな社会問題と化している状況にある。
その詳細は、本研究の問題意識と研究の背景として、第１章において論じたとおりである
が、その中でも、本章においては、特に、「信用」という要素に着目し、これを確保する
ためのネットワークの重要性を検証することを目的とする。 
また、第２章において考察した先行的研究が提示する論点や視点に立てば、地域社会の
分析に当たっては、経済統計データからの全体像把握はもちろん、むしろ、各地域に固有
な構成要素、すなわち地域の企業や住民といった当該地域における社会ネットワークに埋
め込まれている各アクターの行動様式や関係性に注目し、それらを前提とした、経済的・
社会的文脈からのアプローチが不可欠であることをこそ重視すべきであろう。こうした問
題意識から、本章で考察の対象とする社会排除問題の解決や荒廃した地域社会の再生、地
域産業の振興という政策課題にあっては、すでに当該地域に存在する既存産業の構造や特
性を、地域全体の社会構造や文化との相互作用や影響をも考慮に入れ、地域の活力創出の
メカニズムにインパクトを及ぼす社会ネットワーク機能に着目することとする。 
 
６．２ 地域活性化と社会ネットワークの視点 
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 本節では、第２章で考察したネットワーク分析の視点に照らし、地域社会再生問題解決
において、活用すべき社会ネットワークの有効性を高めるために重要と考えられる論点の
抽出を試みる。これにより、実際の地域社会政策において、信用という重要な要因に基づ
き、社会ネットワークの再構築、再生を行い、地域社会の活性化を実現している実態から、
そこに見られる特徴、政策的インプリケーションが明確化されることが期待される。 
 
６．２．１ イノベーションの創出および普及のための社会ネットワーク 
 
 本章では、地域社会の再生における社会ネットワークの有効性および、そこにおける信
用の意味を検証するわけだが、これに当たっては、地域分析の考え方に依拠することが有
効であると考えられる。すなわち、地域分析における重要な視点として、長山（2005）は、
特に、イノベーションの特性を踏まえ、企業家の視点からのアプローチこそが、地域産業
活性化、地域社会活性化に関する研究において重要であることを強調する。イノベーショ
ンといえば、Schumpeter（1934）の古典的な定義が余りに有名であり、そこでは、イノベ
ーションとは新結合であるとし、①新しい製品の開発、②新しい生産方法の導入、③新し
い販路の開拓、④原材料の新しい供給源の獲得、⑤新しい組織の実現、という５つのケー
スが挙げられている。また、企業家という個人（ミクロ）の多様性や個性に注目し、その
新結合が経済システム（マクロ）自体を進化させると主張する。また、Nonaka and 
Takeuchi(1995=1996)の「暗黙知・知識創造スパイラル」は、ノウハウや技能といった「実
行能力」を意味する暗黙知と言葉や数字で表現されるコード化された形式知を、「暗黙知
から暗黙知への共同化」、すなわち「暗黙知から形式知への表出化」→「形式知から形式
知への連結化」→「形式知から暗黙知への内面化」というイノベーションプロセスに照ら
して説明しようとする。また、長山(2005)は、von Hippel（1994）の「粘着情報（sticky 
information）55」としての暗黙知を移転してイノベーションを創出するには、先進的ニー
ズを持つユーザー（情報の探し手）と供給者（粘着情報を保有している者）との間で、対
面での綿密かつ信頼性に基づく交互作用が求められるとする。 
こうした論点を踏まえ、本章では、求められる「フェイス・トゥ・フェイスでの濃密な
交互作用」とそこでの暗黙知の蓄積、共有されるナレッジとしての暗黙知の形式知化の促
進、そしてその連鎖を促進するような政策事例を整理し、そこから、地域における新たな
情報を核とし、地域に「埋め込まれた」リソースを活用した新たな起業やスピンオフ連鎖、
企業家のネットワークの構築によるビジネスチャンスの拡大等に関する事例から、特に、
信用という価値を包含しつつ再構成され、強化される社会ネットワークの有効性を考察す
ることとする。 
                                                 
55 情報の粘着性とは、「ある所与の単位の情報をその情報の探し手に利用可能な形で転移するのに必要と
されるコスト」とされる。ある情報の粘着性が高いという場合は、局所的に生成した情報を、それを生
成した場所から他の場所に移転するのに大きいコストがかかることを意味する。 
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ところで、ここでいうスピンオフ連鎖に関する理論面・実証面からの研究としては、稲
垣(2003)のイタリア・ボローニャの包装機械産業集積に関する著名な分析結果があるが、
これによれば、スピンオフ連鎖とは、一つの企業を出発点としてスピンオフが繰り返し起
こり、樹形図状に組織が生成する現象であるとされ、そこでは、企業活動に関連した知識
やイノベーションの伝播、すなわち連鎖が発生するとする。また、起業家のネットワーク
の連鎖も蓄積的に発展し、その結果、連鎖のエネルギー自体を高めていくとする。起業家
は、企業の外部、すなわち、当該企業が存在する地域の人々や既存の企業、企業内の他の
社員との心理的物理的な影響を相互に与え合っているとする。また、スピンオフ連鎖は、
特定企業の個人間による規範やルールなどの関係性が外部に伝播するプロセスとしても位
置づけられる。そこでは、暗黙知の流通や伝播は、地理的な近接条件に依存するといった
要因のみではなく、むしろ、イノベーションの背景にある企業家ネットワークやそのネッ
トワーキング促進の支援要因などの社会的要因から受ける影響が大きいことが指摘されて
いる。この視点は、社会ネットワークにおけるアクター間の相互作用とそれがもたらネッ
トワーク機能や効果に着目する分析アプローチと共通の視点を持っている。その意味で、
地域分析は、まさに社会ネットワーク分析手法の一分野と位置づけられるべきであろう。 
 
６．２．２ 地域に「埋め込まれた」技術・労働のネットワークの重要性 
 
特に、社会ネットワーク分析における「埋め込み」アプローチが提起する視点に倣うと、
地域における産業活性化の実態を考察する際には、新産業の特性やその他の地域プレイヤ
ーとの関係性の把握、新産業創出のプロダクトイノベーションと既存産業のプロセスイノ
ベーションとの相互関係メカニズムの解明等が重要となり、そこでは、まず、技術・技術
集積・技術連関の視点からの分析アプローチが欠かせないことは言うまでもない。しかし
ながら、本章では、集積のプロセスを明らかにすることを主眼に据えるものではない。地
域産業の歴史的変遷や当該地域の社会的・文化的風土をも踏まえた上で、潜在的起業家の
企業活動の開始や、事業の発展・拡大、地域社会の活性化を可能とする要因や、それを促
進するカタリスト要素の解明に主たる関心を持ち、すでに当該地域に存在し、蓄積されて
いる「地域に埋め込まれた」社会ネットワーク上の資源としての技術や労働要素の重要性
に着目することとする。 
 もう一点、さらに重要な視点としては、地域に埋め込まれた技術や労働要素が、産業活
性化や起業、新産業創出における新規技術といかに親和性や連関性を持つのかという問題
意識である。そこでは、労働者サイドからの分析アプローチが求められよう。労働は、単
なる生産要素としての資本ではなく、訓練によって技能と結びついて生産性向上をもたら
す。産業活性化や起業、新産業創出、すなわちイノベーションを推進するには、すでに、
既存産業によって「地域に埋め込められた」技術・労働が新たなイノベーション経路にい
かなる影響を与えるかについて、これを明らかにしていくことが求められよう。このプロ
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セスは、既存の埋め込み資源を、新たな資源を導入し、活性化したネットワークに再埋め
込みし直し、イノベイティブな価値を生み出す循環の中で位置付け直すものと解釈できる
が、これに当たっては、そうすることで、関係するアクターは、「信用」という要素を付
与されることとなり、この「信用」がゆえに、起業や新産業創出が可能となる側面に、特
に着目することとする。 
ところで、こうした地域産業活性化に関するセオリーとしては、まず、Florida（1995） 
の「学習地域（learning region）論」が挙げられる。学習地域とは、シリコンバレーに見
られような、イノベーションと集団的学習が行われる空間のことである。Florida は、学習
地域においては、大量生産地域との比較を通じて、知識・アイディア・学習の流れを良く
する制度やインフラの意義に特徴を見出している。また、Camagni（1991）は、「ミリュー
（milieu）論」において、地理的近接性を前提とした文化的・政治的・心理的態度の類似
性に着目した上で、その地域の環境（local milieu）への帰属意識により個人的コンタク
トと協力・情報交換が円滑化することを通じ、集合的学習過程が派生して、そこではイノ
ベーション促進や不確実性の低減が可能となるとする。ただ、ミリュー内部では、イノベ
ーションに不可欠な「暗黙知（tacit knowledge）」の共有化や伝播に、当該地域内での関
係者間のフェイス・トゥ・フェイスによる綿密な交換と接触が求められ、その結果、地域
環境（local milieu）に埋め込まれた暗黙知が競争優位の源泉となる一方で、各種支援施
策や政策についても、その接合において、同質性や凝集性が高まり過ぎた場合には、イノ
ベーション能力を減退せしめる「負のロックイン効果」も発生しがちである点を指摘する。
そのため、地理的範囲を超えた遠隔地とのリンケージによる異質かつ多様な関係者間の交
互作用を期待すべきとする主張もなされている（Keeble & Wilkinson 2000）。彼らは、
学習地域（learning region）やミリュー（milieu）の諸概念を、英国のケンブリッジやフ
ランスのグルノーブルといった地域を対象とした大規模な事例研究により実証しようと試
み、そこからは、①地域労働市場における熟練ワーカーの流動性、②企業・大学・公的研
究機関からのスピンオフ、③中小企業のネットワーク、の３要因を主要構成要素とする「地
域の集団的学習過程」の概念を提示した。 
さらに、こうした諸理論を発展させ、今日、欧州政府が主体となってさかんに参考にし、
実践的政策に採用しているセオリーの一つに、「地域イノベーションシステム（regional 
innovation system）論」がある。地域イノベーションシステムは、国家イノベーション
システム（national innovation system）に対置する概念であり（Nelson 1993）、地域
産業政策など政策論としての意味合いが大きいように思われる。たとえば、Acs（2000）は、
地域イノベーションシステムにおいては、イノベーションの原動力は企業間ネットワーク
にあり、それは経済的側面にとどまらず、制度や社会的文脈（価値観・規範）にも大いに
影響を受ける性格のものであり、関係者の連携促進にあたっては、企業家のリーダーシッ
プを効果的に引き出すとともに、仲介機関（enabling agency）や地方自治体などの関与が
欠かせない旨を指摘している。また、Asheim & et.al.（2003）も、特に、中小企業におけ
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る地域イノベーションシステムを効果的に運用するには、中小企業が地域内の暗黙知・形
式知を有効に活用してイノベーション能力を向上しうるよう、企業間ネットワークの連携
促進を支援する公共政策の必要性を強調している。まさに、こうした先進的論者も、地域
における社会ネットワークの機能と、そこでのカタリスト的支援機能に着目していること
は明らかである。 
 もっとも、この地域イノベーションシステム論においても、ミリュー論と同様、そのシ
ステム自体が抱えるジレンマ・矛盾については認識されている。Braczyk, Cooke & 
Heindenreich（2004）は、イノベーションが信頼ネットワークに依存しがちであるジレン
マ、地域ネットワークメンバーが固定化して地域学習がロックインという負の効果を持っ
てしまうジレンマ、技術蓄積の増大に連れ、経路依存性・ルーチン化が始まり、その結果
イノベーション能力自体を低下せしめてしまうジレンマ等を挙げている。そして、こうし
た問題や課題を解決し、学習効果を持続させ、イノベーション能力を向上させ続けるため
には、ネットワークのオープン性による、恒常的な多様性、異質性の採用と刺激の交互作
用が重要とされる。こうしたセオリーの発展と実証的検証の積み上げは、地域の活性化や
新規企業の創設、イノベーション活性化等に関する政策的支援の意義や機能を検討する上
で、大いに参考とすべきと考えられる。 
これについては、すでに述べた Granovetter（1974）の「弱い紐帯（the strength of weak 
ties）」の根底に存在する経験則にも合致する議論であると考えられる。すなわち、強連
結のネットワークは、親戚・家族・親友などの強固なつながりで互いの情報共有度合いが
高いものの、外部に閉鎖的になりがちでもあり、新しい知識・刺激が発生しにくいが、弱
連結のネットワークは、頻繁に会わない友人や知人のような弱いつながりであり、いくつ
もの独立した強連結グループを橋渡しすることで、思いがけず自分のビジネスを支援する
ような情報を入手することを可能とするとされる。ネットワークの結束型における同質
性・凝集性がゆえの排斥性のパラドクス、橋渡し型がゆえの異質性や新規性への寛容性と
いった社会ネットワーク分析が提示する論点が、こうした地域イノベーションの理論にお
いても表出している。また、これらは、金井（1994）が提唱するネットワークに内在する
パラドクスの議論とも平仄を一にする。金井は、①弱連結が強連結より強いという弱連結
パラドクス、②同質性・共通性（出会いの機会）と異質性・多様性（新結合）のジレンマ、
③冗長性（時間のムダ）と信頼性のパラドクス、などのネットワークのパラドクスを複数
提示している。 
 いずれにせよ、企業家サイドのミクロ的視点を欠き、当該地域に固有の産業や技術特性
を踏まえない分析アプローチによるのでは、地域における学習やイノベーションの担い手
としてのネットワークアクターの相互作用の実態を明らかにすることは困難である。いず
れの地域社会にイノベーションが生まれ、当該地域の活性化をもたらし、そのエネルギー
が発展・伝播して総合力として発展していくかについては、個別事例を個別の文脈に照ら
して緻密な分析を待つほかないと考えられる。 
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６．２．３ 社会ネットワーク活用への期待、オープン性・多様性・異質性の重視 
 
前節で述べたとおり、地域イノベーションシステムを含む、社会ネットワークにおいて
は、メンバーの同質化・固定化が進むことで異質性や新規性への排斥が起こり、イノベー
ションが生まれにくくなるといった「ジレンマ問題」が存在する。このジレンマ問題の解
決にあたっては、第２章で整理したソーシャルキャピタルの概念から、ヒントが与えられ
るように思われる。Putnam（1993）は、これを「個人の間の結合関係、信頼・規範・ネッ
トワーク」であると明確に定義しているが、特に、彼は、それが「協調的行動を容易にし、
集合行為のジレンマを解決し、ひいては経済的繁栄に資する」点に着目している。Putnam は、
ソーシャルキャピタルがあれば経済的繁栄につながるといった決定論的な社会的均衡・経
路依存性（path dependence）を支持しているが、現実には経済的行動と信頼との間には、
逆のインパクトのベクトルが存在することについては、既に多々指摘されており、この点
は、第２章で述べた Sen(1999)や長山（2005）等に明らかであろう。あくまでもソーシャル
キャピタル論は、社会ルールにのっとり、関係者が合理的行動を取るとする協調的側面を
重視する理論と言え、イノベーション促進における競争的側面を射程に捉えてはいない。
しかしながら、優良なソーシャルキャピタルが蓄積された地域社会で、「協調・集合的行
為」が契機となって協調行動と社会的ジレンマの解消が可能となるにとどまらず、特に、
橋渡し的ネットワークの結節は、異質性、多様性といったイノベーション推進上の重要要
素や外部へのオープン性から、内部的市場においてはアクセスしにくい貴重な資源や労働
力を活用可能とすることを通じ、効果的なイノベーションを展開する土壌をはぐくむもの
と期待される。 
 そこでは、家族や親密な友人関係といった強固な関係を持ついわば同類の特定関係者に
対する信頼ではなく、他者や異質なものに対する信頼があるかどうかが問われるべきであ
ろう。地域における新産業創出のメカニズムが機能するには、地域社会における既存のプ
レイヤーとしての既存産業が、自らが主たるポジションを維持してきた当該地域において、
自らとは異なる異質性や新規性を受容するオープンかつ柔軟な姿勢が培われているかが重
要なポイントとなる。地域産業活性化に関する分析においては、このような問題意識を念
頭に置き、当該地域にすでに存在する企業や産業の歴史的変遷やその発展の沿革・経緯と
いった特性を考察し、地域社会のコミュニティとしての環境や風土、その根底に存在する
社会ネットワークの特徴を実証することが不可欠となろう。 
 本章で分析する英国の政策事例の分析においては、社会ネットワーク分析の主要な概念
である埋め込まれた各アクターの相互作用がもたらす機能に着目し、また、本章前節で考
察した、地域イノベーションシステム論が主張する公的支援策の意義と具体的関与方策に
も留意しつつ行うこととする。そこでは、目指すべき明確なターゲットとその背景にある
問題意識と問題解決のスキームに裏打ちされた弱者・中小ビジネス支援、地域再生・活性
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化といった経済的自立支援策のエッセンスを抽出し、そこから政策的インプリケーション
を得るため、まず、金融排除問題により、信用ネットワークから疎外され、経済的自立化
の手段を絶たれた弱者のネットワークへの再埋め込み問題を考察し、社会ネットワークの
重要性を信用回復という視点から検証した上で、自らは、自立的に起業や事業拡大をなし
得ない弱者への支援とスピンオフ連鎖の促進を通じた地域再生政策に見られるネットワー
クの有効性を論証する。さらには、本章後段では、経済的自立支援という文脈から、国際
開発論の分野で最近とみに注目されているマイクロファイナンスの枠組みを、結合型のネ
ットワーク機能を有効に活用したモデル事例として考察対象とし、ネットワークアクター
の能力に関する評判情報の流通と第三者的仲介機関の介在により、ネットワーク自体が監
視機構として機能し、ネットワーク全体の規律向上、逸脱行為排除効果を生み出している
実態から、改めてそこに見られる「一般的信頼」を軸に据えた社会ネットワーク機能と効
果を検証する。 
 
６．３ 社会ネットワーク断絶としての金融排除とその対策 
 
 本節では、前節までの地域活性化における社会ネットワーク分析の重要な視点を踏まえ、 
まず、金融排除問題という社会的弱者の信用ネットワークからの疎外問題の実態とそれへ
の対処策に見られるネットワーク活用の実態と論点を考察する。 
 
６．３．１ 深刻さを増す金融排除問題の実態 
 
本節では、英国における金融排除問題とその解決への取り組みを考察対象とする。英国
では、金融の自由化が進展する中、貧困地域、貧困層への金融サービスの欠如という事態
を引き起し、いわゆる金融排除問題が大きな社会問題となっている。これは、自立的、健
全な金融機関の経営改善が強く求められる中、ユニバーサルサービス提供という使命との
バランスをいかに図るかについて、特に、過疎地域におけるサービス提供のあり方を考え
るとき、避けては通れない重要な課題を提示しているものといえる。自由化の陰と言うべ
き金融排除問題への対応は、世界的に金融業界再編が進む中、重要な政策課題となってい
る。その意味から、労働党政権成立後、早くから社会排除問題全般に取り組み、その一環
としての金融排除問題の解決にも具体的施策をもって取り組んで来た英国の経験と知恵は
我々にとって大いに参考となるものと思われる。英国政府の施策に特徴的なのは、「荒廃
地域」、「マイノリティ」といった社会的弱者に対し、あくまでその自立を促すための環
境整備という支援機能の発揮という責務を認識し、支援対象が持つ固有の特性や資源を生
かしながら、効果的なサポート的仕組みを構築する巧みさであるように思われる。 
 本節では、まず、金融自由化による地域からの金融撤退ないし激化する金融競争による
信用力の低い階層への貸し渋り現象等の発生状況と、その弊害を論じた上で、金融自由化
 114
先進国である英国における対応策を考察することとしたい。特に、英国における金融排除
問題の現状に関する官民双方の認識の位相、官民協調による貧困地域の再生・活性化の基
盤的インフラとして、個人・弱者の信用ネットワークの再構築の実態を、当該地域社会の
リソースとしての既存のネットワークや、これへの新たなる機能の付加、協調的枠組みの
創出といった広義のアクター間の相互作用・連携効果に着目する。 
英国では、前述のとおり、地域が荒廃した結果、「金融サービスからの疎外」（financial 
exclusion）という状況が現出し、こうした状況に対処するため、積極的な政府の施策展開
や民間金融機関の関与（公共事業や支援機関を通じた公的資金の投入、各種改善のための
プログラムや提言、寄付による基金の活用等）が展開されてきた。英国では、1986 年のビ
ッグバン以降、民間金融機関は、利益重視の立場から合理化の一環として、地方や低所得
者層の住む地域における支店の閉鎖を進めた。その過程において、コストとして大きな問
題となっていた口座維持費用を削減するため、口座開設条件が厳格化され、一般庶民の中
には、口座開設審査を通過できずに口座を保有できない層が増加していった。こうして、
金融分野における社会的弱者の排除、即ち金融排除問題が顕在化し、その問題解消が、90
年代後半以降、政府の重要な政策課題の一つとして俎上に上ってくるのである。 
では、実際に英国における金融排除の実態はどうなっているのであろうか。現在、英国
では、職に就かず補助金等で生活し、公営住宅に住む 150 万世帯（全世帯の約７％）、20
万人の成人が、銀行口座の開設をはじめとする一切の基本的金融サービスから疎外されて
いると言われている。さらに、440 万世帯（全世帯の 20％）が、限界的サービスをのみ享
受するにとどまっている56。厳しい身分照会の導入と貸し倒れ防止の観点から金融機関が口
座開設に当たっての事前のハードルを高くしたことに起因する「個人の排除」と、採算性
重視による、低所得者層エリアの店舗廃止による「地域の排除」が平行して進展している
点が特徴とされる57。 
 個人を巡る金融排除問題ばかりでなく、英国政府においては、中小企業を巡る金融排除
問題の解決への取り組みが活発である。労働党の第一次ブレア政権は、1997 年の成立当初
から、公正取引庁、金融サービス機構等の関係政府機関を創設して、問題解決の体制を整
え、2000 年３月には、銀行サービス調査委員会に「クルックシャンク・レポート（Cruickshank, 
D.(2000)）」を編成させている。これは、Brown 蔵相の諮問に答え、英国の銀行の競争状態
を調査したもので、この中で、個人・消費者向け銀行取引のあり方と並んで、資金決済シ
ステムの改革や中小企業向け銀行サービスの改善についても、数々の具体的な勧告がなさ
れている。 
 英国病に象徴された 1970 年代、中小企業の廃業・倒産が相次ぎ、もともと階級社会のた
め起業精神に乏しいといわれる社会環境の影響もあって、英国国内では国力増進のために
                                                 
56 ＨＭ Treasury (1999) 
57 Kempson,E. and Whyley, C. (1999)  
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も、中小企業の育成・支援が大きな課題となっていた。特に 90 年代半ば以降は、従来の開
業振興重点主義から競争力強化・経営ノウハウの提供重視への政策シフトがなされ、1997
年の労働党政権以降、中小企業政策を一元強化する動きが高まっていった。2000 年には、
中小企業育成・支援の統括的組織として、貿易産業省内にＳmall Business Service（SBS）
が設置され、2001 年には、「Think Small First」と銘打った支援策が発表された。その中
では、2005 年までに、英国は、「世界でもっとも新規起業と育成に適した国」とすること
を目指す決意が述べられている58。2004 年１月に公表されたその後の政府の取り組み状況を
まとめたレポートによれば、政府施策として、新規大学卒業生の起業活動の支援、起業資
金支援プログラム、特に荒廃地域における起業を促進するための重点的資金援助といった
具体的施策の成果と評価を公開している。 
 そもそも、銀行再編後、４大銀行体制下の英国の中小企業は、銀行の寡占状態にさらさ
れており、中小企業金融についてみると、大手４行が預金取引の 88％、貸し出し取引の 91％
を占める圧倒的なシェアを誇っている。これについては、上述のクルックシャンク・レポ
ートにおいて、①銀行は、消費者や中小企業に対し、非常に高い手数料や貸出金利を徴収
する一方、預金金利を低位に設定することで、年間 30 億から 50 億ポンドもの超過利潤を
得ている、②中小企業向け融資の 80％以上が４大銀行に集中し、この分野での競争を高め
る必要がある、③金融排除の問題に早急に対処し、かつ消費者保護の徹底に努力しなけれ
ばならない、といった点が指摘されていることと符合する。 
  
６．３．２ 地域信頼回復のための金融機関の取り組み 
 
英国の金融排除問題への取り組みを考察するとき、そこには、サービスを享受する側、
すなわち、利用者側にとどまらず、サービスを提供する金融機関自体の、ネットワーク構
成員としての責務の認識とその積極的な発揮が特徴であるように思われる。2000 年７月に、
金融サービス機構が作成した「金融排除―文献と研究―」報告書でも、その金融排除の実
体が紹介されているが、より興味深いのは、英国銀行協会(British Banker’s Association)
が 2000 年４月に公表した「金融参画の促進―銀行業の機能―」における銀行業の消費者や
中小企業との関係における積極的な姿勢表明である59。 
 Financial Inclusion という概念を打ち出したことで有名なこの報告書は、それに先
立つ金融機関への批判に応える形で British Banker’s Association がとりまとめた
もので、当時、貧困層の経済的自立を促す手段として国際開発の分野でも大きな関心を呼
んでいたマイクロクレジット(micro credit)という用語を紹介しつつ、銀行業界としても、
中小企業や個人事業者、起業希望者への事業企画段階から事業展開まで、経済的自立支援
を積極的に行おうとする姿勢を打ち出している。まさにネットワーク構成員としての
                                                 
58 SBS が実施中のモニタリングの状況等は http://www.sbs.gov.uk/参照のこと。 
59 British Banker’s Association (2000)  
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win-win 構造を目指す取り組みの第一歩とも言える。その中で、たとえば、貧困地域におけ
る小規模起業に当たっては、①起業の可能性の認識、②起業のための自信の付与、③ビジ
ネスプランニング、④資金確保、そして⑤立ち上げと事業の継続に当たっての的確なアド
バイス、といった５つの過程が重要であり、単なる融資業務だけでは起業をサポートする
効果は薄いことを強調している。事実、英国の貧困地域を中心に、Barclays、Royal Bank of 
Scotland/Natwest、Lloyds TSB など大手銀行が地元のカウンシルと共同で、起業希望者に
無料の情報提供アドバイスを行ったり、支援のための基金を創設して小口貸し付けを行っ
たりするケースが多々見られる。このほか、たとえば Barclays 銀行では、2000 年にかけて
個人事業主として起業を希望する人々を対象にした“Star Light”セミナーを開催し、「起
業にあたって必要なこと」、「女性とビジネスプランニング」といったテーマの下、実践
力となる情報提供活動を積極的に実施している。起業のための情報提供サービスに力点を
おいていることを示す好例である。 
これを、第２章で整理した「埋め込み」アプローチに照らして考察するならば、個人や
組織をそのアクターとして包含する社会ネットワークにおいては、特に、「互酬」の繰り
返しによる互恵的関係の確立と関係的信頼の醸成と、「評判情報」の流通による一般的信
頼の醸成といった異なる２つの相互作用が生み出す効果により、ネットワーク機能が発揮
されるとされる点に照らし、金融機関サイドと必要な情報を獲得し起業を目指すアクター
との間に相互作用を創出し、当事者間に、価値や規範の形成と共有が進み、起業とそれへ
の支援が効果的かつ円滑に進められるものと期待される。こうした施策の一つ一つは、金
融サービスを利用する側と提供する側の相互のコミットメントというダイアド(1 対１)的
関係性により、安定的な信頼関係を確立し、安全・確実な起業と事業展開を可能とする上
で、大きな効果を発揮するものと期待できる。 
 こうした金融機関サイドからの金融参画促進に向けての意思表明は、さらにその後、2002
年１月の「金融参画の一層の促進―さらに前へ－」にその精神を引き継いでいく60。この中
でも社会的・金融排除問題の解決は重要な政策課題であることを再確認し、多様な預金者
のニーズに見合う決め細やかなサービス提供に尽力することを明言しており、1999 年の政
府の奨励に始まるベーシックアカウント（小切手やデビットカードの利用を制約すること
で当座貸し越しを防止することにより、誰でも開設できるようにした口座）のような基礎
サービスの充実、また、銀行の支店が近隣にない住民のために、郵便局で銀行サービスを
受けられるようにする「ユニバーサルバンキングサービス」の取り組みの推進等具体的施
策の一層の展開がうたわれている。このユニバーサルバンキングについては、後節におい
て詳述する。さらには、「銀行は金持ちのためにだけ口座を開設する」、「銀行はすべて
の支店を閉鎖しようとしている」、「銀行は富裕層以外には興味を持たない」、「銀行は
貧困地域のことは気にかけない」、「銀行は利益にのみ関心を持つ」といった神話はすべ
                                                 
60 British Banker’s Association (2002) Promoting Financial Inclusion: The Way Forward 
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て誤った認識であると弁明し、すべての利用者に対して、多様なサービス提供を行う旨宣
言する内容となっている。 
このことは、金融排除問題の被害者として、信用取引という社会ネットワークから疎外
されている経済的弱者に対し、金融機関が知恵を絞り、新たな方策により信用を付与する
手段を提供し、彼らを信用というネットワークに再埋め込みすることにより、彼らの自立
的発展を促し、社会ネットワーク活動への参画を可能とすることに取り組むことを宣言す
るものと解釈できる。 
ここまで、金融機関サイドからの経済的弱者に対する信用という社会ネットワークへの
参画を促す取り組みの努力を見てきたが、英国においては、中小企業金融における金融ア
クセス問題も、個人に対するそれと同様、大きな問題となっている。英国の中小企業は、
数の上で、事業者数全体の９９．８％を占めるが、そのほとんどが、個人事業者・零細企
業であること、企業の平均業歴はわずか７年と短く、新規開業した企業の半数は３年以内
に廃業する、言わば短命であることが特徴となっている。これは、英国においては、開業
は比較的容易であるものの、その後の事業遂行・維持が難しいことを意味する。既述のと
おり、ブレア政権における中小企業育成政策の効果もあり、今日、新規開業が容易となっ
た英国では、開業のための費用は小額ですむため、自己資金のみで開業するケースも多い
が、外部借り入れの場合は、そのほとんどが銀行借り入れを利用している。その場合の借
り入れ形態としては、オーバードラフト（いわゆる当座貸し越し）と、タームローン（証
書貸し付け）が多用されているが、銀行の寡占状態のために、借り入れ時に上乗せされる
プレミアムは、６％を超えるケースもあると言われる。その意味で金融アクセス面での障
害が問題視される結果となっている61。 
 この点については、「クルックシャンク・レポート」でも、中小企業金融は、大手銀行
４行の寡占状態にあるため、金利など貸し出し条件面で有効競争が働いていないとの報告
がなされており、中小企業アクセス問題の解決が政策上の重要なアジェンダに上ってきて
いる。その後、公正取引庁（Office of Fair Trading）が競争委員会（Competition Commission）
に付託する形で市場寡占と不公正取引の有無について調査が開始され、2002 年 3 月に報告
書がとりまとめられた。これにより、公正取引庁は、主要行への当座預金への付利などを
含む改善勧告を行い62、これに対しては、個人に関するのと同様、金融参画の観点から、中
小企業を重要な利用者の一環と位置付け、金融機関サイドからも積極的な関与促進、施策
投入の対象として認識されることとなった。こうした状況は、個人や中小の零細企業の信
用ネットワークへの再埋め込み問題の顕在化として、今後、考察対照とし、社会ネットワ
                                                 
61 
信金中央金庫ロンドン駐在員事務所(2002.4) 
62 2001 年 1 月に Lloyds TSB が Abbey National に対し TOB を開始したが、その後、公正取引庁が競争委員会に本案件
の審査を依頼、当委員会は寡占進行の恐れありとして、本件を不承認とした。これ以降、英国では、4大銀行を相手
とする国内銀行との合併・買収は、認められないという認識が広まり、これ以上の寡占状態が拡大はしていない。 
 118
ークが、弱者の経済社会活動を円滑化、活性化する上で重要であり、かつ、大いに有効性
を発揮することを検証していくことが求められよう。 
 
６．４ 地域社会荒廃問題対策事例の類型化 
 
このように、英国では、金融排除問題が、1997 年以降の労働党政権における政策課題で
ある社会的排除問題の中でも重要な政策課題であるとされ、政府・金融機関がそれぞれの
立場から、解決に向けた具体的試みを展開しているところである。本章では、これまで、
社会的弱者の、信用ネットワークへの再埋め込みを促進する取り組みの実態を考察してき
た。これを受け、本節では、地域社会の荒廃への対処や、地域における中小企業の支援に
関する各種政策事例を考察し、そこに見られる社会ネットワークへの期待と、その維持・
強化によってもたらされる経済効果から、自立的な再生や起業、事業展開が困難であるよ
うな社会的な弱者に対し、信用付与という外からの支援および、内発的なインセンティブ
喚起により、経済的な自立を可能とすることの重要性および有効性を検証することとする。 
ここで取り上げる政策は、①ロール・モデル型、②パートナーシップ型、③公的部門主
導型、の３類型に分類された上で、英国における経済的自立支援、社会ネットワーク強化
政策の背景にあるコンセプト、支援の前提条件として設定される項目が整理され、そこか
ら汎用性ある政策的インプリケーションの抽出を試みる。これに当たっては、先に整理し
た社会的埋め込みにおける複数のアクター間の相互作用の促進とそのための公的セクター
のカタリスト的支援機能への期待、また、ネットワークのリンケージの拡大と多様で異質
な情報獲得能力の低下を防ぐためのオープン性、多様性、異質性確保のための具体的取り
組み、ナレッジ共有化のための前提となる高い受容性確保のための諸工夫に着目した。 
なお、この類型化に当たっては、社会ネットワーク分析の視点に立脚し、当該地域に埋
め込まれた社会構成員間に互恵と互酬の経験を積み、関係的コミットメントを高める中で
関係的信頼を醸成するネットワークの関係性の機能と、評判情報の流通を通じ、ネットワ
ーク全体として規範を確立し、逸脱行為を抑止するとされる一般的信頼を醸成するネット
ワークの機能の双方に着目する。これら異なる２つの信頼は、相互に補完しあいながらネ
ットワーク構成員間のモラル向上や逸脱行為の抑止効果等を通じ、ガバナンス効果を高め
る上で重要な要素となることが認識されているところである。また、本章前段で論じたよ
うに、地域分析に関する論者の多くが、すでに地域に存在するアクターや資源を有機的に
ネットワークに組み込み、リソースとして活用すべきことを強調している点にも着目しつ
つ高圧を進めることとする。 
 
６．４．１ ロール・モデル型地域再生政策の具体例 
 
 119
英国では、地域の再生をはかるためには、何より、そこに住む住民、地元企業の自助努
力と関連情報の共有が優先されるべきとの認識が確立しており、①ロール・モデル（目標
となり得る成功事例）となる企業の育成、②「生きた企業経営情報」の継承、③官民各セ
クターメンバーを網羅する地域ネットワークに対する信用付与、をポイントとする新しい
タイプの起業・経営支援策が数多く見られる63。 
 
６．４．１．１ The Inner City 100（新興企業ビジネス・コンペティション） 
 
これは、特に、都市部地域内に存在する荒廃地区の状況を打開するため、当該地区で成
功を収めた好業績の企業を大々的に表彰するコンペを開催し、当該地域に存在する各企業
相互の競争心を刺激し、新規起業を奨励するためのイベントである。英国においては、都
市部の荒廃地域は郊外のそれと比較した場合、民族的・社会的融合が進んでいること、荒
廃の理由が既存企業の撤退がもたらすものであるケースが多いため、経済的繁栄期に整備
された社会資本はいまだ残存しており、これを再編成・再活用することで、地域を再生さ
せやすく、これを核として当該荒廃地区の活性化が進めやすいという事情があるように思
われる。この点については、イングランド銀行のレポートでも、地域再生・活性化の成功
事例を生み出す上で、成功経験に関する情報の共有が重要な鍵と指摘されている64 。また、
残存するインフラを地域の資源と位置付け、ネットワークの一環として積極的に活用する
視点は、社会ネットワークを経済社会的な文脈の中でとらえるという社会ネットワーク論
の問題意識にもかなったものと言えよう。 
コンペ方式による The Inner City 100 は、地域における活性化施策の発掘と奨励を
目的とし、非営利法人とマスコミのジョイントベンチャー形式により実施され、英国各地
で類似のスキームを創出している。その企画は、財務省のリーダーシップの下、社会的排
除問題の研究に多くの蓄積を持つシンクタンク New Economics Foundation や Royal Bank 
of Scotland/NatWest などの大手銀行が企画・主催し、Financial Times 社、イングランド
銀行、ロンドンビジネススクールなど産官学各分野の関係者が多数参画して運営されてい
る。英国では、一定の荒廃地域に絞って当該地域に焦点を当てた活性化施策、都市政策に
関する研究は従前より盛んであった。特に、特定の荒廃地域をターゲットにした都市政策
の推進とその評価・分析については、地域社会学分野における主要な関心テーマであり続
けているが、各地域毎に、既存の資源である人材、企業、これらの過去の実績、風土等を
生かし、それら要素を包含する社会ネットワークとして再整理・再構築することで、地域
再生を実現することを目指すアプローチと言える。 
                                                 
63日本銀行（2002） 
64 Bank of England (2000) 
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英国には、再整理・再構築型の社会ネットワーク構築による地域活性化スキームには確
立した感がある65。ここで第１類型として整理したロール･モデル型政策は、地域に存在す
る各種リソースの再活用、再構築によるネットワークの強化・拡大策として成功した事例
をベースにそれに関するノウハウやナレッジを次に続く潜在的な起業家に共有化させ、そ
こから派生する効果に期待するものと位置づけられる。また、これを信用という切り口に
照らせば、経済的に弱者であり、自立的な企業や事業発展がかなわないような者に対し、
ロールモデルとなりうる先行的成功事例に関する経験と知識情報を与え、これを信用とい
う経済社会活動上不可欠な要素に昇華させるプロセスを支援するものと換言できる。 
このことは、コンペへの参画要件として、企業に以下の点を提示していることにも現れ
ている。すなわち、①事業経営を５年間以上継続していること、②参加にかかる年度末ま
でに一定の売り上げを達成していること、③参加の前年度までに５名以上の従業員を有し
ていること、④社会・環境への配慮を行っていること、などの条件は、当該地域に一定程
度の基盤と実績を保有する中小規模の新興企業のみ参加資格を有することを意味し、地域
社会の構成員としての地位をベースに、その成功事例を顕彰されることで、そうした業績
に関する情報がネットワークにおいて流通することは、当該企業の能力や評判を高め、他
の地域の構成員から現れる期待の高さへと発展しうる可能性を秘めていると言えよう66。 
 さらにもう一点注目すべきポイントは、この施策の最大の効果が、経済的支援そのもの
ではなく、主催者である New Economics Foundation が授賞後に公表するレポート”The 
Competitive Inner City”において、受賞企業の経営事例が、成功事例としてデータベー
ス化され、これが後発企業にとってのロール・モデルとしての役割を果たしている点にあ
る67。また、成功要因のうち、注目すべきインフラとしては、「教育・研究」の重要性を挙
げる企業が多く、参加企業全体の４分の１が地元の大学と何らかの連携を持ち、研究素養
の醸成、研究成果のフィードバック、技術移転等において、大きな効果があったと積極的
に評価している。これは、社会ネットワークのリソースの協働により、社会経済的文脈に
おける協調と関係的コミットメントが熟成し、有益な情報や技術の交流が進み、経済的成
                                                 
65 Tunstall, R. and Ruth,L (2003)  
66 なお、このプログラムは、現在では、もっとも荒廃度が高いとされるロンドン市内の荒廃地区における中小企業の
既存技術力をさらに高度化・発展させるために活用されており、新たな 100 万ポンドからなる資金的援助（Inner City 
100 とロンドン開発庁（London Development Agency）が供与）に発展している。Inner City100 に関する情報は、
http://www.neweconomics.org/ に詳しい。 
67 
この効果は、言わば複雑系のシステム論において、社会的な活動を通じ、価値ある「基準」の形成と普及を促進する
「淘汰」のプロセスになぞらえることも出来そうである。先に規定された基準を公表するよりも、はるかに効果が大
きいであろうことは、経験からも直感からも推測できそうである。これまでのデータからは、受賞企業の成功の要因
としては、低賃金による価格競争力よりも独創性あふれる独自の経営戦略や基盤とする地域が有するインフラや地理
的条件など本来の優位性が大きな意味を持つとの分析がなされている。たとえば、経験豊富な労働力、顧客からの距
離の近さといった常識的な要因ばかりでなく、都市特有の inner city buzz、騒々しさ、活気など、起業家が事前
には認識していなかった要素が有利に働いたという分析結果も公表されており、地域やケース毎に、その潜在的可能
性の幅を再認識させる内容となっている。  
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功という帰結をもたらした事例と位置づけることができよう68。このコンペに入賞しても、
資金面での直接的メリットはないが、以上のような受賞企業の顕彰、具体的経営戦略の公
表等を通じ、知名度向上と信頼確保、すなわち、社会ネットワークにおける信用の獲得と
いう効果は極めて高く、また、主催者が以後継続して受賞者に対して行う情報提供や交流
機会の提供は、優良企業ネットワークを構築する上でのカタリスト機能を果しており、そ
こでは、優れた経営ノウハウや人材交換、人材確保のためのプール創設、業務関連情報の
共有化といった実利的なメリットも大きいものと観察される。こうした事後のメンテナン
スは、社会ネットワーク上での信用のメンテナンスという意味からも合い極めて有効であ
り、受賞企業のみならず、潜在的起業家のインセンティブ喚起にもインパクトを与えてい
るものと推察される。 
 一方で、企業にとっての問題点としては、事業開始に当たっての資本不足、資金繰りが
困難であること、また、一層の成長を目指す場合には、自社技術力だけでは不十分であり、
将来的な技術の向上が不可欠としながらも、これを解決するには社内教育のみでは自ずか
ら限界があり、外部的なインプット、サポートに期待せざるを得ない点が挙げられよう。
その意味で、地域や地域に存在する他の機関とのネットワーキングの促進、ナレッジや人
材の共有化への期待は極めて高い。なお、資金面での限界については、銀行側から資金繰
り改善策のアドバイス（ファクタリング利用等）により事態が一気に好転したとする経験
事例も多く、金融機関の与信スタンスが企業の発展にとって大きな要因となることを裏付
けてもいる。この点は、前段で述べたとおり、銀行側のいわゆる financial inclusion の
効果に期待するところ大であろう。中小企業においては、情報の非対称性、モニタリング・
審査コスト負担、担保不足、リスクの高さ、といった理由により、銀行の与信行動が制約
される傾向があったが、銀行側が、こうした諸課題を認識しながらも、社会ネットワーク
の一員として、中小企業や潜在的な中小の起業家に対し、信用を供与する積極的姿勢を打
ち出すことで、それらの社会ネットワーク上での地位の安定化を支援することにもつなが
るものと期待される。受賞企業の成功の秘訣を類型化、分析した結果は、政府の地域振興、
都市政策、企業支援政策等に多くの示唆を与えるものであり、また、実際に、各ケースに
応じて、決め細やかなサポート、投資促進、改善効果をもたらしていることを付記してお
きたい69。 
                                                 
68 また、職住近接のメリットについては、ストはじめインフラ劣化による遅延の頻発など交通事情の不安定性に左右
されることが少なく、安定して労働力が確保できる点が生産性に貢献していると指摘する企業が目立つ点は、英国の
今日の社会基盤の脆弱性をある意味反映しているようで興味深い。 
69 こうした情報の共有化と開示は、長期的で広範囲な目的に基づいて、短期的できめ細かい成功基準を設定する上で
も効果的と評価できそうである。いわゆる複雑系システムにおける適応を促進するには、小さな失敗を繰り返しなが
ら学習し、反復する複写活動を通じ、状況に応じて多様性を維持することが重要であるといわれるが、この活動は、
こうした認識とも平仄を一にするものである。 
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 レポート”The Competitive Inner City70”の中では、これまで、中央・地方政府による
公的資金投入の大半が、建物の再建、公共事業といったいわる「箱もの」整備に重きを置
いてきたこと、各地域の自助努力と地域住民同士の相互援助、すなわち社会的ネットワー
クの活用が盛り込まれていないこと、の２点において、大きな失敗を犯している、と結ん
でいる。この点は、我が国における地域社会問題の解決においても大いに参考とすべきで
あり、経済的弱者の社会ネットワークへの再埋め込み、特に、信用の付与による経済社会
活動遂行上の安定的地位の確保におけるネットワークの重要性、有効性は経験的にも大き
いものと考えられる。 
同レポートは、こうした経験を踏まえ、今後、荒廃地域における自助努力を引き出しつ
つ優秀な企業を育成することを通じ、地域再生と活性化を進めていくために有効と考えら
れる環境整備手法としては、①起業者が、地域情報にアクセスしやすいよう、透明性の向
上や必要とされる情報の開示を促進すること、②ビジネスサポート拠点の創設、政府機関
が各企業に情報を提供する仕組みの構築、③地域社会との共存、すなわち、企業が地域に
おけるメンターとして活動を展開すること、④企業間ネットワークの構築＝域内の企業間
でのナレッジマネジメントの推進、⑤特に、女性、有色人種等のマイノリティの起業サポ
ートといった施策が有効である旨結論づけている。このことは、外因的な支援とインセン
ティブ付与及び、内政的なインセンティブの惹起による社会ネットワークの再構成と強化
が重要であること、また、何よりも、そこでは、当該企業や起業家の潜在性や将来性を認
識し、当該地域における優良かつ有能なアクタ―としてのポジションを明確にすることで、
信用という要素を付与することのアナウンスメント効果が有効であることが強調されてい
るものと解釈できる。 
 
６．４．１．２ Bridges Community Development Venture Fund（地域振興ベンチャ
ーファンド） 
 
これは、英国財務省の主導の下、官民共同で立ち上げられたベンチャー・ファンドで、
新興企業に対し、資金のみならず成功企業等の経営ノウハウを提供し、荒廃地域における
起業・経営を支援し、地域のロール・モデル創出を目指す活動である。このコンセプトは、
前出の Inner City 100 にも通じるもので、成功事例にかかる情報を広く共有化し、後続
の企業の起業に貢献することを主目的とし、中小企業であって、いまだ十分な信用供与が
得られずに起業が困難であるような潜在的な企業を、当該地域におけるネットワークに招
請し、構成員として迎え入れる政策とも位置付けることができ、その意味では、社会排除
問題の解決策としての機能を併せ持つプロジェクトである。総額 4,000 万ポンドの資金（官
民が折半）からなるこのファンドは、荒廃地域再生にとって、そこでのビジネス起業と投
                                                 
70 New Economics Foudation (2001) 
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資誘引が効果的であるとの認識に立ち、企業にとって新たな起業機会に関する情報を提供
する。このファンドは、2000 年 10 月、政府に創設された「社会投資タスクフォース」が提
出した５つの勧告の１つを実現する形で創設された71。Bridges Community Development 
Venture Fund（BCDVF）からの資金提供を受けるためには、以下の要件を満たすことが求
められている。 
・ イングランド各地の荒廃地域のうち、BCDVF が定めた Index of Multiple Deprivation72
に基づき、そのワースト 25％に該当する target area73のいずれかに所在すること。 
・ 従業員数 250 人未満であること。 
・ 年間売り上げが 2,500 万ポンド以下であること 
・ 総資産額が 1,650 万ポンド以下であること。 
・ 所在する地区との間、雇用、原材料購入、販売等の面で強いつながりがあること。 
 なお、Index of Multiple Deprivation 2000 (IMD) for England は、2000 年８月に政府
が公表したもので、従前の類似指標、Index of Local Deprivation（1998）を改善、更新
した指標である。区レベルでの IMD は、６つの主な要因（所得、雇用、健康・ディサビリ
ティ、教育・技術・訓練、住宅、サービスへの地理的アクセス）からなるデータから、地
域荒廃の度合いを表示する74。 
 ところで、なぜ、ベンチャーキャピタルが重要なのか。BCDVF は、次のように説明する。
すなわち、ベンチャーキャピタルは、英国の起業にとって力強い構築と成長のためのツー
ルと位置づける背景には、200 万人以上の英国国民が、ベンチャー資本に支えられている企
業に勤務していると推定されるという人員的側面、そして、現在、英国のベンチャーキャ
ピタル産業の投資額は、1984 年の 111 百万ポンドから 2000 年には 8,000 百万ポンド超へと
拡大し、現在では、1,500 以上の企業に及んでおり、今やこれは米国についで世界第 2位の
資金額となっているという経済的量の側面からである。BCDVF は、また、ベンチャーキャピ
タルが、企業の成長にとって意味を持つ点として、①不安定なキャッシュフローや担保不
足のため銀行からのファイナンスが期待できない場合に、じっくりと企業の成長を支える
機能を果たす機能、②支援、ビジネスカウンセリング、コンタクト機能の発揮等、企業の
ポートフォリオに緊密に関係し、また、直接、ビジネスの成功に貢献しようとする機能、
の２点を挙げる。その結果、ベンチャーキャピタルは、相当の時間、技術、企業との力強
い関係を通じて成功へと導こうとする点において、それ以外の調達方法から得られる資金
                                                 
71 http://www.societyandbusiness.gov.uk/government/activities/hmt/taskforce.htm 参照のこと。 
72 http://www.go-wm.gov.uk/regionalIntelligence/deprivation 参照のこと 
73 具体的な target area に関しては、http://www.bridgesventure ソーシャルキャピタル om/targetareas.htm 
参照のこと。 
74 この指標からだけでは、地域の荒廃度は測れても、各居住者、家庭レベルでどの程度の複合的荒廃にさらされてい
るかのレベルまでは測り得ないとの限界も指摘されているが、この指標が、重点的改善地域を選定するにあたり、重
要な指標としての役割を果たしていることは疑いの余地がない。 
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とは、おのずから趣旨や性格を異にすると位置づけられる。すなわち、ベンチャーキャピ
タルこそ、弱者たる中小起業家を社会ネットワークに誘引する上で効果的なファンドであ
るとするのである。 
地域ベンチャーキャピタルとしての Bridges Community Ventures は、現在 60 のキャピ
タルが活発に活動しているアメリカの地域開発ベンチャーキャピタル（Community 
Development Venture Fund）に倣ったものといえる。地域開発ベンチャーキャピタルは、
株式投資と企業への支援、きめ細やかなアドバイス事業を通じ、雇用の創出、起業的能力、
低所得者層の富の創造、経済的に立ち後れた地域経済を刺激する役割を果たす。米国では、
これらのファンドは、金融サービスにおける記録的な成功を遂げており、社会へのインパ
クトの大きさに注目が集まっており、ベンチャー企業の連盟（Community Development 
Venture Capital Alliance：CDVCA)75を創設するまでに成長している。CDVCA は、ベンチャ
ーキャピタルを、「活気に満ちた地域経済を創出し、より健全な地域社会の創造に貢献す
る上で、新たなツールを提供しており、過去には資金が向かうことがなかったような地域
に資金を投下せしめる効果を持ち、革新性と巧妙さを内包しながらも、株式金融による資
金集めが困難で、また、起業経験が根本的に欠けているような地域に対しても、それらの
潜在的能力を開花させるものである」と評している。すなわち、ベンチャー資金は、資金
投下以前に、どの地域に投下され、それが効果を産むかといったアウトプットまでを事前
に勘案、判断し、資金投下地域と対象事業を決定することを通じ、効率的かつ効果的に地
域支援に結びつく側面が着目されているのである。  
 以上、「The Inner City 100」と「Bridges Community Development Venture Fund」と
いう２つの具体的事例を通して、英国における地域活性化・支援策の特徴と背景にあるコ
ンセプトを、社会ネットワークの重要性と有効性に着目しつつ考察してきた。この２つの
事例には、経済的自立の意思はあっても、自らの努力のみによってはそれがかなわないよ
うな弱者を対象に、既存のリソースやインフラをベースに、先行的企業の成功事例として
のロール・モデルに倣い、成功の諸要因をナレッジとして共有化し、ノウハウ、知見とい
った情報を伝搬することで生じる経済的派生・連鎖効果をねらう点が特徴的であると言え
る。そして、そうすることで、地域活性化のための基準を直接提唱した場合に想定される
よりも、はるかに効果的に、企業の事業活性化を可能とし、地域活性化に貢献していると
評価されている。 
また、そこには、Best Value の考え方に基づく、カタリストとしての公的セクターから
の支援と、民主導のモデル構築、そこでの有効な情報のマネジメントによる関係者の協調
関係が、社会ネットワークの再生・強化にとって有効であることの証左がある。この点を、
信用という価値に裏打ちされた社会ネットワークの再構築における公的セクターの支援に
                                                 
75 本アライアンスは、1993 年に創設され、95年には非営利団体として再構成された。 
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着目して再定義するならば、新たな政策トレンド、re-regulation ともいえる実態の代表事
例としても示唆に富むモデルと位置づけることができよう。 
 
６．４．２ パートナーシップによる社会ネットワークの再構築 
 
６．４．２．１ City Challenge 計画 
 
次に地域再生政策を、当該地域社会に存在する社会ネットワークの再構築におけるパー
トナーシップというキーワードから整理する。ここでは、限定したエリアに重点的な政策
資金を投下し、当該地域のネットワークを再生・健全化する政策事例として、City 
Challenge（シティチャレンジ）計画を取り上げる。1980 年代から 90 年代にかけての保守
党政権下では、改善されるべきとされる地域の潜在性は、地域に根ざした改革プログラム
におけるファンドの配分上の大きな決定基準となり、特に、1991 年に開始されたシティチ
ャレンジプログラム（City Challenge programme）による資金投入施策は、競争性とチ
ャレンジ性（competition and challenge）をもって特定の地域に重点的に、かつ、時間を
限定して集中的に資本を投下し、成果評価主義とそこでの関係者間のパートナーシップを、
支援対象決定の条件として重視した点が、効果的なアウトプットを生み出した要因として
位置づけられている76。 
 シティチャレンジ計画は、都市の衰退化、空洞化を防止するために、地方自治体のイニ
シアティブのもとで、民間セクターおよびボランティア組織等で構築されたパートナーシ
ップが、国による包括的支援を受けながら、都市再生事業を実行する仕組みである。競争
原理のルールに則って選定された各地区は、一定額の補助金を得、プログラムを実施する。
対象地区の立地は都心部や郊外地区等多様な形態であり、主にインナーシティ問題地区に
活用され、ターゲットとされる地域に存在する社会ネットワークの各アクターの協働体制
の確保と効果的な施策展開に期待する仕組みと言えよう。 
 計画実施当初の 1992 年には 15 地区からの応募があり、11 地区を選定、翌 93 年には 57
地区からの応募があり、20 地区を選定し、5年の期間、都市再生事業を実施し、評価され
る。プロジェクト自体は 1997 年度で終了した。シティチャレンジで支給される補助金額は、
１地区あたり、毎年 7.5 百万ポンド、５年で 37.5 百万ポンドとなる。また、シティチャレ
ンジに対する国の支出額は、31 地区の総額で約 1,160 百万ポンドに及んだ。シティチャレ
ンジの目的は、以下の４項目に集約される。 
・地域外からの投資がもたらされるような戦略的な地域づくりを支援 
                                                 
76 シティチャレンジに関する事例分析レポートは数多いが、例えば Russell, Hilary  et al, “City 
Challenge‒Interim, National Evaluation” (London DETR, 1998 European Institute for Urban Affairs, 
Liverpool John Moores University )などが著名。 
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・環境改善の風土づくりや企業家意識を醸成 
・地域開発だけでなく、地域独自のまちづくりや再活性化プランづくりを支援（支援期間
は 5年間に限定） 
・地域にある資源を効果的にコーディネートしながら、実効性の高い仕組みに則って再活
性化プランを推進 
 地方自治体は、シティチャレンジ計画において中心的役割を担う。最初の応募案の企画
調整を始めとして、プログラムの実行主体となるパートナーシップ構築を先導する役割を
果たすからである。また、この計画にかかる補助金の大部分は、法的に責任のある地方自
治体を通して支払われる仕組みとなっている。また、地域市民の参画も大きな意味を持つ。
彼らは、パートナーシップの構成員として重要な地位にあり、シティチャレンジの主要原
理とされる、「地域にある能力・特性の最大限活用」という趣旨に沿い、居住者とビジネ
ス関係者としての両側面を持つ地域住民の積極的な貢献が、プログラムの成否を決定する
と言われるほどである。住民代表は、テナントグループ、既存のボランティアグループ、
新設のコミュニティ・フォーラム等を通して選定され、ビジネス・メンバーは、商工会議
所あるいは特定の関係者グループから選抜される。一方、民間セクター（企業）は、過去
の経験やノウハウを提供し、パートナーシップ運営の一部を担うとともに、職業及び訓練
等の支援面で積極的な貢献を行う。 
次に、公的セクターの関与の仕方にも特徴がある。中央政府としては、まず、環境省（現
環境交通地方省）からの資金提供が挙げられる。環境省は、パートナーシップとの緊密な
関係を維持し、手続きをスムーズにさせるとともにトレーニング・プログラムや情報サー
ビスにおいてパートナーシップを支援する。地域のカウンシルを通じてパートナーシップ
の進捗を継続的にモニターし、中央政府は年２回の正式会合を持ち、大臣は年次報告結果
を審査の上、次年度の財政投入の継続を承認する等本計画の円滑かつ効果的な推進上、触
媒機能を発揮する。また、研修会、セミナー、議論を通して情報交換し、よりよい実践を
促進する。 
また、その他の関連省庁部局も、モニタリングと評価等を側面から支援し、たとえば、
ヨーロッパ地域開発資金は、パートナーシップや地方自治体を対象として財源投入する。 
このシティチャレンジでは、官僚的な煩雑な手続きを排除したことも特徴の一つとされ、
当初は、都市整備に関する７種の国の補助金がシティチャレンジに投入されることとなっ
ていたが、1993 年からは３つにまとめられ、煩雑な手続きをより排除する方向で修正され
た77。すなわち、ここでの公的セクターの機能は、パートナーシップに関係する各アクター
の行動や協調関係をサポートしつつ、モニターを行い、ネットワーク自体の機能を監視す
る第三者としての機能および、必要な資金投下や情報提供を通じ、共通の目的達成に向け
                                                 
77
 統合された新しい補助(CCLAG－地方自治体を通してパートナーシップを補助)、シティ・グラント（特
定事業のデベロッパーへの直接補助）、住宅供給協力補助（供給公社への直接補助）の３つである。 
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た円滑な協調行動を実質的に牽引するメインアクターとしての機能の両面を発揮している
と解釈するのが適当であろう。 
 シティチャレンジは、あくまで「アウトプット主導型」プログラムであり、実質的・継
続的に利益を生み出すことを目的としている。進捗状況は、パートナーシップによって測
定及び記録されるコア・アウトプット(23 項目)を通して測定される。その評価項目は、 
・地域の人々がそのエリアで創出された仕事に就くことができたか 
・地域の学校の学業レベルが改善されたか 
・放棄された土地と建物が、どの程度再開発もしくは改善されたか 
・住宅ストックがどの程度アップグレードされたか   
等具体的指標として目的が設定され、数値的にプロジェクト前後で改善が見られて初めて
評価される仕組みとなっている。 
シティチャレンジ計画には、都市整備や経済的な発展だけではなく、住宅政策、各種訓
練、環境改善、犯罪対策などの社会政策や教育・スポーツ・文化事業などが含まれており、
この政策は、1994 年には、より競争的な”Single Regeneration Budget”へと発展し、1990
年代の地域再生計画の中心的施策となっていく。その後、1997 年の総選挙におけるニュー
レイバ―の勝利と政権交代以後は、地域再生政策の中心は、ニーズオリエンテッドなもの
へと回帰する傾向が顕著であるが、相変わらず、前政権下の政策の柱をなしていた、「競
争」、「革新」といったコンセプトと従前の地域再生プログラムの特徴はそのまま受け継
がれている。たとえば、荒廃地域における教育促進プログラムについては、ゾーンのニー
ズ、革新のレベル、そして、プログラム遂行のためのパートナーシップの能力といった３
つの基準が、実際のファンド配分決定にあたっては重視される。 
 しかし、ファンドの配分地域の決定に当たって、中央政府の政策的意志が大きく反映す
ることも事実である。”Single Regeneration Budget”の配分に当たっては、イングラン
ド地域のいずれの地域からでも応募可能とされたが、全ファンドの 80%は地方政府が指定す
る最も荒廃した地域に政策的優先的に投入されることとなった。2002 年４月からは、この
方式は、全英の地域毎に置かれた各地域開発庁による地域毎の集中的配分方式に取って代
わり、より広範な地域活性化政策の一環として位置づけられることとなっている78。 
これを、荒廃地域への信用付与による、広範・広義の社会ネットワークにおける地位回
復、地位確保、あるいは、これへの再埋め込みと位置づけて考察するとわかりやすい。す
なわち、最荒廃地域に存在するリソースを有効活用し、再編成する上で必要な資金や情報
を提供し、ボトムアップによりその地位を改善する。ここにも、外因的支援と内発的イン
センティブの付与により、改善ターゲットとなる地域社会の再生を行うスタンスが明確と
なる。 
                                                 
78 2002 年４月以降、SRB は、地域開発庁の全体計画の一部となった。現在、530 の SRB が稼働しており、SRB に
基づくファンディングは、2007 年３月まで継続する。 
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 政府は、同時に、”Neighbourhood Renewal Fund”政策を開始しており、これは、以
下の３つの施策から構成される。 
・Excellent in Cities：一定の高度の荒廃地域における教育レベル向上プログラム 
・Employment Zone：失業者が多い 15 の地域を対象とした長期的雇用改善プログラム、 
・New Deal for Communities：IMD2000 に先立つ 1998 年の Index of Local Deprivation
指標に基づき政府が選定した 39 の地域を対象とした地域活性化プログラム 
ここで、特徴的なのは、定量的に把握される一定の指標を基準に選ばれる地域について
も、特に、再生プログラムの効果が見込まれるとして、実際のファンド投入対象とされる
には、地域に固有の環境、既存のリソースなどの評価が大きな要素を占める点である。特
に、上記３つの政策のうち、Employment Zone 及び New Deal for Communities の両プ
ログラムについては、当該地域が本来持つ特徴、居住者と地縁性、地域への民族的帰属意
識、横のネットワーク意識、過去に存在した企業のノウハウ、サポートが受けやすい環境
の当該地域の社会ネットワークに固有の条件が十分勘案され、より再生計画の効果が高い
と判断された場合にファンド投入が決定される。そこに見られるキーワードは、
“neighbourhood“であり、これは、単に人の集まる地域、という側面にとどまらず、人々
のネットワーク、双方向に影響しあうようなインパクトを持ち得ている地域、潜在的発展
可能性をはぐくむ素地までを含めてこの用語を使い、当該地域社会の発展、活性化に予算
を投じる仕組みとなっている。すなわち、資金投下による地域再生を、社会ネットワーク
の総合力でさらに効率的に推進するものであり、このことは、換言すれば、地域再生効果
を期待する上では、当該地域の社会ネットワーク全体の参画と有効な資源の供出、協働が
決定要因となることを示唆するものと考えられる。 
 ところで、こうした特定の地域をターゲットとする“Area-Based Targeting”政策は、
1960 年代以降、英国政府の社会政策、地域再生政策上、積極的に使われてきた手法である。
英国では、今日、社会政策の立案にあたり、効果的かつ効率的なリソース投下を決定する
投下地域や対象事業を決定する上で、いかに合理的な指標を作り、使用するか、指標その
ものの有効性に焦点を絞った研究がさかんである79が、このことは、とりもなおさず、地域
再生においては、社会ネットワークにおける相互作用やそこでの関係者の協調関係、その
ための neighbourhoodness が重要であるとの認識に立ち、社会ネットワークの機能を複数
の指標により計測し、期待されるアウトプットを予測する上で一つの基準として活用する
ことの有効性を示唆するものと考えられる。 
 
６．４．２．２ 官民パートナーシップによる regeneration 事例（リバプール市） 
 
                                                 
79 たとえば、Tunstall, R. and Lupton、R. (2003) 等。 
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次に考察対象とするのは、特に、官民の役割分担と協調を機軸におく政策事例である都
市再生プロジェクト、リバプール市の事例である。英国中部に位置するリバプール市は、
産業革命時には繁栄を極め、英国の代表的都市であったにもかかわらず、1960 年～70 年代
の都市･産業構造の急激な変化の中で、人口は大幅に減少（74.6 万人／1961 年、44.8 万人／
1991 年）し、都市部の荒廃が進むなど、総合的な都市再生が求められてきた背景があった。
その対応の中心は、サッチャー政権樹立後の都市活性化策であった、中央政府主導による
「都市開発公社」の設立及び重点地区への中央政府及び EU 等の公的資金投下による活性化
政策であったが、現実には十分な成果を挙げるまでには至らなかった。この理由として、
第 1 に、個別プロジェクトのみの展開で各プロジェクトを有機的に結節し、ノウハウや貴
重な体験情報を共有化する枠組みの欠如、第２に、行政（市・政治）のリーダーシップの
欠如が上げられている80。  
リバプール市に見られるような荒廃した状況は、英国全土において一般的に見られ、1990
年代以降、中央政府の都市再生に係る補助金は、前述の Single Regeneration Budget、
すなわち単一再生予算（SRB）に統合され、その再生を支援する組織として都市再生庁（Urban 
Regeneration Agency）が 1993 年に創設されるといった動きへとつながっていく。イング
ランド地方ではこれを「English Partnership」として組織化し、各地方にも出先機関を設
けた。その後、環境運輸自治省のホワイトペーパー”Building Partnership for Prosperity
（繁栄のためのパートナーシップの構築）”の中で、都市･地域再生を促進する地方開発庁
（Regional Development Agency；RDA）の新たな設置が発表され、1998 年 11 月の議決を経
て、イングランドでは各地方に新しい地方開発庁が設立され、2005 年１月現在、イングラ
ンド全土に９カ所の RDA が創設されている81 。 
こうした組織を通じ、英国に定着している地域における社会ネットワーク再構築による
地域活性化に向けた取組みに共通な認識は、目標とする将来のライフスタイルに向けて、
その地域の持続的発展が可能となるような多様な戦略的活動を総合的に展開するものと位
置づけられる。これらは、regeneration（リジェネレーション）82という概念で総称されて
おり、その多くは、まちづくりの主体として官民パートナーシップ83を構築して、既存スト
                                                 
80中央政府主導による「マージーサイド都市開発公社」を 1980 年 5月に設立（1997 年解散）し、アルバート･ド
ック地区等の開発に従事 
81
イングランド全土におけるＲＤＡに関する情報については http://www.consumer.gov.uk/rda/info/ 
82 regeneration とは、日本語では、再建、復興、復活、刷新、再生などを意味するが、英国では、都市の物理
的な再開発、物理的資本のをはじめ、経済的な再建など広い分野にわたる総合的な取り組みを総称するタームと
して使われている。 
83 Partnership とは、日本語では、共同、協力、組合営業などを意味するが、英国では厳密な定義はなく、特定
の目的を実現するための組織体で、任意の集合体から会社組織まで幅広い形態がある。「官民共同の事業推進
組織」という意味で使われる。 
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ックを最大限活かしながら、むしろリスクの低い事業を通して確実な成果を積み上げてい
く、周到かつ高度なマネージメントによって実践されている84。その諸活動においては、「ま
ちづくり」を地域自らの生存をかけた戦略として具体化しようとするプロセスをみること
ができる。 
 また、前述の通り、労働党政権樹立以降の英国では、こうした地域再生・活性化政策と
ともに、中小企業・個人支援が社会排除問題解決の大きな柱の一つとなっているが、たと
えば、Enterprise Area 政策は、英国中央政府の企業活性化支援政策の中核をなすもので
あり、それぞれの地域の社会的特徴、企業環境、市場の失敗の実態等を認識し、他に比べ
て不利な条件の地域を支援しようとするいわば特定の対象地域をターゲットにした施策と
して著名である85。 
 また、こうした政策をより効果的に推進するため、新たな規制政策が導入されており、
より公平かつ整合的に中小企業支援を進める体制が整いつつある。中小企業大臣 Nigel 
Griffith 氏が 2003 年６月 17 日に発表したこの規制政策の枠組みは、Good Practice Guide
（成功事例集）の公表を柱としており、地方政府が実施し、好成績を収めている中小企業
支援策の実態や成果に関するノウハウを共有化しようというもので、1998 年に中央政府と
地方政府の間で調印された施行協約（Enforcement Concordat）に基づき、規制政策を開始
する実行規約（code of practice）に合致したものを網羅的にまとめたものとなっている。  
この事例集は、各地方政府と地方企業のタッグによる成功事例について、背景、事情、
特筆すべき事項等を整理したものであるが、そこでは、規制政策による支援、公的セクタ
ーの環境整備があったからこそ、企業側も、いかに行動し、何を目指すべきかを明確にす
ることが容易になったことを強調する内容となっている。また、地方政府側も、一定の code
に基づき、各種規制政策との整合性を維持しつつ、企業支援を行うことにより、より公平
かつ望ましい方向へ企業を誘導すべきかがわかり易いという評価を示している。具体的な
成功事例としては、たとえば、Stocton-on-Tees Borough Council では、食料環境ビジネス・
アドバイス・ユニットを設立し、関係中小企業をネットワーク化し、そこでトレーニング
とアドバイス活動を展開したり、Revenue's Business Support Teams では、チームメンバ
ーとして対象となる中小企業に対し、ワン ツー ワン（one-to-one）のコンサルテーシ
ョンを行い、きめ細やかな情報提供や具体的なツールの貸与など支援活動を実施するとい
った手法により、当該地域における社会ネットワークアクターの能力を向上し、弱者たる
中小企業や潜在的起業家に具体的支援を与え、信用を付与し、経済社会活動上の地位を確
保する効果を上げている。 
                                                 
84 この学習と反復、淘汰による多様性の維持は、変化の激しい複雑系システムの適応パタンにのっとったものと
評価できそうである。 
85 たとえば、2002 年 11 月 27 日には、財務大臣 Gordon Brown が全国に約２万カ所の Enterprise Area を公表し、こ
れら不利な地域における企業活動にとって支障となっている問題点を提示している。Enterprise Area は、 前述の
地域指標に照らし、支援策の効果が期待できる地域から選定されている。 
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６．４．３ 公的部門主導によるライフラインバンキング・ネットワークの構築 
 
以上の、「ロール・モデル型」及び「パートナーシップ型」の２類型の政策について考
察してきたように、政策事例は、金融排除問題や弱者の起業支援といった社会排除問題の
解決において、社会に埋め込まれた複数のアクターを有機的に連携・動員し、時に公的部
門の積極的な関与により、従来、ネットワークから疎外されてきた弱者に対し、信用とい
う新たなるビジネス上不可欠な資源を付与することで、ネットワーク全体を活性化する方
策と解釈することができよう。特に、官民両セクターを対峙するものとしてではなく、当
該地域社会に存在する既存の社会ネットワークの構成員と位置付け、公的部門に積極的な
機能発揮を期待し、時に、新たな規制機関を新設し、またその機能を拡充しながら臨機応
変に対応しようとする点は新たな地域ガバナンスの要請に関して Rhodes(1997)の
Differentiated Polityｎの概念にも合致するものとして、大いに注目すべきであろう。特
に、前節で考察したように、金融排除問題の解決について、英国政府が国家資産と位置づ
ける郵便局ネットワークを軸にした、新たなユニバーサルバンクシステム等の金融参画推
進施策に加え、さらに、地域レベルでの社会的排除問題解決を個別のケース毎にきめ細や
かにフォローする、ミクロの視点と新たなコンセプトによる新たなスキームの構築を提案
する動きには学ぶべき点が多いと考えられる。 
たとえば、2003 年７月６日、カーディフで開催された地域開発金融協会の年次大会にお
いて、英国は貧困層を高利の金融業者から保護するため、新しい「ライフラインバンキン
グ」を構築するべきと主張するレポートが発表された86。この中で、政府のユニバーサルバ
ンクサービスによって、確かに銀行へのアクセスを向上する効果は期待できるかもしれな
いが、それだけでは、英国における１．６億ポンドにも及ぶ高利金融産業の脅威からの救
出、貧困地域における貧困層の搾取防止は十分ではない旨が強調されている。 
これに対し、既述の Inner City 100 の実施主体でもある、New Economics Foundation 
が提案する Community Development Credit Union (CDCU) は、もともと過去１０年の間に
米国において急速に拡大した金融サービス形態であり、地域の中低所得層への金融サービ
ス提供において大きな役割を果たしてきている。2002 年には、２．７億ドルの資産を流動
化し、100 万人規模の低所得者に信用供与した実績を持つ。当初、アメリカで誕生した CDCU
は、政府や慈善団体等から戦略的資金投入を受け、1993 年以降、地域におけるライフライ
ンバンキングへの資金提供者として機能しており、低利による金融商品を低所得者層向け
に販売することで、貧困層の信用ネットワークへの再編成機能を果していると言える。  
Credit union は、相互所有の金融機関で、低コストの消費者金融に特化している。英国
では、イングランド銀行もこの機能に着目しており、その非営利団体としての性格からも、
                                                 
86 New Economics Foundation (2003)  
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これを公的色彩の強い機関と位置づけ、中小企業の起業支援、個人消費者への信用供与面
での機能発揮を期待している。英国では、既に 690 の credit union が運営されており、そ
の半数以上が地域ベース、低所得層を基盤としている。しかしながら、こうした credit 
union は、リソース不足のため、ライフラインとしての確固たる金融サービスネットワーク
を提供するには至っていない。現在、順調に経営しているアメリカのそれが金融排除問題
解決に大きな成果を上げている点、高利貸し産業への対抗という観点からも有効に機能し
ている点等と比較するとその差はいまだ歴然としている87。 
財務省の金融部門担当大臣、Ruth Kelly 氏は、「基本的金融サービスへのアクセスは、
人々を社会のメインストリームに戻す上で不可欠な要素となる。金融システムの限界から
も離れ、現金経済から隔絶されているようであれば、就業しているだけ、犯罪から隔絶し
ているだけでは十分ではない。」とした上で、credit union のさらなる発展に期待を寄せ
ている88。彼は、さらに、それが故に、政府の社会参画（そして資産に裏打ちされた福祉）
政策のアプローチは、金融サービスへのアクセスを改善することの中心的重要性を認める
ものであると強調している。Credit union の金融排除問題への対抗の目的と意志は、何よ
りも、貯蓄やリーズナブルなローンサービスへのアクセスを提供することを通じ、その解
決の一部を構成する、まさに金融排除問題の根幹を解決する上で重要な役割を果そうとし
ている。英国における credit union の発展とその多種多様な貧困層からのニーズへの対応
ぶりを見守っていくことは、英国における金融排除問題の行く末を占うだけにとどまらず、
我が国の金融排除問題の解決の道筋を考える上でもヒントとなりうるものであり、また、
金融排除問題解決における信用に裏付けられた社会ネットワークの重要性、有効性を再確
認させるものと位置づけられよう。 
英国におけるライフラインバンキングの実態としては、上記レポートに先立ち、New 
Economics Foundation が 2003 年春に提出したレポートで紹介している英国最大の credit 
union である Provident Financial plc の創立以来の活動状況が、一つのモデルとして考
察対象となる。同社は、全産業中でも、全英第 97 位の大企業であり、160 万人の顧客を擁
するまでに発展はしているものの、仮に 100 の CDCU が完全に独自にファイナンスでき、
地域におけるコミュニティバンキングサービスを提供できるようになるまでには、依然
6,000 万ポンド程度の投資が必要との試算が示されている。また、Provident Financial plc
の幹部は、同社の活動について、「現時点で貧困に喘ぐ都市、近郊地域の住民に約 227 百
万ポンドを投入しているが、英国の貧しい人々を救うには、これでは全く不足しており、
                                                 
87 そもそもアメリカで派生したライフラインバンキングは、社会福祉の受給者が、政府小切手を換金する際に必要な
サービスを銀行が低廉に提供することを意味し、特に低所得者層に対して基礎的金融サービスをあまねく公平に提供
する「ベーシックバンキング」と似通った概念である。1960 年代のアメリカ公民権運動の中で、金融機関が住宅貸付
や販売・貸付において人種、性別、宗教による差別的扱いをしていることへの批判が出発点となっており、現在でも
その流れを汲んで、連邦・地方政府ともに差別的扱いの禁止、マイノリティへのアファーマティブアクションを盛り
込む動きが定着している。 
88 July 6th(2003).At the Community Development Finance Association annual conference at Cardiff City Hall. 
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さらに 36 百万ポンドの資金が必要とされているところ、実態としては、いまだ、生活改善、
起業支援に役立つようなコミュニティバンキングのサービスへのアクセスビリティはトー
タルとして相当低いレベルにとどまっている」との懸念を表明しており、経済的弱者への
信用付与とそれによる社会ネットワークへの参画支援は不十分であることを強調している。 
レポートの共同執筆者である Pat Conaty 氏は、「現時点では、英国政府は地域開発ファ
イナンス機関（Community Development Finance Institution）に対し、成功裏に投資を進
め、地域住民の中小貸し金業へのアクセス向上に貢献しているが、残念ながら、類似の投
資は、略奪的な貸し金問題に対抗する上で有効と考えられる CDCU には向かっていない。CDCU 
は、その道筋を示し、また英国政府は、米国政府がどう猛な金融業者の活動の余地を減じ
る方向で政策を投下した道筋に倣い、より積極的な支援策を高じるべきである。」と政策
発動の必要性を強調している。ここには、まさに、金融排除問題、社会排除問題の解決に
向けた信用ネットワークの維持と強化、そしてそれを促し支援する官の積極的関与の必要
性を指摘するものと言える。 
同じくこのレポートの共同執筆者であり、ナショナル消費者連盟（National Consumer 
Council）会長の Ed Mayo は、多くの消費者が、真にライフラインバンキングを必要として
おり、それは、credit union こそがもたらすことができるものであり、credit union 制度
は、1970 年代に、消費者連盟の活動から生まれたが、今日、地域開発のための機能を新た
に期待されている」旨、消費者の利害を代弁する立場から危機感を滲ませコメントしてい
る。ナショナルクレジットユニオン連盟（National Association of Credit Union）は、
こうした状況を総括し、「連盟参加の多くの credit union は、地域におけるライフライン
バンキングを提供しており、専門家集団を通じ、金融排除の犠牲となっている弱者にサー
ビスへのアクセシビリティを保証する。しかし、現時点で緊急に必要とされているのは、
公共部門からのあと少しのサポート的投資により、多くの credit union がさらに地域に
おいて大きな正のインパクトを及ぼすことを可能とすることだ。」とコメントし、金融機
関サイドからも、公共部門のさらなる支援による弱者救済の方途を要請するものとなって
いる。 
以上、英国における経済的自立政策、地域再生政策につき、ロール・モデル型、パート
ナーシップ型、公的部門主導型といった類型化を通じ、その背景にある地域社会のネット
ワーク再構築とそこでの信用の重要性、有効性を考察してきた。そこでは、信用供与の確
保による弱者の金融排除問題や中小企業の起業活動支援といった公的部門の機能発揮とこ
れへの期待が垣間見られるとともに、いずれの政策パタンにおいても、地域社会における
ネットワークの各アクターの動員を通じ、その相互作用や機能発揮、新たなる機能付加に
より、目指すべきアウトプットの獲得を志向するものとなっている。これらの３類型につ
いては、それぞれ個性と特徴を有するといえるが、成功事例の基準を事後的に公表するこ
とを通じ、直接的に基準を公開する場合よりもはるかに効果的な周知効果を生んでいるこ
と、情報の公開と共有化のプロセスは、類似の問題を認識し、活性化に迫られている潜在
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的な後続事案に対し、学習と反復、複写の過程を通じて多様性を維持しつつも具体的な活
性化プランの立案を促進する上で大きな成果をあげていること、そして何よりも、既存の
リソースやノウハウといった要素を総合的に社会ネットワークのメンバーシップに引き入
れ、これらの要素が相互作用を通じ、協調して機能発揮することにより、円滑な目的達成
を可能にする点に共通点が見出せる。このことは、翻って、経済的弱者救済や地域再生に
おいて、社会ネットワークの重要性と有効性を意味するものと考えられる。 
これを、改めて「埋め込み」アプローチの視点に照らして整理するならば、ここで整理
した３つの政策類型は、いずれも、前３章にわたる実証研究において考察対象とした課題
におけるネットワークにおけるのと同様、そこに埋め込まれた各アクターの相互作用の強
化と市場外からの新たなリソースの獲得、新たなる関係性の構築とそこでの信頼、信用に
基づき、ネットワークの再編成・強化を行い、ネットワークアクターの総合的機能向上、
活性化をもたらすものと位置づけられよう。 
また、ひとたび、新たなアクターを動員し、新たな有用情報を獲得した後は、そこから
育まれるナレッジを共通価値としてアクター間で共有し、そのナレッジ自体が求心力とし
てネットワークの機能が向上し、活性化するといった循環の図式が見られる。そして、そ
こでは、ネットワークの一アクターとしての公的部門が、それ以外のアクター間の相互作
用を促したり、時には直接的な支援を投下することを通じ、ネットワーク上で積極的な支
援機能を発揮するべき存在として位置付けられていることが判明した。 
 次節では、発展途上国における貧困層の経済的自立支援ツール＝信用供与のネットワー
ク構築事例として、マイクロファイナンスを取り上げ、特に、結合型のソーシャルキャピ
タルと、そこに見られる社会ネットワークの構造的機能に着目し、ネットワークに埋め込
まれたアクターのメンバーシップによる信頼するに足る金融システム構築の意義を確認す
ることとしたい。 
 
６．５ マイクロファイナンス事例とソ－シャルキャピタル 
 
 本節では、前節までにおける、英国での社会排除問題解決における社会ネットワーク再
構築を巡る各種施策の類型化とその特徴や共通点を踏まえ、視野を国際開発分野における
マイクロファイナンスに拡大し、そのメカニズムとその機能およびそれらを支えるインフ
ォーマルなネットワークや習慣、風土といったソーシャルキャピタルが果たしうる機能に
ついて検討することとする。 
 
６．５．１ マイクロファイナンスによる信用ネットワークの構築と起業支援 
 
 マイクロファイナンスとは、主に絶対的貧困層や女性など、通常の金融機関からは融資
を受けにくい人々を対象とした、小口の融資や預金などの小規模金融制度のことである。
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貧困層の多くは、生産能力はあっても、社会的信用や資産がないことから、金融機関の融
資を受けられないため、高利での借り入れに頼らざるを得ず、従って、収入の大半を返済
に充てることとなるため、生活環境の改善は望みがたい。すなわち、金融機関にアクセス
する機会がないという社会的要因、信用欠如により、経済的自立への道が閉ざされるとい
う社会ネットワークからの疎外状況に留め置かれており、貧困からの脱却を困難にしてい
る。マイクロファイナンスは、これを解決する観点から開発された小規模金融システムで
ある。 
Yunus(1999)は、貧困層の人々が小額に借金をするためのアイディアを紹介している。ま
ず、融資を受けたい人々は 5人のグループを作る。このグループは、借金の返済と不履行
について責任を分担する。借り手 5人は、メンバーの１人が借金を完済したら別のメンバ
ーが借金できるという了解の下、その１人の借金を共同で返済することに同意する。Yunus
の出身国、バングラデシュの言語で「村」を意味する「グラミン」という言葉から、グラ
ミン銀行と呼ばれるこの仕組みは、実に有効で、借金の９７％が完済されるという。グラ
ミン銀行等の小口融資プログラムが有名になった当初は、マイクロクレジット、というタ
ームが使われていたが、これは、貧困にあえぐ人々が事業を開始するに当たり必要な資金
（その大半は少額）を無担保で融資する制度を狭義に示す言葉であり、実際には、多くの
マイクロクレジットプログラムは、起業のための研修や教育プログラム、マネージャーの
育成までを包含するものであり、こうした周辺事業をも提供することで、貧困層の生活環
境や質の向上を実現している。実際、貧困層にとって、預金や保険などの融資以外の広義
の金融サービスへのニーズは高く、これらのサービスを総合的に行う機関が増えてきたこ
とから、今日では、マイクロクレジット、マイクロセイビング、マイクロインシュアラン
スまでをも包含した、マイクロファイナンスという用語を使うことが一般化している。 
このマイクロファイナンスをソーシャルキャピタルの２類型に照らし、社会ネットワー
クの特徴と合わせて考察するならば、「結合型」結節におけるアクター間の凝集性と固定
性をベースに、そこでの各者の能力に関する評判情報の流通を通じ、能力に対する期待を
高めつつ、関係者の行動の監視装置としてネットワーク自体が機能することで、構成員全
体の行動への計算可能性が高まる効果を活用したシステムと位置づけることができる。 
国連総会では、1997 年２月、貧困解消を目的とした「マイクロクレジット・サミット」
を開催し、国連機関、世界 100 か国から政府、ＮＧＯ，金融機関の代表者ら等の参加を得、
貧困撲滅のための手段であるマイクロクレジットを 2005 年までに世界中の１億世帯の貧困
家庭、その中でも特に女性に提供することを宣言した。その後、この運動の中間報告を確
認するとともに、フォローアップを行うため、2002 年 11 月には、マイクロクレジットサミ
ット＋５が開催され、最貧困層にまで届き、さらに貧困家庭の生活を向上させるための方
策等について幅広く討議された。マイクロファイナンスは、それ以外の伝統的金融サービ
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スとは似つかない形態を呈する89が、公的機関により個人あるいは非公式なグループに対し
て信用を供与する新しい金融の形態として研究対象となっている。マイクロファイナンス
は、商業ベースにたった大口顧客相手ではなく、きわめて小規模資金を融資することをそ
の特徴とする。融資額は、通常 50US ドル以下の規模であり、200US ドルを超えることは滅
多にない。ビジネス開発全体からみれば、より大規模資本を必要とする場合もあろうが、
マイクロファイナンスは、当初の立ち上がり時期の支援、緊急の資金需要、教育や社会的
必要経費の支出に充当されるケースが多い。 
マイクロファイナンスはあまりに小額でコストが大きい貸し出し、小規模ながら頻繁な
返済がゆえの管理の煩瑣、しばしば起こりうる返済不能なケースなどに対応することが求
められる。したがって、コストパフォーンスのよい資金供給システムの構築こそが重要な
意味を持つこととなる。マイクロファイナンスのデザインは、多種多様たりえ、その融資
対象、地域性、支援機関の性格等により、ビジネス開始に先立って一律のスタイルをもっ
て論じることはできない。あるべき姿は、貸し手の意図、マイクロクレジットが投下され
る地域の制度的かつ社会的環境に依存し、またケース毎に異なる貸し付けの特徴や個別事
情を考慮する必要がある。結局のところ、マイクロファイナンスの態様は、これらの要因
と整合性を持って決定される必要があり、多様性を示すこととなる。 
国際協力事業団の分類によれば、マイクロファイナンスは大きく分けて２つの種類に区
分可能である90。すなわち、①金融システムアプローチ：マイクロファイナンスのみを実施
する機関の創設を通じ、より多くの貧困層に金融アクセスを提供しようとするもの（マイ
クロファイナンスに特化した機関を創設することにより、当該機関の財務的体質も強化さ
れ、金融制度自体の確立にも貢献度が高い、とする。実際、世界銀行、ＵＮＤＰ等の援助
機関がこのアプローチによるマイクロファイナンス機関の活動を支持しており、規模拡大
に成功し、フォーマルな銀行へと成長した銀行も数多いとされる）および、②統合的アプ
ローチ：マイクロファイナンス以外にも技術支援や教育・衛生など社会開発プロジェクト
を並行して実施するもので、ＮＧＯ等にこのスタイルをとる機関が多い（活動目的自体が、
社会開発であり、その一環としてマイクロファイナンスを位置づけているケースも多いが、
あくまでも慈善事業的スタンスではなく、自らの財務体質の強化のためにも、適正な金利
を付するべき、との認識は浸透しつつある。）の２類型である。 
 このように、趣旨、目指すゴールや手法には、差異がみられるものの、マイクロファイ
ナンスは、一般的に、集団貸し付け方式により、類似のリスクレベルの者が集団となって
融資を受けようとするインセンティブを与えることとなる。これにより、融資する側は、
当該ネットワークの構成員全員に対し、低金利での貸し付けを実現し、その結果、社会的
                                                 
89 グラミン銀行がうまく機能するのは、既存の社会ネットワークを新たな方法で使うことにより、複雑性を活用して
いるからだとも言えそうである。その名前が示すように、「村」の相互依存関係をうまく金融システムに活用し、借
り手の信用力を順番に高めることを通じ、小規模な起業活動を支援する効果は、まさに、社会ネットワークへの信用
供与による金融システムの創出と考えられる。 
90 
「ソーシャルキャピタルと国際協力」（2002）第６章より。 
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厚生を向上せしめる効果があるとされる（Peer Selection：相互選択）。また、集団貸し
付けは、結論から言えば、融資側の収益性を損なう方向には働かない、すなわち、お互い
が近隣に住み顔見知りの借り手グループからなる集団は、それ自体が社会ネットワークで
あり、お互いに安全な行動を取ろうというインセンティブを持つようになる。複数の融資
対象者は、ネットワーク内において、お互いの行動を監視し、契約を遵守するように働き
かけあい、融資機関は、情報の不完全により、当該グループの目指す事業内容を詳細には
フォローできないような場合であっても、こうしたネットワーク自体が持ち合わせる相互
抑止力や監視のメカニズムを活用することで、結果として、より低金利での貸し付けが実
現可能となり、返済率も上昇することになる（Peer Monitoring：相互監視）。 
 集団貸し付けでも、当初は小額の融資から始め、借り手の返済の状況を見ながら、後々、
より多額の融資を実現していくことにより、将来の継続的な融資を期待する借り手側は、
返済遵守を心がけ、事業の成長に応じ、安定的、効率的、そして効果的に資金を獲得する
ことが可能となる。この心理的な意味合いも大きい融資のあり方を、Hulm and Mosley et 
al.(1996)は、漸進的貸し付け（progressive lending）、または、段階的貸し付け（step 
lending）と呼んだ。この仕組みにより、融資側は、借り手側のビジネスの状況を時間を追
って的確に把握することが可能となる。この効果は、特に女性対象の融資の場合に顕著で
あり、比較的居住地から移動することが少ない女性の場合は、男性に比べてもモラルハザ
ード（資金を獲得後、持ち逃げなど）により返済率が下がることが少なく、また、他に資
金獲得の機会が少ない女性の場合は、よりこのインセンティブが高まり、着実な返済を実
現する。すなわち、皮肉なことに、女性を対象としたマイクロファイナンス案件の成功率
が高いことの裏側には、女性が経済的、金融的手段へのアクセシビリティが低いという事
実があり、女性のこうした機会を向上することが社会政策上大きな課題であることを示し
ているとも言える（Dynamic Incentives：ダイナミックなインセンティブ）91。 
 また、マイクロファイナンスの場合は、融資開始直後から、返済義務が生じるようなス
ケジュールが組まれることが多い。これは、グラミン銀行スタイルの返済方式として、今
では定着した感のある手法であるが、たとえば一年貸し付けの場合、原資と支払い利子の
合計金額を 50 等分して貸し付け後数週間以降、毎週回収していく。今では、多様なスタイ
ルがあるが、おおむね、小額ずつであっても定期的かつ頻繁に回収する方式が一般的であ
る。この方式により、返済を守らない者を排除できること、キャッシュフローを把握する
ことが可能となり、融資事業の成果が具体化する前から資金回収を開始することにより、
借り手側は、融資ファンド以外に生計を立てる道を模索せざるを得ず、マイクロファイナ
ンスは、貧困家庭の収入の道を多角化し、より安定的な経済状況に導く役割を果たしうる
とも言える（Regular Repayments Schedules：規則的な返済スケジュール）。グラミン
銀行方式の場合は、通常、「緊急ファンド」として借り手は融資額の０．５％を積み立て
                                                 
91 
女性を対象にした融資案件を巡る研究には、グラミン銀行のケースをサーベイした Rahmen (1998)などがある。 
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ることとされている。このファンドは、返済不能や借り手の死亡、事業遂行不能といった
事態に陥った時に、当該銀行のメンバーシップ期間の長さに応じて保険機能を果たしてい
る（Collateral Substitutes：担保の代用）92。 
 成功したマイクロファイナンスの制度を見ると、そこにはいくつかの成功要因が共通に
みられる。たとえば、貧困層の中でも、起業マインドが高く、ある程度の人員を抱えるグ
ループに資金を投下する、財政的に持続可能性の高い事業に投下する、顧客の貧困度を軽
減する上で効果が大きいと思われる事業アイディアに投下するといった要因である。また、
ニーズに密接に対応し、持続可能性の高い金融サービスを潜在的な貧しい起業家に効率よ
く提供するためには、３つのファクターが重要であるように思われる。すなわち、幅広い
制度の活用、既存の制度・組織を活用した高いパフォーマンスの重視、そして効果的な融
資効果を達成するため、望ましい政策及び財政的支援策の整備という要因である。 
こうした機能を通じ、マイクロファイナンスに関わるネットワークアクター間の社会的
コミットメントは高く維持され、当初は、構造的関係性から醸成される一般的信頼の醸成
にとどまっていたものが、繰り返される融資と返済の経験の蓄積や、そこで時に体験され
る互恵性の結果、ネットワーク構成員の間に関係的コミットメントによる安定的な関係的
信頼が醸成されるに至り、これがさらに、個々人の能力の評判を広く流通させ、関係者の
間で共通に認識され、能力へ期待を高めることにより、ネットワーク自体が安定した金融
システムとして機能することになる。これは、まさに、社会的埋め込みアプローチの仮説
が示すところである。マイクロファイナンスは、開発分野において、社会的ネットワーク
に埋め込まれた構成員の厚生を高める上で、彼らの埋め込みの実体を踏まえ、能力に関す
る評判情報の流通を通じて一般的信頼を向上せしめ、その結果、彼らの経済活動を円滑化
することを通じ、それが安定的な協力関係を生み出し、経済的価値を創出する効果的なサ
イクルと位置づけられよう。 
 
６．５．２ マイクロファイナンスモデルのインプリケーション 
 
一方、1997 年のマイクロクレジットサミットの時点では、少額融資が最貧困層を支援す
る上で大いに効果があるという範囲までの理解にとどまっていたが、その後全世界各地で
の５年間にわたる多数のマイクロファイナンス事例の成熟に伴い、2002 年のマイクロクレ
ジットサミット＋５でも関心を呼んだように、マイクロファイナンスには、一定の目指す
べきモデルなりパタンがあるわけではなく、そこには、社会的条件、環境等に応じ、実に
様々な態様が生まれ、その成功のためには、商業機関や政府、NGO、民間セクター、非営利
財団などの各方面からの関係者の協力や支援が効果的であるとの認識が確認されたところ
                                                 
92 この点については、多くの発展経済学者たちが多数のマイクロファイナンス事例に基づく実証研究を実施して
いるが、ここでは、Morduc, J.（1999）の整理を参考にした。 
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である。まさに、これは、埋め込みアプローチや地域分析における総合的アプローチが重
視する重要な論点、社会的ネットワークに埋め込まれた各アクターの行動は、それぞれが
持つ固有の社会的文脈と切断しては論じ得ないものであり、それぞれが固有の資源を持つ
アクターをネットワークし、それ自体を監視機能を併せ持つ信用機関として活用する、結
合型の集団特性をうまく利用したシステムと言えよう。 
また、マイクロクレジットサミット＋５で Hilary Clinton ニューヨーク州選出上院議
員が述べているように、この制度は、必ずしも、途上国における最貧困層の起業にとって
有効なばかりでなく、小額の融資が起業を支え、貧困からの脱出に効果的であるというこ
とに鑑みれば、先進国における自立的手段を奪われている経済的弱者にとっても援用でき
るものと考えられる。 
 いずれにせよ、マイクロファイナンスの第一段階は、多くのモデルケースを通じ、おお
むね成功のうちに実績を積んできたと言えよう。マイクロファイナンス産業を起業の状況
を写し出す鏡として位置づけることもできよう。現在は、マイクロファイナンスの成功実
績を制度として確定・根付かせるべき段階にきている。他の中小企業の業務を拡大する上
で、大いに参考とすべきスキームであるマイクロファイナンスは、キャッシュフローの欠
如や法制度の不備、経験がいまだ未熟であるといった問題点とあわせ、コントロールのあ
り方、透明性の確保といったファイナンスの各側面にかかる課題を提示してもいる。マイ
クロファイナンスの実施を通じ、世界各地で誕生しつつある新たな産業のその後の成長過
程を分析し、これらの課題解決のための経験を積んでいくことが待ち望まれる。 
 マイクロファイナンスにより立ち上がった事業運営の将来にとって、その成否を決する
のは、言うまでもなく事業に関する展望であり、当該事業経営者は、ビジョンを明確にし、
その達成までの道筋を確固たるものにする必要がある。換言すれば、起業者あるいは経営
関与者に対し、こうしたビジョンを日々の業務に展開するべくアドバイスを行い、的確な
方向提示を行う上で大きな機能を果たすことが求められるのである。このことは、決して
事業立ち上げ当初からの取り組み、ファイナンスサイドからの支援と無関係ではあり得な
い。マイクロファイナンスの機能の一側面として、こうしたマネージャー育成、ビジョン
作成とその具現化までを射程としてとらえることは、今後ますます重要になるものと思わ
れる。すなわち、単なる資金投下の機能ではなく、事前のアドバイスからビジネス展開、
成熟過程における積極的な関与までを含む総合的なアドバイス、サポート機能により、経
済的弱者の自立に必要不可欠な信用を付与し、当該者を社会ネットワークに再埋め込みす
る機能を果たすのが、マイクロファイナンスであると位置付けられよう。 
ここで興味深いのは、このマイクロファイナンスの実施に当たっても、前章で触れたベ
ンチャーキャピタルにみられる機能とまさに同様の側面が期待、評価されているという点
である。英国のベンチャーキャピタルの連盟である、British Venture Capital 
Association(BVCA)が 1998 年にとりまとめたレポート”The Economic Impact of Venture 
Capital in the UK” でいみじくも言及しているように、こうした資金は、その単なる資
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金提供機能にとどまらず、事業の開始に先立つコンサルタントやアドバイス、起業のプロ
セスを通じ、融資先である顧客が信用を回復し、経済社会活動を円滑に遂行するための基
本的要件を満足せしめる機能を果たすことを通じ、地域に貢献している総合的機能面を評
価すべきであろう。 
 
６．５．３ マイクロファイナンスの事例におけるソーシャルキャピタルの意味するもの 
 
マイクロファイナンスは、融資による所得向上効果のほか、女性の発言力の強化などエ
ンパワーメント効果も多く報告され、貧困削減の特効薬的な評価も見られる一方で、最も
資金を必要としている最貧困層には資金が届かない、貧困層の負担をかえって助長してい
る、グループ貸し付けは、穏やかで競争心のない穏やかな人間関係を崩壊させる傾向にあ
るといった懸念も指摘されているところである。この最後の指摘は、多くのマイクロファ
イナンス機関が、物的担保の代替として採用している小集団連帯責任制に起因することで
あるが、その集団性の担保としての側面よりむしろ、小集団連帯制という社会ネットワー
クの強い紐帯と結合が、ネットワーク全体の行動監視装置としての機能を果たす側面への
着目である。マイクロファイナンスは、小規模が故に、人件費やモニタリングのコストが
相対的に大きくなる。そこで、既存の信頼関係や規範を前提とする社会ネットワーク活用
型の貸し付・貯蓄方法により、情報収集のコストを削減する効果が着目されることになる。
返済不履行が借り手グループやコミュニティの不利益となるような貸し付け方法をとれば、
返済率は高くなる。マイクロファイナンスの良好なパフォーマンスは、貧困層向け金融サ
ービス自体の評価を高め、金融制度全体への好影響も無視はできない効果を生んでいる93。 
マイクロファイナンスに見られるインフォーマルな制度等ソーシャルキャピタルが地域
再生や活性化に果たしうる潜在的な役割には大きな関心が寄せられている。Putnam(1993)
は、共有された目的を追求するために、より効率よく参加者が共に行為することを可能に
するソーシャルキャピタルの機能に着目し、また、その「公共財」としての性格が、貨幣
資本や人的資本など他の資本と、また、政府とも競合関係になく、むしろ、これらと相互
に補完的な関係にある点を強調した。また、ソーシャルキャピタルは効果的な公共政策に
とってなくてはならない要素であり、同時に、ある程度、効果的な公共政策の結果でもあ
るとした。一方、Coleman (1988)は、ソーシャルキャピタルの特徴を、「相互扶助：ネッ
トワーク内に醸成される信頼関係により、人々が助け合ってよい結果を生み出そうとする
機能」、「知識交換・知識創造：ネットワークの充実によって、有用な情報へのアクセス
を可能としたり、他者の知識やスキルを利用しやすくする機能」、「取引コスト効果：ネ
ットワークにおける価値観や行動規範の共有により、取引にかかるコストを削減する機能」
                                                 
93 複雑系システムになぞらえて言えば、マイクロファイナンスの対象となる小集団の中で、返済を完了しえた他のメ
ンバーの戦略を模倣し、複写することを通じ、状況に応じた柔軟な対応方策の多様性を確保することが可能となる。
こうして、マイクロファイナンスは、さらに健全なファイナンススキームへと発展していくプロセスを内包している
と評価できよう。 
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の３点に集約しているが、マイクロファイナンスの特徴は、まさに、これら３要素を万遍
なく包含するものと考えられよう。 
こうしたソーシャルキャピタルに関する先行的定義や機能を、マイクロファイナンスの
制度作りに投影するならば、マイクロファイナンスは、小規模資金を巡る融資であるが故
に、人件費やモニタリングコストがかさむことから、その削減が大きな課題となるところ、
既存の信頼関係や規範に依存しつつコミュニティの社会ネットワークに基づく集団融資方
式を採用することで、集団内で飛び跳ねた行動を取りにくいような抑止力を高め、相互に
連帯して返済責任を果たす仕組みにより、高い返済率が期待できる効果を生み出す。また、
マイクロファイナンスのパフォーマンスが高く、融資実績及びその後のビジネス展開が評
価されれば、金融制度自体としての評価にも大きな影響をもたらすこととなる。このよう
に、制度と組織は、相互作用により変化する可能性を孕んでいる。マイクロファイナンス
という融資制度を導入することにより、インフォーマルな人間関係、規範、暗黙のルール
といった要素が、いずれは法律や確立した制度として成熟されていく可能性がある。
North(1990=1994)は、ミクロレベルでのマイクロファイナンスの実践が、いずれは、長期
的・マクロ的に金融制度へと発展していく可能性を指摘している。 
このように、マイクロファイナンスのスキームがソーシャルキャピタル論の観点からも
大きな関心を呼んでいることは、その金融システムとしての実効性、開発経済における実
績はもちろんのこと、そのモデルが、社会ネットワーク分析が提供する視点を網羅してい
ることも大きな要因であると考えられる。このシステムは、社会的ネットワークの結節の
２類型に照らせば、強い同質性をベースにフォーマルで濃密な、内部志向的な特徴を兼ね
備えた「結合型」のモデルといえ、そこでは、ネットワークにおける各構成員の能力に関
する評判情報を流通させることで、ネットワーク自体が、構成員に対する行動の監視装置
として機能し、構成員全体の行動の計算可能性を高めるという構造的埋め込みの特徴を実
践的に活用したモデルと位置付けらると考えられる。 
 
６．６ 分析結果の評価とまとめ 
 
本章では、地域荒廃の防止、地域活性化を実現させるための方策として、技術革新、す
なわちイノベーションの情報普及が社会ネットワークを通じて行われることによって地域
経済の活性化につながっている事例及び社会ネットワークにおける信用を活用する政策事
例に着目し、信用リスクを軽減しつつ信用を拡大し、その結果、豊かな地域社会を実現し
ている英国の経済的弱者救済、都市再生の実態を明らかにしてきた。ここでの主たる目的
は、これにより、社会ネットワークの重要性、有効性を確認することであった。 
具体的なテーマとしては、地域社会における諸問題、特に弱者の社会ネットワークから
の疎外としての金融排除問題への対処や荒廃地域の再生という課題において、それへの政
策的対抗策におけるネットワーク活用の実態と効果に関する定性的分析を行った。今日、
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わが国をはじめとする先進諸国が直面する諸問題の多くは、地域社会や産業の活力を低下
せしめ、地域住民の利便性を悪化させ、生活満足度を著しく損なっている。こうした傾向
は、非都支部のみならず、都市部においても多くの荒廃地区を生み出し、それへの対処が、
喫緊の課題として位置付けられている。こうした課題解決に関し、本章では、「信用」と
いう要素に着目し、これを回復・確保して社会経済活動を円滑に遂行する上での、社会ネ
ットワーク機能の重要性、有効性を検証することを目指した。 
特に、ここで考察した英国に見られる金融排除問題に代表される社会排除問題や地域社
会荒廃の実態と、その解決のため、経済的自立支援を行う各種具体的施策について、これ
を社会ネットワークにおける信用の確保と活用という切り口から整理し、そこから抽出し
えた政策的特徴や各アクターの協働関係促進のためのスキームは、わが国における地域社
会の活性化を考えるに当たっても、大きな示唆を与えてくれるものと期待される。 
たとえば、冒頭考察した、英国の社会排除問題、特に金融排除問題を、社会ネットワー
クからの弱者疎外問題と位置づけ、その解決に当たっては、郵便局のネットワークをはじ
め、既存の社会ネットワークの再活用と再構成、信用情報の付与に関する新制度導入や新
たな政策機関の創設までを含むいわゆる re-regulation の実態と関係者間のネットワーク
とも言うべき partnership により、協調行動を具体的に刺激・促進する点が際だった特徴
であることが明らかとなった。 
また、いずれの都市再生、起業支援にかかる政策事例においても、関係者間のネットワ
ークにおいて、成功体験にかかる情報や新たな知見に関する情報の共有化を進め、あるい
は、外部から新たな情報を投入し、これを流通、加工、咀嚼することで、既存のリソース
の発展的活用とネットワーク自体の再編成、再構築による活性化を図る上で、積極的な公
的部門の支援が効果を上げている実態が把握された。このことは、関係者を包含する社会
ネットワークにおけるネットワークアクターの相互作用を促進し、政策効果を高める上で、
アクターの一員である公的部門が、ネットワーク構成員総体の活性化・機能向上を実現す
る上で、主体的かつ支援的存在として期待され、評価されていることを示唆すると考えら
れる。 
本章で考察した、荒廃地域の再生、起業支援を通じた地域産業活性化事例に関しては、
これを、「ロール・モデル型」、「パートナーシップ型」、「公的部門主導型」の３類型
に分類し、その各類型の背景には、いずれも、当該地域における潜在的起業家や中小企業
者を信用というネットワークに再埋め込みし、経済活動を円滑に行いうる環境を提供し、
ひいては、当該地域社会の活性化に帰結する上で、ネットワーク効果を引き出そうとする
政策的意図が明らかとなった。 
ここで考察した具体的施策は、いずれも、信用という社会ネットワークから疎外され、
意欲はあっても何らかの契機なしには自立できない弱者に対し、再度社会ネットワークの
構成員としてこれを引き寄せ、自立に必要な情報や信用、起業のための環境といった必須
要素を付与し、その具体的道筋を示すことで、ネットワークに組み込み、ネットワーク自
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体の再編成を通じて経済社会活動への復帰を果たすという共通の政策的意図に基づき設計
されたものと解釈できる。そこでは、公的セクターを含むネットワークアクターが、ネッ
トワークの恒常的なメンテナンスと維持・強化の支援を行い、その結果として、当該地域
社会の自立的発展を促す上でのカタリストとして貢献している実態を見ることができる。   
類型化を試みた政策事例については、いずれも、経験と成果の蓄積を経て、実施内容や
スキーム、具体的支援内容を修正しつつ、発展的に実施・展開されており、そこでは、特
に、事後的な成功事例関連情報を公表する手法により、関係者及び後続事案を持つ潜在的
起業家や荒廃地域にとって、活用すべき貴重な情報、ナレッジの共有化と共有価値の醸成
を促進する点が特徴となっている。ネットワークにおける情報の公開と共有化のプロセス
は、類似の問題の所在を認識し、解決が迫られる潜在的な後続事案に対し、学習と反復、
複写の過程を通じて多様性を発揮しながら、明確なアウトプットを目指す上で明確な指針
を与える重要な機能を果たしていると考えられる。 
また、こうした社会ネットワークの再生・再構築に当たっては、当該地域における既存
の資源やノウハウといったものを肯定的に、かつ積極的に活用すべきリソースとして位置
づけていることも特徴的であった。これにより、当該社会ネットワークのアクターは、自
らが関わるプロジェクトや、具体的施策の１つ１つの過程が想定しやすく、また、成果に
見通しが立ちやすい面も無視はできず、心理的に成功疑似イメージを把握しやすくするス
キームとなっていることは、これら政策の有効性を高める上で、大いに役立っているもの
と考えられる。 
特に、本章における地域社会の経済的自立支援や地域社会活性化における具体的政策事
例を考察する過程で浮き彫りになったように、実効性ある具体的な成果を得るには、まず
は、あくまでも当該地域に住まう地域住民の自発的かつ明確な意志に基づく再生計画と地
域に既存の「埋め込まれた」リソース及び市場内では調達し得ない市場外の労働力や資源
へのアクセスにより、オープン性、多様性、そして異質性を兼ね備えたネットワークのリ
ンケージの拡大が、大きな成果に帰結することが確認されたと位置付けられよう。また逆
に言えば、社会的ネットワークの発展・変化を通じ、そこに埋め込まれたアクターの相互
作用や複写等のプロセスを経て、多様性を維持しつつも発展する可能性を内包している点
こそが、地域社会におけるネットワークの潜在性と言うこともできよう。 
地域再生や地域産業の活性化を効果的に遂行するには、地域イノベーションシステム論
が強調するように、当該地域の社会ネットワークとそこでの信用、信頼回復の果たす役割
は重要な機能を果たすが、そこでは異質な情報や技術に対する受容性を高く維持し、イノ
ベーション低下の負のロックイン効果の発生を防止することが重要な鍵になるであろうこ
とは間違いはない。そのためには、常に新たな情報を注入しつつ、成功事例や経験に関す
る知見をネットワーク内で共有化し、起業家や活性化関係者の意識を刺激し続ける努力が
求めらよう。特に、公的セクターが、地域活性化・再生のため積極的な環境整備、触媒と
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して不可欠のサポート機能を発揮していくことの重要性は、本章で考察した英国の各種施
策の実行過程において、広く共通認識として受け入れられているように思われる。 
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第７章 研究の総合的評価 
 
７．１ 概括的まとめ 
 
本研究では、まず、地域崩壊の救済、個々人の豊かな生活確保等の問題解決に役立つと
されるソーシャルキャピタル論の本質を明らかにした。そこでは、その理論の今日的有効
性重要性と問題点を整理した上で、わが国におけるソーシャルキャピタルの本質である社
会ネットワークの有効性を複数の実証分析により論証することを目指した。わが国の地域
社会が抱える諸問題の解決において、ソーシャルキャピタルの蓄積・強化が有効であると
の主張が数多くなされているものの、ソーシャルキャピタルを巡る議論においては、定義
が拡散していたり、対象とするスコープやアプローチに混乱も散見され、議論自体が錯綜
している状況にある。これにより、地域コミュニティ活性化の潜在的な可能性を感じさせ
るソーシャルキャピタル論は、いまだ具体的な政策提言に貢献しにくい状況を生みだして
きている。したがって、ここで改めて、その本質や現実的意味、さらにはそれがどのよう
な分野において有効となるのかを明確にすることは大きな意義をもつものと考えられる。
以下に、本研究の概括的まとめを行う。 
 
７．１．１ ソーシャルキャピタルの本質としての社会ネットワーク 
 
本研究は、輻輳し錯綜するソーシャルキャピタルの議論を理論的に整理し、その本質を、
社会ネットワークと位置付け、それが、地域社会の安定化、活性化を果たす上で、重要か
つ有効な機能を発揮することの検証を目指すものである。特に、その過程においては、社
会ネットワーク分析における「埋め込み」の視点に依拠し、相互作用を通じた信頼醸成に
かかるネットワーク機能及びそこでのハブ機能、相互作用促進に資するカタリスト機能を
発揮しうる社会インフラに焦点を当て、それへの主体の認知に基づく評価視座を綿密に抽
出することで、社会ネットワークが諸問題解決に貢献しうる側面を立証することを目指し
た。 
具体的には、今日的テーマにおけるネットワークの機能を検証するにふさわしいと考え
られる、有職者間のヒューマンネットワーク、スモールワールド論に依拠した社会ネット
ワーク、ノードに着目した社会ネットワーク、社会ネットワークにおける信用展開という
４つのネットワーク事例を取り上げ、それぞれ４本の実証分析を行った。そこでは、これ
までの社会ネットワーク論における、「信頼の捉え方」、「紐帯の強弱」、「ネットワー
クの閉鎖性、開放性」といった論点をベースに、ネットワークの結節の２類型である「結
合型」及び「橋渡し型」がもたらすアウトプットに着目しつつ、諸課題解決における社会
ネットワークの重要性と有効性を検証した。特に、そこでは、ネットワークにおける「カ
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タリスト的アクター」の存在と機能発揮の実態を、複数のアンケート調査結果から定量的
に把握することを試みた。 
 
７．１．２ コミュニティにおける社会インフラの機能 
 
本論における第３章から第５章における実証研究においては、一貫して、ネットワーク
におけるノードとしての機能を持つ一定のアクター、あるいは、情報交流の「場」として
の機会に着目した。それらは、ネットワークにおける相互作用を円滑に促進し、信頼醸成
に貢献するようなメインアクター＝いわゆるカタリスト的アクターとして仮定され、４つ
の今日的ネットワーク事例に関する実証分析により、その存在と機能を検証するアプロー
チをとった。その結果、第３章で考察した自発的なネットワークを含め、地域社会に存在
する各種社会インフラが、異質なメンバーを受容し、新規性ある情報を獲得し、ネットワ
ーク自体を活性化していくことが、社会問題解決においては特に有効であり、また、その
ためには、ネットワークのハブ機能を発揮する機会や社会インフラ自体が、自らが橋渡し
機能を果たしうるように自己進化を遂げ、柔軟な機動性を発揮しうるように変容していく
べきとの示唆を得た。 
まず、第３章においては、働く女性群の自発的コミュニティを考察対象とし、彼女たち
が活力ある生活を送る上で、いかなるネットワークが有効性を発揮しうるのか、実際のネ
ットワークメンバーの評価視座からこれを検証した。考察対象とするネットワークは、あ
くまでも非公式の女性たちのコミュニティであるが、類似の機会は、従来から存在するも
のであった。例えば、典型的には、井戸端会議が挙げられようが、今回考察対象としたコ
ミュニティメンバーは、当初、表出的な同質性の中での寂寥感の緩和や傷舐め合い的機会
を求めて参加してきたものが、実際のネットワーク活動を通じ、より参加目的を明確化さ
せるようになった。そして、異質な情報や異なるバックグラウンドを持つメンバーに触れ
ることにより、非公式のマーケティングや戦略的鍛錬の機会として、このネットワークを
有効に活用しようという積極性を強く発揮するに至っている。このことは、今日、いまだ
社会的弱者たる地位に留め置かれ、公私にわたり多くの問題を抱える彼女たちが、ネット
ワークに対して求める機能としては、同質のメンバーによる内部志向的な結合的側面より
は、橋渡し型のオープン性であることを意味するものであり、伝統的井戸端会議的な閉鎖
的機会ではないとの結論を得た。 
ついで、第４章及び第５章では、地域社会における社会インフラのハブ機能に着目した。
そこでは、伝統的に日本のコミュニティにおいて、組織と信用を兼ね備える複数の社会的
施設を、ネットワークにおけるハブであり、相互作用と信頼醸成におけるカタリスト的機
能を発揮しうるアクターと位置付け、その潜在的機能発揮について、地域住民の評価視座
から確認する手法を採った。その結果、地域住民の意識データから、彼らは、地域社会に
おけるこれら社会インフラの機能を認知し、評価している実態が把握された。このことは、
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社会ネットワークを利活用して、地域社会が抱える諸問題を解決させていく道筋を考える
際に、特にハブ機能を併せ持つ一定のアクターの機能に着目し、それを通じて、ネットワ
ークにおける相互作用や信頼醸成機能も向上させることにより、地域コミュニテュの安定
化を図りうることを意味しよう。 
特に、定性的分析の結果からは、これら既存の社会インフラに対しては、そのオープン
性による異質な情報や資源獲得における橋渡し的機能発揮への期待が強く把握された。こ
のことは、これら社会インフラ自体が結束型で内部志向的な閉鎖型の組織体にとどまるこ
となく、自らが橋渡し機能を機動的に発揮していくべきことを示唆していると理解できる。
ゆえに社会インフラ自体には組織体として橋渡し的機能を付加しつつ変容し、進化を遂げ
ていくことが要請されるように思われる。 
実証分析の最終章第６章では、英国の社会ネットワークを活用して地域再生や社会排除
問題解決を果たしている政策事例から、社会ネットワークの重要性、有効性を検証した。
そこでも、ネットワークにおけるハブ機能あるいは、カタリストの機能については、明確
に認知され、その効果に期待する実態を把握した。特に、ここでは、地域社会の諸問題解
決を図る場合、従前の中央集権的な公的セクターは、一方的な政策の執行主体としてでは
なく、公的部門も社会ネットワークの一アクターとして位置づけられた上で、既存の社会
ネットワークに埋め込まれた労働力や技術、過去の社会的インフラストラクチャーといっ
た資源を活用しつつ、これらを有機的に連携せしめる上でのカタリスト的機能を発揮する
ことが求められている実態が把握された。このことは、また、公的部門自体が、従来の結
合的階層的機関、すなわち上意下達の政策主導者としてではなく、それが橋渡し的機能を
発揮し、時にネットワーク外から新たなる情報や資源を動員することを通じ、経済発展や
排除問題解決に向けた環境整備、経済的弱者の自立的支援のためのサポートを担当する、
まさに、カタリストとしての機能発揮が求められていることを示すものと解釈できよう。 
本論で行った４本の実証分析からは、いずれも、社会ネットワークにおけるハブ機能を
持つ一定のアクターが、構成員間の関係性を強化する上で重要な機能を発揮しうるとの結
論を得たところである。また、複数の実証分析の結果からは、いずれも、ネットワークの
結節の２類型がもたらす機能や効果に関し、必要かつ有用な情報を獲得し、経済社会活動
の向上や個々人の資質能力向上に資するためには、内部志向的な結合的結節よりはむしろ、
異質かつ新規性ある情報獲得に期待するべきであるとの示唆を得た。事実、そうしたネッ
トワークの「橋渡し」的結節機能について、コミュニティメンバーあるいは地域住民は、
これを認知し、評価もしている実態を把握したところである。このことは、また、社会ネ
ットワークのノードであり、関係者を結節する潜在的機能を発揮しうる社会インフラの機
能自体が、階層的組織による内部志向型で堅固に結束しているような経営組織体としてで
はなく、より柔軟に外部志向を併せ持ち、他のネットワークメンバーの積極的交流に貢献
し、そこでの相互作用を通じた相互信頼を醸成する上での機動性を発揮していくことが重
要であることも示唆していよう。 
 148
 今後、一段とネットワーク化が進展し、そこでの信頼醸成のあり方が政策的にも意味を
持つ場面が増えるものと予想される中にあって、ネットワーク構成員間の相互作用を円滑
に促進させ、そこでの互恵性の確立と安定的コミットメントから信頼を醸成するとともに、
必要な資源や情報をネットワーク外から獲得する。それによって、ネットワーク自体の機
能を高めて行くことはこれまで以上に重要になることが予想される。こうした状況を踏ま
えると、これら社会インフラ自らが、その本来業務面にかかる機能にとどまらず、その付
随的・外延的な機能としてのネットワークにおける「橋渡し的」柔軟性を兼ね備えた存在
として進化していくことが、それ自体の存在意義と価値を高めていくことに帰結するもの
と考えられる。 
次に、実証分析の結果を該当章毎に概括した上で、本研究から得られた成果と今後の課
題を整理していく。 
 
７．２ 実証分析の結果の総括 
 
本論における第３章から第６章までの実証研究において得られた結論と評価は、以下の
通りである。４つのネットワーク事例について、特に、ネットワークの「結合型」及び「橋
渡し型」の２類型の結節に着目して考察した結果、そのいずれが、より有効であるかとい
う優劣の問題ではないことがわかった。むしろ、よりネットワーク化が進み、有効な情報
獲得を目指すことが求められていく状況にあっては、ネットワーク自体を活性化し、かつ
機能向上していくことが重要であり、そのためには、「橋渡し」結合により、異質性、新
規性を積極的に導入し、ネットワークの機能自体を強化していくことが有効であるとの概
括的結論が得られた。また、ネットワークにおけるハブ機能を発揮しうる一定のアクター
が「橋渡し」的役割を担うことで、ネットワークアクターとしての他の構成員の資質向上
や便益向上が図られることが期待されるとの結果を得た。 
 
(1)  第３章：ソーシャルキャピタルを人と人との結びつきとしてヒューマンネットワ
ークとして捉え、わが国における働く女性群の活力ある生活確保へのネ
ットワークの有効性を検証した。 
 
ここでは、ネットワークの集団特性と情報獲得効果の認知についてネットワーク構成
員の意識データに基づき分析を行った。具体的には、まず情報獲得における異なる媒体
上のネットワーク効果の認知比較、ソーシャルキャピタルの「結合型」及び「橋渡し型」
の２類型の機能を考察した。そして、そこから得られる便益に関し、Lin(2001b)の枠組
みに基づき、ネットワーク構成員は、①異なる媒体に基づくネットワークの構成や機能
を峻別して認知、評価している、②２類型がもたらすアウトプットを結節の特徴と合わ
せて複合的かつ補完的に使い分けている、③社会的弱者としての女性キャリア群は、同
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質的集団における表出的アウトプットを求める傾向が強い、④フォーラムの場が、情報
流通における橋渡し的機能を発揮していることを認知・評価している、という４つの仮
説を検証した。 
その結果、ここでのネットワークアクターは、社会ネットワークの機能とそこから
得られるアウトプットを集団特性の違いと合わせて補完的に活用するとともに、肯定的
に評価していること、また、表出的アウトプットに偏ることなく、道具的アウトプット
についても、それらの便益付与機能を高く評価しており、それを積極的に獲得する行動
を展開していることが判明した。ここで彼女たちの安心・安定した生活の確保における
ネットワークの重要性、有効性が明確に把握されるのである。かくして、彼女たちのコ
ミュニティにおいては、彼女等自身が、積極的に有職者としての同質性の中での多様性
とも言うべき道具的アウトプットを指向する傾向も強く持つ。その上で、当初予想した
ような結合型結節に偏ることをせずに、橋渡し的ネットワーク機能による異質性や新規
性ある情報に対し、ある意味どん欲にこれを獲得しようと積極性を発揮している実態を
把握し得たことは大きな知見であったと言える。 
 
(2) 第４章：ソーシャルキャピタル論の本質を社会ネットワークと捉える考え方に依拠
し、そのネットワークの情報普及の有効論として「スモールワールド型モデ
ル」に照らして現実社会におけるネットワーク効果を分析した。 
 
特に、ここでは、スモールワールドモデルにおける connector＝ハブ機能に着目し、
地域社会における社会インフラが発揮しうる潜在的機能の認知と信頼度評価の視座の
把握を目指した。具体的には、実際の地域住民は、各社会インフラの本来業務面にと
どまらない情報流通促進上のカタリスト機能にかかる外延的・付随的機能までを含ん
でこれを評価しているとの仮説の検証を行った。その結果、地域住民たちは、それら
の機能を明確に認知・評価しており、社会ネットワークの機能を活性化し、翻って地
域社会の安定化・活性化を図る上で、社会インフラの機能発揮の可能性の大きさが確
認された。 
 また、ここで得られた結果を、ネットワークの「結合型」、「橋渡し型」の２類型
に照らして考察するならば、今回仮説的にその機能を考察対象とした各種社会インフ
ラを通じ、当該地域おける社会ネットワークを強化し、個人１人１人では得ることが
困難であるような情報を、ネットワークを通じて効率的に獲得し、活用する道を拓く
ことが、地域社会に固有の社会的文脈における個別のニーズに対応した課題解決に資
する上でも、大いに意味あることと期待される。 
さらには、同章では、最も情報流通速度が速く、ネットワーク自体が活性化してい
るとされるスモールワールド型モデルに照らして、現実のコミュニティにおける情報
流通を考察したが、実際に、connector としての社会インフラを介在する形で、地域社
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会におけるスモールワールド的情報流通の実態が見られることが確認され、このこと
も、地域社会の活性化、安定化のために、社会インフラの潜在的機能を有効活用する
ことの重要性を示唆する結果と言えよう。 
 
(3) 第５章：わが国コミュニティの評価において、当該コミュニティに存在する社会ネ
ットワークのノードとしての社会インフラへの信頼度がいかなる重みを持
ってこれに投影されるかを確認することを通じ、翻って社会ネットワーク機
能の活用に当たっての社会インフラの機能発揮の可能性を確認した。 
 
その結果、社会ネットワーク評価の客観的指標としてのベンチマーク生成過程にお
いて、社会インフラの信頼度が大きな重みを持って反映されている実態を確認し、こ
のことから、これら社会インフラの潜在的機能発揮の可能性を把握し得た。また、こ
れにより、社会ネットワーク機能への地域住民の評価度や、そこに反映される社会イ
ンフラへの信頼度という不可視な要素を、ベンチマークという可視的な指標に置換す
る手法を提示し、計測が困難であるようなソーシャルキャピタルを客観的かつ定量的
なデータとして認識するためのアプローチを提案した。このことは、Coleman(1990)が
指摘しているように、単体の機能としては捉えにくいソーシャルキャピタルの不可視
な価値や機能を捕捉するためには、一義的には、定性的な意識データを主体の認知に
着目しつつ収集することを重視すべきとした問題提起に沿うものでもある。 
同章において行った実証分析においては、従来、コミュニティガバナンスを巡る議
論において、ほとんど考察対象とされることのなかった社会インフラに焦点を当て、
それら機関が、社会ネットワークにおけるノードとして、関係者間の相互作用促進、
関係的コミットメント強化や関係的信頼の醸成機能を発揮していることを裏付ける結
果を得たと評価できよう。 
 
(4) 第６章：社会ネットワークにおける情報普及と信用により地域活性化を図る具体的
政策事例から、イノベーションの情報普及、および信用リスク軽減により
信用を拡大・付与し、その結果、豊かな地域社会を実現している英国の各
都市再生事例に照らし、そこでの、社会ネットワークの重要性・有効性を
確認した。 
 
地域荒廃の防止、地域活性化を実現させるための方策として、社会ネットワークにお
ける情報普及と信用を活用する英国での政策展開に着目し、そこにおいて、信用リスク
を軽減しつつ信用を拡大し、その結果、豊かな地域社会を実現している各都市の姿を明
らかにした。そこでは、特に、信用欠如あるいは断絶によりネットワークから疎外され
ていた弱者や荒廃地域における潜在的起業家たちに、リスクを低減化させつつ、新たな
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信用を付与する。ここにおいて、彼らを組み込んだ社会ネットワーク自体を再構成・強
化させていくことで、ネットワークアクターの一員としての公的役割機能が積極的に発
揮することが期待されよう。翻って、ネットワークアクターの経済的自立を支援し、地
域社会の活性化にも帰結しうる社会ネットワークの重要性がここでも再確認されたの
である。 
   ここで得られた諸結果を、ネットワークの結節の２類型の観点から考察してみよう。
まず都市再生、起業支援にかかる政策については、関係者間のネットワークにおいて、
成功体験や新たな知見に関する情報の共有化を促進し、外部からの新たな情報投入と、
その流通、加工、咀嚼により、既存のリソースの発展的活用とネットワーク自体の再
編成、再構築による活性化を実現している事例としてこれを評価することができる。
ここからも、「橋渡し型」ネットワークの機能による政策効果が高く評価されている
ことがわかる。  
   次に、社会ネットワークからの弱者疎外問題である金融排除への対処事例に照らせ
ば、これを既存の社会ネットワークの再活用と再構成、信用情報の付与に関する新制
度導入や新たな政策機関の創設までを含むいわゆる re-regulation ともいうべき状況
を考えあわせ、さらには、関係者間のネットワークとも言うべき partnership を踏ま
えると、そこでの協調行動を刺激・促進する上で、「結合型」結節によるネットワー
ク機能強化が有効であるとの示唆を与えるものと位置付けられよう。 
また、そのいずれも、経済的弱者という従来メンバーとしては受け入れられていな
かったアクターを、社会ネットワークに再埋め込みすることにより、地域再生、産業
活性化を実現しているケースと解釈すれば、ネットワーク自体を「橋渡し」的に拡大・
拡張する施策と位置付けることができ、同章で考察対象としたこれらの各種政策は、
いずれも、社会ネットワークの結節パタンに応じた成果をそれぞれにもたらすものと
して、各事情に応じ、重要性と有効性を発揮しているものと評価できよう。 
 
なお、社会ネットワーク分析においては、個別のケースに照らしたアドホック、かつエ
スノメソドロジー的なアプローチが要請される。従って、本論で得られた結論は、ここで
考察対象とした課題領域におけるあくまで限定的なものと言わざるを得ない。このような
本研究テーマと手法の特徴により、今回の調査結果をそのまま他のシナリオへは安易に移
植することは適当ではなかろう。しかしながら、こうした問題意識に基づくアプローチと
課題を提示し、データを蓄積しつつ、社会ネットワークにおける人々の関係性や信頼醸成
の実態を把握することを通じ、そこから横展開に耐えうるインプリケーションの抽出が可
能となることが期待される。ネットワークアクターの意識データをベースにした社会ネッ
トワーク分析は必ずしも多くはないことに照らすと、本研究の成果が貢献する余地が少な
からずあるものと期待される。 
 
 152
  ７．３ 研究の総括的評価 
 
本論では、まず、ソーシャルキャピタルを巡る理論的枠組みの考察を行い、そこで、ソ
ーシャルキャピタルの本質を社会ネットワークとして考察することの妥当性を検証した上
で、これに関する主要論者の論点を整理し、実証研究においてこれを具体的に考察する手
法をとった。特に、社会ネットワークの結節の２類型、「結合型」と「橋渡し型」に依拠
して具体的なネットワーク効果の考察を行ったが、そこからは、社会的文脈に応じ、ネッ
トワークの「結合的」「橋渡し的」結節の２類型がもたらす効果や機能を念頭に置き、政
策的に活用すべきとのインプリケーションが得られたところである。 
以下に、本研究の結果を総括的に評価する。 
 
７．３．１ 社会ネットワーク活用の可能性の検証 
 
多様化が進み、複雑に関係しあう社会的関係性の中から派生する諸問題解決において、
ソーシャルキャピタルに期待する議論と試みが相次いでいるものの、必ずしも、ソーシャ
ルキャピタルの本質と現実的意味に関しては、合意されてはいない状況にあることに照ら
し、本研究では、まず、ソーシャルキャピタルの定義を明確化するため、これまでの代表
的論者の理論展開、実証研究の成果を整理し、その特徴と問題点を明らかにし、ソーシャ
ルキャピタルの本質を社会ネットワークと位置づけることの妥当性を論証した。これを受
け、具体的な課題について、複数の実証研究を行い、社会の活性化・安定化に果たしうる
ネットワークの有効性を検証した。これにより、実際の政策展開においてソーシャルキャ
ピタルを活用する際の明確な指針を与えることが可能となったものと期待される。 
これら実証研究においては、「埋め込み理論」に代表される社会ネットワーク分析の視
点に依拠し、ネットワーク構造の「結合型」、「橋渡し型」の２類型を常に念頭に置き、
これへのネットワーク構成員の主体の認知、評価に基づき、その機能に関する考察を行っ
た。そこでは、地域社会に存在する社会インフラが発揮しうる機能を、情報伝播力に優れ、
最もネットワークが活性化するモデルとされるスモールワールド型ネットワークモデルに
おける connector＝ハブ機能に照らして考察し、実際の社会ネットワークにおけるコミュニ
ケーションにおいて、これら社会インフラが発揮しうるネットワーク上のカタリスト機能
をアンケート調査結果から立証した。 
さらには、コミュニティにおける社会ネットワークの評価度を計測するベンチマーク生
成過程において、社会インフラへの信頼度がいかなる重みを持ってこれに投影されるかを
確認することにより、不可視な社会ネットワーク機能への地域住民の評価における社会イ
ンフラへの信頼度が大きなインパクトを持って反映している実態を把握し、社会ネットワ
ークにおける既存の社会インフラの潜在的な存在価値と機能発揮の可能性を実証した。そ
して、アンケート結果の分析に基づく３本の実証研究に続き、地域荒廃の防止、地域活性
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化を実現させるための方策として、社会ネットワークにおける信用を活用する英国での政
策展開に着目し、経済的弱者の信用を拡大し、社会ネットワークに再埋め込みすることで
経済社会活動への参画・復帰を促し、これにより、豊かな地域社会を実現している各都市
の姿を明らかにすることにより、翻って、金融排除問題や荒廃地域の再生、活性化におけ
る社会ネットワークの重要性と有効性を確認したところである。 
こうした研究の成果において、ソーシャルキャピタルの本質が社会ネットワークの価値
であるとの論証に基づき、地域社会の安定化・活性化に貢献できる具体的道筋と可能性を
明示したことが、本研究の最大の貢献であると考えられる。また、実証研究成果の包括的
な評価を行うためには、極力考察対象を一般化し、普遍的なアウトプットを抽出すること
が求められる。しかしながら、社会ネットワーク分析の先行研究や代表的論者の多くが指
摘するように、ネットワーク分析は、あくまでもアプローチモデルであり、分析自体はア
ドホックに進めねばならないという限界を併せ持つものである。そこで、むしろ、本研究
においては、これに正面から対峙し、個別のケースに従い、アドホックに検討対象となる
事象を綿密に考察し、そこでのネットワークの特徴や機能と目指すべきアウトプットとを
考察し、そこから抽出されるアウトプットの一般化を目指すのではなく、４つの限定的な
ネットワーク事例に照らし、仮説検証的な評価の積み上げを行うこととした。 
 
７．３．２ 社会的文脈に応じたアドホックな分析視点 
 
 そもそも社会ネットワーク分析とは、社会的文脈から経済行動を切断し得ないとする「埋
め込み」アプローチの視点に依拠し、ネットワークの関係的埋め込み、構造的埋め込みの
それぞれが、ネットワーク構成員間のコミュニケーションに影響を与え、異なる質の信頼
を醸成・強化し、翻ってネットワーク全体の構造や特性を変容せしめる実態を検証するこ
とに関心を持つ。 
Blau, P. (1964=1974)は、今後のネットワーク社会では、従来の価格をシグナルとした
市場での経済的交換に加えて、共感とコミットメントによる社会的交換の意義がますます
拡大するだろうと予見していた。経済的動機と社会的動機とを接合し、経済的動機を軸に
ネットワークを運営しながらも、そこに共感とコミットメントという社会的行為を組み込
み、関係的信頼、関係的コミットメントを創出しつつネットワークの機能を高めていくこ
と、また、これに基づいてより安定的な社会構造を構築可能とすべきとする Blau, P.が、
ネットワーク社会の黎明期にあった 40年前にすでにこのことを指摘していたことには新鮮
な驚きを禁じえない。こうした問題意識を、今日的政策課題に投影し、改めて実証研究に
よりその考察を行うことで、社会的ネットワークの機能を具体的かつより明確な形で、評
価することが可能となるものと期待される。 
 また、Granovetter(1985)が指摘するように、経済取引に社会関係が重なっていくことに
注目するのは重要な視点であろう。経済学の新制度学派が、制度やネットワークの外延（＝
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合理的な個人の意思決定を制約づける条件）に関する分析を行うのに対して、「埋め込み」
の分析は制度やネットワークを内側からとらえて構造を議論するアプローチと言え、それ
はつまり、取引という経済行為を、社会経済的文脈において考察しようとするものと位置
付けられる。ミクロな意味の連鎖や蓄積が、マクロな集合行為にどのような影響を与える
か、この点は、社会ネットワーク論としてのソーシャルキャピタルの議論において欠かす
べからざる論点であると思われ、これは、本研究における実証分析において一貫して念頭
に置かれるポイントであった。 
 
７．３．３ 社会ネットワーク分析における主体の認知の重視 
 
また、４本の実証研究のうち、特に、アンケート調査結果の解析に基づく３本の研究に
ついては、常に、ネットワークに埋め込まれた個々人が、これをいかに捉え、その潜在性
を認識し、これに期待しているのかに関心を持ち、そうした主体の認知や評価の視座の把
握を基盤に置いた。このことは、取りも直さず、今日のソーシャルキャピタルを巡る主要
な争点として、Coleman(1990)が提示しているソーシャルキャピタルの機能の捕捉における
問題提起を踏まえたものである。社会ネットワークやソーシャルキャピタルを巡る膨大な
先行研究においては、そのテーマとスコープを多様化させ、そこから膨大な研究成果と手
法を生み出してはいるものの、そもそも社会ネットワークの構成員の意識評価や視座を綿
密に洗い出すという、政策的インプリケーションの抽出を行う上での前提を欠いているよ
うに見受けられ、本研究が採用したアプローチは、その意味からも有意味性があるものと
期待される。 
また、金光(2003)が指摘するように、地域社会問題の解決等にソーシャルキャピタルを
援用しようという政策的意図は拡大しつつあるものの、その分析レベルは、経済社会シス
テムの改善や変革に集中しがちであり、必ずしも社会ネットワークに基盤を置いた分析ア
プローチは取られていない実態に鑑みると、本研究で行ったような、常に、社会ネットワ
ークに埋め込まれたアクターの相互作用がもたらす効果やソーシャルキャピタルによる資
源へのアクセスと活用の可能性の拡大といった側面に留意しつつ、それへの評価に関する
主体の認知を重視して分析を行うことは、社会ネットワークの潜在的機能発揮と可能性、
有効性を検証する上では、有効な方法であると考えられる。 
 
７．４ 研究手法の評価  
 
本研究で着目したのは、地域社会の崩壊への対策における重要な政策手段として注目を
集めるソーシャルキャピタルである。そもそもなぜ、これほどまでにソーシャルキャピタ
ルが注目されるのか。集団内の協調行動を促進する共有された規範、価値、相互理解を包
含するネットワークともいうべきソーシャルキャピタルは、多くの実証研究から、安心し
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て住まうことのできる地域社会の構築の礎になりうるものと結論付けられている。そして、
そこではいずれも、社会ネットワーク（公式であれ非公式であれ）における相互作用が活
発であればあるほどソーシャルキャピタルが豊富であるとの仮説が提示される。しかしな
がら、これまでの研究では、友人の数や教会訪問回数、集団結成率等を説明変数として、
教育レベルの高さ、非行率の低さ、幸福感の高さ等の被説明変数の説明力に関心を持つア
プローチによることが一般的であり、ネットワークのアクター自身のネットワーク機能の
意識や評価視座を綿密に検証する分析にはほとんど蓄積がない。 
本研究は、複数の現実に存在するネットワークを取り上げ、そのアクターたる回答者か
ら収集した意識データを、因子分析、クラスター分析等複数の手法により解析することを
通じ、仮説検証方式により、社会ネットワークが個々人や地域社会が抱える課題解決に有
効性を発揮している実態を把握し、時に、エスノメソドロジー手法に基づく定性分析によ
り、その結果を補完しつつ検証した。このことは、先にも述べたように、単体の機能とし
ては捉えにくいソーシャルキャピタルの不可視な価値や機能を捕捉するためには、一義的
には、定性的な意識データを主体の認知に着目しつつ収集することを重視すべきとした
Coleman(1990)の問題提起に沿うものでもある。また、心理学や教育学の分野で主体の認知
に着目して捕捉された意識データから、回答者の潜在的視軸を抽出するために利用される
ことの多い因子分析の手法を、ソーシャルキャピタル分野における分析に援用し、そこで
の社会ネットワーク分析における綿密な評価視座の把握に活用した点も、他に類を見ない
研究手法であったと思われる。 
さらには、現実の社会ネットワークを、最もネットワークが活性化し、情報伝播力に優
れるとされるスモールワールド型モデルに依拠して、ノードとしての地域機関の潜在性を
考察し、地域社会の安定化に活用すべき資源としての価値を見出した点も大きな特徴とい
えよう。このことは、経済原則にのっとった効率化政策により、そのネットワークを縮減
しつつある各種社会インフラの潜在的価値や活用可能性を浮き彫りにすることとなった。
また、あわせて、既存の各種施設が、橋渡し的機能を兼ね備えつつ進化・変容を遂げてい
くことで、地域社会の活性化、安定化により一層大きく貢献しうる点を明らかとするもの
であり、それら社会インフラの価値の再確認及び再定義の可能性を確認しえたことは、他
に類を見ない研究成果であり、有意義であったと考えている。 
ソーシャルキャピタルの議論は、社会ネットワークという結びつきのみならず、そこで
醸成される相互扶助の精神や信頼といった、非経済的要因が、経済的効果を創出するとさ
れる点が多くの関心を集める理由であると想定されるが、本研究では、わが国の地域社会
における社会ネットワークの有効性を実証的に考察することで、社会ネットワーク理論そ
のものの妥当性を評価することを目指した点が斬新であると考えられる。 
 
７．５ 課題と展望 
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 本研究において得られた結果は、必ずしも、一般化し得るレベルに到達していると言い
がたい部分を残していることは否めない。分析に用いた事例やデータセットは、限定的な
時期、地域に根差したものであり、今後は、更なるデータ収集及び蓄積と分析の精緻化に
より、今回立案した仮説のさらなる検証の積み上げが要請されるものと考えている。また、
本研究で目指した目的及び政策的な課題は、極めて今日的イシューであり、今後の政治情
勢や諸般の事情、環境の変化等により、左右されるものでもあり、時宜を得た政策的イン
プリケーションの抽出には、その時々に応じた緻密かつアドホックな考察対象の選定と随
時のデータ収集が求められることは言うまでもなかろう。 
本研究において依拠した社会ネットワーク分析やソーシャルキャピタル論を巡っては、
多くの論点や仮説が提示されており、これが社会分析にとって重要であるという認識は、
社会科学の各分野における研究者、政策当局等にとって共通の認識となっている。しかし
ながら、わが国内閣府における「コミュニティ機能再生とソーシャル・キャピタルに関す
る研究調査報告書」（平成１７年８月）にもあるとおり、ソーシャルキャピタルを効率よ
く増加・蓄積させるためのマニュアル的対応策（＝特効薬）はないとされる。ソーシャル
キャピタルの創出には NPO・企業・地方自治体・市民と、それらの協働を促進するような政
策が必要であること、すなわち、社会ネットワーク再構築、強化への公的支援の重要性や、
効果的な信頼醸成機能を発揮するターゲットに向けた重点的な政策投下の意義については、
本研究における結論の一部であるが、たとえば、現在、英国において、その測定に対して
大規模予算を編成し、その質的評価を可能にする調査スキームの作成に積極的に取り組ん
でいることは、今後、わが国においても、大いに参考とし、援用すべき示唆を与えてくれ
るものと期待できる。 
 本研究から得られた結果は、一般化し得ない部分と課題を残すところであるが、こうし
た課題や限界を踏まえた上でも、社会ネットワークにおける構成員間の結節における「結
合型」と「橋渡し型」の２類型により醸成される異なる信頼を基盤とするネットワークオ
リエンテッドな地域社会の安定化を模索することは、制度や組織を通じた構造的方略に基
づく手段に代わるものとして、新たなる視点と可能性を提示するものと期待される。また、
地域社会が抱える政策的課題を正面から取り上げ、その解決における社会ネットワークの
活用の可能性につき、これを主体の認知に基づく地域住民の評価視座の把握をなし得たこ
とは一定の評価に値すると考えている。最後に本研究における当面の課題を整理しよう。 
 
７．５．１ 今後の課題 
 
７．５．１．１ 社会的関係の経済的関係への伝播の実体の実証 
 
 本研究の主眼が、主体的認知視座の把握にあったことで、それがゆえのパラドクスとし
て、社会ネットワークにおける相互信頼の醸成と関係性コミットメントの強化によりもた
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らされる経済的価値の創出面を定量的に実証することはできなかった。この問題意識につ
いては、先行研究においても多くの識者が精力的に取り組んでいるテーマでもあり、今後
は、今回の研究から得られたインプリケーションを踏まえ、これを肯定的に評価した上で、
個別の事例を取り上げ、現実社会における社会的関係が経済的関係に伝播し、経済的アウ
トプットを創出している実態の検証に発展させていく必要がある。 
特に、この社会的関係の経済的関係への伝播の図式を循環する図式でとらえ、たとえば、
一定の地域におけるマクロデータの時系列変遷を被説明変数とし、当該地域に存在する社
会ネットワークに埋め込まれた各アクターの社会経済的行動の結果を定量的に把握すると
いった取り組みが残されている。 
 
７．５．１．２ 個別の地域社会の実情を反映したコミュニティベンチマークの精緻化 
 
今回、生成したコミュニティベンチマークは、限定された３地域において実施した調査
結果データによる解析結果である。今後は、それぞれの地域に固有の社会的文脈、沿革・
経緯、個別のリソースの存在状況等を踏まえた固有の地域社会安定か施策の立案に資する
ため、更なる実証の積み重ねとベンチマークの精緻化が求められよう。さらには、その前
段として、本論の第６章で実行した具体的政策目的にかかる政策事例の更なる収集と類型
化を継続して行うことにより、各地域におけるソーシャルキャピタル指標作成に当たり潜
在的要素として念頭に置くべき項目の洗い出しを綿密に行う必要があると認識している。 
すでに述べたように、コミュニティベンチマーク生成において先進的な知見を蓄積する
米国においては、宗教的活動や異人種への受容性が当該地域の良質なソーシャルキャピタ
ルを計測する上で、意味のある変数であることが明らかとなっているが、わが国において
は、これは援用しにくい仮説といえ、わが国の地域社会のベンチマークを生成する上では、
わが国・地域に固有の風土や事情を踏まえた調査項目のさらなる精査が求められるもので
ある。また、その調査項目の修正と実査の継続、そして回答データの蓄積とマクロデータ
との照合等複数の実証分析の積み上げなくして、真に地域の実情を反映する日本版コミュ
ニティベンチマークの生成は困難といわざるを得まい。こうした問題意識を持ち、地域社
会におけるネットワークの重要性、有効性を念頭に置きつつ、その価値や機能を客観的に
提示するソーシャルキャピタルベンチマークの生成の試みを、今後も継続・精緻化してい
く必要がある。 
 
７．５．１．３ 社会ネットワークへのＩＴインパクトの計測 
 
本研究の第３章において、非公式な同質的ヒューマンネットワークにおける人的結びつ
きの特徴を、インターネット上のコミュニティと対面方式という異なる２つの媒体に基づ
くネットワークを比較的に考察することで分析したが、今後は、特に、インターネットや
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携帯メールといったＩＴオリエンテッドなネットワークにおける社会的孤独の増幅（いわ
ゆるインターネットのパラドクス）仮説の検証、社会的紐帯構造におけるＩＴの影響の計
測が課題となろう。 
いうまでもなく、今後もその進展のスピードを増していくと考えられるＩＴ化が及ぼす
ソーシャルキャピタルや社会ネットワーク構造、そこでの関係性への影響を巡る考察テー
マは、重要な研究課題を提供し続けるものと考えられる。今回研究対象としたテーマや手
法をベースに、ＩＴという切り口による社会ネットワーク変遷と、そこに見られる信頼醸
成の実態、変容のプロセスの解明も大きな研究課題であると認識している。 
さらには、今回研究テーマとした地域社会における社会排除問題解決の方策としての社
会ネットワーク再構築等の政策事例におけるＩＴ活用の可能性と発展性についても、先行
的事例や調査から得られている知見をもとに、さらなる情報収集の充実と事例の類型化を
行い、固有の社会的文脈に応じた政策的インプリケーションの抽出と政策提言に帰結させ
ていかねばならない。 
  
７．５．１．４ コミュニケーションメディアに対する人々の認識と利用行動分析および
信頼醸成効果の研究 
 
 本研究の第５章において、仮説的に、地域社会における人々の社会ネットワーク関係を
補完するコミュニケーション手段や様式の考察を行ったが、今後は、さらに、この問題意
識を具体化させ、たとえば、電子メールと手紙の代替・競合関係を明らかにすることを通
じ、コミュニケーション主体間の相互作用や信頼醸成に関する仮説の立案とその検証とい
う課題が残されている。 
 
７．５．１．５ 社会ネットワークにおける信頼等ソフトのネットワークと情報通信技術
に基づくハードのネットワークの融合  
  
本研究では、キャリア女性群、地域社会の崩壊問題といった課題領域における社会ネッ
トワークにおける構成員の相互作用と信頼醸成を軸に、それぞれの場合において、ネット
ワークが重要であり、有効性を発揮することの検証を試みてきた。これらは、いわば、ソ
フトのネットワーク分析と言うべきものである。今後は、今回の成果を踏まえ、こうした
諸問題の解決に当たり、ソフトにとどまらない情報通信技術に基づくハードのＩＴネット
ワークとの融合についても考察を深めて参りたい。技術の進展と活用分野の拡大により、
ハードのネットワークとしてのユビキタス環境が整備されたとしても、そのネットワーク
を活用し、厚生を高めていくためには、ネットワーク構成員の具体的な意思とこれへのサ
ポートがなければ、いわゆる絵に描いた餅に終始すると言わざるを得ない。本研究では、
ソーシャルキャピタルの本質を、社会ネットワークであると位置付け、その機能と意義に
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ついての考察を行ってきたが、高い可能性を秘めた情報通信ネットワークの実質的活用を
可能とする方策についても思いを致し、ソフトとしての社会ネットワークが発揮しうる機
能を最大限高めることを通じ、本研究でも考察対象とした地域社会が抱える数多くの社会
問題の解決における、より具体的な道筋と示唆の提案が課題である。 
 
７．５．２ 今後の展望 
 
本研究では、社会ネットワークの構成員間の結節、具体的には「結合型（Bonding）」と
「橋渡し型（Bridging）」の２類型により醸成される信頼を軸に、さまざまな社会問題解
決に資する上での政策的インプリケーションの抽出を試みた。具体的には、①女性キャリ
ア群の非公式かつ自発的なヒューマンネットワーク、②スモールワールド論に依拠した社
会ネットワーク、③ノードに着目した社会ネットワーク、④社会ネットワークにおける信
用展開、というネットワーク事例に基づく考察を通じ、様々な課題解決における社会ネッ
トワークの活用の可能性と有効性を検証した。 
特に、社会ネットワークにおける情報流通や相互作用促進におけるカタリスト機能を発
揮しうる各種社会インフラの潜在性については、既に、実際の地域住民はこれを認知し、
評価もしている実態を把握しえたところである。しかしながら、既存のそれら社会インフ
ラが、真に社会ネットワークにおけるハブとして、地域社会の活性化、安定化に貢献して
いくためには、橋渡し的機能を発揮し、ネットワーク内における相互交流を高めるととも
に、ネットワーク外からの資源や情報の獲得を促進し、ネットワーク自体の機能向上に貢
献する柔軟性と機動性を発揮することが求められよう。その意味からは、現状における機
能を追認し、これに安住することなく、個別の社会的文脈に応じ、積極的に機能発揮を行
うべく、それ自体が進化を遂げていくことが要請されることは言うまでもない。地域社会
問題の解決に、ソーシャキャピタルとしての社会ネットワークが貢献していく上で、ネッ
トワークの一アクターとしての社会インフラ自らが、担うべき潜在的責務を認識し、社会
貢献していくとの明確な意志を持ちつつ行動していくことは、今日の政策的課題でもある
企業の社会的責任論にも合致する問題意識であろうと思われる。 
今後も、引き続き、前節における課題を念頭に置きつつ、積極果敢にこうした地域社会
問題解決における社会的ネットワークの活用可能性を模索しつつ、実証の蓄積と理論的積
み上げを通じ、研究の継続をしていく所存である。ちなみにそこでは、たとえば、ＩＴ化
の更なる進展といった今日的状況をも踏まえ、ヒト、モノ、カネが自由に行きかう環境下
において、いかにしてそこに住まう人々の安心を確保し、コミュニティの健全な生成発展
を確保していくのかといった、ソーシャルガバナンスが突きつけられる重要課題に常に留
意し、真摯に研究活動に集中することが重要であると肝に銘じている。 
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付録Ａ 個人に蓄積するソーシャルキャピタルの計測の試み 
 
Ａ．１ ソーシャルキャピタルはどこに蓄積するか 
 
さかんに関心を集め、議論されているソーシャルキャピタルであるが、その考察のテー
マとスコープは、地域における環境問題解決から生活の質そのものにいたるまで多岐にわ
たる（Fine 2001）。この人気の高さがゆえに、ソーシャルキャピタルに関する研究におけ
るニュアンスの相違や議論の混乱を惹起してもいる（金光 2003、Halpern 2005 ほか）。こ
うした混乱に対し、議論のパラダイムを提示し、各分野におけるソーシャルキャピタル研
究の視座の整理を試みようとする世界銀行のソーシャルキャピタル・イニシャティブ（Ｓ
ＣI）の取り組みは、ソーシャルキャピタル論議におけるベンチマーク機能を果すものと評
価することができよう（図Ａ－１）。 
 
ソーシャルキャピタルの定義ひとつをとっても、多くの識者が異なる視点から議論を展
開（大江・樋口・椎名,2005）しているが、合意に至ることを困難にしているのは、そもそ
もソーシャルキャピタルが抽象的で多次元にわたることに起因しているものとの指摘があ
る（Uphoff,2000）。さらには、世銀ＳＣIの整理にあるように、初期のソーシャルキャピ
タルを巡る議論における混乱は、たとえば Coleman(1988,1990)が、ソーシャルキャピタル
は各個人にとってよりもその集合体あるいは働きの場としてのコミュニティにとって不可
欠な要因であり、社会構造的資源（social-stractural resources）として、一定の行動に
対して、個人にリターンをもたらすものとして議論を進めたことにも明らかなように、ミ
クロ、マクロの両面が混在して議論されてきたことに起因するともいえよう。また、
Burt(1992)は、明確に、ソーシャルキャピタルは、「個人の社会関係の価値である」と定
義しているが、この考え方は、1970 年代以降発展した、各個人の他人との関係性は、物、
図Ａ－１ 世銀 SCI の理論整理とモデ化 
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情報、感情的支援の源泉であるとするいわゆる「社会資源理論」の視点に依拠するもので
ある。また、Lin(1986)は、この立場にのっとり、ソーシャルキャピタルの体系化を精力的
に進めている。 
より強硬に、ソーシャルキャピタルは、個々人にとって蓄積してはじめて意味を持つと
の立場を主張する者もいる（Adi and Tokunaga 2005；Durlauf and Fafchamps 2004）。し
かしながら、Van Deth(2003)が論じているように、この概念的な位相は、集団のメンバー
シップや協調行動を可能とする複数の要因を計測してはじめて把握可能になるにもかかわ
らず、実際のところ、経験が教えるそうした感覚を体現する合理的な指数や尺度はいまだ
得られていないように思われる(Flap 1999, 2002, 2004; Lin 2001b)。ソーシャルキャピ
タルの蓄積度合いを計測する上では、ボランタリーな団体（NPO 等）への参加率やその構成
率等をソーシャルキャピタルの蓄積度合いの代替指標とする研究が多く見られるところで
ある。例えば Narayan and Pritchett(2001)や Van Der Gaag and Snijders(2005)は、個人
のソーシャルキャピタル蓄積度を測るためのデータを得るための多次元からなる設問体系
を考案・提示する中で、ソーシャルキャピタルとは、個々人が属する集団社会において生
成される生活における行動、習慣、態度や傾向であると主張している（Brehm and Rahn 1997）。
また、Van Der Gaag and Snijders(2005)は、先行理論をサーベイし、ソーシャルキャピタ
ルの概念を類型化し、それぞれに対応した計測の手法を提案している。たとえば、ソーシ
ャルキャピタルのリソースジェネレーターという指標を生成するべく、３３項目の設問を
用意している。彼らは、その分析により、ソーシャルキャピタルと一言で言っても、それ
は、主に、「威信・教育関連」、「政治・経済スキル」「個人的スキル」、「個人的支援」
の４つのソーシャルキャピタルに分類できると主張する。すなわち、個人に蓄積するとす
る場合であっても、その蓄積の仕方、蓄積場所は、複数複合的であることを主張する。 
これに対し、Lin（2001a）は、より明確に、ソーシャルキャピタルとは、自我（ego）中
心の人間関係ネットワークに「埋め込まれ」たものと定義している。すなわち、人と人と
のインターフェースに基づく関係と定義するのである。各人の相互作用によるネットワー
クを通じて個人がアクセス可能な資源として、ソーシャルキャピタルの蓄積は、あたかも
各人が投資の一形態として分析可能であるような道具的、あるいは目的合理主義的な行動
と関連づけて考察対象となりうるとする。このアプローチは、Glaeser et al(2001)が、各
人のライフステージに応じて、ストックとして蓄積されるソーシャルキャピタルの進化を
比較動学的に計測する上で、「標準型投資モデル（standard investment model）」を用い
て分析しているケースに引き継がれている。 
 
Ａ．２ ソーシャルキャピタルの計測 
 
今日までのソーシャルキャピタルの計測方法を巡っては、２種類のアプローチに大別で
きるように思われる。その一つは、ソーシャルキャピタルの蓄積度合いを、各種ボランタ
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リーな団体や組織、社会的集まりや活動等への参加率に代替させて計測するアプローチで
ある（Putnam 2000; Narayan and Pritchet 1997; Knack and Keefer 1997; Glaeser et al 
2001）。一方、ネットワーク性に着目し、ソーシャルキャピタルを、構造的埋め込み、機
会へのアクセシビリティ、行動の各側面からなる構造と行動と見なすアプローチがある。
このアプローチは、利用可能なソーシャルキャピタル機会の範囲と多様性を、マッピング
することを目的とする点が特徴であり、各要因の影響度や可能性、社会的ポジション（職
業）が、設問における各リソースの利用可能性を決定付ける上で重要な役割を果たすとす
る前提を置いてソーシャルキャピタルの把握を試みるものである（Burt 1992,1997；Lin 
2001a, 2001b）。 
前者のアプローチに立つ Knack and Keefer(1997)、Narayan and Pritchett(1997)、 
Glaeser et al.(2002)、 Tiepoh, Geepu Nah and Reimer(2004)らは、非公式な集団への参
加やメンバーシップを目的変数とし、属性やその他社会経済的変数により説明する回帰モ
デルを構築し、変数のいずれが“隠れた因子”として、目的変数を規定するかについて分
析を行おうとする。一方、後者のアプローチは、ネットワークメンバーにおける個々人の
結節に着目するもので、ネットワークにおける各人の位置、その結合状態、各種リソース
へのアクセス可能性を、結節相手の職業や当人の人脈に照らして計測しようとする。
Lin(2001a)が論じているように、個人間のノードを確認することにより、各ノードがどの
程度近接、あるいは隔絶しており、また、戦略的観点から競争的優位性を確保できるかど
うかを推測する点に重きがある。この代表例が、余りに有名は Granovetter(1973,1974)の
「弱い紐帯の弱み」に代表されるアプローチである。この場合、ソーシャルキャピタルは、
いわば自らにではなく、ネットワークの他のメンバーに蓄積しており、それへのアクセス
を問題にする視点に立っていると言え、ソーシャルキャピタルが、個々人に蓄積されると
する考え方とは根本的なスタンスを異にする。 
ネットワークにおける位置、構成員のポジションは、これがソーシャルキャピタルを特
定する上で重要なキーファクターになりうると主張されて以来、密度(density)、規模
(size)、近接性（closeness）、間隔性（betweenness）、固有ベルトル（eigenvector）等
を計測する手法を派生させ、事実、これらの多くがすでに開発され、活用されるに至って
いる（Borgatti, Jones and Everett 1998）。こうした枠組みに基づき、個人へのソーシ
ャルキャピタルの蓄積状況を緻密に把握しようという試みが、先に述べたように、オラン
ダの学者を中心に遂行中である。とかくコミュニティや集団・企業内におけるソーシャル
キャピタル蓄積に関心が集まり、考察の対象とされるのに対し、そうしたアプローチでは
なく、ソーシャルキャピタルは、関係する「個々人そのもの」に埋め込まれるとする立場
から、個人が保有する社会的ネットワークの厚みや広がりを把握するための３３項目を質
問し、回答データから、リソースジェネレータ指数としてのソーシャルキャピタル把握を
試みる手法である（Van der Gaag & Snijders 2005）。しかしながら、その設問構成は、
彼ら自身が認めるように、西洋の、あるいは先進諸国における調査には適していても、必
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ずしも、普遍的に活用できるものとは言いがたく、現在、国際的に調査地域を複数選定の
上、実査の繰り返しと分析結果の蓄積による計測手法の改訂が行われているところである。
このように、いまだ、改善の余地を残しつつも、彼らが開発したリソースジェネレータは、
個人に蓄積するソーシャルキャピタルが、少なくとも先に述べた４つのジャンルにまたが
って計測するべき異なる機能、側面を有していることを浮き彫りにした点が画期的であり
評価できるものの、そもそも本来的に、個人に蓄積するものとしてソーシャルキャピタル
を位置付け、その計測を試みるがために、その計測にかかる調査項目も、すべて、回答者
が「・・・する人を知っている」といった特定の事柄に関連する知己の有無を問う形式と
なっており、回答者と回答者が住まう地域社会との関係や複数の住民を結びつける集団と
しての社会ネットワークにおけるソーシャルキャピタルを捕捉することはできない。リソ
ースジェネレータ指標を生成するためのアンケート調査項目例は、図Ａ－２のとおりであ
る。 
これ以外にも、個人に蓄積するソーシャルキャピタルを計測するためのスキームとして、
ポジションジェネレータという尺度が提案されている。これは、リソースジェネレータが、
Lin が言うところの自己(ego)中心的ネットワークの構造を明らかにするのではなく、直接、
獲得している資源（accessed resource）を計測するものであり、いかなる資源にアクセ
スすることが個人にとって有用かを概念化する段階で、多くの議論を惹起するのに比べ、
職業的優位を前提に構成されるため、国や文化といった諸事情の相違を超え、クロスセク
ションで比較研究する際に有効な尺度となりうる。すなわち、職業的優位が資源をより多
く獲得する効果を持つとの明確な概念に基づき、職業的地位で各メンバーの位置を把握し、
それらメンバーの資源へのアクセス可能性をソーシャルキャピタルの指標として位置付け
るものであり、多くの研究者が国際的な比較調査を遂行している。その人気の高さの理由
の一つは、なんといっても、使いやすさである。しかしながら、その構成は、道具的リタ
ーンを獲得する上での有用性は保証しえても、獲得される資源を職業に置換して設問を構
成するため、必ずしも表出的なリターンの把握やそのためのソーシャルキャピタル機能の
捕捉には適さないといったデメリットもある。すなわち、得られた結果の評価が、解釈に
依存してしまうという欠点がある。このポジションジェネレータを生成するための設問例
は、図Ａ－３のとおりである。 
ここで考察してきたように、分析においては、その対象やアプローチをとっても多様なパ
タンを示している。ソーシャルキャピタルは人に蓄積するとする立場からの代表的論者の
分析アプローチの特徴に着目し、これを、個人対集団（複数の個人）、内性対外性という
２つの軸によって分類すると、おおむね表Ａ－１のように簡潔に整理できる。 
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表Ａ―１ ソーシャルキャピタルを巡る分析の対象と視点 
Borgatti, Jones and Everett(1998)P2 の図を加筆修正の上、再構成。 
 
特に、今日的ソーシャルキャピタルの議論を唱導し、大きな貢献を果たしてきた Putnam
と Burt については、その研究の視点を明確化しておく必要があろう。この両者の視点は、
上記表Ａ－１にも明らかなとおり、コラムＢ）とＣ）に峻別されるが、これをより大きな
システムにおける集団行為という文脈で彼らのアプローチを検討するならば、Putnam のア
プローチは、集団の内部に考察の関心があるのに対し、Burt のそれは、集団行為から外を
向いたベクトルに考察の重点がある。これを純粋に、ネットワークの文脈に置き換えるな
らば、Putnam は、集団内部での関係性の構造を考察対象とし、Burt は、集団の集団外との
関係性に着目して考察を行う立場と言えよう。 
コラムＢ)は、前節で論じた Burt、Lin の系譜につながる「社会資源論」的立場に代表さ
れるアプローチである。コラムＣ）は、Putnam(1995), Bourdieu(1986),Coleman(1990 ほ
か)における概念化の基盤を提供するフレームと言えるが、そこには、ソーシャルキャピタ
ルという用語こそ使わなかったものの、Smith, A. や de Tocqueville といった古典的論者
の概念に根ざした議論展開が見られる。最後のコラムＤ）は、1990 年代に入って、注目さ
れるようになった視軸である。特に、企業や組織における経営効率化の問題意識のもと、
集団外、企業外との絆の強さが業績に反映するとの実証分析の蓄積を見ている。 
 わが国においても、近年、ソーシャルキャピタルの定量的把握と評価を行おうとする試
みが盛んに行われている。その代表的なものが、本章冒頭述べた平成１４年度及び１７年
度に内閣府が実施した調査である。これは、国際的レベルで実施されている World Values 
Survey において、国単位の信頼指標が作成され、比較分析がなされている体系を参考に、
わが国の国内調査として、ソーシャル･キャピタルの定量的把握を行い、地域再生政策の立
案に資するための基礎資料を得ることを目的として実施されたものである。例えば、平成
１４年度の調査においては、ソーシャル･キャピタルの要素と言われている信頼・付き合
い・社会参加について、都道府県単位のインデックス作成を試みている。これを表Ａ－１
に照らして指標化の対象とスコープがどこに位置付けられるかを確認すると、おおむね、
コラムＣ）における集団内部での社会的関係性とその派生効果を前提とした分析アプロー
 分析の対象と視点 
考察対象（アクター） 内性的 外性的 
個人 Ａ） Ｂ） 
Burt(1992), Lin(1986,2001a,b), 
Brass & Labianca (1999) 
集団 Ｃ） 
Putnam(1995),Fukuyama(1995) 
Bourdieu(1986),Coleman(1990)
Ｄ） 
Borgatti, Jones & 
Everett(1998),Cohen & 
Prusak(2001) 
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チであると考えられる。これ以外にも、わが国におけるソーシャルキャピタル計測の試み
としては、「社会生活基本調査」（ボランティア活動）、「家計調査」（寄附）、「ＮＨ
Ｋ放送文化研究所の意識調査」（信頼や付き合い）などがあるが、そのいずれも、伝統的
な社会構造の内部的考察のアプローチによったものとなっている。 
平成１７年度内閣府調査研究会における座長を務めた山内(2005)は、その実施に当たり、
平成１４年度の調査体系を発展させ、そのアンケート項目は、「ソーシャル･キャピタル」、
「コミュニティの評価」、「生活安心感」の３つのカテゴリーに大別している。「ソーシ
ャル･キャピタル」関連の項目は、個人の信頼・付き合い・社会参加の三本柱により構成さ
れている。また、「コミュニティ」の評価は、個人が小中学校区における住環境・安全・
活気について、ここ２～３年でどのような変化があったかについての印象を尋ねる形で把
握される。「生活安心感」は、個人が人間関係・家族・健康・住環境・将来・仕事につい
て不安を感じているか否かを聞くスタイルで構成されている。同調査結果の分析では、ソ
ーシャル･キャピタルおよびコミュニティの評価のそれぞれが個人属性や地域属性からど
のような影響を受けているかについて検討が加えられ、集団に蓄積されるソーシャルキャ
ピタルを計測しようという視点から実施されているものと位置づけられる。 
このように、わが国においても、ソーシャルキャピタルおよびその実際の社会活動への
影響度を考察するに当たり、収集されたデータを指標化して検討することが一般的である
が、これについては、Van Deth(2003)が指摘するように、異なる社会的背景や風土のエリ
アにおけるソーシャルキャピタルの計測において、同一の尺度や指標を用いることは危険
性を孕んでおり、これは、とりもなおさず、ソーシャルキャピタル自体が包含するその抽
象的な概念や、コンテクストに照らして各ケースのソーシャルキャピタルの固有の意味を
認めねばならないことに起因する。こうした問題意識から、最近では、特定の状況下や文
脈に応じてソーシャルキャピタルの計測を行う上で、「項目反応理論（Item Response 
Theory（IRT））94」に基づき、異なるデータセットから、それぞれの文脈に応じて、異な
る隠れた因子を綿密に抽出する試みこそが重要とされ、また求められるとの問題提起もな
されており（Adi 2005）、そうした問題の所在がゆえに、ソーシャルキャピタルを巡る研
究の範疇や手法、抽出されるインプリケーションがいや増して複雑化し、議論を輻輳して
いるようにも思われる。一方で、このことが指摘する点は、本研究においても、常に念頭
に置くべき重要課題であると認識している。 
 
 
 
 
 
                                                 
94
項目反応理論とは、回答者の各質問項目に対する反応（肯定や否定等）の確率を、測定したい特性値の関数として表
すことで、それらの質問項目の特徴を表現するもの。 
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図 Ａ－２ リソースジェネレータ指標生成のための調査項目例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Resource Generator items 
Do you know anyone who “...” ？  
 
1 can repair a car, bike, etc.  
2 owns a car  
3 is handy repairing household equipment  
4 can speak and write a foreign language  
5 can work with a personal computer  
6 can play an instrument  
7 has knowledge of literature  
8 has senior high school (VWO) education  
9 has higher vocational (HBO) education  
10 reads a professional journal  
11 is active in a political party  
12 owns shares for at least … 
13 works at the town hall  
14 earns more than … 
15 owns a holiday home abroad 
16 is sometimes in the opportunity to hire people 
17 knows a lot about governmental regulations 
18 has good contacts with a newspaper, radio- or TV station  
19 knows about soccer  
20 has knowledge about financial matters(taxes, subsidies)  
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図Ａ－３ ポジションジェネレータ指標生成のための調査項目例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
Position Generator items 
Do you know anyone who is a/an"  “? 
 
1 doctor  
2 cook  
3 engineer  
4 higher civil servant  
6 director of a company  
7 manager  
8 teacher  
9 estate agent  
10 trade union manager 
11 lawyer  
12 mechanic  
13 book-keeper/accountant  
14 scientist  
15 policy maker  
16 musician/artist/writer  
17 information technologist  
18 police officer  
19 secretary  
20 insurance agent  
21 foreman  
22 nurse  
23 farmer  
24 lorry driver  
25 postman 
26 engine driver  
27 sales employee  
29 cleaner 
30 hairdresser  
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付録Ｂ ネットワークにおける位置の計測例 
 
ソーシャルキャピタルの蓄積を考察するに当たり、ネットワークにおける位置を重視す
る場合は、その計測について複数のアプローチがありうる。ここでは、その代表的な計測
事例として、自己中心的ネットワークの構造把握と、ネットワークの中心性把握の 2 例に
おける調査項目例を整理する。 
たとえば、付録表Ａ－１、コラムＢ）における自己中心的ネットワーク（ego-network）
とソーシャルキャピタルとの関係を把握する場合には、表Ｂ－１のような要素のデータを
収集し、その構造計算を行うこととなるが、これに対し、ネットワークの中心性を計測す
る場合であれば、表Ｂ－２のようなデータを計測し、ネットワークの構造の把握が試みら
れるのが一般的である。 
 
表Ｂ－１ 自己中心的ネットワークの構造把握における項目例 
 項目 説明 ｿｰｼｬﾙｷｬﾋﾟﾀﾙとの関係 
規模―size（度数） 
Burt(1983) 
自己(ego)が直接結節してい
る相手の数（紐帯の強弱によ
り重み付け） 
正の影響。より多くの人とつ
ながることで、自己が必要と
する資源を持つ者とつなが
る確率が高まる。 
密度―density 
Burt(1983) 
結節している相手ペアの割
合 
負の影響。相手方のすべてが
相互に結節していれば、余剰
となってしまう。それは関係
性のエネルギーを削ぐこと
に他ならない。 
異なる成分―heterogeneity 
Burt(1983) 
結節相手の多様性（性別、人
種、年齢、職業、能力等） 
正の影響。（ただし、構造的
な質とｺﾝﾌﾘｸﾄがない場合） 
構造的な質―compositional 
Quality 
必要とされる特徴を持つ結
節相手の数（総体としての
富、権力、専門性、他者への
寛容性等） 
正の影響。有益な他者との結
節が増えるほど、ｿｰｼｬﾙｷｬﾋﾟﾀ
ﾙは潤沢になる。 
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表Ｂ－２ ネットワークの中心性把握における項目例 
項目 説明 ｿｰｼｬﾙｷｬﾋﾟﾀﾙとの関係 
近接性―closeness 
Freeman(1979) 
グラフ理論的自己(ego)から
ネットワーク上の全ての他
者への距離 
負の影響。他のノードへの距
離が遠くなるほど、タイムリ
ーな情報獲得の機会は減る。
間接性―betweenness 
Freeman(1979) 
自己（ego）が他の 2 者につ
ながる最短のパスに行き着
く回数 
正の影響。高い間接性で他の
アクターとつながっている
アクターは、情報探索や便益
のコントロールの機会を創
出しやすい。 
固有ベクトル―eigenvector 
Bonacich(1972) 
固有ベクトルの中心性が高
いノードと自己（ego）が結
節している程度 
正の影響。他者とよりつなが
っているようなアクターと
つながっている場合には、そ
のアクターの固有ベクトル
は高くなる。 
  
 
こうしたアプローチは、実際のネットワークにかかる大量のデータを収集し、インプッ
トすることで、当該ネットワークの構造の特徴やソーシャルキャピタルとの関係を考察す
ることを通じ、客観的な解釈と評価を行うことを可能とするものである。今後、実証分析
の蓄積により、クロスセクションの比較にも耐えうるものとなり、学術的に大きな貢献を
なしうるものと期待できる。 
Lin(2001b)をもとに、再構成。 
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付録Ｃ コミュニティガバナンスとソーシャルキャピタル 
 
Ｃ．１ ガバナンス議論の隆盛 
 
 地域社会の再生問題においては、最近、主要先進諸国が共通に抱える数多くの公共的地
域社会問題の解決に当たり、新たなガバナンスの枠組みへの期待が高まるに連れ、これへ
のソーシャルキャピタルの活用という新たな政策方針を生み出している。本節では、有効
なガバナンスのあり方とこれへのソーシャルキャピタルの活用を巡る議論を軸に、社会ネ
ットワーク上のアクターの動員によるガバナンスモデルを視軸に据えた上で、そこで展開
されるソーシャルキャピタルが発揮しうる政策的インプリケーションの抽出を試みる。ま
ず、本節においては、昨今、多くの社会経済分野において幅広く言及される「ガバナンス」
について、その射程と論点を整理する。 
そもそも、「ガバナンス」とは、何を示す概念なのか。これについては、近年までたび
たび議論され、多くの論者が定義を試みてきたが、特に最近、大いなる関心を持って論じ
られている。その背景にはいくつかの理由があるものと考えられる。その背景について総
括的に整理した宮川・山本（2002）によれば、多くの識者が一致して提示している要因と
して、次の８点を挙げている。すなわち、①先進諸国においては 1970 年代を経て 80 年代
以降、安定的祖税収入の自然増が止まり、福祉国家がゆえの財政支出の自然増により財政
危機が顕在化、政府の統治能力への疑問が呈された、②1980 年代以降、政府部門の非効率
性が広く認識されるに至り、政府の失敗が問題視されるようになった、③市場重視のイデ
オロギーが台頭し、市場への規制を重視する伝統的な政府の統治モデル自体が経済成長へ
の障害として認知されるようになった、④政治家や官僚の汚職・腐敗が問題となり、代表
民主制を基礎とした政府への信頼が揺らいだ、⑤公共部門の標石を改善することを目標と
したニューパブリックマネジメント（NPM）の考え方が出現し、国家組織の目標設定や実際
の執行における権限の委譲等、伝統的な統治スタイルには包含されていなかった要素が重
視されるようになった、⑥NPM により、成果重視主義がもたらされ、外部評価の視点が導入
された、⑦社会環境の動態化、複雑化に伴い、環境保護、男女平等・参加促進といった非
経済的問題の重要性が高まった、⑧グローバル化の進展により、国家の地位が変化し、国
連等のマルチラテラルな NPO/NGO といった国家を超越した機関相互の作用関係が重視され、
その重要性が共通認識となった、の８点である。 
これらを整理すると、ガバナンスという概念が浮上してきた原因として、動態化・複雑
化していく現代社会と問題の検討にあたり、伝統的な政府＝ガバメントのみを分析対象と
することの限界を示唆しているものと位置づけることができよう。伝統的な政府とは、た
とえば、Peters（1996）が自己完結性、階統制とルール、公平性、アカウンタビリティ、
制度化された公務員、公務員の中立性という要素で特徴づけているが、これは、選挙で選
出された代表者のもとに、中立・公平な官僚制が一貫して公共福祉のために公共的問題の
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解決にあたるというモデルである。しかしながら、高度に発展した先進諸国においては、
政府に期待されるサービスは多様化・複雑化し、また、その優先順位も一概には決められ
ず、そしてさらに重要視されるべきポイントとして、戸坂（2000）が指摘するように、「政
府があらゆる公共的問題を解決しなければならない」という認識自体が変容していること
であろう。このことは、先に述べた宮川・山本の整理にも明らかである。まさに、「政府
の失敗」という言葉が示すように、政府が国民の上位に位置し、問題解決における万能な
地位を占めるとする考え方は幻想であり、それぞれの地域に属する企業や NPO 等の関係団
体が幅広く影響力を持ち始めている。 
1980 年代から特に先進諸国で顕著になってきたこうした状況について、「ガバナンス」
という概念がさかんに言及されるようになってきたわけだが、曽我（2004）が指摘するよ
うに、これは、「今まで見えなかったものを視野に入れようとするヒューリスティックな
機能」を持つ用語であると考えられる。伝統的な政府のモデルでは現実の社会が論じにく
くなってきている中で、この「ガバナンス」という概念を用いることで、政府と公共的問
題を取り巻く漠然とした状況に対して問題を設定することが可能となると期待される。 
 
Ｃ．２ 複数のアクターの相互関係への期待 
 
ガバナンスの概念の登場の意義については、曽我(2004)に従えば、「今までの概念では
捉えられないが、重要性を増している現象にガバナンスという用語を与えることで」、人々
の注意を喚起し、そこに何らかの問題が存在することを示す上でのアナウンス効果にある
ものと考えられる。以下、ガバナンスについての代表的概念定義から、それが、何を論じ
ようとしているのか、そして、そこで、ソーシャルキャピタル、すなわち社会ネットワー
クが着目されるようになった背景について整理し、分析の足がかりを得ることとする。 
 ガバナンスという概念の包括的整理としては、Rhodes(1997)の議論が参考となる。彼に
よれば、ガバナンスという概念を持ち出すに至った背景には、従来のウェストミンスター・
モデルが次第に現実の政治を説明しえなくなってきた実態がある。ウェストミンスター・
モデルとは、最高機関としての議会、内閣、大臣責任制といった要素に支えられる代表民
主制の典型的なモデルである95が、このモデルでは、議会は至高の権力を持ち、その他の政
府機関は議会の決定に従属すると考えられ、基本的に解決すべき諸問題は議会や内閣に投
げかけられるとされる。これに対し、Rhodes は、諸問題の解決の道筋を、政治的文脈や問
題の諸条件等にかかわらず、全て、議会、内閣、地方政府と一義的に政府機構において一
方的に任されるとする政策スキームで捉えるウェストミンスターモデルを批判し、解決に
かかる諸問題や政治的文脈に応じ、政府組織を、相互依存的な関係、政策共同体＝
                                                 
95
今村（2002）によれば、これを「議員内閣制で、議会が最高権力を持つこと、立法は多数党が牛耳るものの、与党へ
の反対討論など野党側の関与を制度化していること、内閣が行政の責任を全面的に負い、従って、官僚制は内閣の政
策執行に忠実に従うという意味で中立的であること」を意味するものとする。 
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Policy-Community という概念で説明すべきと主張した。このことが、現在のガバナンス論
に基礎を与えたと考えられている。つまり、Rhodes によれば、政策決定は、ウェストミン
スター・モデルが前提とするような集権的なものではなく、より分化したものであるとし、
これを Differentiated Polity（分化した行政組織）と呼んだ。さらに、彼は、関係するア
クターは、①ある程度の自律性を持っており、②伝統的な政府関係のみならず、企業や NPO
といった社会の構成員を考慮にいれるべきこと、③それぞれが交換可能な資源を持ち、相
互依存的な関係にあること、④それぞれの機能的利益に従ってネットワークを構成する点
を指摘している。こうした Rhodes の問題意識の背景に、今日、英国では、NPM の発想のも
とで、「国家の空洞化（hollowing out the states）」として顕在化した問題を解決す
るため積極的に実施されてきた関係政府機関のエージェンシー化や、民営化の進展により、
制度やアクター間の相互関係が複雑化してきた事実があることも見逃せまい。そこから、
こうした新しい「ガバナンス」が要請されていると言えよう。 
 
Ｃ．３ コミュニティガバナンスの考え方―総合的視点の重要性― 
  
さらに、より注目すべきは、Rhodes は、政府のみならず、非政府部門を含めた複数の組
織が構成する自律的に連携したネットワークを重視して理論化を試みている点である。す
なわち、従来は、政府が担当すべきとされた公共的問題の解決に当たり、政府以外の複数
のアクターが設定され、問題の対処に当たって、政府は、これらの機能や連携を無視でき
ない。こうした文脈で重視すべきアクターとされるのは、NPO/NGO といった公共問題に関す
る非営利団体であり、また、経営上公共問題と関係性の深い企業などである。Rhodes によ
れば、たとえば、社会サバネティック・システムであれば外部環境に対するアクターの適
応に焦点が当てられるし、自己組織化ネットワークで論じる場合には、政府を社会におけ
るほかの組織と同様の組織の一つと位置付け、各組織そのものではなくそれぞれのネット
ワークの相互関係を中心に議論することとなる。 
 ガバナンスをこのように、位置づけることで、従来は公共問題を「政府という単一のア
クターがいかに取り組み解決するか」という形で考察してきたのに対し、「政府を含む複
数のアクターの相互関係や協調を通じ、いかに解決されていくのか」という観点から問題
を提示し、分析することが可能となった。こうした転換は、社会の多様化・複雑化、専門
分化を通じ、政府の統治能力には必ずしも期待できなくなってきた状況を踏まえ、政府と
それ以外のアクターによる協働・協調により、トータルとしての問題解決能力を向上させ
ることへの要請が高まっていることを意味する。 
これについては、昨今、大きな社会問題となりつつある社会排除問題やその結果もたら
される地域社会の荒廃問題の解決に当たり、地域におけるガバナンスを巡る考察がさかん
に行なわれるようになってきている。いわゆるコミュニティガバナンス論の台頭である。
ところで、「地域」を分析対象とする場合、本稿ではこれをあくまで総合的な存在ととら
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える。具体的には、地域は自然環境・経済・文化（社会・政治）という 3要素の複合体で
あり、地域を分析するに当たっては、総合性の視点が不可欠であると考える。そして、地
域は独自性を持つ個性的な存在、地域は住民を主人公とする自律的で主体的な存在であり
自治の単位、地域は開かれた存在であり地域間の交流と連帯が不可欠、地域は国土や世界
という全体的空間の一部分とする中村（2004）による定義96を援用する。地域を総合的な存
在ととらえることで、分析アプローチについても総合性の視点が求められることとなる。
これにより、経済学・経営学・社会学・政治学といった数多くの分野を融合的に投下し、
学際的な研究アプローチを採ることが有効となる。 
こうした総合性のアプローチは、Piore & Sabel(1984)の「フレキシブル専門化(flexible 
specialization)論」や、Bagnasco & Sabel(1995)の「市場の社会的構築（social construction 
of market）論」、Granovetter（1985）の「埋め込み（embeddedness）論」などの考え方
に近いことを意味する。経済的行為・経済的結果・経済制度が、行為者の個人的関係およ
び諸関係のネットワーク全体の構造に影響されるが、人間の行為は個人的な社会関係（ネ
ットワーク）に埋め込まれており、各経済現象の背景にある因果関係やそのメカニズムを
解明するに当たっては、社会構造の影響の分析とは切断し得ないものであり、経済行為に
は経済的動機だけでなく非経済的動機（社交・地位・社会的影響など）が大きな意味を持
ち、各人をとりまく個人的な社会関係（ネットワーク）がどのように形成されてきたのか
という関係性や沿革経緯までを射程に置き、これを解明・説明することが重要であるとの
示唆を投げかけるものとも言えよう。まさに、考察対象の地域や集団の固有の状況、存在
する複数のアクター間の相互作用を無視して、地域分析することには意味がないことにな
る。 
 曽我(2004)は、複数のアクターによる相互作用に注目した概念化を試みているが、そこ
では、ガバナンスのヒューリスティックな役割を指摘した上で、ガバナンスの概念を、拡
大・多様化しつつある「複数の主体間での相互作用」という現象を捉えようとするアプロ
ーチであると定義する。具体的なガバナンス事例の分析に当たって、ゲーム理論を応用し、
ゲームの均衡をガバナンスと捉えることの必要性を強調している。曽我によれば、ガバナ
ンスとは、「その下で、プレイヤー間の関係を調整することを目標とし、関係者による明
示的な選択の結果、形成された仕組み」であり、それに関わる人々は、相互作用の前提を
与える独立変数であり、また、ガバナンス形成ゲームの帰結として成立する従属変数でも
ある、とする。これによれば、ガバナンスは関係者たちによって行われるゲームの均衡で
あり、あるガバナンスが均衡点にあれば、それに関わる関係者の行動は、当該ガバナンス
を安定的なものとし、将来にわたって同様の行動を導くという自己拘束的なプロセスを構
                                                 
96
 中村は、地域政策とは、「地域を対象とする公共政策であり、地域的な環境・経済・社会・政治問題を解決し、人々
の生命と暮らしを守り育む生活の場として地域を発展させるという統合的理念のもとに展開される地域マネジメント
政策」であるとする。そして、内発的発展（endogenous development）を理念に置く地域産業政策として、①地域イ
ノベーターや地域住民の主体性、②地域中核産業の戦略的振興、③地域内産業連関的発展の重視、④独自の経済上部
構造の強化と自律型本社経済の形成・維持、⑤地域内経済循環による総合的発展、を挙げている。 
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築するとされる。この点は、青木昌彦らが比較制度分析の文脈で用いてきた「共有された
予想」としての制度の概念と平仄を一にするとも考えられる。つまり、ガバナンスを均衡
という水準で捉えようとする主張は、複数のアクターが関係するとするガバナンスの特徴
を的確に捉えたものとして評価できると考えられる。 
 本論においては、こうしたコミュニティガバナンスを考えるに当たり、特に、社会ネッ
トワークの複数のアクターのうち、ネットワークのノードとしての既存の社会インフラに
着目して分析を行った。それは、これらの機関は、地域社会における社会問題解決にあた
り、社会ネットワークにおける情報交流や相互作用を促進し、そこでの互酬性を高め、信
頼醸成を促進する上で、カタリスト的機能を発揮しうる存在であると考えたからである。
これにより、地域社会の安定化、活性化において、社会ネットワークとしてのソーシャル
キャピタルが果たすべき役割が重視される中、そこでのカタリスト的役割を担いうる機関
の潜在的機能を確認することにより、政策課題解決における一つの重要な要因、効率的な
政策投下の対象を把握できることが期待される。 
以下、ここまで整理してきたガバナンスを巡る論点を踏まえ、これへの社会ネットワー
クの動員の実態と成果を考察することとする。 
 
Ｃ．４ ソーシャルキャピタルのガバナンスへの動員 
 
Ｃ．４．１ コミュニティガバナンスにおけるアクターの協働 
 
現在、ソーシャルキャピタルの本質である社会ネットワークの活用により、コミュニテ
ィの健全性を維持しようとする各種コミュニティガバナンスにおける試みがさかんに行わ
れている。本章第２章で整理したように、地域社会の健全性を維持し、公共的諸問題の解
決に当たってソーシャルキャピタルを活用しようとする視点は、その地域に存在する社会
ネットワークを通じ、構成員間に信頼を醸成し、協調行動を促進することで、モラルの向
上や機会費用の低減を実現しようとする問題意識から生じているものである。すでに諸外
国の政府が主導によるガバナンスモデルが試行的レベルを含め、複数運用されているが、
そこでは、共通して、地域に存在するアクターや資源を有機的に活用すべきことがうたわ
れ、その成果や可能性についても一般的な合意レベルに至っているように思われる。その
実証の試みとして、たとえば、Bullen, P. and Onyx, J. (1998)は、健全なコミュニティ
を考える文脈において、ソーシャルキャピタルを構成する要因を次の７要素に整理して提
示している。 
• コミュニティへの参画（Participation in local community）  
• 社会的文脈での積極的アクション（Proactivity in a social context empowerment, 
activism, efficacy, agency） 
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• 信頼と安心の感覚（Feelings of trust and safety）  
• 近隣との紐帯関係（Neighbourhood connections）  
• 家族と友人との紐帯関係（Family and friends connections）  
• 仕事上の結びつき（Work connections）  
• 多様性への寛容度（Tolerance of diversity）  
このモデルを Putnam(1993)に倣い、社会ネットワークの２つの結節パタン、「結合型」
と「橋渡し型」に照らして考察するならば、ここで挙げられている７つのポイントは、社
会ネットワークの構成員たる個人、近隣住民、家族と友人、仕事仲間といった各アクター
の「結合型」をベースとする強力な紐帯関係と、そこから派生するネットワークの多様性、
異質性への寛容度によるオープン性による「橋渡し型」の双方により、関係者は、同一の
問題解決や目的に向かい、協調歩調をとりつつ、積極的にコミュニティへの参画を行うべ
きとする好循環の派生が重要であることを示唆するものと考えられる。 
Ｃ．４．２ 実践的コミュニティガバナンスモデル例 
 
Elias，J.（2002）は、ルーラルエリアにおける経済的成長に専門的機関が果たす間接的
効果を、ウェールズの事例から抽出し、その効果は、コミュニティ機能の強化を通じて発
生するとした。そして、そこでは、特に、金融機関等専門機関のスタッフが、当該地域の
他のビジネス活動等にアドバイス等を供与したり、伝統的経済市場における各プレイヤー
間の信頼感や相互尊敬、紐帯関係を強化する上で機能発揮すると主張している。すなわち、
コミュニティガバナンスにおいて、地域社会に存在する既存のプレイヤーの外延的・付随
的機能発揮に期待する立場をとる。 
こうした考えの流れを汲み、1990 年代以降は、英国政府の各種白書97において、各自治体
におけるコミュニティガバナンスモデルの構築と運用を推奨している。特に、1998 年に貿
易産業省が提出した白書“The White Paper, Modern Local Government: In touch with the 
people 98”が、契機となり、規制機関たる地方政府の変革と機能発揮により、地域社会に存
在する社会ネットワークの各メンバーシップの効率的な動員と参画を軸にした新たなるコ
ミュニティガバナンスの必要性が広く認識されるようになった。この白書の理論的バック
アップを行う Clark and Stewart(1998)は、図Ｃ―１のように、一定の要素に代表させる形
で、ガバナンスモデルのイメージを解説している。これによれば、ガバナンスの原則とし
ては、何よりも、まず、それら自体が複雑に関係しあい、影響しあっている関係者たちを
取り込み、従来型の政府機関や制度を変革しつつ、新たなる関係者が参画しやすい枠組み
                                                 
97
地方政府関連の情報については、英国副首相オフィス HP に詳しい。http://www.odpm.gov.uk/index.asp?id=1133514 
を参照のこと。 
98 http://www.dti.gov.uk/comp/competitive/wh_foot1.htm を参照のこと。 
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を整えることを通じ、時宜を得た臨機な政策展開を可能とすることの重要性が強調されて
おり、新しいガバナンスにおける地域社会のネットワークの強化と機能発揮を機軸にすえ
るとする基本的考え方が明確に浮かび上がってくる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上記図式について、Clarke and Stewart(1998)は、変革を迫られる地方政府当局者の意
識改革こそが、コミュニティガバナンスの成否を決するとの趣旨を述べてもいるが、この
図式に見られるインパクトの連鎖は、まさに、コミュニティに関わるメンバーの参画を通
じた効果的なガバナンスを可能とする循環を示唆するものであり、既存の機関の機構や機
能を抜本的に見直すことで、地域住民をはじめとする多様な関係者の相互作用を活性化し、
Bullen, P. and Onyx, J. (1998)が指摘するところのガバナンスにおいて欠かせないソー
シャルキャピタル７要素を実現性あるモデルの支柱へと昇華する上での基盤を提供するも
のと考えられる。そして、こうした新たなるガバナンスのあり方は、地域社会が抱える諸
問題がより複雑化かつ相互関係性を強めていく中で、それらの解決に当たり、コミュニテ
ィの社会ネットワーク構成員間の能力や機能、資源といった諸要素を統合し、有機的に活
用する上でも不可欠な要件であることを明確にものと思われる。 
また、同じく、Clark and Stuart は、地方政府がガバナンスモデルの導入と運用に当た
り常に念頭に置くべき主要 6要素として、官民を問わず、ボランタリーな機関も射程にお
いた上で、地域に存在するアクターとそれらが保有するリソースを有効に活用すべきこと
と、そのための伝統的な公的機関たる地方行政当局の環境整備の重要性を強調している（図
Ｃ－２）。 
 
・　コミュニティガバナンスにおける「市民参画」、「エンパワメント｣、「ルーラ
ルコミュニティの維持」の３要素に着目し、新たなるモデル構築を模索。
・　特にコミュニティリーダーシップに着目して、依拠すべき原則とシステマ
ティックなアプローチを提案。
Michael Clarke and John Stewart (1998) より再構成。
複雑多様
な関係者 ガバナンスの
原則
中央政府・地方政府の政
策、制度
政府機構、政治スキームの
再編成 新コミュニティ計画、
他の機関や組織との
連携
市民参画の仕組
時宜を得たタイミング
　　担当者の訓練・ス
　　キル向上等
図Ｃ－１ 英国各地におけるコミュニティガバナンスモデルイメージ 
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       図Ｃ－２ コミュニティガバナンスの６原則 
 
図Ｃ－２からは、コミュニティのガバナンスにおいては、地方政府が政策アジェンダの
解決に効果的に取り組むため、自らを変革し、新たなる機能発揮が求められることに加え、
特に、関係者間の協調行動の促進における中核的リーダーシップを発揮すべきことが示さ
れていると解釈できるが、官・民等のセクターの別を問わず、地域社会における社会ネッ
トワークに属するメンバーの貢献を評価し、また彼らが貢献しやすいような環境整備に従
事すべきとして、ネットワーク上の相互作用の促進におけるいわゆる「カタリスト機能」
を発揮すべきことを強調している点に着目すべきであろう。 
こうした取り組みは、何も英国に限定されるものではない。たとえば、ニュージーラン
ドでは、コミュニティガバナンスモデルの実践的運用を強力に推進するため、内務省の
“Building Strong Communities: A Thinkpiece（強いコミュニティを作るー考察のヒント）
(1999)”において、ソーシャルキャピタル、社会的絆、紐帯関係に関するコンセプトを明確
に打ち出し、具体的なガバナンスモデルのイメージを提示している。その中では、「戦略
的方向性」として、中央政府は、強いコミュニティつくりの基礎を提供すべきことを確認
した上で、行政当局、地方支分局はじめ、市民等関係者が協力し、基本的コミュニティサ
ービスの提供を維持・発展すべきとの課題をうたい、フレームワークとして、市民参加型
アプローチを通じ、人々が自らのコミュニティを感じ取り、考え、帰属意識や愛着を醸成
すべきことを訴えている。そこでは、関係者間の関係コミットメント強化と互恵性の繰り
返しによる関係的信頼の醸成と向上を通じた安定的かつ健全なコミュニティ維持への政策
意図が明らかである。 
こうして提示されたモデルをベースに、実際に地方政府が策定・運用しているガバナン
スモデルをオークランド市の事例から引用すると、図Ｃ－３のとおりである。こうした取
コミュニティガバナンスの６原則
Clarke and Stewart(1998) p2-3より
作成。
単なる公共サー
ビスの提供者に
終始しない。
コミュニティや地域
住民のためになる
アクションのみが
正当化される。
官・民・ボランタリーの
別を問わず、他機関の
貢献を認め、また貢献
しやすい環境整備に従
　　事。
コミュニティに存
在する全てのリ
ソースをフル活
用。
リソースのフル活
用のため、コミュニ
ティのニーズ充足
に最適な方法を常
に見直し、学習しイ
ノベーティブに行
動する。
地方政府は、多
様な意見や利害
をバランスよく調
整、協調行動推
進上リーダーシッ
プを発揮。
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り組みを通じ、ニュージーランドでは、地方政府当局は単独では機能し得ず、その過程に
は多くのアクターが関わっていることを確認し、コミュニティの健康や福祉増進はコミュ
ニティの状態、地域住民、既存の社会的インフラの機能発揮の度合いに大きく依存するこ
と、物理的、社会的、経済的各資本がコミュニティの健全性にインパクトを及ぼすことを
前提に、コミュニティガバナンスの概念を、発展計画や原則の実行を通じ、地方民主主義
や社会政策に密接に影響するものであると認識しているように思われる。 
 
図Ｃ－３ ＮＺにおけるコミュニティガバナンスモデルの骨格イメージ 
 
コミュニティ
ガバナンス
コミュニティ
リーダーシップ
コミュニティ
エンパワーメント
コミュニティ
オーナーシップ
参　　加
理解の共有
協　　力
支　　持 財源へのアクセス
決定権の委譲
権限の共有
情報開示と参加
帰属意識
多様性の奨励
思いやりの気持ち
地域意識
支持・調査・促進・調整・援助 情報・助言・基金・施設・調整・連携 地域計画・催事・活動・促進・資産
概　　念
持続的発展の奨励
リスクの容認
多くの人への開放
予定外の成功の承認
信頼醸造の探求
成功まで時間の容認
価　　値
市民参加
人々
家族
多様性
平等
自発的な参加と貢献
Tangata Whenua, Mana Whenua,
　 その他Maori族コミュニティとの
　　　　関係
 
このように、コミュニティガバナンスにおいて「守るべき原則」として、「多くの人へ
の開放」、「価値」として「多様性99」を明示していることからも、これを社会ネットワー
クの構成員間の「結合型」と「橋渡し型」の異なる紐帯関係がもたらす「信頼醸成」を探
求することで、ガバナンスの効率性、効果を高めうるとする仮説を提示しているものと考
えられる。 
こうしたコンセプチュアルフレームワークに基づき、実際にオークランド市が策定・運
用し、毎年、その評価反省に基づく見直しサイクル100を循環させることにより、ガバナンス
モデル自体を進化させている事例を図Ｃ－４に挙げる。ここで注目すべきは、このサイク
ルの出発点でもあり、到達目標点でもあるコミュニティガバナンスモデルの策定に当たっ
て、何よりもコミュニケーションプランの作成と実行に重きが置かれている点であろう。
関係者間でガバナンスの必要性、解決課題、目指すべき成果等について、共通認識を持ち、
実行計画とその試験的実施、評価の過程においては、具体的な指標により社会的文脈に照
                                                 
99 「価値」の一環として、Maori 族コミュニティとの関係を重視し、特記していることも、NZ の国家的民族問題と相
まって、社会ネットワークの紐帯関係における「橋渡し型」がもたらす結果を評価しているとも考えられる。 
100 いわゆるＰＤＣＡサイクル（plan-do-check-act cycle）。典型的なマネジメントサイクルの 1つで、計画（plan）、
実行（do）、評価（check）、改善（act）のプロセスを順に実施し、最後の改善を次の計画に結び付け、らせん状に
品質の維持・向上や継続的な業務改善活動などを推進するマネジメント手法。 
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らした明確な評価作業が埋め込まれている。その結果がさらに、次のガバナンスモデル策
定サイクルにおけるコミュニケーションを通じてモデルを改善し、そのパフォーマンスを
高めていく循環を作り上げようとするスキームは、わが国におけるコミュニティガバナン
スを考える上でも、大いに参考とすべきものと評価できる。 
 
図Ｃ－４ コミュニティガバナンス・モデル PDCA サイクル 
（NZ オークランド市の事例） 
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　　　　　　　　　　　　　研　究
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コミュニティ・ガバナンスモデル
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社会的支援枠組の作成
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コミュニティグループ補助政策
 
 
このように、実際の運用において試行的レベルを含め、コミュニティのガバナンスモデ
ルの策定と運用が盛んに行われているが、そこには共通して、活用すべきリソースの一つ
として、いわゆる物理的資本や経済的資本の範疇を超越した資本、すなわちソーシャルキ
ャピタルに着目するとする点は、すでに一般化しているといえよう。これについて、Bullen, 
P. and Onyx, J. (1998) は、“Communities express these characteristics differently 
based on their particular norms, values, traditions and opportunities.”と述懐し
ており、コミュニティガバナンスにおいて、各地域に固有のソーシャルキャピタル構成要
素を踏まえ、それらの有効活用を社会的文脈において行うことが重要であることを強調し
ている。確認的に換言するならば、ガバナンス概念における多様な主体が織りなすネット
ワークやそこで醸成される信頼といった要素は、各地域固有の特性、あるいはリソースと
位置付けることができ、これらを包含する概念であるソーシャルキャピタルは、数多くの
社会問題の解決におけるガバナンスを含む公共政策のマネジメントにおいて無視できない
機能を発揮するものと考えられる。 
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付録Ｄ ソーシャルキャピル論の系譜と研究領域の対応関係 
 
ところで、本文第２章でレビューを行ったソーシャルキャピタルを巡る理論と実証の蓄
積は、最近の社会科学の分野における最も人気の高いテーマである（Halpern 2005;金光 
2003 ほか）。本論では、ソーシャルキャピタルと Social Capital をそのまま直訳して呼
称したが、これ以外にも、社会的共通資本、あるいは社会的関係資本というように複数の
和訳が存在する。確かにこれは、読んで字のごとく新たな「社会資本論」と言うべきもの
である。ソーシャルキャピタルが本格的に議論されるようになったのは 1960 年代以降であ
るとされるが（Lin 2001b）、その理論的発展の系譜は図Ｄ－１の通りである。 
 
図Ｄ－１ ソーシャルキャピタル論の系譜と研究領域の対応関係 
  金光(2003)p241 をもとに、再構成。 
 
新しい「社会資本論」とも言いうる今日的ソーシャルキャピタル論は、Jacobs（1965）
が、都市開発論の中で、この用語を、「長期間にわたって醸成され、交差する個人間のネ
ットワークであり、コミュニティにおいて、信頼、協力、共同行為の基礎となるもの」と
し、人間中心のコミュニティ、都市開発を進める上での貴重な資源として位置付け、当時
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の大都市開発のあり方を真摯に批判した文脈で用いて以来、定着した感がある。次いで、
Loury(1977)が、人種間の不平等を論じる中で、「人的資本の特徴の獲得を促進する社会的
なポジションの結果を著すための概念」とし、ここに、ソーシャルキャピタルは人的資本
との関連において論じられるようになった。社会学の立場からは、並行して、フランスの
Bourdieu(1986)が、経済的資本と文化的資本にソーシャルキャピタルを並置し、これを「潜
在的な資源の総体」として論じている。こうした議論を、Coleman(1988)は、「人的資本の
形成におけるソーシャルキャピタル論」として集大成した。 
さらに、Lin(2001b)は、その論文の導入部において、多様化し、複雑化し、時に混乱す
ら見せるソーシャルキャピタルを巡る概念的枠組みとリサーチのバックボーンとして、常
に、ソーシャルキャピタルとは、社会ネットワークに埋め込まれた資源として捉えるべき
ことを強調している。Lin は、この論文により、ミクロな連鎖やそこでの行為が、マクロな
集合体としての行為にどのような影響を与えるか考察する上での視点を提供することこそ
が、ソーシャルキャピタル論が貢献しうる分野であると指摘する。そして、ソーシャルキ
ャピタルの概念を的確に把握するには、まず、「社会資本」の性格と数多くの「社会資本」
を巡る理論的考察を踏まえることで、改めてソーシャルキャピタルをどのように理解し、
位置付けるべきかが自ずから明らかになると主張する。その上で、Lin(2001b)は、ソーシ
ャルキャピタルを、社会ネットワークに存在する資源として確認的に位置付けた上で、概
念化を行い、具体的な計測のための手法を提案し、その動員・蓄積の方策を検討するアプ
ローチを取る。これに当たっては、ソーシャルキャピタルの蓄積度合いの差をもたらす要
素が、ソーシャルキャピタルへの投資への見返りにいかなる影響を与えるかを分析するこ
とに関心を持っている。 
 Lin(2001b)の「社会資本」を巡る理論的変遷と考察の視点は、概略表Ｄ－１のとおりで
ある。まず、「社会的共通資本論」は、外部経済（たとえば、医療・福祉、環境問題等）
に着目する公共投資の資本論であると位置付けられよう。Hirschman(1958)の social 
Overhead Capital（すなわち、社会的共通資本）の議論に見られるように、生産財資本に
対する用益を「社会的間接費用」と位置付けるものであり、道路、教育、下水道といった
社会的インフラ、すなわち公共財に注目する立場である。これに対し、「人的資本論」は、
そもそも、教育を通じた技術の向上や、その熟練への投資に着目する立場を取る101。これは、
経済学の立場において、社会学的問題を射程に置いたものと考えられる。これ以外の社会
資本論は、いずれも、社会学的視点を支柱に置いている。まず、Bourdieu の「文化資本」
は、彼特有の用語であり、経済資本、社会的関係資本と併置されるべきものとされ、①言
葉遣いや行動様式など身体化されたもの、②絵画や書物など物として客体化されたもの、
③学歴や資格など制度化されたもの、の３つの形態を持ち、再生産される文化的所産の総
称である。Bourdieu(1983)は、文化資本の差異による階級差が教育や階級分析の過程で強
                                                 
101 Coleman(1988)は、シカゴ学派の Schlutz(1961)や Becker（1964）に多大なる影響を受けたとされる。 
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調するが、厳密な理論としての体系化がなされているとは言い難く、資本論としての影響
度には大きいものは見られない（金光 2003）。 
次いで、今日的ソーシャルキャピタルの体系を、「資源動員的」、「協働的」、「連帯
促進・公共政策援用的」の３類型に分類した。まず、「資源動員的ソーシャルキャピタル
論」は、個人、集団レベルで分析され、それらが、自らがそのアクターとして構成する社
会ネットワークを動員することで、就職、昇進、学歴といった私的なリターンを獲得する
ことができる側面に着目する。これは、伝統的には、社会学において、社会資源動員論の
文脈で研究されてきたテーマであるが、９０年代以降、多くの研究成果の蓄積を見ている。 
次に、「協働的ソーシャルキャピタル論」は、企業経営において、知識経営、ナレッジマ
ネジメントの重要性が叫ばれ、その文脈でソーシャルキャピタルの活用を考察するもので
ある（Cohen and Prusak 2001 ほか）。社会に埋め込まれた暗黙知の形式知への表出化、
形式知から形式知への連結化、そして形式知から暗黙知への内面化といったイノベーショ
ン プ ロ セ ス を 重 視 す る ア プ ロ ー チ に 代 表 さ れ る 立 場 で あ る （ Nonaka and  
Takeuchi1995=1996）。この視点は、組織や企業等の集団のスコープを拡大し、地域社会や
一定の共同体へと応用的展開を見せている。 
最後に、「連帯促進・公共政策援用ソーシャルキャピタル」論は、今日的ソーシャルキ
ャピタル論の３類型の中でも、もっともスコープを広くもった立場であると考えられる。
すなわち、この立場は、より公共政策的問題意識を背景に持つものであり、特に、一定の
集団や地域社会における共通価値・規範の醸成のために、当該地域に存在する社会ネット
ワークに投資し、そこから信頼と協調行動を導出することで、課題解決に貢献しようとす
る問題意識は、昨今、政策当局者に多く見られるところであることは、第２章で論じた通
りである。しかしながら、この立場は、これまで、分析のレベルを経済社会システムに置
き、必ずしも社会ネットワークに根ざした分析の視点を明示的には保持していない点を金
光（2003）は指摘する。換言すれば、この立場を取るソーシャルキャピタル論において、
社会ネットワークに埋め込まれたアクターの相互作用により着目し、そこで醸成される信
頼や連帯性（Sako 1992, Fukuyama 1995=1996）を再考察することで、従来、集団の再生産
の側面に関心が寄せられていたベクトルを、広く、社会ネットワークの機能と可能性、さ
らには、明確な政策的インプリケーションの抽出に結実しうるものと期待できる。 
 このように、ここに挙げた「社会資本論」は、いずれも、網羅的なものではなく、複雑
に重複し、関連し合っている部分もあるが、社会資本論としての体系の中に、改めて今日
的ソーシャルキャピタル論を位置付けた上で、これを社会ネットワーク分析と接合し、社
会行為、相互関係、集団といった社会学的な概念の上で応用することにより、現実の社会
問題の多くを解決する上で、理論的・実践的に大きく貢献しうることが可能となるものと
期待される。 
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表Ｄ－１ 社会資本の分類 
Lin(2001b)p.5 の図を加筆修正の上、再構成。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
新 「 社 会 資 本 論 」 
ソーシャルキャピタル（ＳＣ） 
 
社会的共通
資本論 
人的資本論 文 化 資 本
論 資源動員的 SC
論 
協働的 SC 論 連帯促進・公
共政策援用
的 SC 論 
理論家・主たる
提唱者 
Hirschman,
宇沢 ほか 
Coleman, 
Fukuyama
Bourdieu Granovetter, 
Lin, Burt ほか 
Prusak, Cohen, 
野中 ほか 
Coleman, 
Putnam, 
World Bank 
ほか 
説明及び主た
る関心事項 
社会全体に
とっての共
有財産であ
る資本の社
会的管理・運
営基準 
労働による
余剰価値の
蓄積 
支配的シン
ボルと意味
の再生産 
社会ネットワー
クに埋め込まれ
た諸資源へのア
クセスと利用 
暗黙知の形式知
への転換 
連帯による効
率的集団の再
生産 
「資本」の位置
付け 
フィディシュ
アリー
（fiduciary：
受託、信任）
の原則に基づ
き、管理・運
営すべきもの 
スキルと知
識への投資
支配的価値
の内部化と
誤認 
社会ﾈｯﾄﾜｰｸへの
投資と回収 
集団における共
通価値・規範醸
成のための投資 
相互理解と信
頼醸成への投
資 
分析レベル 国家、自治
体 
個人 個 人 と 階
級 
個人と集団 集団 集団と社会 
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付録Ｅ アンケート調査票（第３章関連 「ヒューマンネットワーキングに関する調査」） 
 
＜１ 参加の動機＞ 『あなたのフォ-ラムへの当初の参加動機として、次の事項はどの程
度当てはまりますか？』 
 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  
リッカート7段階方式 まったく                    まったく  
違う    ←    まあ当てはまる    → 当てはまる 
(1)他から学ぶ 
 
       
(2)大きな絵（全体像）
を把握 
       
(3)多元的な情報に接
したい 
       
(4)親交社交の機会 
 
       
(5)話し合いの機会 
 
       
(6)失敗例に学び、轍
を踏まない 
       
 
 
＜２ 場の雰囲気＞ 『フォーラムに実際に参加してみて、その雰囲気として、次の事項
はどの程度当てはまりますか？』 
 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  
リッカート７段階方
式 
まったく                    まったく  
違う    ←    まあ当てはまる    → 当てはまる 
(1) 入りたい人は誰
でも歓迎される 
       
(2) 人々は、会合で面
子を保とうとする 
       
(3) 参加者には多く
の共通の懸念がある 
       
(4) 参加者と長い付
き合いは期待できな
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い 
(5) 不安、心配を表明
することもある 
       
(6) 集団療法のよう
な側面がある 
       
(7) いつも同じ事を
言う人がいて新規性
に欠けつまらない 
       
(8) 会合の場は、まる
で演じる人々が集ま
った舞台のような雰
囲気だ 
       
(9) 参加者は似たも
の同士だ 
       
(10) 知ったかぶりを
する人がいる 
       
(11) 形式張ってはい
ない 
       
(12) 参加すると実際
に役に立つ情報が得
られ、進歩につながる 
       
(13) 参加者により、
関心の対象や興味が
異なる 
       
(14) 会合の目的や規
則、段取りなどがあい
まいだ 
       
 
 
＜３ 便益の相対評価＞ 『フォーラムに参加して実際に得られた便益について、ここで
は、次の 3要素に整理しました．それぞれ、フォーラムのメ
リットをあらわしています．総合得点が 100 点になるように
各要素に点数を配分してください』 
 
① 表出的 ・ 自分の気がかりなこと、感じること、心配や問
題点などを意見表明（情報発信）し、周りの人々
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の言うことに耳を傾けること． 
・ あるいは、自分の悩みや懸念について、とにか
く聞いてもらうこと．言いっぱなしでもかまわ
ない． 
 
 
        点
② 確認的 ・ 他の人の経験や助言を通じ、自分のやっている
ことを再確認し、納得すること． 
・ あるいは、他の人との情報交換を通じ、自分の
アイデンティティを確認し、自信を回復するこ
と． 
 
 
 
        点
③ 用具的 ・ 自己の目的を実現する上で必要な情報を獲得す
ること．また、そのために必要な情報の所在を
確認する等、他の人々を実用的な資源として活
用すること． 
 
 
        点
 合計      点
 
 
＜３-a 便益の実現度＞ 『フォーラムでは、どのくらいの頻度で次の便益が得られまし
たか？』 
 
１ ２ ３ ４ ５  
リッカート５段階方
式 
一度もない   ←  ときどき    →    いつも得ら
れる     
(1) 自分以外の人の
仕事に関する知識を
得る 
     
(2) 寂寥感の緩和      
(3) 女性管理職とし
てのケーススタディ 
     
(4) 共通意識、共通認
識の確認 
     
(5) 自己のアイディ
アの試験 
     
(6) 普通では知り合
えないような人々と
の広範な接触 
     
(7) アイディアの移      
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入 
(8) 自分が知らない
ような仕事環境の情
報入手 
     
(9) キャリア探索      
(10) 絆や人間関係の
深化 
     
(11) 自己自身の確認      
(12) 非公式の MKG 用
具 
     
(13) 経験共有化      
(14) 戦略的思考の鍛
錬 
     
 
 
＜３―b 便益の重要度＞ 『各項目は、あなたにとってどの程度重要ですか？』 
 
１ ２ ３ ４ ５  
リッカート５段階方
式 
まったく   ←   まあまあ       → 常に重要  
重要ではない      
(1) 自分以外の人の
仕事に関する知識を
得る 
     
(2) 寂寥感の緩和      
(3) 女性管理職とし
てのケーススタディ 
     
(4) 共通意識、共通認
識の確認 
     
(5) 自己のアイディ
アの試験 
     
(6) 普通では知り合
えないような人々と
の広範な接触 
     
(7) アイディアの移
入 
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(8) 自分が知らない
ような仕事環境の情
報入手 
     
(9) キャリア探索      
(10) 絆や人間関係の
深化 
     
(11) 自己自身の確認      
(12) 非公式の MKG 用
具 
     
(13) 経験共有化      
(14) 戦略的思考の鍛
錬 
     
 
 
＜４ ネットワーキング指向＞ 『あなたのフォ－ラムでの他の人々との関係において、
次の事項はどの程度当てはまりますか？』 
 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  
リッカート７段階方
式 
まったく                     まったく 
違う    ←    まあ当てはまる    → 当てはまる 
(1) 新しい人を探す
より既知の人との方
が気楽だ 
       
(2) 対人ネットワー
クの中に、自分のロー
ルモデルがいる 
       
(3) フォーラムの参
加者は、早期入れ替え
を好む 
       
(4) 他人の助けはか
りたくない 
       
(5) フォーラムの安
定的集団機能のため
には長期継続加入が
望ましい 
       
(6) 専門家の意見よ        
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り経験者の知恵だ 
(7) 旧知の人以外と
は共通の話題がない 
       
(8) 専門家やコンサ
ルは有益だ 
       
(9) 斬新な意見に触
れられなくとも似た
者どうしでつるみた
い 
       
(10) 自分が与えた好
意へはお返しを当然
期待する 
       
(11) 緩やかな広範な
ネットワークでの人
探しは手っ取り早く
好きだし、よく利用す
る 
       
(12) 他人には依存し
たくない 
       
(13) 一度会っただけ
の他人でもメンバー
だと思える 
       
(14) 友人はコネ機能
がゆえに有益だ 
       
 
 
＜５ フォーラム参加による満足度＞ 『あなたのフォ－ラムに参加して、総合的にどの
程度満足していますか？１つお選び下さい。』 
 
１ ２ ３ ４ ５  
リッカート５段階方
式 
大変不満 ←   まあ満足    満足  →  大変満足  
      
フォーラムに参加し
ての総合的満足度 
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＜６ フォーラム参加のインターネット 
代替許容度＞        『あなたのフォ－ラム参加活動を、インターネッ
ト上での活動で代替するとした場合、どの程度
それを許容しますか？１つお選び下さい。』 
 
１ ２ ３ ４ ５  
リッカート５段階方
式 
代替可能 ← まあ構わない まあ代替できない →代替不可能  
      
対面で集まらなくと
も、インターネット上
での活動で構わない
（ネットで代替可能） 
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付録Ｆ アンケート調査票（第５章関連 「社会インフラ調査」） 
地域社会インフラとしての郵便局の信頼度調査票 
 
■１ 安心できる地域社会生活という観点から、日頃関心を持っていることを選んでください。  
（３つまで） 
１ 生活環境（ゴミ問題、環境汚染） ６ 消費生活（商品・サービスの安全性） 
２ 災害・防犯（緊急時の避難場所） ７ 財産（相続、資産運用、ローン） 
３ 健康（家族の健康） ８ 雇用の確保（今後の生活費の確保） 
４ 育児（子供の教育） ９ 隣人関係（地域社会とのつながり） 
５ 老後（介護） １０ その他 具体的に 
 
   
★ 以下の①～⑧の施設については、 
・ あなたの身近にあるもの 
・ 仕事以外の普段の生活（プライベートや地域活動）での利用   を想定して答えてください。 
 
■２ ご自宅から次の①～⑧の各施設までの距離についてどのように感じますか。 
 現状でよい もっと 遠くてもよい 
① 商店（ｽｰﾊﾟｰ、食料品店、薬局など） １ ２ 
② コンビニエンスストア １ ２ 
③ 病院（診療所・医院を含む） １ ２ 
④ 郵便局 １ ２ 
⑤ 銀行・出張所（信金、農協などを含む） １ ２ 
⑥ 市役所・区役所・町役場（支所・出張所などを含む） １ ２ 
⑦ 交番（派出所を含む） １ ２ 
⑧ 消防署（分団署を含む） １ ２ 
 
■３ 今現在あなたの身近にある施設を維持するために、費用を負担する（商品・サービスの値段
が上がる、税金が増えるなど）ことになった場合、どのように感じますか。 
 費用を負担しても 
維持した方がよい
費用を負担するなら
維持しなくてもよい 
① 商店（ｽｰﾊﾟｰ、食料品店、薬局など） １ ２ 
② コンビニエンスストア １ ２ 
③ 病院（診療所・医院を含む） １ ２ 
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④ 郵便局 １ ２ 
⑤ 銀行・出張所（信金、農協などを含む） １ ２ 
⑥ 市役所・区役所・町役場（支所・出張所などを含む） １ ２ 
⑦ 交番（派出所を含む） １ ２ 
⑧ 消防署（分団署を含む） １ ２ 
 
■４ 今現在あなたの身近にある次の①～⑧の施設が今より遠い場所に移転した場合、イ
ンターネットや宅配・送迎制度の発展、道路網の整備などにより、今と同水準のサービ
スが受けられるとすると、どのように感じますか。 
 同水準のサービスが
受けられるなら、施設
が近くになくてもよ
い 
同水準のサービスが
受けられるとしても、施
設が近くにあった方が
よい 
① 商店（ｽｰﾊﾟｰ、食料品店、薬局など） １ ２ 
② コンビニエンスストア １ ２ 
③ 病院（診療所・医院を含む） １ ２ 
④ 郵便局 １ ２ 
⑤ 銀行・出張所（信金、農協などを含む） １ ２ 
⑥ 市役所・区役所・町役場（支所・出張所などを含
む） 
１ ２ 
⑦ 交番（派出所を含む） １ ２ 
⑧ 消防署（分団署を含む） １ ２ 
 
■５ 次の１～10 の各項目は郵便局が地域において実施している取組みです。これらを、
どのように評価しますか。 
項      目 
????
 
??
 
????
 
???
 
?????
 
???
 
?
?????
 
?
??
 
????
 
１ 住民票の写し、印鑑登録証明書などの交付 １ ２ ３ ４ ５ 
２ 郵便による登記簿謄抄本、住民票の写しなどの交
付請求サービスの実施 
１ ２ ３ ４ ５ 
３ ゴミ処理券、バス回数券などの販売 １ ２ ３ ４ ５ 
４ 郵便配達職員による高齢者への声かけサービスの
実施 
１ ２ ３ ４ ５ 
５ 地域の風物を題材とした「ふるさと切手」の発行 １ ２ ３ ４ ５ 
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６ 地域の特産品を対象とした「ふるさと小包」の販売 １ ２ ３ ４ ５ 
７ 固定資産税、水道料、国民健康保険料などの郵便
局への払込み（窓口、自動払込を含む） 
１ ２ ３ ４ ５ 
８ パソコン教室や絵てがみ教室などの開催 １ ２ ３ ４ ５ 
９ 郵便局ロビーに地域住民の作品を展示 １ ２ ３ ４ ５ 
10 市・町が発信する情報（広報・観光案内・イベン
ト情報など）の展示・配布 
１ ２ ３ ４ ５ 
注：調査対象地域において実施している施策に基づき、質問項目を適宜変更 
 
■６ 次の①～⑧の各施設について、安心できる地域社会生活という観点から、ア～カの
項目をどのように評価しますか。また、安心できる地域社会生活という観点から、ア～カの中
で一番重要であると思う項目を１つ選んでください。 
 項目 
????
 
??
 
????
 
???
 
?????
 
???
 
????
 
?
??
 
????
 
?????
 
 
 
① 商店 
ｽｰﾊﾟｰ、食料品店、薬
局など 
ア 気楽に入りやすい 
イ 安定・確実に商品・サービスを提供してくれる
ウ 商品・サービスについてたずねやすい 
エ トラブルがあった場合に適切に対応してくれる
オ 緊急時に駆け込みやすい 
カ 人とのつながりの機会を提供してくれる 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
ア 
イ 
ウ 
エ 
オ 
カ 
② ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄ
ｱ 
ア 気楽に入りやすい 
イ 安定・確実に商品・サービスを提供してくれる
ウ 商品・サービスについてたずねやすい 
エ トラブルがあった場合に適切に対応してくれる
オ 緊急時に駆け込みやすい 
カ 人とのつながりの機会を提供してくれる 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
ア 
イ 
ウ 
エ 
オ 
カ 
③ 病院 
(診療所・医院を含む)  
ア 気楽に入りやすい 
イ 安定・確実に医療サービスを提供してくれる 
ウ 医療サービスについてたずねやすい 
エ トラブルがあった場合に適切に対応してくれる
オ 緊急時に駆け込みやすい 
カ 人とのつながりの機会を提供してくれる 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
ア 
イ 
ウ 
エ 
オ 
カ 
④ 郵便局 
ア 気楽に入りやすい 
イ 安定・確実に商品・サービスを提供してくれる
ウ 商品・サービスについてたずねやすい 
エ トラブルがあった場合に適切に対応してくれる
オ 緊急時に駆け込みやすい 
カ 人とのつながりの機会を提供してくれる 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
ア 
イ 
ウ 
エ 
オ 
カ 
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⑤ 銀行・出張所 
（信金、農協など
を含む） 
ア 気楽に入りやすい 
イ 安定・確実に商品・サービスを実施してくれる
ウ 商品・サービスについてたずねやすい 
エ トラブルがあった場合に適切に対応してくれる
オ 緊急時に駆け込みやすい 
カ 人とのつながりの機会を提供してくれる 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
ア 
イ 
ウ 
エ 
オ 
カ 
⑥ 市役所・区役
所・町役場 
(支所・出張所など
を含む) 
ア 気楽に入りやすい 
イ 安定・確実に業務を実施してくれる 
ウ 業務についてたずねやすい 
エ トラブルがあった場合に適切に対応してくれる
オ 緊急時に駆け込みやすい 
カ 人とのつながりの機会を提供してくれる 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
ア 
イ 
ウ 
エ 
オ 
カ 
⑦ 交番 
(派出所を含む) 
ア 気楽に入りやすい 
イ 安定・確実に業務を実施してくれる 
ウ 業務についてたずねやすい 
エ トラブルがあった場合に適切に対応してくれる
オ 緊急時に駆け込みやすい 
カ 人とのつながりの機会を提供してくれる 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
ア 
イ 
ウ 
エ 
オ 
カ 
⑧ 消防署 
(分団署を含む) 
ア 気楽に入りやすい 
イ 安定・確実に業務を実施してくれる 
ウ 業務についてたずねやすい 
エ トラブルがあった場合に適切に対応してくれる
オ 緊急時に駆け込みやすい 
カ 人とのつながりの機会を提供してくれる 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
ア 
イ 
ウ 
エ 
オ 
カ 
 
■７ あなたについて 
（１） 性別 
１ 男 ２ 女 
 
（２） 年齢 
１ 19 歳以下 ２ 20～29 歳 ３ 30～39 歳 ４ 40～49 歳 
５ 50～59 歳 ６ 60～69 歳 ７ 70～79 歳 ８ 80 歳以上 
 
（３） 従業上の地位（雇用形態） 
１ 雇われている人（常雇） ① 正規の職員・従業員 ５ 会社などの役員 
２ 雇われている人（臨時雇） ② 正規以外の職員・従業
員 
６ 内職 
３ 自営業主（個人経営者、農林漁業従事者、自由業の人
など） 
７ 無職 
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４ 家族従業者   
 
（４） 居住年数 
１ 1 年未満 ４ 10 年～20 年未満 
２ 1 年～5 年未満 ５ 20 年以上 
３ 5 年～10 年未満  
 
■８ あなたの世帯について（単身世帯の方にはご回答いただく必要はございません） 
 
（１） 世帯員の数 
 人 
うち ６５歳以上の高齢者の数 
 人 
うち １８歳未満の子供の数 
 人 
 
（２） 家族類型 
１ 夫婦のみの世帯 ３ 夫婦、子供と親からなる世帯 
２ 夫婦と子供からなる世帯 ４ その他 
 
～～～ 調査へのご協力、ありがとうございました。 ～～～ 
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付録Ｇ アンケート調査票（第５章関連 「身近な施設調査」） 
 
地域における身近な施設についてのお伺い 
 
 問１ 現在お住まいの地域で、日頃、あなたがご関心を持っていることは何ですか。（○
はいくつでも） 
 
１　環境（ゴミ問題、水質・土壌汚染、温暖化）８　消費生活（商品の安全性、サービス内容）
２　自然災害（地震、台風） ９　仕事（収入、失業・廃業、再就職）
３　治安・犯罪（凶悪化、低年齢化） 10　財産（資産運用、借金、相続）
４　健康（健康づくり、病気） 11　地域活動（まちづくり、自治会、ボランティア）
５　育児・教育（託児、保育、学力、いじめ） 12　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　）
６　老後（病気、介護、生活費） 13　特にない
７　余暇（趣味、生涯学習）  
 
 
 ☆ 次のａ～ｇの施設については、あなたのお住まいの地域での利用を想定してお答えください。 
 
問２ 次のａ～ｇの各施設をどれくらい利用しますか。（○はそれぞれ１つずつ） 
 
毎日のよう
に行く
週に１回
程度行く
月に１回
程度行く
年に数回
程度行く
ほとんど行
かない
（行ったこと
がない）
ａ 商店 １ ２ ３ ４ ５
ｂ コンビニエンスストア １ ２ ３ ４ ５
ｃ 郵便局 １ ２ ３ ４ ５
ｄ 銀行・出張所（信金、農協等を含む） １ ２ ３ ４ ５
ｅ 学校（小・中・高）、保育所、幼稚園等 １ ２ ３ ４ ５
ｆ 市役所・町村役場（支所、出張所） １ ２ ３ ４ ５
ｇ 市町村立の会館（公民館、高齢者福祉会館、女性ｾﾝﾀｰ等） １ ２ ３ ４ ５
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問３ （１）次のａ～ｇの各施設について、地域の中で安心して社会生活を送るうえで、
ア～サ（ｃとｄについてはア～ス）の項目についてどう思いますか。（○は
すべての項目に１つずつ） 
（２）また、ａ～ｇの各施設について、地域の中で安心して社会生活を送るうえで、
ア～サ（ｃとｄについてはア～ス）の項目で、重要であると思う項目を選ん
でください。（○はいくつでも） 
（２）
（○はいく
つでも）
そう思う
どちらか
といえば
そう思う
どちらとも
いえない
どちらか
といえば
そう思わ
ない
そう
思わない
重要であると
思う項目
ａ 商店 ア 気楽に入りやすい １ ２ ３ ４ ５ ア
イ 利用しやすい場所にある １ ２ ３ ４ ５ イ
ウ 利用にあたってわからないことがあっても尋ねやすい １ ２ ３ ４ ５ ウ
エ 利用時のトラブルへの対応が適切である １ ２ ３ ４ ５ エ
オ 人とのつながりの場となっている １ ２ ３ ４ ５ オ
カ 身近な相談相手となってくれる １ ２ ３ ４ ５ 　→ カ
キ 地域の生活や活動に根付いている １ ２ ３ ４ ５ キ
ク 地域の情報交換の場となっている １ ２ ３ ４ ５ ク
ケ 安心して地域生活を送るうえで有効な情報を得られる １ ２ ３ ４ ５ ケ
コ 商品やサービスの内容が信頼できる １ ２ ３ ４ ５ コ
サ 災害発生時に拠点となる １ ２ ３ ４ ５ サ
ｂ コンビニエンスストア ア 気楽に入りやすい １ ２ ３ ４ ５ ア
イ 利用しやすい場所にある １ ２ ３ ４ ５ イ
ウ 利用にあたってわからないことがあっても尋ねやすい １ ２ ３ ４ ５ ウ
エ 利用時のトラブルへの対応が適切である １ ２ ３ ４ ５ エ
オ 人とのつながりの場となっている １ ２ ３ ４ ５ オ
カ 身近な相談相手となってくれる １ ２ ３ ４ ５ 　→ カ
キ 地域の生活や活動に根付いている １ ２ ３ ４ ５ キ
ク 地域の情報交換の場となっている １ ２ ３ ４ ５ ク
ケ 安心して地域生活を送るうえで有効な情報を得られる １ ２ ３ ４ ５ ケ
コ 商品やサービスの内容が信頼できる １ ２ ３ ４ ５ コ
サ 災害発生時に拠点となる １ ２ ３ ４ ５ サ
（１）
（○はすべての項目に１つずつ）
ア?
サ
の
中
で
ア?
サ
の
中
で
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（２）
（○はいく
つでも）
そう思う
どちらか
といえば
そう思う
どちらとも
いえない
どちらか
といえば
そう思わ
ない
そう
思わない
重要であると
思う項目
ｃ 郵便局 ア 気楽に入りやすい １ ２ ３ ４ ５ ア
イ 利用しやすい場所にある １ ２ ３ ４ ５ イ
ウ 利用にあたってわからないことがあっても尋ねやすい １ ２ ３ ４ ５ ウ
エ 利用時のトラブルへの対応が適切である １ ２ ３ ４ ５ エ
オ 人とのつながりの場となっている １ ２ ３ ４ ５ オ
カ 身近な相談相手となってくれる １ ２ ３ ４ ５ カ
キ 地域の生活や活動に根付いている １ ２ ３ ４ ５ 　→ キ
ク 地域の情報交換の場となっている １ ２ ３ ４ ５ ク
ケ 安心して地域生活を送るうえで有効な情報を得られる １ ２ ３ ４ ５ ケ
コ 商品やサービスの内容が信頼できる １ ２ ３ ４ ５ コ
サ 災害発生時に拠点となる １ ２ ３ ４ ５ サ
シ 全国的にどこでも同一のサービスが得られる １ ２ ３ ４ ５ シ
ス 全国的（他地域）につながっている １ ２ ３ ４ ５ ス
ｄ ア 気楽に入りやすい １ ２ ３ ４ ５ ア
イ 利用しやすい場所にある １ ２ ３ ４ ５ イ
ウ 利用にあたってわからないことがあっても尋ねやすい １ ２ ３ ４ ５ ウ
エ 利用時のトラブルへの対応が適切である １ ２ ３ ４ ５ エ
オ 人とのつながりの場となっている １ ２ ３ ４ ５ オ
カ 身近な相談相手となってくれる １ ２ ３ ４ ５ カ
キ 地域の生活や活動に根付いている １ ２ ３ ４ ５ 　→ キ
ク 地域の情報交換の場となっている １ ２ ３ ４ ５ ク
ケ 安心して地域生活を送るうえで有効な情報を得られる １ ２ ３ ４ ５ ケ
コ 商品やサービスの内容が信頼できる １ ２ ３ ４ ５ コ
サ 災害発生時に拠点となる １ ２ ３ ４ ５ サ
シ 全国的にどこでも同一のサービスが得られる １ ２ ３ ４ ５ シ
ス 全国的（他地域）につながっている １ ２ ３ ４ ５ ス
（１）
銀行・出張所
（信金、農協
等を含む）
（○はすべての項目に１つずつ）
ア?
ス
の
中
で
ア?
ス
の
中
で
 213
 
（２）
（○はいく
つでも）
そう思う
どちらか
といえば
そう思う
どちらとも
いえない
どちらか
といえば
そう思わ
ない
そう
思わない
重要であると
思う項目
ｅ ア 気楽に入りやすい １ ２ ３ ４ ５ ア
イ 利用しやすい場所にある １ ２ ３ ４ ５ イ
ウ 利用にあたってわからないことがあっても尋ねやすい １ ２ ３ ４ ５ ウ
エ 利用時のトラブルへの対応が適切である １ ２ ３ ４ ５ エ
オ 人とのつながりの場となっている １ ２ ３ ４ ５ オ
カ 身近な相談相手となってくれる １ ２ ３ ４ ５ 　→ カ
キ 地域の生活や活動に根付いている １ ２ ３ ４ ５ キ
ク 地域の情報交換の場となっている １ ２ ３ ４ ５ ク
ケ 安心して地域生活を送るうえで有効な情報を得られる １ ２ ３ ４ ５ ケ
コ 商品やサービスの内容が信頼できる １ ２ ３ ４ ５ コ
サ 災害発生時に拠点となる １ ２ ３ ４ ５ サ
ｆ ア 気楽に入りやすい １ ２ ３ ４ ５ ア
イ 利用しやすい場所にある １ ２ ３ ４ ５ イ
ウ 利用にあたってわからないことがあっても尋ねやすい １ ２ ３ ４ ５ ウ
エ 利用時のトラブルへの対応が適切である １ ２ ３ ４ ５ エ
オ 人とのつながりの場となっている １ ２ ３ ４ ５ オ
カ 身近な相談相手となってくれる １ ２ ３ ４ ５ 　→ カ
キ 地域の生活や活動に根付いている １ ２ ３ ４ ５ キ
ク 地域の情報交換の場となっている １ ２ ３ ４ ５ ク
ケ 安心して地域生活を送るうえで有効な情報を得られる １ ２ ３ ４ ５ ケ
コ 商品やサービスの内容が信頼できる １ ２ ３ ４ ５ コ
サ 災害発生時に拠点となる １ ２ ３ ４ ５ サ
（１）
学校（小・
中・高）、保
育所、幼稚園
等
市役所・町村
役場（支所、
出張所）
（○はすべての項目に１つずつ）
ア?
サ
の
中
で
ア?
サ
の
中
で
 214
 
 
問４ 次のａ～ｇの各施設について、全体的に考えて、その役割や機能についてどの程度満
足していますか。（○はそれぞれ１つずつ） 
 
 
（２）
（○はいく
つでも）
そう思う
どちらか
といえば
そう思う
どちらとも
いえない
どちらか
といえば
そう思わ
ない
そう
思わない
重要であると
思う項目
ｇ ア 気楽に入りやすい １ ２ ３ ４ ５ ア
イ 利用しやすい場所にある １ ２ ３ ４ ５ イ
ウ 利用にあたってわからないことがあっても尋ねやすい １ ２ ３ ４ ５ ウ
エ 利用時のトラブルへの対応が適切である １ ２ ３ ４ ５ エ
オ 人とのつながりの場となっている １ ２ ３ ４ ５ オ
カ 身近な相談相手となってくれる １ ２ ３ ４ ５ 　→ カ
キ 地域の生活や活動に根付いている １ ２ ３ ４ ５ キ
ク 地域の情報交換の場となっている １ ２ ３ ４ ５ ク
ケ 安心して地域生活を送るうえで有効な情報を得られる １ ２ ３ ４ ５ ケ
コ 商品やサービスの内容が信頼できる １ ２ ３ ４ ５ コ
サ 災害発生時に拠点となる １ ２ ３ ４ ５ サ
市町村立の会
館（公民館、
高齢者福祉会
館、女性ｾﾝﾀｰ
等）
（１）
（○はすべての項目に１つずつ）
ア?
サ
の
中
で
満足
している
どちらか
といえば
満足
している
どちらとも
いえない
どちらか
といえば
満足
していない
満足
していない
ａ 商店 １ ２ ３ ４ ５
ｂ コンビニエンスストア １ ２ ３ ４ ５
ｃ 郵便局 １ ２ ３ ４ ５
ｄ 銀行・出張所（信金、農協等を含む） １ ２ ３ ４ ５
ｅ 学校（小・中・高）、保育所、幼稚園等 １ ２ ３ ４ ５
ｆ 市役所・町村役場（支所、出張所） １ ２ ３ ４ ５
ｇ 市町村立の会館（公民館、高齢者福祉会館、女性ｾﾝﾀｰ等） １ ２ ３ ４ ５
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問５ 現在、あなたのお住まいの地域にある次のａ～gの各施設の立地場所についてうかが
います。 
   立地場所が今より遠くに移転したとしたら、どのように感じますか。（○はそれぞ
れ１つずつ） 
 
 
問６ 日ごろ、郵便局を利用する際に、郵便局の役割や機能が全国に行き渡っていること
を、どのようなサービスにおいて感じますか。（○はいくつでも） 
１　全国各地に多数のポストがあり、投函することができる
２　全国どこへでも均一料金で信書（手紙・はがき）を送ることができる
３　全国どこへでも小包（ゆうパック）を送ることができる
４　通知を出しておけば、引越し先への郵便物の転送が受けられる
５　全国どこの郵便局でも、外国郵便を出すことができる
６　全国どこの郵便局でも、郵便貯金の出し入れができる
７　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
８　特にない  
 
問７ 今後、郵便局に新たに提供して欲しい商品・サービスがあれば、何でもお書きくだ
さい。 
 
何らかの方法（イン
ターネットや宅配・送
迎制度の発展など）で
同水準のサービスが受
けられるのなら、施設
が近くになくてもよい
何らかの方法（イン
ターネットや宅配・送
迎制度の発展など）で
同水準のサービスが受
けられるとしても、施
設が近くにあった方が
よい
ａ 商店 １ ２
ｂ コンビニエンスストア １ ２
ｃ 郵便局 １ ２
ｄ 銀行・出張所（信金、農協等を含む） １ ２
ｅ 学校（小・中・高）、保育所、幼稚園等 １ ２
ｆ 市役所・町村役場（支所、出張所） １ ２
ｇ 市町村立の会館（公民館、高齢者福祉会館、女性ｾﾝﾀｰ等） １ ２
 216
問８ あなたについて、お伺いします。 
（１）性別をお答えください。（○はひとつ） 
   １　男性 ２　女性  
 
（２）年齢であてはまるものをお選びください。（○はひとつ） 
  
１　20歳～29歳 ４　50歳～59歳 ７　80歳以上
２　30歳～39歳 ５　60歳～69歳
３　40歳～49歳 ６　70歳～79歳  
 
（３）あなたのお仕事で最も近いものをお選びください。（○はひとつ） 
   
１　会社経営者・役員 ５　自営業（個人経営者、農林漁業従事者、自由業等）
２　会社員 ６　パート・アルバイト
３　公務員 ７　無職
４　その他団体職員  
 
（４）現在のお住まいでの居住年数はどれくらいですか。（○はひとつ） 
  
１　１年未満 ３　５年～10年未満 ５　20年以上
２　１年～５年未満 ４　10年～20年未満  
 
（５）あなたは日常の外出に自動車を利用していますか。あなたご自身が運転するかしな
いかにかかわらず、お答えください。（○はひとつ） 
   １ 利用している ２　利用していない  
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（６）インターネットを利用していますか。（○はひとつ） 
   
１　利用している ２　利用していない　→　問９へ
（６-１）インターネットの利用頻度はどれくらいですか（○はひとつ）
１　ほぼ毎日 ３　月１回程度
２　週１回程度 ４　年数回程度  
 
問９ あなたの世帯について、お伺いします。 
（１）あなたの世帯はあなたご自身を含めて何人でしょうか。   人 
   その中で、次の年齢の方はいらっしゃいますか。（○はそれぞれひとつずつ） 
（１-１）65歳以上の人 ・・・ １　いる ２　いない
（１-２）6歳以上18歳未満の人 ・・・ １　いる ２　いない
（１-３）6歳未満の人 ・・・ １　いる ２　いない  
 
（２）家族の形態で最も近いものをお選びください。（○はひとつ） 
   
１　一人暮らし
２　夫婦のみの世帯
３　二世代世帯（親と子）
４　三世代世帯（親と子と孫）、四世代以上の世帯
５　その他  
 
（３）世帯収入はどれくらいですか。（○はひとつ） 
   
１　200万円未満
２　200万円～400万円未満
３　400万円～600万円未満
４　600万円～800万円未満
５　800万円～1000万円未満
６　1000万円以上  
 
＝＝＝ 以上で終わりです。ご協力、ありがとうございました。＝＝＝ 
